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頁 1 

要 約 

1.  実証調査事業の選定 

1.1  実証調査事業の目的及び選定手順 

(1) 実証調査事業の目的 

1) マスタープラン(案)及びアクションプラン(案)に基づくビジネスモデルを検証する。 
2) 加工･流通に関わるマスタープラン(案)及びアクションプラン（案）の有効性を検証する。 

(2) 実証調査事業の選定手順 

「実証調査事業候補」を選定し、各事業候補を実証調査事業の目的に沿って審査し、「実証調査事

業」を絞り込むこととした。 

1.2 実証調査事業候補の選定 

「産品」を扱っている生産･加工･流通･販売の「活動グループ」を基本にした選定基準を設け、9
実証調査事業候補を選定した。 

No 実証調査事業候補 活動グループ 対象とする産品 

1. 既存農業協同組合の組織強化   コメ  

観葉植物

コメ生産組合 
花卉生産組合 

米、野菜 
観葉植物/香草/薬草 

2. 大豆のバリューチェーン改善 豆腐製造業者 
大豆生産農家グループ 

大豆（豆腐、テンペ、豆乳） 

3. 自然栽培法による農産物の生産･加工･流通 自然栽培法の生産農家 自然栽培による野菜、果物 
4 鮮魚の物流システム改善 現地鮮魚業卸業者 水産物（鮮魚） 
5. 女性グループによる家禽ビジネス支援 鶏飼育女性グループ 畜産物（鶏肉/鶏卵） 
6. 国産トウモロコシ消費多様化促進 製粉業者 

パン製造･販売業者 
トウモロコシ 

7. 国内産品の消費促進－料理教室－ NGO、女性グループ 根菜類（キャッサバ、ジャガイ

モ、タロ芋）、とうもろこし等 
8. 地域特産品生産振興       ヤシ酒

蜂蜜

ヤシ酒生産者 
蜂蜜生産者 

ココナッツ（ヤシ酒） 
蜂蜜 

9. キャンドルナッツ輸出にかかる品質向上 キャンドルナッツ生産農家 工芸作物（キャンドルナッツ）
 
1.3 実証調査事業の選定 

9 実証調査事業候補を絞り込むために、実施優先度の観点から次のような評価基準を設定した。 

 評価大項目  評価小項目 
A A-1 食料輸入対策に資するか？ 
 

流通改善にインパク

トを与えるか？ A-2 一般消費者層を対象とするか？ 
B B-1: 農民/加工業者/流通業者の能力強化に資するか？ 
 

パイロット的要素を

包含するか？ B-2: 普及・展示効果があるか？ 
  B-3: DNPIAC にとって新規性があるか？ 
C C-1: 裨益者数が多いか？ 
 

一般的な効果は期待

できるか？ C-2: 費用対効果が見込めるか？ 
 
上記の評価基準に基づき、9 事業候補を評価した結果、次の 5 事業を実証調査事業として選定した。 

No.1: 既存農業協同組合の組織強化事業(コメ) No.2: 大豆のバリューチェーン改善事業 

No.3: 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 No.4: 国産トウモロコシ消費多様化促進事業 

No.5: 国内産品の消費促進 -料理教室- 事業  
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Dili ; No.2, No.4, No.5
Baucau; No.1, No.5 Laga; No.1

Viqueque; No.2,No.3, No.5

Fetuberliu; No.2

Same; No.3, No.4,
N 5

Aileu; No.3, No.5

Same/Betano; No.2

Maubisse; No.2, No.3Cailaco; No.2

Maliana; No.2, No.4
Viqueque/ Bibileo; No.2

Fuilora N0.2

Cacafen No.3

Bobonaro No.2

実証調査事業は 8県 13
郡で実施する。 
 
1.4 実証調査事業の実

施方針 

実施体制は、事業実施

主体であるDNPIACと活

動者を技術的に支援する

技術支援グループ(NGOs
等の民間組織/団体)で構

成する。事業は評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価す

る。また、評価では 5 段階に区分された 5～1 の評点付けを行う。各実証調査事業では、アクション

プラン(案)の中の該当する「プロジェクト」を試行することによって、その有効性を検証する。 

2. 既存農業協同組合の組織強化事業 

2.1  実施計画 

(1) 目的 

既存農業協同組合の組織強化を通じて、組合が生産した米や野菜の生産･加工･流通･販売を促進す

る。 

(2) 活動計画 

組合による米と野菜の生産･加工･流通･販売の強化を目指して次の活動を行った。 

活動-1: 既存灌漑システムの改修 
活動-2: 作物栽培･マーケッティング技術の改善 
活動-3: 組合の運営･管理能力向上研修 

 
事業の中では、各活動別に実施体制を構築し、活動毎に実施･モニタリング･評価した。 

2.2 既存灌漑システムの改修 

(1)  活動内容と実施体制 

ポンプ灌漑施設を改修し、雨期米作の補給灌漑や野菜栽培のための灌漑を可能にすると共に、改修

したポンプ施設の維持管理運営体制を確立した。実施体制は、以下の通りであった。 

実施主体   ： DNPIAC、バウカウ県農林水産部 
技術支援   ： 井戸掘削業者: 井戸掘削、ポンプ設置 

バウカク県灌漑水管理課 
関連機関   ： 県農林水産部（農業･園芸課、灌漑･水管理課） 
活動グループ ： サルギロス農業協同組合(組合員 25 名) 

 

(2)  活動の最終評価 

1) 活動プロセスにおける実施体制 

改修活動は、県 DIPIAC との連携の下、調査団の主導で実施した。現地調査や施設の計画、設計な

どの組合との協議では、DNPIAC 県職員は、調査の初期段階から協議に参加し、施設改修の調査から

計画、設計、工事の一連のプロセスを学ぶ機会となった。一方、県灌漑･水管理局からは、初期の調

査段階を除き、その後の計画/設計/工事段階での参加はなかった。ポンプの維持管理や運転費用の負



要約 

 
頁 3 

担に関わる組合とのワークショップでは、県 DNPIAC から、行政からの費用支援がないことからポン

プ利用者による負担が必要であること、が強調された。ポンプを利用した野菜栽培では、県普及局の

関与はなかった。 

2) 活動の 5 項目評価 

評価項目 中間評価 
妥当性 

（評点：4） 
井戸施設を復旧して灌漑水を確保する本活動は、稲作の安定のみならず、新たに野菜栽

培も可能にするもので、組合のニーズ（コメ/野菜の生産･販売を通じた組合経営の強化）

に合致している。また、小規模ではあるが、既存農地における灌漑施設の改修は、当該

地区の｢食糧の安全保障｣に寄与するもので、妥当性は高い、と判断される。 
有効性 

（評点：3） 
 

井戸周辺に野菜栽培圃場（0.3ha）が整備され、井戸とポンプを利用した野菜（カンク

ン/トマト/スイカ/サヤエンドウマメ等）の栽培が行われた。栽培に参加した農民グループ

/女性グループでポンプ燃料代を負担した。雨期稲作では、井戸利用が可能となった。乾

期/雨期を通じてポンプ改修の有効性は検証された、と判断される。 
効率性 

（評点：3） 
インドネシア統治時代のポンプ灌漑では水中ポンプを利用していたが、本活動では、組

合との協議に基づき、組合が維持管理可能な施設として、エンジン駆動による吸い込み

ポンプ(エンジンとの分離型)を設置した。維持管理は、組合との協議に基づき、エンジン

部分のメンテナンスは組合自体で行っている。費用対効果は 1.2 であった。 
インパクト 
（評点：3） 

東ティモールでは、本地区に類似した傾斜地での天水依存の農地が多い。灌漑システ

ムの整備による雨期稲作の収量増、野菜生産の灌漑効果が確認できれば、周辺地区に与

える影響は大きい。乾期には、周辺の農民/女性グループが野菜を生産し、仲買人を通じ

てバウカク市場に出荷して大きな収益を得た。栽培グループによる今期の野菜栽培はそ

の成果から判断して、今後の組合活動にインパクトを与えた。 
自立発展性 
（評点：2） 

自立発展性を促す活動として、ポンプの運転費用の徴収についてのワークショップを実

施してきた。その結果、組合はポンプ運転責任者を配置し、燃料費負担によるポンプ運

転を行うことができた。今後は、ポンプの燃料費用のみならず、修理や部品交換の費用

を積み立てておくことが望まれる。一方で、出費を伴う活動には組合員の合意形成が必

要となり、自立発展性が危惧される。 
合計点：15  
 

2.3  作物栽培・マーケティング技術の改善 

(1) 活動内容と実施体制 

生産した米や野菜の付加価値を高めた流通･販売を可能にするために、1) 野菜の品質向上のため

の栽培技術研修､2) 精米の等級区分の導入による付加価値付け及び収穫後処理技術の改善の研修､3 )
精米のマーケティング技術研修、の活動を行った。実施体制は、以下の通りであった。 

実施主体   ： DNPIAC、バウカウ県農林水産部 
技術支援   ： CDC（Centro do Desenvolvimento Comunitario, NGO）: 栽培、収穫後処理、

梱包、輸送、販売 
バウカウ県農林水産部: 種子の調達、栽培技術 

関連機関   ： 県農林水産部（農業･園芸課、灌漑･水管理課） 
活動グループ ： サルギロス農業協同組合(組合員 25 名)、野菜栽培農家グループ 

 

(2) 活動の最終評価 

1) 活動プロセスにおける実施体制 

DNPIAC は積極的に本実証調査の活動支援を行った。特に、(i)会合及びワークショップでの助言、

(ii)郡事務所並びに村長への業務連絡、(iii)本活動のモニタリング、については直接的に関与した。ま
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た、村の農業普及員は、効果的な農業技術を提供し活動を支援した。 

CDC は当初、組合との関係は必ずしも旨く行っていなかった。お互いのコミュニケーション不足と

考えられる。CDC は農民のグループ化支援の優れた経験を持っているが、組織化された既存の組合に

対してトレーニングを行うことの難しさがあった。 

サルギロス農業組合（13 名（組合長、副組合長、書記、会計、監査 3 名、理事 6 名）の理事で構成）

の協同活動は、水稲を栽培し籾を精米・包装してバウカウとディリの業者に販売することである。昨

季、組合は 16 トンの精米（IR64）を$1.0/kg でディリのスーパーマーケット 3 店及びバウカウの 5 流

通業者に販売した。今季は 22 トンの精米（IR64、Nakroma）の販売を計画している。 

2) 活動の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
(評点：4) 

一般的にコメ生産農家は、自家消費量を超えての生産にはそれほど積極的でない。

しかしながら、ディリやバウカウ市場に余剰米を持ち込めば販売は可能である。近隣

の市場でも販売は可能だが、市場規模が小さいため割高な輸送費と販売費の負担を強

いられる。安価な輸入米の流通や品質を問わない籾での政府買い上げは、品質の向上

を目指すコメ生産農家の栽培・加工･流通改善の意欲を減退させている側面がある。 
このような状況下、組合はコメ作りに加えて、乾期野菜の栽培･販売も試みた。この

活動は、安定的な組合経営を目指す組合のニーズに合致したものである。 
有効性 

(評点：4) 
本活動では、身近な資源を利用して作った肥料や農薬の施用効果が確認された。収

穫後処理の品質向上の課題は、異物の混入防止と破砕米の減少で、組合員は対策を共

有している。また、輸送販売に関する問題は、1) 包装資材のビニール袋の調達が難し

い、2) コメの輸送用車輌の手配が難しい、の 2 点で、対策を実施している。販売では、

本活動を通じて、組合は積極的なマーケティングを学び、今期は、ディリのスーパー

マーケットでの販売を 2 店増やして計 5 店と計画している。 
効率性 

(評点：2) 
組合員が学んだ肥料や防虫材作りの技術は圃場に適用された。サイロについては、

有効に活用されている。野菜栽培では、訓練した栽培技術が野菜作りに反映されたこ

とから、その効率性が高いと判断されるが、組合員の活動への参加は少なかったこと

から、その効率性は低く抑えられた。 
インパクト 
(評点：2) 

栽培とマーケティングの技術が向上し、コメと野菜の販売量が増加すれば、組合の

ビジネスモデルの確立に繋がるであろう。一方、負のインパクトとして、本活動が、

活動に積極的な組合員と消極的な組合員との関係に溝を作ったこと、が上げられる。

自立発展性 
(評点：3) 

自立発展性は、経済的に自立できる組合運営の確立にかかっている。売上増加の手

段は明らかになったが、組合員の共同活動への動員方法は見付かっていない。 
協同活動に消極的な組合員でも、“現金”に対する関心は高いことが明らかとなった。

このため、組合活動において現金収入を増やすことができるシンプルな目標の設定が

できれば、彼らの共同作業への参加を引き出すのに有効と考えられる。 
合計点：15  

 

2.4  組合の運営・管理能力向上研修 

(1) 活動内容と実施体制 

組合の自立経営を支援するための活動の一環として、集団研修を実施した。 

実施主体   ： DNPIAC、バウカウ県農林水産部 
技術支援   ： エスペランサ組合（Cooperativa Esperanca, NGO）: 研修の企画･運営 

経済開発省協同組合局: 組合一般、登録、等に関わる現状と施策 
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関連機関   ： DNPIAC、経済開発省協同組合局 
活動グループ ： 集団研修参加者: サルギロス農業協同組合（8 人）、アグリビジネス活動の農

村リーダー/組織/団体、NGOs(11 人)、アグリビジネス業務の行政官（6 人） 
 

(2) 活動の最終評価 

1) 活動プロセスにおける実施体制 

DNPIAC からは 6 名（ディリ、バウカウ(2 名)、ラウテム、ボボナロ、オエクシ、内 2 名は女性）

が本研修のリソース･パーソンとして参加した。経済開発省（MED）組合局は 1 名の講師を本研修に

派遣した。派遣された講師は、組合の育成と管理に関する講義を担当した。また、アグリビジネス分

野における組合活動概要の事例紹介を行った。組合局はこの講師派遣を通して、農業組合活動の振興

を MAF と共に協働していく技術、関心、資源を有していることを示した。 

エスペランサ組合は、これまでに東ティモール政府や USAID の他、東ティモール国内で活動して

いる NGOs との共同業務の実施経験を持っている。今回の研修の運営成果から、エスペランサの運営

管理は技術的に妥当であり、評価できるものであることが判った。 

2) 活動の 5 項目評価 

評価項目 中間評価 

妥当性 
（評点：4） 

サルギロス農業協同組合は、自らの組合経営を強化するためには、共同運営･管理の

ノウハウを習得することが求められている。本研修には、組合の他に、DNPIAC 職員、

組合化を目指すグループも参加し、組合の意義やアグリビジネス推進のノウハウを学

習した。このような研修の場は、組合や組合化を目指すグループや DNPIAC 及び組合

局のニーズに合致しており、妥当性は高いと判断される。 
有効性 

（評点：4） 
組合とアグリビジネス部門の開発は長期目標として掲げられるもので、有効性の評

価を得るには、少なくとも 3 ヵ年の実施期間が必要になると思われる。しかし、研修

生は即効的な知識やスキルを得ることができた。研修後、直ちに習得した技術（例え

ば会計、帳簿作成、組織作り）を、彼らの活動に適用することができる。 
効率性 

（評点：3） 
研修費用は US$15,000 で一日当たりの研修費用は US$50/人と算定され、妥当と思わ

れる。本研修ではアグリビジネスの計画が演習され、参加者の会計、簿記、登記、法

規や規約に関する知識･技能が向上された。 
インパクト 
（評点：3） 

上述の直接的なインパクトのほかに正のインパクトとしては、1)MAF と組合局の合

同研修実施のモデルになる、2)MAF職員の組合支援の機運が高まる、3)県レベルでMAF
アグリビジネス局職員の間での情報交換ができる、4)習得した技術が組合以外の活動

に応用される、ことが挙げられる。これに対して負のインパクトとしては、組合活動

が少なく具体的な事例が示せないことから参加者の理解を深めることが難しい、事が

挙げられる。 
自立発展性 
（評点：2） 

これまでにも組合活動が行われた結果、貯蓄や長期貸付を目的にした組合や運営が

順調な海産物を扱う組合もあるものの、殆どの組合活動は休止している。研修の参加

者は組合運営の必須のスキルを習得したが、それらは、組合の現実の意向並びに必要

な資源と密接に繋がっていることが必要である。現時点では、組合活動の確立が見通

せないことから、自立発展性は低いものと判断される。 
合計点：16  

 
2.5 検証事項の評価 

本事業を通じて、1) MAF の米/野菜の加工･流通業の振興に関わる行政支援、2) 米と野菜の生産･

加工･流通･販売段階における付加価値創造プロセス、3) 農業協同組合の経営強化のための人材育成
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手法、を検証・評価した。 

3. 大豆のバリューチェーン改善事業  

3.1 実施計画 

(1) 目的 

国産大豆の生産者と豆腐/テンペ等の大豆加工業者間において大豆の流通リンクを構築し、国産大豆

を原料とする加工品の生産･販売を通じて大豆のバリューチェーンを改善する。 

(2) 事業内容  

本事業は、事業の内容と活動グループが異なる次の 2 サブ事業で構成した。 

 サブ事業 内容 
1. 大豆のバリューチェーン改善事業

（広域流通） 
ディリの加工業者を核とした広域にわたる大豆のバリューチ

ェーンの改善 
2. 大豆のバリューチェーン改善事業

（小域内流通） 
ボボナロ県内の生産農家の強化を通じた同県地域内の大豆の

バリューチェーンの改善 
 
3.2 大豆のバリューチェーン改善事業（広域流通） 

(1) 活動内容と実施体制 

「契約栽培の実施」、「栽培技術の改善」、「契約栽培を通じて調達した大豆を原材料とする大豆加工

品の新商品の開発･販売」の活動を次の実施体制で行った。 

実施主体  ： DNPIAC 
技術支援  ： GVF（Green Village Food Ltd.）: 栽培契約、大豆栽培、収穫後処理、大豆加工、マ

ーケティング）、県農業普及員（ビケケ県、ボボナロ県）: 栽培技術 
関連機関  ： MTCI、GIZ プロジェクト、IFC 
活動グループ： 大豆生産者: 大豆の生産農家; ビケケ県ビケケ郡ビビレオ村 8 グループ(100 名)、マ

ナツト県ナタボラ郡アバトオアン村 1 グループ(40 名)、バウカウ県ビラレ郡ファト

マカ村代表者 1 名、ラウテム県ロスパロス郡 4 フィリオロ村 4 グループ(80 名) 
大豆加工者: ディリの大豆加工業者 

 
(2) 事業の最終評価 

1) 活動プロセスにおける実施体制 

契約栽培の段階では、マウビシ地区の大豆生産農家から種子を調達したが、この際には、加工業者

や DNPIAC 中央及び県職員からの現地情報を参考にして発掘した。生産農家との協議や現地調査への

参加もあった。その後の契約栽培の締結では、DNPIAC 県職員が加工業者と栽培農家グループとの間

の仲介者となって活動した。 

栽培技術の改善では、ビケケ県農業普及員が訓練を通じて習得した「在地資源活用」（身近にある

自然資源を利用した）農薬の製法と散布方法を生産農家グループへ技術移転を行ったが、活動の継続

はなかった。技術移転が農家に受け入れられ定着するまでには、栽培現場での繰り返しの技術移転が

必要である。 

2) 事業の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：4） 

大豆の一連の価値連鎖の中で、ボトルネックの一つは販売先であった。在地資源活用

農薬大豆という特定のニッチ市場を指向することによって、国内で原料を生産して加工

品（豆腐や豆乳）に加工し販売することは、国内流通のみで完結することである。バリ
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評価項目 最終評価 

ューチェーンの改善による加工･流通プロセスの強化は、生産部門の拡大に繋がり食糧安

全に貢献する一つのアプローチである。この事業は妥当性がある、と判断される。 

有効性 
（評点：4） 

 

契約栽培による大豆生産では、農家の栽培技術の未熟や病虫害の発生があり質・量の

十分な供給があったとは言えないが、目的に掲げた生産農家と加工業者のリンケージは

確立された、と判断される。本事業で、加工業者が有機豆乳生産を行い、生産した豆乳

をディリ市のスーパーマーケットや小売店で販売した。事業の有効性はあった、と判断

される。 

効率性 
（評点：3） 
 

優良固定種子の導入、木酢液、微生物資材による完熟堆肥、在地資源活用農薬作りは、

調査団が指導した。これらは安価な現地適応技術として農家に受け入れら、生産の量･質

の確保に有効であることが確認された。しかし、大豆生産は自然条件や土地条件に影響

を受けやすい。技術の浸透には繰り返しの訓練が必要であることが判った。豆乳開発で

は、防腐剤なしで滅菌効果が 3 ヶ月以上あることが確認された。その結果、流通上の損

失がほとんど無くなった、と判断される。費用対効果は、豆乳の増産体制の下では 1.1
となる。また、生産から販売に至る過程で創出された経済的な付加価値は凡そ 10 倍とな

ることが算出された。 

インパクト 
（評点：4） 

契約栽培の受益者となる生産農家グループは、現在のところ 3 県の計 19 グループとな

った。これらのグループへの栽培指導は、仲買人、加工業者の契約社員と農業普及員、

農家グループ代表、NGO、県農業局長が中心となって行っている。加工業者を販路先と

した流通経路の構築は、生産農家に対してインパクトがあったことは明らかである。し

かし、今期は、洪水や長雨による害虫の発生が大豆生産に影響を与え、国内価格が急上

昇したことから、今後の豆乳の販路拡大に影響を及ぼすことが懸念される。 

自立発展性 
（評点：3） 

バリューチェーン改善では、契約栽培における大豆栽培上の問題を克服することが、

持続性を確保する上で、最も重要な課題である。そのためには、栽培技術の普及を担う

農業普及員の事業への参加が不可欠であるが、今までの調査結果から判断すると、農業

普及員は、大豆栽培技術の普及に必要な知識/技術能力を十分に有していない。農家にと

っては、栽培技術の向上は所得に直結する問題であり、持続性確保に向けた栽培技術向

上の意識は強い。費用/便益分析の結果によると、豆乳製造･販売のビジネスモデルの持続

性はある、と判断される。 

合計点：18  
 
豆乳市場拡大の可能性 

豆乳の市場規模については、現在の販売状況を考慮すると、ディリ市内だけでも 500 リットル/日
(1,000 本/日)以上が見込まれる。地方への展開を考慮すると 1,500 リットル/日以上の需要が創出され

る可能性がある。 

3.3 大豆のバリューチェーン改善事業（小域内流通） 

(1) 活動内容と実施体制 

「契約栽培の実施」、「栽培技術の改善（自然栽培法の強化: 有機肥料、有機農薬、木酢液の製法、

散布技術の普及･定着）」、「テンペ加工技術の導入と普及」の活動を以下の実施体制で行った。 

実施主体   ： DNPIAC 
技術支援   ： OHM（Organisation Haburas Moris, NGO）: 栽培契約、大豆栽培、収穫後処理、

マーケティング、県農業普及員（ボボナロ県農林水産部） 
関連機関   ： 県農業普及員（農業･園芸課） 
活動グループ ： 大豆生産農家: ボボナロ県カイラコ郡ミリゴ村の 1 農家グループ(35 名)、同村
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1 女性グループ(15 名)、同郡マリアナ郡アタンブル村 1 女性グループ(22 名)、
同県ボボナロ郡マレウブ村/テバブイ村/カラバウ村計 3 農家グループ(80 名) 
対象面積：1 年次 2ha、2 年次 25ha 

 

(2) 事業の最終評価 

1) 活動プロセスにおける実施体制 

栽培技術の改善などの技術移転の場には、ボボナロ県農業事務所に参加を呼びかけたが、積極的な

参加は少なかった。在地資源活用農薬の製造方法や散布方法の技術移転では、ビケケ県の農業普及員

を招いて訓練を行った。訓練を受けた普及員は、同県の大豆生産農家に技術移転を行った。大豆の安

定生産のためには、県普及員の栽培技術能力や普及能力の向上が望まれる。 

技術支援者の OHM（NGO）は、農家グループや加工業者との信頼関係を構築し、事業を円滑に実

施した。また、習得した在地資源活用の肥料や農薬作りの技術を活かして、同県の農家グループに活

動を拡大しようとしている。栽培技術の普及では、農家は成功事例を自らの目で確認した後でないと

実践しない傾向にあることから、小区画での展示・試行から始めるプロセスが欠かせない。 

2) 活動の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：4） 

大豆栽培では、適地の選択や地元で入手できる農業資材を活用することによって、在地

資源活用型農法による栽培を行う上での技術的課題も克服できる見通しが立った。これ

は、大豆生産農家の生産安定のニーズに答えたものである。テンペ菌増殖技術の導入は、

安価で高品質なテンペの製造と販売の拡大に寄与するものである。事業で実施したバリュ

ーチェーンの改善は、限られた域内ではあるが、域内の食糧安全に貢献するアプローチと

して評価でき、この事業の妥当性はある、と判断される。 

有効性 
（評点：4） 

生産段階では、在地資源活用型農法の強化を栽培技術の基本とした。洪水被害はあった

ものの収穫が皆無であった同県の類似地区に比べ、有る程度の収穫があったことから、在

地資源活用型農法で試行した有機肥料や有機農薬による栽培技術の改善は効果的であっ

た。農家自身が農薬や完熟堆肥の製造や散布の方法を学習した。自らの学習と効果の発現

が自信となって、ディリの加工業者へ直販する目途がついた。テンペ製造で、従来は輸入

テンペ菌を用いていたが、テンペ菌の増殖技術を用いて高品質なテンペを製造できるよう

になった。本事業の有効性はある、と判断される。 

効率性 
（評点：4） 
 

投入資材は、いずれも現地で入手可能な資材を用いたもので安価なものであった。また、

テンペ菌の増殖技術も女性グループの学習能力にあった平易な技術であった。効率性は高

いと判断される。製造技術の普及では、訓練を受けたマリアナ県の NGO がマウビシ地区

の NGO に直接製造方法を指導した。今後は、各地の NGOs 間の技術移転を DNPIAC がフ

ァシリテートするようになれば、普及の効率性が上がると思われる。 

インパクト 
（評点：4） 

大豆の契約栽培は、ボボナロ県の農家グループ 35 名で始められたが、その後、対象農

家グループが 5 村の 80 農家（25ha)に拡大した。契約栽培では、収穫物の出荷先が確定し

ている、また、テンペ製造も可能となった、生産農家にとっては営農上のリスク回避がで

きるものである。栽培契約はインパクトがある、と判断される。テンペ製造はボボナロ県

の 2 郡の 2 女性グループが行っている。いずれのグループでも、従来の生産量は 20 袋/
週であったが、現在では大豆のストックがある間は、200 袋/週を製造している。 
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評価項目 最終評価 

自立発展性 
（評点：3） 

栽培技術の定着と他地区への拡大･普及のためには、普及員の普及技術能力の向上が必

要である。本事業に携わった OHM は、生産者と加工業者の間に立って栽培を推進する活

動者として、一定の役割を果たすことが出来た。また、県事務所も一定の役割を果たすこ

とが判った。今後の自立発展性の確保を図る上では、DNPIAC が地元の人材を有効に活用

することが出来るような実施調整能力を高めることが必要である。テンペは一定の需要は

期待でき、その製造技術は平易な現地適応技術である。意欲のある女性グループなら取り

組むことが出来ることから、自立発展する可能性は大きい。 

合計点：19  

 
3.4 検証事項の評価 

本事業を通じて、1) 国内の大豆生産者と大豆加工業者間の契約栽培の促進、2) 大豆加工業者及

び加工グループに対する有効な支援プロセス、を検証･評価した。 

4. 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 

4.1  実施計画 

(1) 目的 

地方農村部の女性グループによる小規模養鶏ビジネスへの支援を通じて、国内産の鶏卵および鶏肉

の供給拡大を図り、輸入鶏卵・鶏肉を代替する養鶏ビジネスの普及･拡大を図る。 

(2) 活動内容と活動グループ及び実施体制 

技術研修（鶏飼育、マーケティング、グループ運営）を通じて鶏舎・飼料の改善を行うと共に、鶏

の疾病予防対策の立案と試行を通じて養鶏技術の向上を図る。これらの成鶏/鶏卵の生産･販売に向け

た活動を支援するための活動を、以下の活動グループと実施体制で行った。 

実施主体   ： DNPIAC 
技術支援   ： Alora(Alola Foundation, NGO): 養鶏技術、疾病予防対策、飼料調合、マーケ

ティング、グループ運営、等 
各県農業事務所の家畜･獣医サービス課: 疾病予防対策 

関連機関   ： 家畜･獣医サービス局、農業･園芸局 
活動グループ ： 4 女性グループ: ビケケ県ビケケ郡、アイレウ県アイレウビラ郡、アイナロ

県マウビシ郡、マヌファヒ県サメ郡の 4 女性グループ(計 53 人)、 
農家学習所（Farmer Field School）(ラウテム県カカフェン地区 15 人) 

 
4.2 事業の実施･モニタリング 

養鶏技術の改善に関わる活動に主眼を置いて活動した。疾病予防では、伝統的に利用されている薬

草類の利用や微生物資材を用いた発酵飼料の導入を試行した。また飼料の調合では、身近にある入手

可能な作物の利用を図った。 

4.3 事業の最終評価 

(1) 活動プロセスにおける実施体制 

飼育状況で地区ごとに差があるが、１年次には鶏飼養数が拡大し順調な活動であった。しかし、ア

イレウ地区では、県畜産局職員の誤った疾病処置があり殆どの成鶏が亡くなる事態が発生した。一部

の県畜産局職員は、疾病に関する知識/予防対策技術や薬品管理の知識がないことを示している。 

支援グループの NGO によるソフト面からのサポートは良好であった。今後は、専門知識を有する
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人材や先進事例との連携、相互学習の機会提供などの分野での能力開発が望まれる。 

活動グループでは、飼育方法では、調査団や支援グループが訓練･提示した技術を女性グループが

実践しないケースが多かった。しかし、1 年次終了時の伝染病の発症後は、発酵飼料や薬草を使った

予防策に積極的に取り組むようになった。 

(2) 事業の 5 段階評価 

評価項目 最終評価 
妥当性 

（評点：4） 
優良なタンパク質源として鶏肉及び鶏卵は重要であるが、多くは輸入されている。

政府は、鶏肉/鶏卵が地方での栄養改善に重要であることから、地方での小規模な畜産

振興を唱えている。小規模ではあるが本事業のような活動が地方市場への鶏肉/鶏卵の

供給に寄与することは明らかである。事業の妥当性はある、と判断される。 
有効性 

（評点：3） 
地区ごとに鶏数の増加数は異なる結果となった。成鶏や鶏卵は、地方市場では需要

に対し供給量が少ないため、比較的販売しやすい産品であることから、ビケケやサメ

では鶏数も増加し、成鶏や鶏卵の販売を行っている。 
飼料の購入があったが、収益性が確保できることから、いずれのグループも活動の

継続に意欲的である。飼料用の作物の価格変動も大きいため、飼料用作物の調達が利

益を創出する鍵となっている。 
効率性 

（評点：2） 
飼育方法では、鶏舎内での飼育を指導していたが、1 地区のみが完全な鶏舎飼い（24

時間）を行っている。他の 3 地区では、夜間のみ鶏舎で飼育している。この夜間のみ

の鶏舎飼いが、自然飼育に慣れた一般の養鶏農家にとって受け入れやすいようである。

投入機材の恒温器（太陽光発電）は、雛の低温による致死が多いため、その必要性は

高い｡利用の訓練を繰り返したが、訓練したような利用がなかった地区もある。疾病対

策では、伝統的に継承されてきた薬草などを用いた伝統的予防法や微生物資材の活用

による鶏の免疫力向上を図ることが現実的であった。費用対効果の算定結果では、疾

病による影響によりアイレウ県の 0.22 からビケケ県の 1.3 まで幅の有る結果となった。

インパクト 
（評点：3） 

鶏飼育や販売は地方の女性グループが容易に取り組める活動である。また、収入源

の確保の面からのインパクトも大きい。事業地区は、いずれも東ティモールの自然条

件を代表している地区である。先進事例としての展示効果もある。鶏肉は農村住民の

重要なタンパク源であり、少量生産ながら域内で飼育･流通することで食の安全保障に

寄与する。 
自立発展性 
(評点：3) 

 

自立発展性の大きな課題は疾病予防対策である。養鶏活動の継続には県畜産局の疾

病予防対策の支援は必須で、そのためには、局職員の能力開発は欠かせない。しかし、

当面は、経験のある NGO の活動を畜産局が適宜支援する形態とならざるを得ない。本

事業で試行した飼料用作物の調達･作成の定着も今後の課題である。 
合計点：15  
 

4.4  検証事項の評価 

本事業を通じて、1) 輸入鶏卵･鶏肉を代替する養鶏ビジネスの普及可能性、(2) トウモロコシ等を

使った自家配合飼料の可能性・有効性(3) 鶏卵･鶏肉の市場情報提供サービスの有効性女性グループ

による養鶏ビジネスへの支援方法、の検証･評価を行った。 
 

5. 国産トウモロコシ消費多様化促進事業 

5.1 実施計画 

(1)  目的 

ディリを始めとする主要な都市のパン製造業者に、国産トウモロコシ製粉を使ったパンなどの製造
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方法を普及し、輸入小麦粉の代替としての国産トウモロコシ粉を利用した加工品の製造･販売の拡大

を図ることによって、国産トウモロコシの消費多様化を促進する。 

(2)  活動内容及び活動グループと実施体制 

以下の活動と実施体制で実施した。 

- 新商品開発･導入(ディリ): ディリの製パン業者を通じて国産トウモロコシ粉を使用した新商品

を開発し、試食調査や試験販売を通じて販売拡大の可能性を調査する。 
- 新商品の導入･販売促進支援(地方): ディリで開発した新商品の地方での販売拡大を目指す。 
 

実施主体   ： DNPIAC 
技術支援   ： CDEP (Centro do Desenvolvimento da Economia Popular, NGO): 食品加工、トウ

モロコシのマーケティング、製粉、製法/販売支援 
関連機関   ： 農業・園芸局 
活動グループ ： 製パン業者（ディリ市、地方: サメ市、バウカウ市） 

 

5.2 事業の実施・モニタリング 

新商品としてコーンパンの開発を行った。製粉量 1.0kg 当たりの製造費は、小麦粉パン US$1.0 に比

べ、コーンパン US$0.87 と安価であり商品化の可能性は大きい。と判断され、その後、販売拡大活動

を行った。 
5.3 事業の最終評価  

(1) 活動プロセスにおける実施主体体制 

MAF は本事業の始動において重要な役割を担った。その活動は、(i)参加する製パン業者の選定、(ii)
コーンパンの試食会参加者の選定、(iii) 試食会の取り纏め、(iv) コーン製品の他の省庁への紹介や展

示会へ出展等の広報・普及活動、であった。 

CDEP は、ほぼ全ての活動に参画し、調査団及び製パン業者へ有益な提案を行った。将来同様な事

業が実施される場合においても、CDEP が支援機関としての役割を担うことが期待される。 

ディリの大規模製パン業者 Padaria Samsan は、実施の過程で、既に小麦粉パンの製造形態を確立し

ていることから新商品であるコーンパンの普及・拡大に関心を示さなくなった。一方、中小規模の製

パン業者は、パンやコーン産品の製造･販売の仕出しサービスを行って、製造･販売を拡大した。地方

の製パン業者(サメ、バウカウ)は、事業実施期間中にトウモロコシ価格の高騰を受け、コーンパンの

製造販売に収益が見込めない状況となったため、製造を中止した。 

製粉業者はトウモロコシ粉をマリアナの製粉業者から買い付けた。地方の市場では、小規模な製粉

業者が存在しているが、コーンパンより、”Sasoro(お粥)”用の製粉作業を優先しがちである。 

(2) 事業の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：3） 

本事業の目的である“トウモロコシ製品の多様化“は、東ティモール政府の掲げる経

済開発、雇用促進、及び輸入代替政策に合致するものである。実証調査事業では国内産

のトウモロコシを利用した新商品を紹介することにより、食品加工業者、製粉業者に売

上増加及び雇用創出を寄与することが確認された。これに加え、輸入産品への需要を国

内産品へ転換する効果も確認された。以上を踏まえると、妥当性があると判断できる。 
有効性 

（評点：4） 
本事業の実施により、製パン業者のみならず、製粉業者に対する好影響も確認された。

Pasquela Bakery は、実証調査事業「国内産品の消費促進-料理教室-」で訓練を受けた女性

達と同様に仕出しサービスにおいて成功している。Delta Bakery のコーンパンの 2011 年 5
月の売り上げは 250 個/日を記録し、売り上げ全体の 16％を占めた。本実証調査事業の有
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評価項目 最終評価 

効性はある、と判断される。  
効率性 

（評点：3） 
投入した機材や設備は機能し、原料となったトウモロコシ粉の品質は期待以上であっ

た。トウモロコシの市場価格の高騰により、地方での製粉作業は限定的となったが、そ

の他の投入はすべて有効に本事業に活用された。マクロ的な視点でも、事業の効率性が

あると言える。20 製パン業者が開発したコーンパン販売手法を取り入れた場合、小麦粉

の輸入量は毎年およそ 15 トン削減できる。費用対効果は 1.2 となった。 
インパクト 
（評点：3） 

正のインパクトは製パン業者の売上増加、雇用の創造、輸入小麦への依存緩和が挙げ

られる。また、実証調査の継続による正のインパクトは、(i) トウモロコシ製粉業者の収

入増加、(ii)農家にとってのトウモロコシ市場の改善、(iii)トウモロコシ加工による新商品

開発の促進、である。これらのインパクトは、コーンパンの販売が増加するにつれて更

に拡大されることが期待される。コーンパンの販売が拡大すれば、トウモロコシの国内

需要は増加することになる。 
自立発展性 
（評点：3） 

トウモロコシ加工品の仕出しサービスは自立発展性があると判断される。利益率は商

品の種類によるが、一般的にケーキや菓子類の利幅は 30%程度である。コーンパン販売

は自立発展性がある、と判断できる。一般的には、小麦粉パンが好まれる傾向にあるが、

適切な販売促進を実施することにより、小麦粉パンの 15％に相当するコーンパン売上が

期待できる。更に、コーンパンは小麦粉パンより製造コストを 13％削減できる。 
合計点：16  

 
5.4 検証事項の評価 

事業の実施を通じて、1) 輸入小麦粉代替としての国産トウモロコシ製粉の普及の可能性、2) 国産

トウモロコシ粉を使用したコーン･パンなどによる国産トウモロコシの消費多様化、3) トウモロコシ

の市場情報の収集･分析･活用のプロセス、の検証･評価を行った。 
 
6. 国内産品の消費促進-料理教室- 

6.1 実施計画 

(1)  目的 

女性を対象にした料理教室の開催を通じて、身近にある国産農産物（トウモロコシ、ポテト、キャ

ッサバ等）を使用した料理を紹介・普及することによって、国産農産物の需要を拡大する。。 

(2) 活動内容及び活動グループと実施体制 

近隣市場で容易に調達できる国産農産物や調味料を使った料理を考案し、その調理法を料理教室の

開催を通じて広く紹介する。料理教室では、調理方法の他に栄養学や衛生学の講習も合わせて行う。 

実施主体   ： DNPIAC、（バウカウ県、ビケケ県、アイレウ県、アイナロ県の農業事務所 
技術支援   ： TE（Timor Endeavor, NGO): 衛生・栄養学専門家、料理考案と料理法 

CV（Christian Vision, NGO）及び ETDA(East Timor Development Agency, NGO) :
ディリ及び地方における料理教室の開催 
Cooperativa Esperanca: 料理本の作成 

関係機関   ： バウカウ県/ビケケ県/アイレウ県/アイナロ県の農業事務所 
活動グループ ： 農村部の女性を中心とした受講生: 300 人 

 

6.2  事業の実施・モニタリング 

以下の活動を実施･モニタリングした。 
- 料理教室の運営管理: 国産農産物を使った料理の考案、料理教材の作成、料理教室のインストラ
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クターの養成、ディリ市及び地方における料理教室運営の改善 
- ディリ市での料理教室の開催: 料理教室で使用する設備･器材の準備、料理教室の生徒募集、料

理教室の開催 
- 地方での料理教室の開催: 料理教室で使用する設備･器材の準備、料理教室の生徒募集、料理教

室の開催 
- 料理の受注販売の支援 

 

6.3  事業の最終評価 

(1) 活動プロセスにおける実施体制 

DNPIAC は、事業の全体設計において、目標の設定、作業計画の策定を調査団と協働した。また、

料理教室のインストラクターに地方の女性グループからの参加を提案した。MAF 中央および県職員

は料理教室開会または閉会の式に参加し、国内産品の消費促進の重要性を呼びかけた。また、国連世

界食糧記念日や独立記念式典では、DNPIAC は、独自の予算を使って料理教室参加者が料理を出品す

る機会を設け、活動を支援した。 

TE(NGO)はプロジェクト管理を担当し、インストラクターの養成、栄養、衛生、安全面に関する教

材やレシピの作成を行った。CV は、バウカウ、サメ、アイレウ、ビケケの 4 地域において、１コー

ス 8 日間の料理教室を 4 コース開催した。計で 223 名が修了した。ETDA は、ディリにおいて 1 コー

ス 8 日間の料理教室を 5 コース実施した。計 74 名が修了した。 

(2) 事業の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：3） 

食料の安全保障に関しては、東ティモールでは、国内需要に対して十分な主食作物を

生産ができておらず、年間約 100,000 トンもの食用作物を輸入している。本事業は、家

庭で消費される農産作物とその加工品の需要を輸入品から国内産品に転換する事によ

り、輸入代替の促進を目指している。料理教室の参加には、定員以上の申し込みがあっ

た。料理教室の目的が参加者のニーズに合致している、と言える。 

有効性 
（評点：4） 

 本事業の成果は、297 名の受講生に対する訓練の実施であった。受講生数は、当初の

計画を 6％上回った。料理教室終了後の調査によると、少なくとも週 2 回は料理教室で

習得した料理を家庭で調理しており、約 25％の国内産品を輸入産品の代わりに消費する

ようになったという事であった。1 品当たりの食材料を 0.3kg とすると、0.075 kg の輸入

代替が可能であり、修了生 297 世帯による輸入代替量は、年間約 14 トンにのぼると試算

できる。また、調査によると、料理教室の参加者の 85％は、栄養、衛生に関する知識を

習得した。  

効率性 
（評点：5） 

本事業の主な投入は、(i) 人的投入（運営管理、技術、実施）、(ii) 調理器具、設備、(iii) 
材料、で総額はおよそ$66,000 で、初期投資にかかった費用は総額の 70%で、残りは料理

教室の実施にかかる直接費用$19,750 であった。1 コース（計 8 日）の参加者１名当たり

費用は$66.5、料理教室 1 日当たりの実施費用（インストラクター、設備、材料費含む）

は、参加者１名当たり$8.31 であった。受講生の家庭での食材の輸入代替を効果とすると、

費用対効果は 1.0 と算定された。 

インパクト 
（評点：3） 

正のインパクトは、衛生･栄養面の改善、国内産品の消費促進である。その他の正のイ

ンパクトとしては、(i) 少なくとも 150 人の参加者は料理教室で習得した料理技術を用い

て料理ビジネスを行い収入を得ている、(ii) 政府が国内産品の消費促進への女性の役割

が高い、という認識をもった、(iii) 13 名のインストラクターは事業終了後も継続して指

導を続けている、等が挙げられる。  
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評価項目 最終評価 

自立発展性 
（評点：4） 

CV と ETDA は、本事業で開発されたレシピや整備された施設を利用して料理教室を

継続している。料理教室への参加希望者は多く、常に定員数を超えている。本事業で作

成した料理本には 36 品のレシピが収録されているが、料理教室では基礎的な 8 レシピが

使用された。その為、既に料理教室を実施した地区でも、他のレシピを使用した料理教

室開催の需要は大きい。料理教室の継続では、ETDA は授業料を$20 に値上げし安価で

入手できる材料を用いたレシピを用いる事としている。ETDA は自助努力で料理教室を

運営する事を目指している。 
合計点：19  

 

6-4 検証事項の評価 

本事業を通じて、1) 国産農産物を使った料理方法の普及による国産農産物の需要拡大の可能性､2) 
料理教室で料理を学んだ女性/グループによる農産加工品/料理品の販売の可能性、の検証･評価を行っ

た。 

7.  実証調査事業の実施体制からの教訓 

実証調査事業から得られた教訓は次のとおりで、アクションプランの実施体制に反映される。 

7.1 栽培技術普及体制の強化の必要性 

加工･流通業を展開するには、原材料となる農畜水産物を質･量において持続的かつ安定的に生産さ

れて市場で流通することが求められる。バリューチェーン構築による加工･流通業の振興のためには、

種子増殖を含む栽培技術の普及体制の強化は必須である。 

7.2 関係省庁や関係部局との連携構築に向けた DNPIAC の組織強化の必要性 

実証調査事業は、関係省庁や MAF 関係局との連携を試行する場でもあったが、連携活動は散発的

なものであった。DNPIAC の果たして来た役割や関与の程度を検証すると、連携に向けた活動が十分

に機能したとは言い難い。連携を強化するためには、連携先の実施能力の強化の他に DNPIAC の連携

を担う人材の育成を図る必要がある。 

MTCI が実施主体機関である現行の産品買い上げ制度が、実証調査事業の進捗、特にバリューチェ

ーンに沿った経済活動、に影響したことは否めない。制度の改善を進める必要がある。 

7.3 NGOs 等の民間組織/団体による技術支援 

実証調査事業では、NGOs 等の民間組織/団体を実施体制に組み込んだ。これらの組織/団体は、調

査団による適切な予算配分と業務管理の下ではあったが、当初計画のように活動者を支援したと評価

できる。さらに、NGOs の中には実証調査事業を通じて、新たな知識や経験を積んだ NGOs もあった。

これらの NGOs が、今後のアクションプランの実施では、適切な財政的支援や業務管理の下で学習セ

ンター的な役割やファシリテーターの役割を担うことは可能である。 

8. 結論と提言 

8.1  結論 

5 実証調査事業は、MAF の掲げる食料の安全保障や市場指向型農業への移行などの開発目標への寄

与を念頭に置き、バリューチェーン改善を基本方針として実施した。各事業の各評価項目の評価には、

濃淡はあるもののいずれの事業もビジネスモデルとしての有効性はある、と検証された。 
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8.2  提言 

(1) アクションプランの活動内容への提言 

アクション･プラン(案)の各プロジェクトを試行した結果から得られた教訓は次の通りで、これらは

アクション･プランの活動内容に反映することが提言される。（アクションプラン(案)の「加工･流通業

振興に関わる人材の育成支援」プロジェクトは、アクションプランでは、｢産品を中心にしたバリューチェ

ーンの構築｣、「バリューチェーンを担う人材の育成」の 2 プロジェクト、とされた。） 

1) 既存農業協同組合の組織強化事業からの教訓 

プロジェクト 教訓 
農業生産基盤の改修 
 

東ティモールの地形特性を考えると、渓流や小河川を水源とする自然取水による灌漑方

式が望ましいが、井戸を水源とする農地では、受益者の運転･維持管理体制の構築を条件

にポンプを導入せざるを得ない。インドネシア撤退時に破壊された小規模灌漑改修では、

調査･計画･設計のプロセスを標準化して進めることが提案される。 
ポンプ導入は、受益者によるポンプの維持管理運営体制の構築を確認してから進める。 

栽培技術普及体制の強

化 
自然栽培法の強化では、身近な資源を用いた在地資源活用型農法による有機肥料や有機

農薬の適用が効果的である。 
農民グループ /女性グ

ループの企業支援 
新たな農作業を組合員の協同作業とする合意形成は難しい。組合の組織強化には、成功

事例の学習機会の提供などの、長期にわたる取り組みが必要である。 
輸送手段の改善支援 産品に応じた基本的な包装材料と販売先への輸送手段を確保する必要がある。 

輸送業者の情報を収集して公開することが必要である。 
品質等級制度の導入 コメの等級制度とその表示は、コメの生産･加工･流通の活性化に有効と思われる。 
加工･流通業振興に関

わる人材の育成支援 
官民のアグリビジネス関係者を対象にした集団研修は、バリューチェーン構築に関わる

人材の能力開発やネットワーク作りに有効である。 

2) 大豆のバリューチェーン改善事業からの教訓 

プロジェクト 教訓 
種子/資材の供給シス

テムの確立 
種子の供給では、加工･流通業の対象作物別の対応が必要で、大豆の計画栽培では、アイ

ナロ県マウベシ地区で生産･採取した種子を対象生産農家に配布する。 
栽培技術普及体制の

強化 
自然栽培法の強化では、身近な資源を用いた在地資源活用型農法による有機肥料や有機農

薬の適用が効果的である。 
計画栽培の推進 契約行為には生産者の契約意識を考慮した柔軟性が必要である。 

栽培段階では、栽培技術の支援が必要である。 
加工業者の企業支援 加工機材の調達のためには、公的な機関による融資制度は不可欠である。 
農民グループ/女性グ

ループの企業支援 
テンペ製造は女性グループが容易に習得できる技術である 

販売促進支援 販売促進では、消費者の購買心理から、5 要素: Attention(関心)/Interest(興味)/Desire(欲
求)/Action(行動)及び Satisfaction（満足）の視点から販売戦略を策定する必要がある。 

品質等級制度の導入 生産した国内産大豆のタンパク質成分含有がほぼ 50%であることは、大豆加工業者にとっ

ては品質に関する有益な情報である。 
加工･流通業振興に関

わる人材の育成支援 
農業普及員の栽培技術や普及能力の向上は急務である。一方、本事業の訓練の場で経験や

知識を蓄積した NGO は、農業普及員の普及活動を側面支援することができる。 

3) 女性グループによる家禽ビジネス支援事業からの教訓 

プロジェクト 教訓 
農民グループ/女性グ

ループの企業支援 
養鶏は地方の女性グループが低資金で比較的容易に取り組むことが出来るビジネス活動

であるが、疾病のリスクや飼料の不足が活動の拡大を阻んでいる。当面は、採卵活動より

むしろ伝統的な飼育方法の改善･強化による成鶏活動を目指すことが現実的である。 
加工インフラの整備

支援 
加工インフラ施設の動力源は、今後の費用負担を含む維持管理を考慮して計画する。 



東ティモール国農産物加工･流通業振興計画調査               ファイナルレポート（実証調査編） 

 

 
頁 16 

プロジェクト 教訓 
農業･市場情報提供サ

ービス 
女性グループによる小規模な成鶏の販売では、仲買人を通じた販売が現実的である。

DNPIAC による広域のデータベース作成の必要性は小さい。 
販売促進支援 女性グループの養鶏活動は、疾病リスクを回避しながら、地元の仲買人を介しての販売の

他に、身近なレストランや販売先とした活動が現実的である。 
加工･流通業振興に関

わる人材の育成支援 
県畜産局職員の疾病対策に関わる知識･能力の向上が急がれる。 

4)  国産トウモロコシ消費多様化促進事業からの教訓 

プロジェクト 教訓 
加工業者の企業支援 企業支援での加工対象産品の原材料は、質･量･価格面で安定的に調達できる農産物である必

要がある。そのためには幅広い地域で生産・流通している農産物を対象とすることが望まし

い。また、企業支援では新商品の開発や改善に意欲のある加工業者を発掘する必要がある。

農業･市場情報提供サ

ービス 
輸入小麦粉はほぼ安定した価格で各市場から調達できるが、トウモロコシ粉はマリアナ市場

を除いて調達は容易でない。また、トウモロコシ粒及び製粉はマリアナとディリ間のみに流

通チャネルがある。 
政府による買い上げ制度によって産品の価格が設定されている限りにおいては市場情報サ

ービスの利用は限定されたものにならざるを得ない。 
販売促進支援 コーンパンの普及では、ラジオによる宣伝活動は、新聞、旗、チラシ及びポスターによる宣

伝活動より効果的であった。 

5)  国内産品の消費促進-料理教室-事業からの教訓 

プロジェクト 教訓 
農民グループ/女性グ

ループの企業支援 
料理教室は、修了生に料理ビジネスを起業する意識を醸成することができる。 

特産品化支援 特産物の発掘やその商品化のプロセスでは、料理教室で学んだ知識を生かすことができる。

農業･市場情報提供サ

ービス 
料理教室の開催、料理仕出し業やレストラン経営では、広域の市場情報ではなく近隣の市場

に直接出向くことによって食材を購入している。 
販売先開拓支援 料理教室の継続を希望する住民は多い。今後の開催に当たっては、本事業での募集方法を新

たな料理技術を組み込むことができる。 
 

(2) マスタープランの枠組み策定及びアクションプランの実施体制への提言 

1) マスタープランの枠組み策定への提言 

アグリビジネス振興における DNPIAC の基本的な役割は、バリューチェーンに沿って「農産物」を

中心にした関係省庁及び民間部門の間で多様な連携軸を構築することであるが、バリューチェーン構

築には、DNPIAC の組織強化やバリューチェーンに関わる官民人材の育成が必要であることが検証さ

れた。この教訓から、アクションプランの実現に向けて、マスタープランに「バリューチェーン改善

支援」プログラムを組み込むことが提言される。プログラムには、「産品を軸にしたバリューチェー

ンの構築」及び「バリューチェーン構築に関わる人材の育成」の機能が求められる。 

2) アクションプランの実施体制への提言 

実証調査事業の実施を通じて、以下の事項が実施体制作りへ提言される。 

- 関係省庁及び MAF 関係部局との連携を可能にする実施体制を構築する必要がある。 

- MAF 及び DNPIAC の人材面/予算面/制度面が整備されるまでは、国際援助機関による財政支援や

業務管理支援の下で、NGOs 等の民間組織/団体を実施体制に組み込むことが有効である。 

- 産品別のアクションプランの実施が現実的である。 
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第 1 章 実証調査事業の選定 

1-1 実証調査事業の目的及び選定手順 

1-1-1 実証調査事業の目的 

実証調査対象事業は、以下を目的に実施した。 

1) マスタープラン(案)及びアクションプラン(案)に基づくビジネスモデルを検証する。 
2) 加工･流通に関わるマスタープラン(案)及びアクションプラン（案）の有効性を検証する。 

有効性の検証は、マスタープラン(案)及びアクションプラン(案)の 7 プログラム及び 19 プロジェクト（表

1-2-3、表 1-2-4、表 1-2-6 及び図 1-4-1 参照）で行われた。(検証の結果、プログラム７．「人材の育成計画」

及びプロジェクト「加工･流通業振興に人材の育成支援」は修正された。) 

1-1-2 実証調査事業の選定手順 

実証調査事業の選定は、「実証調査事業候補」を選定し、各事業候補を実証調査事業の目的に沿っ

て審査し、「実証調査事業」を絞り込むこととした。以下に手順を示す。 

(1) 実証調査事業候補の選定 

1) 実証調査事業候補の選定基準を設定する。 
2) 選定基準に基づき、実証調査事業候補を選定する。 
3) 実証調査事業候補の現地調査を行い、事業候補の事業概要を計画する。 

(2) 実証調査事業の選定 

1) 実証調査事業候補の絞込みの基準を設定する。 
2) 絞込みの基準と事業概要に基づいて実証調査事業候補を絞り込む。 
3) 実証調査事業を選定する。 

 

1-2 実証調査事業候補の選定 

1-2-1 選定基準の設定 

(1) 選定の基本方針 

実証調査事業では、ビジネスモデルの検証と共に、スタープラン(案)及びアクションプラン(案)の
有効性を検証する必要があった。ビジネスモデルの検証は、提案した実証調査事業を加工･流通業振

興の視点から評価することによって検証した。一方、マスタープラン(案)及びアクションプラン(案)
の有効性は、アクションプラン(案)を構成している「プロジェクト」を、実証調査事業の中で具体的

に試行することによって検証した。しかしながら、マスタープランを構成している全ての「プロジェ

クト」を検証することは、調査期間や予算の制約から困難である。そこで、実証調査では、調査期間

内で実行可能な「プロジェクト」或いは「プロジェクト」の中の一部の「活動」を抽出･試行して検

証することとした。「プロジェクト」や｢活動｣の抽出の際には、その「プロジェクト」に“検証の必

要性”があることを前提条件とした。また、加工･流通業の実施主体である MAF が主体者となって取

り組める「プロジェクト」であることも考慮した。 

アクションプラン(案)における「プロジェクト」の実施者は、農畜水産物の生産･加工･流通･販売に

関わっている活動グループ（農民グループ/女性グループ、生産者、加工業者、流通業者及び販売者等）と活動

グループを支援する行政、である。従って、有効性の検証では、活動グループによる具体的な活動と

それを支援する行政の活動を検証する必要があった。すなわち、実施者による「プロジェクト」の「活
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動」のプロセスと活動結果を総合的に評価してアクションプラン(案)の有効性を検証した。 

以上の方針を踏まえ、実証調査事業候補を以下に留意して選定した。 

① 実証調査事業候補では、“検証の必要性”がある「プロジェクト」を実施することができる。 

② 実証調査事業候補では、活動グループと彼らを支援する行政の活動、が試行できる。 

東ティモールにおいて活動グループを顧客目標の視点から捉えると、下表のように大別できる。

また、活動グループは、特定の農畜水産物および加工品を基本に置いた「加工･流通業の振興タイ

プ」を可能な限り網羅するように選定する。 

表 1-2-1 顧客目標と活動グループ  

顧客目標 活動グループ 
活動グループに対応した「加工･流通業の

振興タイプ」（MP 編、表 5-3-1 参照） 

都市部の富裕層 都市部の富裕層を販売先にして生産・加工･流通･

販売の活動を行っている活動グループ 
高品質品加工･流通業、生鮮品加工･流通

業、特産品加工･流通業 

一般消費者 都市及び地方の一般消費者を販売先にして生産・

加工･流通･販売の活動を行っている活動グループ

輸入代替品加工･流通業、国内産品需要拡

大指向加工･流通業 

海外の消費者 海外の消費者をターゲットにして生産･加工･流通

に取り組んでいる活動グループ 
輸出指向産品加工･流通業 

 
③ 「プロジェクト」の「加工･流通業の振興タイプ」への関与の程度には相対的な濃淡がある（表

1-2-4 参照）ことから、実証調査事業で試行する「プロジェクト」は、それらの関係性の濃淡を考

慮して抽出した。すなわち、「加工･流通業の振興タイプ」と関係性の強い「プロジェクト」を実

証調査で試行できるようにした。また、同一な「プロジェクト」を異なった「加工･流通業の振興

タイプ」の中で試行し、振興タイプ間における実証結果の違いを比較・検証することも考慮した。 

④ 同じ「プロジェクト」でも、行政の関与や支援の内容は産品によって異なることから、活動グル

ープの選定の際には、活動グループが扱っている農畜水産物或いはその加工品（以下“産品”と

する）も併せて考慮した。現在、東ティモールで生産･流通している産品は、a) 米、 b) 豆類、c) 
家畜、d) とうもろこし、e) 工芸作物、f) 根菜類、g) ナッツ、h) 野菜･果物、i) 水産物、j) 香草

/薬草/観葉植物、である。これらの産品が可能な限り網羅できるように選定し、産品別に異なる行

政の関与や支援に向けた活動の検証ができるようにした。 

⑤ 様々なドナー機関が加工･流通に関わる活動を展開している。これらのドナー機関の取り組んでい

る産品と活動グループが、実証調査で重複することは避けるようにした。しかし、産品と活動グ

ループが同じでも異なる目的であれば、実証調査事業で連携の可能性を検討するようにした。 

表 1-2-2 関連するドナーによる現在実施中の類似活動 

ドナー機関 対象産品 活動グループへの支援 活動グループの所在県 
GIZ (EU) 米、大豆、緑豆 生産支援 

流通支援 
Bobonaro, Covalima, 
Manufahi 

ポルトガル コーヒー/ クローブ 生産支援 Ermera, Liquisa, Manufahi, 
Aileu 

 カシューナッツ/ ココナッツ 生産支援 Covalima,  Bobonaro 
 メイズ/ 落花生 生産支援 Liquisa 
JICA SIPI （ジャム、サボカ、チッ

プス作り） 
一村一品運動 Baucau, Liquica, Ainaro 

 コーヒー コーヒー生産者組合組
織化支援 

Ermera, Ainaro 
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(2) 事業候補の基本的な選定基準 

上記の方針によって選定される実証調査事業候補は、以下の基本的な選定基準を満たすものとした。 

(1) 事業内容がマスタープラン（案）及びアクションプラン（案）と整合している。 
(2) 実証調査期間内（約 1.5 年）で検証に必要な結果が発現する。 
(3) 実施では、比較的小規模で過大な予算を必要としない。 
(4) 事業のターゲット（産品、地区、活動グループ）から展示効果･波及効果が高い。 
(5) 事業の実施に当たって、行政の制度や組織の改善を伴わない。 
(6) 自然環境、社会環境に大きな影響を与えない。若しくは環境社会配慮の対策が行われる。 

1-2-2 実証調査事業候補の選定 

(1)  実証調査事業候補のリストアップ 

上記の基本方針や選定基準について C/P 機関と協議し、まず、アクションプラン(案)の「プロジェ

クト」の“検証の必要性”を検討した（表 1-2-5 参照）。引き続き、上記の基本方針に基づき、活動グ

ループと事業候補を C/P 機関と協働でリストアップした。また、活動グループが実証調査事業で扱う

産品を特定した。その後、リストアップした活動グループの実行可能性の調査、関連情報の収集･分

析、C/P 機関との協議、を繰り返し行い、以下の 9 実証調査事業候補を選定した (表 1-2-3 参照)。 

表 1-2-3  選定した実証調査事業候補 

No 実証調査事業候補 活動グループ 対象とする産品 
加工･流通業の振興タ

イプ 

1. 既存農業協同組合の組織強化 
コメ生産組合 
花卉生産組合 

既存協同組合 
コメ生産組合 
花卉生産組合 

 
米、野菜 
観葉植物/香草/薬草 

 
高品質品加工･流通業 

2. 大豆のバリューチェーン改善 豆腐製造業者、大豆生

産農家グループ 
大豆（豆腐、テンペ、

豆乳） 
高品質品加工･流通業 

3. 在地資源活用型農法による農産

物の生産･加工･流通 
在地資源活用型農法の

生産農家 
在地資源活用型農法に

よる野菜、果物 
高品質品加工･流通業 

4 鮮魚の物流システム改善 現地鮮魚業卸業者 水産物（鮮魚） 生鮮品加工･流通業 
5. 女性グループによる家禽ビジネ

ス支援 
鶏飼育女性グループ 畜産物（鶏肉/鶏卵） 輸入代替品加工･流通

業 
6. 国産トウモロコシ消費多様化促

進 
製粉業者 
パン製造･販売業者 

トウモロコシ 輸入代替品加工･流通

業 
7. 国内産品の消費促進－料理教室

－ 
NGO、女性グループ 根菜類（キャッサバ、

ジャガイモ、タロ芋）、

とうもろこし等 

国内産品需要拡大指向

加工業 

8. 地域特産品生産振興 
椰子酒 

蜂蜜(Giant Honey Bee) 

 
ヤシ酒生産者 
蜂蜜生産者 

 
ココナッツ（ヤシ酒） 
蜂蜜 

 
特産品加工･流通業 

9. キャンドルナッツ輸出にかかる

品質向上 
キャンドルナッツ生産

者 
工芸作物（キャンドル

ナッツ） 
輸出指向産品加工･流

通業 
 

(2)  実証調査事業候補の活動グループの調査と想定される事業概要 

事業候補の活動グループを調査し、検証を想定している「プロジェクト」の実行可能性や彼らの実

施能力を調査した。また、想定される事業目的や活動内容の事業概要を検討した（表 1-2-6 参照）。 

(3)  実証調査事業候補で検証するプロジェクト 

調査結果に基づき、9 実証調査事業候補で試行した“検証するプロジェクト”を表 1-2-7 に示す。 
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表
 
1
-
2
-
4 

加
工

･
流

通
業

の
振

興
タ

イ
プ

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

関
係

 

プ
ロ

グ
ラ

ム
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
高

品
質
品

 
加

工
･
流

通
業

生
鮮

品
 

加
工

･
流

通
業

輸
入

代
替

品
 

加
工

･
流

通
業

国
内

産
品

 
需

要
拡
大

 
指

向
加
工

業
 

特
産

品
 

加
工

･
流

通
業

輸
出

指
向

産
品

 
加

工
･
流

通
業

 

1.
 

農
業
生
産
性
の
向
上

 
1.

1 
種
子

/資
材
の
供
給
シ
ス
テ
ム
の
確
立

 
 

○
 

◎
 

◎
 

 
 

 
 

1.
2 

農
業
生
産
基
盤
の
改
修

 
○

 
○

 
○

 
○

 
 

○
 

 
 

1.
3 

栽
培
技
術
普
及
体
制
の
強
化

 
 

○
 

○
 

○
 

 
 

 
 

1.
4 

計
画
栽
培
の
推
進

 
◎

 
 

 
 

 
◎

 

2.
 

加
工
業
振
興
支
援

 
2.

1 
加
工
業
者
の

企
業
支
援

 
◎

 
○

 
◎

 
○

 
 

◎
 

 
 

2.
2 

農
民
グ
ル
ー
プ

/女
性
グ
ル
ー
プ
の
企
業
支
援

 
○

 
○

 
◎

 
◎

 
○

 
 

 
 

2.
3 

特
産
品
化
支
援

 
 

 
 

 
◎

 
 

 
 

2.
4 

加
工
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
支
援

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 

3.
 

流
通
業
振
興
支
援

 
3.

1 
輸
送
手
段
の

改
善
支
援

 
◎

 
◎

 
 

 
○

 
 

 
 

3.
2 

物
流
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 

 
 

3.
3 

農
業
･
市
場
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

 
 

○
 

◎
 

◎
 

 
 

4.
 

販
売
促
進
支
援

 
4.

1 
販
売
先
開
拓

支
援

 
○

 
○

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

4.
2 

品
質
等
級
制
度
の
導
入

 
◎

 
 

 
 

 
◎

 

 
 

4.
3 

衛
生
管
理
の
強
化

 
 

◎
 

○
 

 
 

 

 
 

4.
4 

食
品
安
全
検
査
制
度
の
導
入

 
◎

 
○

 
 

 
○

 
◎

 

5.
 

政
府
買
い
上
げ
制
度
の
確
立

 
5.

1 
中
央
･
地
方
レ

ベ
ル
の
運
用
シ
ス
テ
ム
の
改
善

 
 

 
○

 
○

 
 

 

6.
 

輸
出
振
興
支
援

 
6.

1 
輸
出
産
品
の

発
掘
及
び
輸
出
販
売
支
援

 
 

 
 

 
 

◎
 

 
 

6.
2 

産
品
の
輸
出
促
進
支
援

 
 

 
 

 
 

◎
 

7.
 

人
材
の
育
成
計
画

(*
) 

7.
1 

加
工
･
流
通
業

振
興
に
関
わ
る
人
材
の
育
成
計
画

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

関
与
の
程
度

: 
◎

 該
当
す
る
加
工
･
流
通
業
を
振
興
す
る
た
め
に
優
先
的
に
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
○

 該
当
す
る
加
工
･
流
通
業
を
振
興
す
る
た
め
に
実
施
す

る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。
こ
の
評
価
は
、
振
興
タ
イ
プ
別
の
“
現
時
点
で
想
定
さ
れ
る
対
象
産
品
例
”
（
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
編
、
表

5-
3-

1）
を
対
象
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
産
品
の
加
工
･
流
通

業
の
現
状
と
振
興
方
向
か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
関
与
の
程
度
を
相
対
的
に
評
価
し
た
も
の
で
あ
る
。
検
証
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
抽
出
す
る
際
の
指
針
と
し
た
。

 
注

*:
 マ

ス
タ
ー
プ
ラ
ン

(案
)で

策
定
さ
れ
た
「
人
材
の
育
成
計
画
」
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
実
証
調
査
事
業
の
教
訓
に
基
づ
く
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
最
終
化
で
は
、「

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
改
善

支
援
」
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
「
産
品
を
中
心
に
し
た
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
の
構
築
」
、
「
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
構
築
を
担
う
人
材
の
育
成
」
の

2
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
と
さ
れ
た
。
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表
 
1
-
2
-
5
  
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

検
証

の
必

要
性

 

プ
ロ

グ
ラ

ム
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
 検

証
の

必
要

性
 

 
1.

 
農
業
生
産
性
の
向
上

1.
1

種
子

/資
材

の
供

給
シ

ス
テ

ム
の

確
立

 
農
業
･
園
芸
局
（

D
N

A
H
）
の
既
存

配
布
シ
ス
テ
ム
を
見
直
し
強

化
す
る
も
の
で
あ
る
。
改
善
･
強
化
の
プ
ロ
セ
ス
を
検
証
す
る
必
要
性
は

大
き
い
。

 
○

 

 
 

1.
2

農
業
生
産
基
盤
の
改
修

 
大
規
模
な

基
盤

整
備
の
改

修
は

ド
ナ
ー
に

依
存

し
て
い
る

現
状

で
は
あ
る

が
、

灌
漑
･
水

管
理
局

（
D

N
IG

U
A
）

に
よ
る
調

査
･
計

画
･
実

施
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。
小
規
模
事
業
で
は
、
確
立
さ
れ
た

活
動
は
な
い
。
県
事
務
所
に
よ
る
取
り
組
み
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。 

○
 

 
 

1.
3

栽
培
技
術
普
及
体
制
の
強
化

 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
開
発
局
（

D
N

A
D

C
）
の
普
及
体
制
を
強
化
す
る
も
の
で
、

D
N

A
D

C
は
普
及
員
の
配
置
な
ど
の
取
り
組
み
を
行
っ
て
い

る
段
階
で
あ
る
。
具
体
的
な
普
及
活
動
に
向
け
た
活
動
の
プ
ロ

セ
ス
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 

 
 

1.
4

計
画
栽
培
の
推
進

 
体
系
的
な
計
画
は
立
案
さ
れ
て
い
な
い
。
提
案
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
り
、
検
証
の
必
要
性
は
大
き
い
。

 
○

 
2.

 
加
工
業
振
興
支
援

 
2.

1
加
工
業
者
の
企
業
支
援

 
他
ド
ナ
ー
の
類
似
事
業
で
産
品
別
の
取
り
組
み
が
個
別
に
行
わ
れ
て
の
み
で
確
立
さ
れ
た
仕
組
み
は
な
い
。
提
案
し
た
取
り
組
み
の
検
証

の
必
要
性
は
大
き
い
。

 
○

 

 
 

2.
2

農
民

グ
ル

ー
プ

/女
性

グ
ル

ー
プ

の
企
業
支
援

 
2.

1
と
同
様
、
確
立
さ
れ
た
手
法
は
な
い
。
活
動
と
役
割
分
担
な
ど
提
案
し
た
活
動
を
検
証
す
る
必
要
性
は
大
き
い
。

 
○

 

 
 

2.
3

特
産
品
化
支
援

 
JI

C
A
支
援
に
よ

る
SI

PI
を
事
例

に
支
援
の
手
法
は
確
立
さ
れ
つ
つ
あ
る
が
、
教
訓
を
蓄
積
し
活
動
と
役
割
分
担
な
ど
見
直
し
て
計
画
推

進
を
図
る
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 

 
 

2.
4

加
工
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
支
援

 
全
国
レ
ベ
ル
の
電
力

/給
水
を
推
進
す
る
制
度
は
確
立
さ
れ
て
い
る
が
、
加
工
業
を
起
業
･
操
業
す
る
際
の
加
工
イ
ン
フ
ラ
（
電
力
及
び
水
）

を
整
備
す
る
シ
ス
テ
ム
は
確
立
さ
れ
て
い
な
い
。
加
工
業
企
業
に
関
わ
る
行
政
支
援
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 

3.
 

流
通
業
振
興
支
援

 
3.

1
輸
送
手
段
の
改
善
支
援

 
確
立
さ
れ
た
支
援
計
画
は
な
い
。
検
証
の
必
要
性
は
大
き
い
。

 
○

 
 

 
3.

2
物
流
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

 
イ
ン
フ
ラ
整
備
手
法
は
確
立
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
検
証
の
必
要
性
は
小
さ
い
。

 
×

 
 

 
3.

3
農
業
･
市
場
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

 
市
場
情
報
や
農
業
情
報
の
整
理
･
発
信
シ
ス
テ
ム
の
確
立
に
向
け
た
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 
4.

 
販
売
促
進
支
援

 
4.

1
販
売
先
開
拓
支
援

 
観
光
･
通
商
省
（

M
TC

I）
や
経
済
開
発
省
（

M
ED

）
と
連
携
し

た
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 
 

 
4.

2
品
質
等
級
制
度
の
導
入

 
具
体
的
な
活
動
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
品
質
等
級
制
度
の
導
入
に
向
け
た
取
り
組
み
や
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 
 

 
4.

3
衛
生
管
理
の
強
化

 
衛
生
環
境
の
整
備
や
屠
殺
場
の
食
肉
検
査
体
制
強
化
に
向
け
た
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
△

 
 

 
4.

4
食
品
安
全
検
査
制
度
の
導
入

 
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
時

代
の

安
全

基
準

が
あ

る
も

の
の

検
査

体
制

は
整

備
さ

れ
て

い
な

い
。

保
健

省
（

M
oH

）
主

導
に

よ
る

食
品

安
全

検
査

制
度
の
導
入
に
向
け
た
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
△

 

5.
 

政
府

買
い

上
げ

制
度

の
確
立

 
5.

1
中

央
･
地

方
レ

ベ
ル

の
運

用
シ

ス

テ
ム
の
改
善

 
制
度
は
あ
る
が
運
用
に
向
け
た
問
題
点
が
多
い
。

M
TC

Iが
関
係
省
と
の
協
同
に
よ
る
制
度
改
善
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
検
証

す
る
必
要
が
あ
る
。

 
△

 

6.
 

輸
出
振
興
支
援

 
6.

1
輸

出
産

品
の

発
掘

及
び

輸
出

販
売

支
援

 
輸
出
に
向
け
た
活
動
の
多
く
は
民
間
業
者
が
行
っ
て
い
る
。
行
政
に
よ
る
支
援
の
取
り
組
み
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 

 
 

6.
2

産
品
の
輸
出
促
進
支
援

 
輸
出
手
続
き
や
検
疫
シ
ス
テ
ム
の
改
善
な
ど
の
行
政
の
活
動
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 
7.

 
人
材
の
育
成
計
画

 
7.

1
加

工
･
流

通
業

振
興

に
関

わ
る

人

材
の
育
成
計
画

 
ド
ナ
ー
の
事
業

が
学
習
機
会
と

な
っ
て
い
る
が

、
加
工
･
流
通
業

振
興
に
関
わ
る

体
系
的
な
人
材

強
化
計
画
は
な

い
。
関
係
機
関

と
連
携

し
た
人
材
能
力
強
化
計
画
の
プ
ロ
セ
ス
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
○

 

検
証
の
必
要
性
の

評
価
基
準
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 
○

: 
確
立
さ
れ
た
計
画
で
な
い
こ
と
か
ら
、
提
案
し

た
計
画
を
検
証
す
る
必
要
性
が
大
き
い
。

 
△

: 
関

連
し

た
計

画
実

施
の

評
価

に
影

響
さ
れ

る
。
検

証
す
る

必
要
性

は
中
位

で
あ

る
。
検
証
の
必
要
性
は
あ
る
が
、

M
A

F
以
外
が

実
施
主
体
で
あ
る
。

 
×

: 
既

に
確

立
さ

れ
た

手
法

が
あ

り
、

計
画

の
プ

ロ
セ
ス
を
検
証
す
る
必
要
性
は
小
さ
い
。
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表
 
1
-
2
-
6 

実
証

調
査

事
業

候
補

の
活

動
グ

ル
ー

プ
及

び
想

定
さ

れ
る

事
業

概
要

 

想
定

さ
れ

る
事
業

概
要

 
N

o.
 

実
証

調
査

事
業
候

補
活

動
グ
ル

ー
プ

 
活

動
グ
ル

ー
プ
の

現
状
調

査
 

事
業

の
目

的
 

想
定

さ
れ

る
活
動

内
容

 
①

 稲
作
協
同
組

合
(バ

ウ
カ
ウ
県

ラ
ガ
郡

) 

25
名
の
組
合
員
か
ら
な
り

35
ha

の
耕
作
地
を
有
し
て
い
る
。
現
在

の
主
な
活
動
は
、
米
の
生
産
か
ら
米
の
共
同
出
荷
を
行
っ
て
い
る
。

特
徴
と
し
て
は
、

M
TC

Iで
は
な
く
デ
ィ
リ
の
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ

ト
へ
と
米
を
直
接
販
売
し
て
い
る
。
自
主
流
通
米
の
モ
デ
ル
地
区
と

し
て
期
待
さ
れ
る
が
、
安
価
な

M
TC

I米
と
共
存
し
て
い
く
た
め
に

は
更
な
る
高
品
質
化
、
高
価
格
化
に
よ
る
差
別
化
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
他
の
換
金
作
物
の
栽
培
・
販
売
に
よ
る
経
営
基
盤
の
強
化
も

有
効
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
か
つ
て
、

G
IZ

の
支
援
に
よ
り
ポ
ン

プ
灌
漑
を
行
っ
て
い
た
が
、

G
IZ

の
引
き
上
げ
に
よ
り
ポ
ン
プ
も
撤

去
さ
れ
た
た
め
、

4
月
か
ら

6
月

は
水
不
足
と
な
る
。

 

経
済
開
発
省
協
同
組
合
局

に
正
式
に
登
録
さ
れ
て
い

る
協
同
組
合
の
う
ち
、
バ
ウ

カ
ク
県
ラ
ガ
郡
に
お
い
て

米
の
生
産
か
ら
販
売
ま
で

を
行
っ
て
い
る
サ
ル
ギ
ロ

ス
協
同
組
合
を
対
象
と
し

て
、
組
織
強
化
を
通
じ
た
米

や
野
菜
の
加
工
・
流
通
業
の

振
興
を
図
る
。

 

・
灌
漑
シ
ス
テ
ム
を
改
善
し
農
業
生
産
基
盤
の
強

化
を
図
る
。

 
・
米
の
品
質
向
上
の
た
め
の
技
術
研
修
を
実
施
す

る
。

 
・
協
同
組
合
の
運
営
・
管
理
に
関
す
る
技
術
研
修

を
実
施
す
る
。

 
・
米
の
梱
包
の
改
善
、
品
質
グ
レ
ー
ド
の
設
定
、

ブ
ラ
ン
ド
化
を
志
向
し
た
活
動
に
よ
る
付
加
価

値
創
造
を
図
る
。

 
・
米
の
出
荷
の
際
の
輸
送
手
段
を
改
善
す
る
。

 

1.
 

既
存
農
業
組
合
の
組

織
強
化

 
Th

e 
Pi

lo
t P

ro
je

ct
 fo

r 
C

ap
ac

ity
 

D
ev

el
op

m
en

t o
f 

Fa
rm

er
’s

 G
ro

up
s 

an
d 

A
gr

ic
ul

tu
ra

l 
C

oo
pe

ra
tiv

es
 

②
花
卉
栽
培
協

同
組
合

(デ
ィ

リ
) 

59
名
か
ら
の
組
合
員
か
ら
な
り
、
花
卉
の
栽
培
か
ら
販
売
ま
で
を
行

っ
て
い
る
。
政
府
よ
り

D
ili

市
内
に
無
料
で
花
卉
市
場
と
し
て
の
場

所
提
供
を
受
け
て
い
る
た
め
、
市
場
の
確
保
と
い
う
面
で
は
望
ま
し

い
環
境
に
あ
る
。
し
か
し
、
組
合
基
金
の
管
理
等
の
組
織
運
営
面
に

問
題
を
抱
え
て
お
り
組
織
強
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
他
、
園
芸
用
ハ

サ
ミ
の
不
足
や
、
提
供
さ
れ
た
花
卉
市
場
の
施
設
整
備
（
ト
イ
レ
、

店
舗
の
屋
根
等
の
設
置
）
の
必
要
が
あ
る
。

 

経
済
開

発
省
協
同
組
合
局

に
正
式

に
登
録
さ
れ
て
い

る
協
同

組
合
の
う
ち
、
デ
ィ

リ
に
お

い
て
観
葉
植
物
の

栽
培
か

ら
販
売
ま
で
を
行

っ
て
い

る
D

ar
e 

H
ab

ur
as

協
同
組

合
を
対
象
と
し
、
組

織
強
化

を
通
じ
た
観
葉
植

物
栽
培

･
販
売
に
よ
る
加

工
・
流

通
業
の
振
興
を
図

る
。

 

・
協
同
組
合
の
運
営
・
管
理
に
関
す
る
技
術
研
修

を
実
施
す
る
。

 
・
観
葉
植
物
の
容
器
を
改
善
し
商
品
と
し
て
の
訴

求
効
果
を
高
め
る
。

 
・
観
葉
植
物
の
保
管
環
境
の
改
善
を
し
、
品
質
の

向
上
を
は
か
る
。

 
・
観
葉
植
物
の
出
荷
の
際
の
品
質
低
下
を
防
ぐ
た

め
に
輸
送
手
段
を
改
善
す
る
。

 

①
大

豆
生

産
者

(ボ
ボ

ナ
ロ

県
、

マ
ヌ
フ
ァ
ヒ
県

) 

大
豆
流
通
業
者
や

M
TC

Iが
不

在
の
地
域
の
個
人
農
家
に
と
っ
て
大

豆
の
販
売
先
の
確
保
は
大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な

状
況
で
、

Fa
tu

be
rli

u
に
あ
る
協
同
組
合
で
は
今
年
度
か
ら
大
豆
の
共

同
出

荷
を

行
い

少
量

(2
t)な

が
ら

デ
ィ

リ
の

豆
腐

業
者

へ
の

販
売

を

試
み
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
協
業
組
合
ま
た
は
農
家
グ
ル
ー
プ
を
対

象
に

し
た

豆
腐

製
造

業
者

と
の

契
約

栽
培

の
普

及
は

今
後

期
待

で

き
る
。

 

2.
 

大
豆
の
バ
リ
ュ
ー
チ

ェ
ー
ン
改
善

 
Th

e 
Pi

lo
t P

ro
je

ct
 fo

r 
Va

lu
e 

C
ha

in
 

Im
pr

ov
em

en
t o

f 
So

yb
ea

n 
Pr

od
uc

ts
  

②
大

豆
流

通
業

者
（

ボ
ボ

ナ
ロ

県
）

 

大
豆

流
通

業
者

に
よ

る
大

規
模

な
大

豆
の

買
付

け
は

ボ
ボ

ナ
ロ

県

で
の
み
行
わ
れ
て
い
る
。
買
い
付
け
た
大
豆
は
デ
ィ
リ
へ
と
輸
送
さ

れ
主
に
輸
出
業
者
へ
販
売
を
行
っ
て
い
る
が
、
少
量
な
が
ら
デ
ィ
リ

へ
の
豆
腐
業
者
へ
の
販
売
も
行
わ
れ
て
い
る
。
今
後
、
契
約
栽
培
へ

国
産
大
豆
の
生
産
者
と
豆

腐
、
テ
ン
ペ
等
の
大
豆
製
品

製
造
業
者
間
に
お
い
て
大

豆
の
流
通
リ
ン
ク
を
構
築

し
、
国
内
大
豆
を
原
材
料
と

す
る
加
工
品
の
開
発
を
通

じ
て
、
大
豆
の
バ
リ
ュ
ー
チ

ェ
ー
ン
の
改
善
を
行
う
。

 

・
契
約
栽
培
に
関
心
の
あ
る
大
豆
生
産
者
お
よ
び

大
豆
製
品
製
造
者
の
仲
介
を
す
る
。

 
・
契
約
栽
培
の
締
結
を
支
援
し
、
契
約
栽
培
の
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
。

 
・
大
豆
農
家
に
対
し
て
契
約
栽
培
の
品
質
基
準
を

満
た
す
た
め
の
農
業
技
術
研
修
を
実
施
す
る
。

 
・
大
豆
加
工
業
者
に
対
し
て
加
工
品
質
向
上
の
た

め
の
支
援
を
す
る
。

 
・
豆
乳
等
の
大
豆
を
用
い
た
新
商
品
の
開
発
を
支

援
す
る
。
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想
定

さ
れ

る
事
業

概
要

 
N

o.
 

実
証

調
査

事
業
候

補
活

動
グ
ル

ー
プ

 
活

動
グ
ル

ー
プ
の

現
状
調

査
 

事
業

の
目

的
 

想
定

さ
れ

る
活
動

内
容

 

と
進
展
す
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
。

 

③
豆

腐
製

造
業

者
（
デ
ィ
リ
）

 
デ
ィ
リ
市
内
の
豆
腐
製
造
業
者
は
主
に
輸
入
大
豆
を
用
い
て
豆
腐
、

テ
ン
ペ
等
の
製
造
を
行
っ
て
い
る
が
、
高
品
質
な
国
内
大
豆
の
安
定

的
な
調
達
が
可
能
と
な
れ
ば
、
国
内
大
豆
を
用
い
た
大
豆
製
品
の
製

造
が
促
進
さ
れ
る
可
能
性
は
大
き
い
。
既
に
い
く
つ
か
の
製
造
者
は

少
量
な
が
ら
国
内
大
豆
の
買
付
け
を
始
め
て
い
る
。
大
豆
、
テ
ン
ペ

に
加
え
新
商
品
と
し
て
豆
乳
の
生
産
も
期
待
で
き
る
。
し
か
し
、
い

く
つ

か
の

豆
腐

製
造

業
者

は
設

備
の

衛
生

面
に

問
題

を
抱

え
て

お

り
、
安
全
な
大
豆
製
品
の
供
給
の
為
に
は
施
設
の
改
善
の
必
要
が
あ

る
。

 
3.

 
在
地
資
源
活
用
型
農

法
に
よ
る
農
産
物
の

生
産
･
加
工
･
流
通

 
Th

e 
Pi

lo
t P

ro
je

ct
 fo

r 
Pr

od
uc

tio
n,

 
Pr

oc
es

si
ng

 a
nd

 
M

ar
ke

tin
g 

of
 

N
at

ur
al

 F
ar

m
in

g 
Pr

od
uc

ts
 

在
地

資
源

活
用

型
農

法
を

実

践
・
普
及
し
て
い

る
ド
ナ
ー
、

N
G

O
 

オ
イ

ス
カ

イ
ン

ナ
ー

ナ
シ

ョ
ナ

ル
で

は
農

業
分

野
で

の
人

材
育

成

を
19

96
年
か
ら
続
け
て
お
り
、
在
地
資
源
活
用
型
農
法
の
普
及
に

取
り
組
ん
で
い
る
。

20
02

年
に

は
日
本
の
草
の
根
無
償
で
、
リ
キ
シ

ャ
県
に
地
域
開
発
研
修
セ
ン
タ
ー
を
開
設
し
て
い
る
。

20
09

年
3
月

ま
で
に

14
回
の
長
期
農
業
研
修
を
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
高
品
質

野
菜
生
産
へ
の
取
り
組
み
に
関
し
て
は
、

U
SA

ID
に
よ
り
「
農
業

ビ

ジ
ネ
ス
園
芸
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 

東
テ

ィ
モ

ー
ル

国
内

に
お

い
て

在
地

資
源

活
用

型
農

法
の
普
及
を
は
か
り
、
在
地

資
源

活
用

型
農

法
に

よ
っ

て
生

産
さ

れ
た

野
菜

類
を

承
認

す
る

シ
ス

テ
ム

を
構

築
し
付
加
価
値
を
高
め
、
高

品
質

野
菜

と
し

て
市

場
に

流
通
さ
せ
る
。

 

・
農
家
グ
ル
ー
プ
を
対
象
と
し
た
在
地
資
源
活
用

型
農
法
普
及
の
研
修
を
行
う
。

 
・
在
地
資
源
活
用
型
農
法
に
よ
る
農
産
物
を
承
認

す
る

シ
ス

テ
ム

を
構

築
し

高
品

質
野

菜
の

付
加

価
値
化
を
図
る
。

 
・
購
買
力
の
あ
る
都
市
部
の
消
費
者
を
対
象
に
し

た
在

地
資

源
活

用
型

農
法

に
よ

る
野

菜
/果

物
の

販
売
先
を
開
拓
す
る
。

 
・

在
地

資
源

活
用

型
農

法
に

よ
る

野
菜

/果
物

の

物
流
手
段
の
改
善
を
行
う
。

 
4.

 
鮮
魚
の
物
流
シ
ス
テ

ム
改
善

 
Th

e 
Pi

lo
t P

ro
je

ct
 fo

r 
Im

pr
ov

em
en

t o
n 

Lo
gi

st
ic

 S
up

po
rt 

of
 

Fi
sh

er
y 

Pr
od

uc
ts

 

①
鮮

魚
流

通
業

者
(ビ

ケ
ケ
県

) 
B

ea
co

で
収
獲
し
た
鮮
魚
を
漁
師
か
ら
買
取
り
、
デ
ィ
リ
へ
と
冷
蔵

輸
送
し
ホ
テ
ル
、
レ
ス
ト
ラ
ン
へ
と
販
売
し
て
い
る
流
通
業
者
で
あ

る
。
鮮
魚
の
冷
蔵
輸
送
の
た
め
に
氷
を
バ
ウ
カ
ウ
に
ま
で
買
付
け
に

行
っ
て
い
る
が
、
バ
ウ
カ
ウ
か
ら

B
ea

co
に
持
ち
帰
る
過
程
で
約

30
％
の
氷
が
溶
け
て
損
失
し
て
い
る
。
冷
凍
施
設
の
貸
与
に
よ
り
、

氷
の
自
家
生
産
に
よ
る
輸
送
コ
ス
ト
の
削
減
、
鮮
魚
の
品
質
、
取
扱

量
の
増
加
が
期
待
で
き
る
。
ま
た
、
鮮
魚
の
冷
蔵
保
存
が
可
能
と
な

る
た
め
漁
師
か
ら
の
鮮
魚
の
買
取
り
量
が
増
加
し
、
周
辺
の
漁
師
の

生
計
向
上
効
果
も
期
待
で
き
る
。

 

鮮
魚
の
加
工
・
流
通
業
者
に

対
し

て
政

府
に

よ
る

冷

蔵
・
冷
凍
設
備
の
リ
ー
ス
を

行
う
仕
組
み
構
築
し
、
鮮
魚

の
保

存
手

段
お

よ
び

輸
送

手
段

を
改

善
す

る
こ

と
に

よ
り
、
東
テ
ィ
モ
ー
ル
に
お

け
る

鮮
魚

流
通

の
活

性
化

を
図
る
。

 

・
既
存
の
鮮
魚
流
通
業
者
ま
た
は
漁
業
協
同
組
合

へ
の
冷
蔵
・
冷
凍
設
備
を
貸
与
す
る
。

 
・
貸
与
し
た
冷
蔵
・
冷
凍
設
備
の
リ
ー
ス
料
を
徴

収
し
、
維
持
管
理
費
と
し
て
運
用
す
る
。

 
・
品
質
低
下
を
防
ぐ
た
め
氷
を
利
用
し
た
鮮
魚
の

輸
送
手
段
を
改
善
す
る
。

 
・
高
品
質
な
鮮
魚
の
販
売
先
開
拓
へ
の
支
援
を
行

う
。

 
・

鮮
魚

の
冷

蔵
輸

送
･
販

売
の

費
用

対
効

果
を

算



東
テ
ィ
モ
ー
ル
国

農
産
物
加
工
･流

通
業
振
興
計
画
調
査
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
フ
ァ
イ
ナ
ル
レ
ポ
ー
ト
(実

証
調
査
編
) 
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想
定

さ
れ

る
事
業

概
要

 
N

o.
 

実
証

調
査

事
業
候

補
活

動
グ
ル

ー
プ

 
活

動
グ
ル

ー
プ
の

現
状
調

査
 

事
業

の
目

的
 

想
定

さ
れ

る
活
動

内
容

 
②

漁
業

協
同

組

合
(マ

ヌ
フ

ァ

ヒ
県

) 

B
et

an
o
に
あ
る
漁
業
協
労
組
合
で

26
人
か
ら
の
組
合
員
か
ら
な
る
。

過
去
に
マ
レ
ー
シ
ア
か
ら
の
援
助
に
よ
り
太
陽
発
電
、
風
力
発
電
、

お
よ
び
冷
蔵
庫
が
供
与
さ
れ
た
が
、
不
適
切
な
場
所
へ
の
風
力
発
電

機
の
設
置
や
太
陽
発
電
機
の
能
力
不
足
等
の
シ
ス
テ
ム
設
計
に
問

題
を
抱
え
て
お
り
、
現
在
鮮
魚
の
保
存
や
輸
送
に
は
活
用
さ
れ
て
い

な
い
。
鮮
魚
の
販
売
先
は

Sa
m

e
か
ら
買
付
け
に
来
る
仲
買
人
で
あ

り
、

D
ili

や
そ
の
他
の
地
域
へ
の
鮮
魚
の
輸
送
や
販
売
は
行
わ
れ
て

い
な
い
。
組
合
の
活
動
も
活
発
と
は
言
え
ず
、
鮮
魚
の
共
同
出
荷
な

ど
の
組
織
的
な
活
動
は
あ
ま
り
見
ら
れ
な
い
。
今
後
、
組
織
面
で
の

強
化
が
必
要
で
あ
る

 

出
す
る
。

 

5.
 

女
性
グ
ル
ー
プ
に
よ

る
家
禽
ビ
ジ
ネ
ス
支

援
 

Th
e 

Pi
lo

t P
ro

je
ct

 fo
r 

Pr
om

ot
io

n 
of

 
Sm

al
l-s

ca
le

 
Po

ul
try

/E
gg

 
Pr

od
uc

tio
n 

by
 

W
om

en
’s

 G
ro

up
 

女
性

支
援

N
G

O
 

(A
lo

la
 

Fa
un

da
tio

n)
 

A
lo

la
 F

au
nd

at
io

n
は
、
デ
ィ
リ
を
は
じ
め
と
す
る

13
の
地
域
で

女

性
グ
ル
ー
プ
へ
の
支
援
活
動
を
行
っ
て
い
る
。
活
動
内
容
は
、
農
業

研
修
、
司
法
へ
の
ア
ク
セ
ス
な
ど
の
情
報
共
有
、
お
よ
び
養
鶏
で
あ

る
。
養
鶏
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
鶏
の
初
回
購
入
費
と
し
て

1
人
当

り
$5

0
を
供
与
し
て
い
る

(鶏
の
価
格
は
地
方
に
お
い
て
一
羽

$8
-$

10
程

度
)。

ビ
ケ

ケ
に

あ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

地
区

で
は

鶏
を

繁
殖

さ
せ

10
0
羽
以
上
に
ま
で
増
や
し
て
い
る
。
ま
た
、

M
A

F
か
ら
も
ワ
ク
チ

ン
の
提
供
な
ど
の
支
援
を
受
け
て
い
る
。
今
後
は
、
飼
料
の
確
保
、

鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
等
の
技
術
的
な
支
援
、
鶏
卵
や
鶏
肉
を
販

売
す
る
マ
ー
ケ
ッ
ト
開
拓
、
女
性
に
よ
る
起
業
に
関
す
る
支
援
が
必

要
で
あ
る
。

 

地
方
農
村
部
の
女
性
グ
ル

ー
プ
に
よ
る
養
鶏
ビ
ジ
ネ

ス
を
支
援
し
、
農
村
レ
ベ
ル

か
ら
国
内
産
の
鶏
肉
お
よ

び
鶏
卵
の
輸
入
代
替
と
し

て
の
供
給
拡
大
を
図
る
。

 

・
養
鶏
に
関
す
る
技
術
研
修
を
行
う
。

 
・
鶏
の
疾
病
対
策
と
し
て
衛
生
面
に
配
慮
し
た
鶏

舎
の
改
善
を
行
う
。

 
・
ワ
ク
チ
ン
接
種
な
ど
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
の
連

携
を
図
る
。

 
・
飼
料
と
な
る
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
の
入
手
先
を
確
保

す
る
。

 
・
鶏
肉
お
よ
び
鶏
卵
に
関
す
る
市
場
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
構
築
の
必
要
性
を
検
討
す
る
。

 
・
学
校
給
食
や
レ
ス
ト
ラ
ン
等
の
鶏
肉
お
よ
び
鶏

卵
の
販
売
先
の
開
拓
支
援
を
行
う
。

 
6.

 
国
産
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

消
費
多
様
化
促
進

 
Th

e 
Pi

lo
t P

ro
je

ct
 o

f 
D

iv
er

si
fic

at
io

n 
of

 
C

or
n 

Pr
od

uc
ts

 

パ
ン
製
造
業
者

(デ
ィ
リ
近
郊
、

バ
ウ
カ
ウ
、
サ

メ
) 

 

東
テ
ィ
モ
ー
ル
で
は
ポ
ル
ト
ガ
ル
統
治
の
影
響
か
ら
朝
食
に
パ
ン

を
食
べ
る
習
慣
は
広
く
普
及
し
て
い
る
。
そ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、

パ
ン
製
造
業
者
の
数
は
小
規
模
な
も
の
も
含
め
る
と
全
国
に
わ
た

っ
て
多
数
存
在
し
、
地
域
内
で
の
競
争
も
見
ら
れ
る
。
パ
ン
製
造
業

者
に
と
っ
て
小
麦
粉
の
価
格
が
収
支
に
与
え
る
影
響
は
大
き
く
、
昨

今
の
価
格
上
昇
に
よ
り
大
き
な
経
営
困
難
を
抱
え
る
業
者
も
見
ら

れ
る
。
現
在
広
く
普
及
し
て
い
る
パ
ン
は
小
麦
粉
か
ら
製
造
さ
れ
て

い
る
が
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
粉
の
紹
介
に
よ
り
国
産
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
の

消
費
促
進
の
み
な
ら
ず
、
パ
ン
製
造
コ
ス
ト
の
削
減
や
パ
ン
製
造
業

者
間
の
商
品
の
差
別
化
と
い
っ
た
効
果
も
期
待
で
き
る
。

 

デ
ィ
リ
を
始
め
と
す
る
主

要
地
域
の
パ
ン
製
造
業
者

に
対
し
て
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

粉
を
用
い
た
パ
ン
等
の
製

造
法
の
普
及
を
図
る
こ
と

に
よ
り
、
パ
ン
等
の
加
工
品

製
造
に
お
け
る
輸
入
小
麦

粉
の
代
替
と
し
て
の
国
産

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
粉
の
普
及

を
図
る
。

 

・
安
定
し
た
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
粉
の
供
給
の
た
め
の

製
粉
業
者
を
発
掘
す
る
。

 
・
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
に
関
す
る
市
場
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

構
築
の
た
め
の
情
報
を
収
集
す
る
。

 
・
複
数
の
パ
ン
製
造
業
者
へ
国
産
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

粉
の
利
用
の
普
及
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
行
う
。

 
・
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
粉
を
用
い
た
加
工
品
（
パ
ン
等
）

の
市
場
性
、
収
益
性
を
検
討
す
る
。
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想
定

さ
れ

る
事
業

概
要

 
N

o.
 

実
証

調
査

事
業
候

補
活

動
グ
ル

ー
プ

 
活

動
グ
ル

ー
プ
の

現
状
調

査
 

事
業

の
目

的
 

想
定

さ
れ

る
活
動

内
容

 
7.

 
国
内
産
品
の
消
費
促

進
 -

 料
理

教
室

 -
 

Th
e 

Pi
lo

t P
ro

je
ct

 fo
r 

Su
pp

or
t o

n 
‘L

oc
al

 
Pr

od
uc

t, 
Lo

ca
l 

C
on

su
m

pt
io

n’
 –

 
C

oo
ki

ng
 C

la
ss

 - 

N
G

O
（

C
hr

is
tia

n 
V

is
io

n）
 

C
hr

is
tia

n 
V

is
io

n
は
英
国
を
拠
点
と
す
る
教
会
系

N
G

O
で
、
ボ
ラ

ン

テ
ィ
ア
が

D
ili

を
は
じ
め
と
す
る
主
要
な
地
域
で
教
育
活
動
を
中
心

に
行
っ
て
い
る
。
活
動
内
容
は
、
農
産
加
工
・
調
理
、

PC
操
作

、

語
学
（
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
英
語
）
、
裁
縫
で
、
特
に
女
性
を
対
象
と
し

た
身
近
な
材
料
に
よ
る
料
理
教
室
が
好
評
で
あ
る
。
バ
ウ
カ
ウ
や
ビ

ケ
ケ
な
ど
の
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
比
較
的
よ
い
地
域
で
は
、
こ
の

料
理
教
室
を
修
了
し
た
女
性
の
中
に
は
自
分
で
調
理
し
た
料
理
を

マ
ー
ケ
ッ
ト
で
販
売
す
る
商
売
を
始
め
た
者
も
い
る
。
今
後
は
、
栄

養
面
ま
た
は
衛
生
面
に
関
す
る
講
義
を
料
理
教
室
に
取
り
入
れ
る

こ
と
や
、
主
食
と
な
る
レ
シ
ピ
を
導
入
す
る
こ
と
等
に
よ
り
地
域
で

広
く
生
産
さ
れ
て
い
る
農
作
物
の
消
費
拡
大
に
つ
な
が
る
効
果
が

期
待
さ
れ
る
。

 

地
方
農
村
部
の
女
性
を
対

象
に
料
理
教
室
を
開
催
し
、

身
近
な
国
内
生
産
作
物
（
メ

イ
ズ
、
ポ
テ
ト
、
キ
ャ
ッ
サ

バ
等
）
を
使
用
し
た
料
理
を

紹
介
す
る
こ
と
に
よ
り
国

内
農
作
物
の
需
要
促
進
を

図
る
。

 

・
料
理
教
室
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
を
育
成
す

る
。

 
・
料
理
教
室
に
使
用
す
る
テ
キ
ス
ト
お
よ
び
ク
ッ

キ
ン
グ
ブ
ッ
ク
を
作
成
す
る
。

 
・
料
理
教
室
の
広
報
お
よ
び
参
加
者
を
募
集
し
、

デ
ィ
リ
及
び
地
方
都
市
で
料
理
教
室
を
開
催
す

る
。

 
・
料
理
教
室
を
修
了
し
た
女
性
に
よ
る
料
理
の
仕

出
し
・
販
売
等
の
小
規
模
企
業
活
動
へ
の
支
援
を

行
う
。

 
・
国
内
農
産
物
に
関
す
る
市
場
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構

築
の
必
要
性
を
検
討
す
る
。

 
①

椰
子

酒
生

産

者
(マ

ナ
ト

ゥ

ト
県

) 

伝
統
的
な
酒
造
法
に
よ
り
生
産
さ
れ
る
椰
子
酒
は
東
テ
ィ
モ
ー
ル

の
ロ
ー
カ
ル
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
広
く
見
ら
れ
る
。
製
造
は
主
に

3
月
か

ら
10

月
に
か
け

て
行
わ
れ
る
。
平
均
価
格
は

60
0m

ℓ
の
ボ
ト
ル
で

$1
、

1.
5ℓ
の
ボ
ト
ル
で

$2
程
度
で
あ
る
。
し
か
し
、
製
造
過
程
で
高

品
質
の
椰
子
酒
と
低
品
質
の
椰
子
酒
の
選
別
が
さ
れ
ず
混
合
さ
れ

て
販
売
さ
れ
て
い
る
た
め
、
消
費
者
は
椰
子
酒
の
品
質
の
判
別
が
で

き
な
い
。
今
後
の
課
題
は
、
高
品
質
の
椰
子
酒
の
選
別
と
ボ
ト
ル
、

ラ
ベ
ル
の
改
良
に
よ
る
ブ
ラ
ン
ド
化
、
付
加
価
値
化
に
よ
る
高
価
格

で
の
販
売
で
あ
る
。
ま
た
、
椰
子
酒
の
製
造
過
程
に
お
け
る
衛
生
面

に
つ
い
て
も
改
善
の
余
地
が
あ
る
。

 

椰
子
酒
の
製
造
農
家
お
よ

び
流
通
業
者
へ
の
支
援
を

通
じ
、
地
域
特
産
品
の
加

工
･
流
通
業
振
興
を
図
る
。

・
椰
子
酒
の
高
品
質
化
を
図
り
、
現
在
の
椰
子
酒

の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
活
動
を
改
善
す
る
。

 
・
椰
子
酒
の
梱
包
、
ラ
ベ
ル
を
改
善
し
高
付
加
価

値
化
を
図
り
、
椰
子
酒
の
販
売
促
進
活
動
を
実
施

す
る
。

 
・
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
を
デ
ィ
リ
市
に
設
置
し
、

一
村
一
品
運
動
と
連
携
し
て
加
工
品
の
販
売
を

促
進
す
る
。

 
 

8.
 

地
域
特
産
品
生
産
振

興
 

Th
e 

Pi
lo

t P
ro

je
ct

 fo
r 

Sp
ec

ia
liz

at
io

n 
of

 
Lo

ca
l P

ro
du

ct
s 

②
蜂

蜜
生

産
者

(マ
ナ

ト
ゥ

ト

県
) 

野
生
の
オ
オ
ミ
ツ
バ
チ
の
蜂
蜜
を
採
取
し
販
売
し
て
い
る
。
収
穫
時

期
は
年

3
回
（

1
月
、

4
月
、

8
月

）
。

4
月
に
取
れ
る
蜂
蜜
が
最
も

高
品
質
と
さ
れ
て
い
る
。

5
リ
ッ
ト
ル
の
容
器
に
入
れ
て

$5
で
販
売

し
て
い
る
。
主
な
販
売
先
は
西
テ
ィ
モ
ー
ル
か
ら
買
付
け
に
来
る
仲

買
人
で
あ
る
。
今
後
の
課
題
は
、
蜂
蜜
の
製
造
過
程
に
お
け
る
衛
生

面
の
改
善
、
改
良
し
た
パ
ッ
ケ
ー
ジ
、
ラ
ベ
ル
に
よ
る
ブ
ラ
ン
ド
化
、

販
売
先
の
開
拓
で
あ
る
。
ま
た
、
野
生
の
蜂
の
乱
獲
に
よ
る
自
然
環

境
の
へ
の
影
響
も
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

野
生
の
オ
オ
ミ
ツ
バ
チ
か

ら
生
産
さ
れ
る
蜂
蜜
の
生

産
者
グ
ル
ー
プ
へ
の
生
産
･

加
工
･
流
通
分
野
の
支
援
を

通
じ
て
、
地
域
特
産
品
と
し

て
加
工
･
流
通
業
の
振
興
を

図
る
。

 

・
蜂
蜜
の
生
産
･
加
工
プ
ロ
セ
ス
を
改
善
し
高
品

質
化
を
図
り
、
現
在
の
蜂
蜜
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
活

動
を
改
善
す
る
。

 
・
梱
包
、
ラ
ベ
ル
を
改
善
し
高
付
加
価
値
化
を
図

る
。

 
・
購
買
力
の
あ
る
消
費
者
向
け
の
蜂
蜜
製
品
の
販

売
促
進
活
動
を
実
施
す
る
。

 
・
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
を
デ
ィ
リ
市
に
設
置
し
、

一
村
一
品
運
動
と
連
携
し
て
蜂
蜜
製
品
の
販
売

を
促
進
す
る
。

 



東
テ
ィ
モ
ー
ル
国

農
産
物
加
工
･流

通
業
振
興
計
画
調
査
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
フ
ァ
イ
ナ
ル
レ
ポ
ー
ト
(実

証
調
査
編
) 
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想
定

さ
れ

る
事
業

概
要

 
N

o.
 

実
証

調
査

事
業
候

補
活

動
グ
ル

ー
プ

 
活

動
グ
ル

ー
プ
の

現
状
調

査
 

事
業

の
目

的
 

想
定

さ
れ

る
活
動

内
容

 

9.
 

キ
ャ
ン
ド
ル
ナ
ッ
ツ

輸
出
に
か
か
る
品
質

向
上

 
Th

e 
Pi

lo
t P

ro
je

ct
 fo

r 
Im

pr
ov

in
g 

Ex
po

rt 
Q

ua
lit

y 
of

 C
an

dl
e 

N
ut

s P
ro

du
ct

io
n 

キ
ャ

ン
ド

ル
ナ

ッ
ツ

生
産

者
グ

ル
ー
プ
（
バ
ウ
カ

ウ
県
）

 

G
IZ

の
支
援
に
よ
り
バ
ウ
カ
ウ
に
工
場
を
持
っ
て
い
る
。
キ
ャ
ン
ド

ル
ナ

ッ
ツ

オ
イ

ル
を

生
産

し
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
お

よ
び

ハ
ワ

イ
へ

と

輸
出
し
て
い
る
が
、
品
質
が
悪
く

50
％
近
く
の
製
品
が
返
品
さ
れ
て

い
る
。
主
な
品
質
低
下
の
原
因
は
カ
ビ
の
発
生
に
よ
る
も
の
。

20
06

年
よ
り
輸
出
を
始
め
て
い
る
が
輸
出
量
は
増
加
し
て
い
な
い
。
今
後

の
課
題
は
、
生
産
現
場
レ
ベ
ル
で
の
質
の
向
上
、
収
穫
後
、
乾
燥
、

殻
剥
き
、
梱
包
の
工
程
の
改
善
で
あ
る
。

 

コ
ー
ヒ
ー
に
次
ぐ
輸
出
産

品
と
し
て
振
興
す
る
た
め

に
、
輸
出
用
に
生
産
さ
れ
て

い
る
キ
ャ
ン
ド
ル
ナ
ッ
ツ

の
品
質
向
上
を
図
る
。

 

・
キ
ャ
ン
ド
ル
ナ
ッ
ツ
生
産
者
に
対
し
、
輸
出
可

能
と
な
る
品
質
基
準
を
満
た
す
た
め
の
農
業
技

術
研
修
を
実
施
す
る
。

 
・
キ
ャ
ン
ド
ル
ナ
ッ
ツ
オ
イ
ル
製
造
業
者
と
契
約

栽
培
に
関
心
の
あ
る
キ
ャ
ン
ド
ル
ナ
ッ
ツ
生
産

者
の
間
で
契
約
栽
培
の
仲
介
を
行
う
。

 
・
契
約
栽
培
の
締
結
に
か
か
る
支
援
を
通
じ
て
、

契
約
栽
培
の
方
法
を
確
立
す
る
。

 
 

表
 
1
-
2
-
7 

実
証

調
査

事
業

候
補

で
検

証
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
 

実
証

調
査

事
業
候

補
 

プ
ロ

グ
ラ

ム
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 
N

o.
1 

N
o.

2 
N

o.
3 

N
o.

4 
N

o.
5 

N
o.

6 
N

o.
7 

N
o.

8 
N

o.
9 

1.
 

農
業
生
産
性
の
向
上

 
1.

1 
種
子

/資
材
の
供
給
シ
ス
テ
ム
の
確
立

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1.
2 

農
業
生
産
基
盤
の
改
修

 
○

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
1.

3 
栽
培
技
術
普
及
体
制
の
強
化

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1.
4 

計
画
栽
培
の
推
進

 
 

○
 

 
 

 
 

 
 

○
 

2.
 

加
工
業
振
興
支
援

 
2.

1 
加
工
業

者
の
企
業
支
援

 
 

○
 

 
○

 
 

○
 

 
 

○
 

 
 

2.
2 

農
民
グ
ル
ー
プ

/女
性
グ
ル
ー
プ
の
企
業
支
援

 
○

 
 

○
 

 
○

 
 

○
 

○
 

 
 

 
2.

3 
特
産
品
化
支
援

 
 

 
 

 
 

 
 

○
 

 
 

 
2.

4 
加
工
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
支
援

 
 

 
 

○
 

 
 

 
 

 
3.

 
流
通
業
振
興
支
援

 
3.

1 
輸
送
手

段
の
改
善
支
援

 
○

 
 

○
 

○
 

 
 

 
 

 
 

 
3.

2 
物
流
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

 
検
証
の
必
要
性
は
小
さ
い

(*
1)
。

 
 

 
3.

3 
農
業
･
市
場
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

 
 

 
 

 
○

 
○

 
○

 
 

 
4.

 
販
売
促
進
支
援

 
4.

1 
販
売
先

開
拓
支
援

 
 

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
 

 
 

4.
2 

品
質
等
級
制
度
の
導
入

 
○

 
 

○
 

 
 

 
 

 
○

 
 

 
4.

3 
衛
生
管
理
の
強
化

(*
3)

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

4.
4 

食
品
安
全
検
査
制
度
の
導
入

(*
3)

 
制
度

/組
織
の
改
善
を
伴
う

(*
2)
。

 
5.

 
政
府
買
い
上
げ
制
度
の
確
立

 
5.

1 
中
央
･
地
方
レ
ベ
ル
の
運
用
シ
ス
テ
ム
の
改
善

(*
3)

制
度

/組
織
の
改
善
を
伴
う

(*
2)

 。
 

6.
 

輸
出
振
興
支
援

 
6.

1 
輸
出
産

品
の
発
掘
及
び
輸
出
販
売
支
援

 
 

 
 

 
 

 
 

 
○

 
 

 
6.

2 
産
品
の
輸
出
促
進
支
援

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

7.
 

人
材
の
育
成
計
画

 
7.

1 
加
工
･
流
通
業
振
興
に
関
わ
る
人
材
の
育
成
計
画

 
○

 
 

 
 

 
 

 
 

 
○

: 
検
証
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

*1
: 
検
証
の
必
要
性
の
小
さ
い
。

*2
: 
行
政
の
制
度

/組
織
の
改
善
を
伴
う
。

*3
: M

A
F
以
外
の
行
政
機

関
が
大
き
く
関
与
す
る
。
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1-3  実証調査事業の選定 

1-3-1 実証調査事業の絞込み基準 

前項の 9 実証調査事業候補は、各事業候補の実施の優先度を評価基準にして絞り込むこととする。

そこで、C/P と協議し以下の評価基準項目（大項目及び小項目）を設定した。 

表 1-3-1 実証調査事業の絞込みのための評価基準項目 

 大項目  小項目 評価の視点 
A A-1: 食料輸入対策に資

するか？ 
加工･流通業振興の観点から、食料の安全保障の最も優先性が高いと思

われる事業は、食料品の輸入超過の現状への対策に資することである。

国産の原材料を使い、国内で加工･流通・販売（消費）することを促進

する事業に対し優先性を与える。 
 

流通改善に

インパクト

を 与 え る

か？ 
A-2: 一般消費者層を対

象とするか？ 
都市の富裕層を販路の対象とした事業の場合、特定の小規模な市場を目

標とすることになり、販売の波及効果も限定される。大幅な利益は見込

めないが、消費者層を住民一般とすることにより、事業の波及を期待す

ることができる。 
B B-1: 農民/加工業者/流通

業者の能力強化に

資するか？ 

事業が、対象グループである農民/加工業者/流通業者の加工･流通分野で

の学習機会の場の提供にもなり、彼らの能力強化に資することが期待さ

れる。 
 

パイロット

的要素を包

含するか？ 
 B-2: 普及・展示効果があ

るか？ 
事業の活動プロセスを展示することによって、類似活動に取り組んでい

るグループや取り組み意欲のあるグループへの普及に資することが期待

される。 
  B-3: DNPIAC にとって

新規性があるか？ 
事業の内容が、DNPIAC が過去に関与した事業にない取り組みが含まれ

ており、DNPIAC の新たな経験や知識の習得の場になることが期待され

る。 
C C-1: 裨 益 者 数 が 多 い

か？ 
事業の効果を広く浸透させるため裨益者数が多いことが望ましい。 

 

一般的な効

果は期待で

きるか？ C-2: 費用対効果が見込

めるか？ 
事業の持続性を計る際の指標として経済的な費用対効果の計測ができ、

さらにある程度の費用対効果が見込めることが望ましい。 
 

1-3-2 実証調査事業候補の絞込み 

以下の手順で評価基準項目に評点付けを行い、事業の絞り込みを行った。 
1) 評点化の基準に基づいて（表 1-3-4 参照）、評価基準項目の小項目を 3 段階で評点を付けた。

評点付けの作業は C/P と協働で行った。結果を表 1-3-2 に示す。 
表 1-3-2 実証事業候補の評価基準項目の評価 

 A: 
流通改善のイ

ンパクト 

B: 
パイロット的要素 

C:  
一般的効果 

 
No. 

 

事業名 A-1
食料
輸入
対策

A-2
一般
消費
者層

B-1 
能力
開発

B-2 
普及
展示 

B-3 
新規
性 

C-1 
裨益
者数

C-2 
費用
対効
果 

1. 既存農業協同組合の組織強化        
 コメ生産組合 3 3 3 2 3 2 2 
 花卉生産組合 1 1 3 1 3 1 3 

2. 大豆のバリューチェーン改善 3 3 2 3 3 3 2 
3. 在地資源活用型農法による農産物の生産･加工・流通 2 2 2 2 1 3 3 
4. 鮮魚の物流システム改善 2 1 2 2 3 1 3 
5. 女性グループによる家禽ビジネス支援 3 3 3 3 2 3 2 
6. トウモロコシの消費多様化促進 3 3 2 3 3 3 1 
7. 国内産品の消費促進－料理教室－ 3 3 3 3 2 3 1 
8. 地域特産品生産振興        

 椰子酒 3 2 2 2 1 2 3 
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 A: 
流通改善のイ

ンパクト 

B: 
パイロット的要素 

C:  
一般的効果 

 
No. 

 

事業名 A-1
食料
輸入
対策

A-2
一般
消費
者層

B-1 
能力
開発

B-2 
普及
展示 

B-3 
新規
性 

C-1 
裨益
者数

C-2 
費用
対効
果 

 蜂蜜（Giant Honey Bee） 3 2 2 1 2 1 3 
9. キャンドルナッツ輸出にかかる品質向上 1 1 2 2 1 2 2 

 
2) 評価基準項目の大項目は同等に重要であると認識されるが、評価基準項目の大項目に対応し

た小項目の項目数は異なる。そこで、大項目を同等に評価するために大項目の評価を同評点

とすることとし、そのために小項目の 3 段階の評点（表 1-3-2 参照）を補正係数によって補

正することとした。補正係数は小項目の項目数に応じて定めた（表 1-3-4 参照）。 
3) 補正係数に基づく小項目の評点を加算して総合点を算出した（表 1-3-3 参照）。総合点の順位

を優先順位とした。 
表 1-3-3 実証事業候補の総合点と優先順位 

 A: 流通改善

のインパクト

(3 点) 

B: パイロット的要

素(3 点) 
C: 一般的効

果(3 点) 

 
No. 

 

事業名 A-1食
料輸
入対
策 

A-2
一般
消費
者層

B-1
能
力
開
発 

B-2
普及
展示

B-3 
新規
性 

C-1 
裨益
者数 

C-2
費用
対効
果 

計 
9 点

満

点 

1. 既存農業協同組合の組織強化         
 コメ生産組合 1.5 1.5 1.0 0.7 1.0 1.0 1.5 8.2
 花卉生産組合 0.5 0.5 1.0 0.3 1.0 0.5 1.5 5.3

2. 大豆のバリューチェーン改善 1.5 1.5 0.7 1.0 1.0 1.5 1.0 8.2
3. 在地資源活用型農法による農産物の生産･加

工･流通 
1.0 1.0 0.7 0.7 0.3 1.5 1.5 6.7

4. 鮮魚の物流システム改善 1.0 0.5 0.7 0.7 1.0 0.5 1.5 5.9
5. 女性グループによる家禽ビジネス支援 1.5 1.5 1.0 1.0 0.7 1.5 0.7 7.9
6. トウモロコシの消費多様化促進 1.5 1.5 0.7 1.0 1.0 1.5 0.5 7.7
7. 国内産品の消費促進－料理教室－ 1.5 1.5 1.0 1.0 0.7 1.5 0.5 7.7
8. 地域特産品生産振興         

 椰子酒 1.5 1.0 0.7 0.7 0.3 1.0 1.5 6.7
 蜂蜜（Giant Honey Bee） 1.5 1.0 0.7 0.3 0.7 0.5 1.5 6.2

9. キャンドルナッツ輸出にかかる品質向上 0.5 0.5 0.7 0.7 0.3 1.0 1.0 4.7
 

表 1-3-4 評価基準項目の評点化の基準 

評価基

準項目 
(大項目) 

評価基準

項目 
(少項目) 

評価基準項目の現状  評点と評価の基準 
（実施の優先性 3 点: 高位、 2 点: 中位、 1

点: 低位） 

補正

係数

A: 流 通

改善のイ

ンパクト 

A-1: 食 料

輸入対策 
3 点: 対象としている産品が大量に輸入され、地方市

場を含む殆どの市場で国内産と競合・販売され

ている。事業は、これらの輸入品を代替し、国内

産の加工・流通･販売を目指しており、事業の成

果は、輸入超過の現状を改善する対策に大いに

資する。 

1/2

  

東ティモールではコメをはじめと

して農産物やその加工品の多く

が輸入･販売されている。そこ

で、農畜水産分野の国家計画

では、「食糧安全保障」の達成を

目指し、農畜水産物の自国での

生産、加工を優先課題としてい

る。 
2 点: 対象としている産品は、大量輸入されていない

が、一部の市場で販売されている。事業は、これ

らの輸入品を代替し、国内産の加工・流通･販売
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評価基

準項目 
(大項目) 

評価基準

項目 
(少項目) 

評価基準項目の現状  評点と評価の基準 
（実施の優先性 3 点: 高位、 2 点: 中位、 1

点: 低位） 

補正

係数

を促進する可能性がある。事業の成果は、食料

輸入対策に資する。 
  1 点: 対象としている産品の輸入量はない或いは少な

い。国内産の加工･流通･販売を促すが、食料輸

入対策に資する程度は小さい。 

 

 3 点: 全ての消費者層を販売先の対象としている。 1/2
 

A-2: 一 般

消費者層 2 点: 都市の富裕層や一般的な都市住民を販売先の

対象となる可能性が大きい。 
 

  

購買力の観点から消費者層は、

購買力を有する極めて少数の都

市の富裕層、現金収入機会のあ

る一般的な都市住民及び購買

力の小さな大多数の農村住民

層に分けられる。 

1 点: 都市の富裕層（海外消費者を含む）が販売先の

対象となる可能性が大きい。 
 

B:パイロ

ッ ト 的 要

素 

B-1: 能 力

開発 
3 点: 実証調査期間中の投入･試行は、活動グループ

の能力開発に大いに資する。活動グループの実

施能力から判断すると、実証調査によって自立

発展できる基本的な能力を身につけることができ

る。知識やファシリテーションの断続的な投入が

あれば、実証調査後の更なる能力開発を促すこ

とができる。 

1/3

  2 点: 実証調査期間中の投入･試行は、活動グループ

の能力開発に大いに資する。活動グループの実

施能力から判断すると、事業の自立発展のため

には、実証調査後において外部から人材や技術

を継続的に投入する必要があると考えられる。 

 

  

援助機関の事業や NGOs の支

援活動が技術移転を含む能力

開発の場でもあるが、加工･流通

分野での学習機会は、極めて限

られている。実証調査期間中の

能力開発の進捗は、活動グルー

プの技術能力のレベルに左右さ

れる。実証調査では、期間中の

物的/人的資源投入が現場の技

術レベルに適応しており、実証

調査での能力開発によって、実

証調査後において活動グルー

プが自立発展していくことが望ま

しい。 
1 点: 実施期間中の活動グループの能力開発に資す

るが、実証調査後も継続的に外部依存（資金、人

材、技術）による能力開発が必要となる可能性が

大きい。 

 

 B-2: 普 及

展示 
3 点: 農民/女性グループ/加工･流通業者が、実証調

査の展示から学び、自らの能力によって、外部か

らの大きな投入なしに、同様の事業を起業するこ

とができる、と思われる。事業の新たな活動グル

ープの形成を含めて波及効果は大きい。 

1/3

  2 点: 農民/女性グループ/加工･流通業者の類似の活

動グループが、実証調査の成果を、外部からの

大きな投入なしに自らの企業活動に反映すること

ができる、と思われる。類似の活動グループへの

波及効果は期待できる。 

 

  

活動の普及は、援助機関の事

業や NGOｓの支援活動の一環と

して取り組まれている事例がある

が、農産物の加工･流通・販売

分野の展示・普及の活動が系統

的に行われていない。普及･展

示のためには投入を伴う支援活

動が必要である。 

1 点: 類似の活動グループが、外部からの投入（資金、

人材、技術）があれば、実証調査の結果を自らの

企業活動に、反映することができる。 

 

 B-3: 新 規

性 
3 点: 事業の内容が、実施機関が過去において経験の

ないものである。事業で対象としている産品は、

市場で一般的に販売されていない産品である

が、実証調査における付加価値付けによって、

新たな市場性が期待できる。 

1/3

  2 点: 事業の内容が、実施機関が過去において経験の

ないものである。対象としている産品は、一般的

に市場で販売されている産品である。 

 

  

援助機関や NGOs の支援の下

で、加工･流通分野を含む各種

事業が実施されており、C/P 機

関である DNPIAC(MAF)の関与

した事業も多く、DNPIAC がこれ

らの実施事業から得た経験も多

い。パイロット的な視点からは、

事 業 の 内 容 が 市 場 性 を 伴 う

DNPIAC の新たな取り組みであ

ることが望ましい。 
1 点: 類似の活動が他ドナーや援助機関によって実施

されたことがある。対象としている産品は一般的
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Dili ; No.2, No.4, No.5
Baucau; No.1, No.5 Laga; No.1

Viqueque; No.2,No.3, No.5

Fetuberliu; No.2

Same; No.3, No.4,
N 5

Aileu; No.3, No.5

Same/Betano; No.2

Maubisse; No.2, No.3Cailaco; No.2

Maliana; No.2, No.4
Viqueque/ Bibileo; No.2

Fuilora N0.2

Cacafen No.3

Bobonaro No.2

評価基

準項目 
(大項目) 

評価基準

項目 
(少項目) 

評価基準項目の現状  評点と評価の基準 
（実施の優先性 3 点: 高位、 2 点: 中位、 1

点: 低位） 

補正

係数

に市場で販売されている。 
C: 一 般

的効果 
3 点: 想定している活動グループの数とその規模から、

裨益者数の総計は 31 人以上と考えられる。 
1/2

 

C-1: 裨 益

者数 
2 点: 想定している活動グループの数とその規模から、

裨益者数の総計は 11～30 人以上と考えられる。

 

  

活動グループの規模を調査する

と、活動者（加工･流通業者を除

く）は、平均的には 10～30 世帯

でグループを形成している。一

方、既存の 9 農業協同組合の登

録調書によると、1 組合の会員

数は 18 人～50 人である（実態の

聞き取りによると、活動していな

い組合員数も含まれている）。こ

れらの現状から、1 つの活動グ

ループでは平均的には 10 から

30 世帯が裨益者となる、と考え

られる。関係する活動グループ

に比例して裨益者数も増加す

る。 

1 点: 想定している活動グループの数とその規模から、

裨益者数の総計は 10 人以内と考えられる。 
 

 C-2: 費 用

対効果 
3 点: 事業の中で、産品を対象とする直接的な経済効

果の計測が可能である。また、事業の経済的な

効果（活動グループの便益）は大きいと期待でき

る。 

1/2

  2 点: 事業の中で、産品を対象とする直接的な経済効

果の計測は、ある程度可能である。事業の経済

的な効果は、ある程度期待できる。 

 

  

事業の継続には、活動グループ

の経済・経営的な意識醸成が必

要であるが、意識の浸透を図る

ためには、具体的な産品を対象

にした加工・販売までの一連の

活動の経済（費用対効果）効果

の計測が必要となる。 
 1 点: 直接的な経済効果の計測は難しい。計測不能の

間接効果は期待できるが、実証調査期間中の事

業の経済的な効果の見込みは難しい。 

 

 

1-3-3 実証調査事業の

選定 

上記の絞込み作業の結

果、事業の優先順位に大

差がないが、C/P と協議

した結果、次の事業の優

先性が高いと判断され、

実証調査事業として選定

した。 
実証調査事業は 8 県 13

郡で実施した。 
 

No.1: 既存農業協同組合の組織強化事業 No.2 大豆のバリューチェーン改善事業 

No.3: 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 No.4: 国産トウモロコシ消費多様化促進事業  

No.5: 国内産品の消費促進 -料理教室- 事業  
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 評点区分 評価基準 

5 PDM で期待されたレベルを大きく上回ったと考えられる。

4 PDM で期待されたレベルを超えたと考えられる。 

3 PDM で期待されたレベルに到達したものと考えられる。 

2 PDM で期待されたレベルに達しなかったと考えられる。 

1 PDM で期待されたレベルを大きく下回ったと考えられる。

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5

1. 農業生産性の向上プログラム 1.1 種子/資材の供給システムの確立 ○

1.2 農業生産基盤の改修 ○

1.3 栽培技術普及体制の強化 ○ ○

1.4 計画栽培の推進 ○

2. 加工業振興支援プログラム 2.1 加工業者の企業支援 ○ ○

2.2 農民グループ/女性グループの企業支援 ○ ○ ○

2.3 特産品化支援 ○

2.4 加工インフラの整備支援 ○

3. 流通業振興支援プログラム 3.1 輸送手段の改善支援 ○

3.2 物流インフラの整備

3.3 農業･市場情報提供サービス ○ ○ ○

4. 販売促進支援プログラム 4.1 販売先開拓支援 ○ ○ ○

4.2 品質等級制度の導入 ○ ○

4.3 衛生管理の強化

4.4 食品安全検査制度の導入

5. 5.1 中央･地方レベルの運用システムの改善

6. 輸出振興支援プログラム 6.1 輸出産品の発掘及び輸出販売支援

6.2 産品の輸出促進支援

7. 人材の育成計画プログラム 7.1 加工･流通業振興に関わる人材の育成支援 ○ ○ ○ ○ ○

○；実証調査事業で試行したアクション･プラン(案）

制度/組織の改善を伴う。

制度/組織の改善を伴う。政府買い上げ制度の確立プログラム

検証の必要性は小さい

マスタープラン(案）

実証調査アクション･プラン(案）

プロジェクト
プログラム

1-4 実証調査事業の実施方針 

1-4-1 事業の実施・モニタリング及び評価の方針 

(1) 事業の実施体制 

事業の実施体制は、事業実施主体である DNPIAC と活動者を技術的に支援する技術支援グループ

（NGOs 等の民間組織/団体）で構成した。活動内容によっては MAF 内の関連部局や関連省庁の関与

が必要であるが、その際には中央/県 DNPIAC が主体となって参加を調整した。 

(2) 事業の評価の方針 

実証調査事業は評価 5 項目

（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性）の観点

から評価した。評価に当たって

は、中間及び最終評価時セミナ

ーで得られたコメントや成果の発現の程度を考慮した。評価の結果は評価項目毎に記述すると共に、

5 段階に区分された 5～1 の評点で表した。5 段階区分は評価基準に基づき、評点の合計も算出した。 

1-4-2 実証調査事業で検証するアクションプラン(案) 

アクションプラン(案)を構成している「プロジェクト」の中の活動計画を試行することによって、

その有効性を検証した。各実証調査事業で “検証するアクションプラン”は、次の通りである。 

 

No.1: 既存農業協同組合の組織強化事業 No.2: 大豆のバリューチェーン改善事業 

No.3: 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 No.4: 国産トウモロコシ消費多様化促進事業  

No.5: 国内産品の消費促進 -料理教室- 事業  

「加工･流通業振興に関る人材の育成支援」は、アクションプランの最終化で変更された。 

図 1-4-1 実証調査事業で検証するアクションプラン(案) 
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第 2 章 既存農業協同組合の組織強化事業 

2-1  実施計画 

2-1-1 目的 

既存農業協同組合の組織強化を通じて、組合が生産した米や野菜の生産･加工･流通･販売を促進

する。 

2-1-2 検証事項 

・ MAF の米/野菜の加工･流通業の振興に関わる行政支援 

・ 米と野菜の生産･加工･流通･販売段階における付加価値創造プロセス 
・ 農業協同組合の経営強化のための人材育成手法 

2-1-3 活動グループと対象地区 

経済開発省協同組合局に正式に登録されているバウカウ県ラガ郡サルギロス農業協同組合（25

人）を対象とする。生産物の出荷･販売先はディリ市及びバウカウ市を想定する。 

2-1-4 活動計画 

組合による米と野菜の生産･加工･流通･販売の強化を目指して次の活動を行う。 

活動-1： 既存灌漑システムの改修 

活動-2： 作物栽培･マーケッティング技術の改善 

活動-3： 組合の運営･管理能力向上研修 

これらの活動の活動内容は大きく異なることから、事業の中では、各活動別に実施体制を構築し、

活動毎に実施･モニタリング･評価する。 

2-2 既存灌漑システムの改修 

2-2-1 活動内容と実施体制 

(1) 活動内容 

インドネシア撤退時に荒廃した井戸を水源とするポンプ灌漑施設を改修し、雨期米作の補給灌漑

や野菜栽培のための灌漑を可能にする。また、改修したポンプ施設の維持管理運営体制を確立する。 

(2) 実施体制 

実施主体   ： DNPIAC、バウカウ県農林水産部 

技術支援   ： 井戸掘削業者: 井戸掘削、ポンプ設置 
バウカク県灌漑水管理課 

モニタリング ： DNPIAC、バウカウ県農林水産部（アグリビジネス課） 

関連機関   ： 県農林水産部（農業･園芸課、灌漑･水管理課） 

活動グループ ： サルギロス（Salgueiros）農業協同組合(組合員 25 名) 
 

2-2-2 PDM 及び活動プロセス/モニタリング 

(1) PDM 

本活動の PDM を表 2-2-2 に示す。 
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(2) 活動プロセス 

活動 活動状況 課題 対策 
現地調査

の実施 
現地踏査、組合ニーズ

調査、地下水調査等の

実施 

住民の要望が度々変わること。

また、聞き取り調査で確認した

ことが、次の調査では異なるこ

とがたびたびであった。 

調査後に覚書などを残して確認し

たが、組合員には確認したことを

遵守する意識が希薄であった。そ

のため、繰り返しの打ち合わせで

確認調査を行った。 
計画に対

する組合

とのコン

センサス

作り、施

設改修計

画の策定 

計画作り前のワーク

ショップ、計画策定後

の説明ワークショッ

プ、工事前のワークシ

ョップ、運用開始前の

ワークショップ、維持

管理に対するワーク

ショップ、による協議  

現地状況、予算、費用対効果を

踏まえて計画を策定していく

が、組合側の要求（全面積灌漑、

大型ポンプ等）が強く、計画に

対するコンセンサス作りが難

航した。組合員は、施設の維持

管理意識が希薄であった。 
 

合意形成の議論を容易にするため

には、ワークショップでは、井戸

とポンプ、地下水位、受益圃場の

イラストを用いて説明･理解を得

るようにした。また、近傍の井戸

を利用して揚水試験を実施し、揚

水可能量を把握。その後、井戸や

ポンプの規模の計画に反映した。

工事入札 4 社による入札の実施 地元および実施機関から紹介

された業者の中には、工事仕様

を十分に理解できない会社が

あった。 

入札段階では提出書類で会社能力

を判断したが、ショートリスト作

成段階を設けて、業者の実施能力

を査定するのが好ましい。 
工事 井戸業者による工事

の実施。(井戸掘削、

エンジンポンプの据

付、ポンプ小屋の建

設)。工事は計画書ど

おり実施した。 

工事段階においても、組合から

ポンプ及び井戸の計画変更の

要望が出され、一時工事の中止

になる事態が発生した。（組合

と再協議し、事前に合意した計

画書による工事で合意した。）

契約意識が希薄とはいえ、今後の

同規模の工事では、工事着工前に

受益住民との協定が必要な場合が

ある。 

ポンプの

運転（乾

期野菜栽

培）(*) 

約 0.3ha(112m×24m)
の野菜栽培農地を造

成。組合はポンプ運転

責任者を配置。日単位

で運転状況を記録。 

野菜栽培では、ポンプ利用者が

燃料費を支払った。燃料代と生

産した野菜の売上金に基づく

収支計算が必要であった。 

収支がマイナスの場合、収入増加

の方策(更に高付加価値野菜の栽

培、高く売れる販売先の開拓など)
や燃料費削減の方策(節水灌漑)が
必要となる。 

ポンプの

維持管理 
定期的なメンテナン

スとして、エンジンの

オイル交換とグリー

ス塗り行った。 

ポンプ設置後、エンジンについ

ては、操作方法を OJT した。

簡単なメンテナンスは彼ら自

身でできるが、部品交換を伴う

故障については外部に頼る必

要がある。課題は、1 年の補償

期間後の修理先の確保。また、

修理で必要となる部品調達の

予算を積み立てておく必要が

ある。 

組合は、保守点検記録表を作成し、

定期点検と故障時のメンテナンス

を記録することとした。記録表で

は、日時、担当者、故障状況、修

理方法、修理委託先(会社名、修理

者名、連絡先)を明記し、迅速な対

応ができるようにしている。 
今後の維持管理･修理の時の対応

について組合内で協議し合意を得

ておく必要がある。 

注(*): 乾期野菜栽培におけるポンプ利用 
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表 2-2-1 乾期野菜栽培とポンプ利用の経緯 

1. ポンプは、8 月 23 日から 11 月 22 日の間、運転された。運転は日単位で、開始時間、終了時間、運

転時間、水供給量、灌漑面積、消費燃料、が記録された。月単位の燃料費用は以下の通りであった。 

灌漑期間 灌漑面積(ha) 消費燃料(リットル) 燃料価格 (US$) 
8/23～8/31 0.3 16.72 16.30 
9/1～ 9/30 0.3 25.08 25.00 

10/4～10/31 0.3 21.39 23.95 
11/01～11/22 0.3 15.12 15.30 

合計   80.55 
 
2. ポンプを利用して野菜栽培グループは、ポンプ灌漑区画（0.3ha）を更に細分して各グループが多様

な作物を栽培した。 

No グループ代表者 農民数 延べ作付区画数 粗収入（US$）(*) 
1 Ajony 3 8 152 
2 Egidio Filipe 5 32 492 
3 Joaquim 2 9 80 
4 Olga 3 7 85 
5 Sister Alica Gamel (修道院) 1 グループ 10 320 
 合計   1,124 

注(*): 粗収入はバウカクの仲買人に販売して得た収入である。No.5 グループ(修道院)による野菜栽培

は、自家消費を目的としたものである。従って粗収入(US$320)は、従来市場から購入していた

野菜購入費（40 ドル/週、収穫期間約 2 ヶ月間 (8 週)間の出費 320 ドル）とした。栽培作物は、

Morning glory, Water melon, Long-bean, Chinese cabbage, Broccoli, Red onion, Tomato, Mustard。 
 
3. ポンプ利用期間に出費した燃料代と粗収入から 1,115 ドルの黒字となった。乾期の生鮮野菜であるこ

とから高値販売ができたことによる。しかしながら、この野菜栽培では、燃料代負担を伴う共同作業

とすることの合意形成ができず、組合員の積極的な参加はなかった（2 名のみ参加）。今後の乾期の

野菜栽培の進め方については、組合員による協議が必要である。 

 

  
改修されたポンプ施設（ポンプ産出

量 100-120 lit/分、地下水位 3-5m、

3 ヶ所）。組合は維持管理組織を作り、

運転責任者を決定した。 

 

ポンプを利用した乾期野菜栽培

(0.3ha)。5 グループが野菜を栽培

し、仲買人を通じてバウカク市場に

出荷した。 

 

ポンプ運転の時間、消費した燃料、

などを日単位で記録。ポンプ利用

者が燃料代を負担した。乾期の野

菜栽培では収益を得た。 
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2-2-3  活動の最終評価 

(1) 活動プロセスにおける実施体制 

活動計画では、県 DNPIAC を通じて、県灌漑･水管理局からインドネシア時代に設置された施設

の詳細や荒廃した施設の整備に関わる技術的な支援を想定していたが、県灌漑･水管理局には、詳

細なデータや有効な技術指針等がないことが明らかになった。従って、改修活動は、県 DIPIAC と

の連携の下、調査団の主導で実施した。 

現地調査や施設の計画、設計などの組合との協議では、DNPIAC 県職員や県灌漑･水管理局職員

の参加を求めた。DNPIAC 県職員は、調査の初期段階から協議に参加し、施設改修の調査から計

画、設計、工事の一連のプロセスを学ぶ機会となった。一方、県灌漑･水管理局からは、初期の調

査段階を除き、その後の計画/設計/工事段階での参加はなかった。 

ポンプに維持管理や運転費用の負担に関わる組合とのワークショップでは、県 DNPIAC から、

行政からの費用支援がないことからポンプ利用者による負担が必要であること、が強調された。

自己負担意識の浸透に寄与した、と考えられる。ポンプを利用した野菜栽培では、県普及局の関

与はなかった。しかしながら、今後の野菜栽培では県事務所からの支援が必要になることも考え

られる。関係部局との調整は DNPIAC の業務である。業務調整能力の強化は今後の課題である。 

(2) 活動の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 
妥当性 

（評点：4） 
東ティモールでは、コメの自給率が達成されていない。国家開発計画では｢食糧の安

全保障｣を最優先課題としている。MAF はその目標達成のために、既存灌漑施設の改

修を進めており、同国の代表的な稲作地帯であるマナトゥトやマリアナでは、JICA の

支援のもとで灌漑施設が改修された。しかしながら、多くの地域では施設の荒廃が進

み、施設の改修は進んでいない。多くの農地が、天水農業を余儀なくされている。 
本地区では、インドネシア時代に設置された井戸とポンプ施設が独立時に撤去され

たために、その後の稲作の補給灌漑ができず、生産が不安定になってきた。一方で、

安価な輸入米が流通しており、稲作を基本とした組合経営は困難な状況になってきて

いる。 
このような背景から井戸施設を復旧して灌漑水を確保する本活動は、稲作の安定の

みならず、新たに野菜栽培も可能にするもので、組合のニーズ（コメ/野菜の生産･販売

を通じた組合経営の強化）に合致している。また、小規模ではあるが、既存農地にお

ける灌漑施設の改修は、当該地区の｢食糧の安全保障｣に寄与するもので、妥当性は高

い、と判断される。 
有効性 

（評点：3） 
 

3 ヶ所の井戸からの揚水による灌漑可能面積は、期別及び作物と圃場水管理の方法に

よって異なり、明確な面積目標を設定することは困難である。そこで、試験的に井戸

周辺に野菜栽培圃場（0.3ha）が整備され、井戸とポンプ揚水を利用した野菜（カンク

ン/トマト/スイカ/サヤエンドウマメ等）の栽培が行われた。栽培に参加した農民グル

ープは、周辺の農民/女性グループであった。これらの栽培グループは、全ての灌漑水

をポンプ揚水で賄った。ポンプ燃料代を負担しての野菜栽培であったが、生産した生

鮮野菜をバウカク市場に出荷し大きな利益を得た。栽培グループは次年度の乾期にも

同様な野菜栽培を行うことを希望している。この間、組合はポンプの維持管理組織を

確立し日単位でポンプ運転の状況を記録した。 
雨期稲作では、井戸利用が可能となったことから、今期は、昨年出来なかった稲作

を行った。これらの結果から、乾期/雨期を通じて本活動であるポンプ改修の有効性は

検証された、と判断される。 
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評価項目 最終評価 
効率性 

（評点：3） 
インドネシア統治時代のポンプ灌漑では水中ポンプを利用していたが、本活動では、

組合との協議に基づき、組合が維持管理可能な施設として、エンジン駆動による吸い

込みポンプ(エンジンとの分離型)を設置した。 
施設計画および工事の初期段階では組合から仕様変更の要請があってその都度調整

に困難があったが、工事は計画した期間内に完了した。工事完了後、ポンプの揚水量

を測定した結果、いずれの井戸でも計画値（100 lit/分）以上の 100～120 lit/分であるこ

とを確認した。改修した井戸とポンプ施設は、乾期野菜栽培や雨期稲作に有効に利用

された。 
維持管理は、組合との協議に基づき、エンジン部分のメンテナンスは組合自体で行

っている。なお、乾期の野菜栽培の期間中に 1 台のポンプ駆動軸が破損したが、交換

用部品が来るまでは他のポンプのものを流用設置して運転した。 
井戸 1 本（灌漑面積 0.5ha）に要した工事費は$12,593 であり、耐用年数を 10 年間と

想定し、運転費$563（水田灌漑計画水量 670m3、水田灌漑燃料代 0.64$/m3、0.5ha の野

菜栽培の燃料代$134）と維持管理費$80（エンジン･ポンプ価格の 5%）を合わせた年間

費用は$1,902 である。一方、水稲栽培の収益$479（表 2-3-2 を基に単収 3.0ton/ha で計

算）と、野菜栽培の収益$1,873 を合わせた年間便益は$2,352 であり、この計画では費

用対効果は 1.2 となる。 
インパクト 
（評点：3） 

東ティモールでは、本地区に類似した傾斜地での天水依存の農地が多い。灌漑シス

テムの整備による雨期稲作の収量増、野菜生産の灌漑効果が確認できれば、周辺地区

に与える影響は大きい。乾期には、周辺の農民/女性グループによって野菜が生産され、

仲買人を通じてバウカク市場に出荷された。組合は、ポンプ燃料費用の負担があった

にも拘らず多くの収益を得ることができる事を確認した。しかしながら、この野菜栽

培には組合員からの参加はなかった。これは、収益確保が見通せない段階で、新たな

活動（燃料代負担による乾期野菜栽培）を始めることに躊躇する組合員が多かったこ

とによる。栽培グループによる今期の野菜栽培はその成果から判断して、今後の組合

活動にインパクトを与えた。雨期の稲作栽培にも有効に活用されたことから、本活動

が本地区及び周辺地区でのコメ/野菜栽培に大きな影響を与えた、と判断される。 
EIA ガイドライン(案)(経済開発省作成)によると、本地区の灌漑可能面積（揚水量や

水管理手法により異なるが、組合によると全農地 30ha）から判断すると、カテゴリー

C に属し EIA の必要はない。環境影響のモニタリングに関し、揚水に伴う周辺井戸の

地下水位低下の有無を聞き取りしたところ、現時点で低下が見られたとの報告はない。

自立発展性 
（評点：2） 

自立発展性を促す活動として、ポンプ運転維持管理技術の習得、運転の維持管理体

制の構築とポンプの運転費用の徴収を組合に対して提案しており、そのためのワーク

ショップを実施してきた。その結果、組合は維持管理体制としてポンプ運転責任者を

配置した。ポンプ運転責任者は、設置当初は不慣れもあったが、その後の訓練で運転

技術を習得した。その結果、運転記録を取りながら燃料費負担によるポンプ運転を行

うことができた。生産したコメや野菜の収益性が確保できたことは、ポンプ運転維持

管理費用の事前の積み立てが可能であることを示している。組合員及びポンプ利用者

のポンプ運転･維持管理に対する自立意識はあることが判った。今後は、ポンプの燃料

費用のみならず、修理や部品交換の費用を積み立てておくことが望まれる。しかしな

がら、出費を伴う活動には利用者の合意形成が必要となり、自立発展性が危惧される

側面もある。県 DNPIAC による長期にわたるモニタリングが必要である。 
合計点：15  
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2-3  作物栽培・マーケティング技術の改善 

2-3-1  活動内容と実施体制 

(1) 活動内容 

生産した米や野菜の付加価値を高めた流通･販売を可能にするために、次のような活動を行う。 

- 野菜の品質向上のための栽培技術研修 
- 精米の等級区分の導入による付加価値付け及び収穫後処理技術の改善の研修 
-  精米のマーケティング技術研修 

(2) 実施体制 

実施主体   ： DNPIAC、バウカウ県農林水産部 

技術支援   ： CDC（Centro do Desenvolvimento Comunitario, NGO）: 栽培、収穫後処理、

梱包、輸送、販売 
バウカウ県農林水産部: 種子の調達、栽培技術 

モニタリング ： CDC、バウカウ県農林水産部（アグリビジネス課）、DNPIAC 

関連機関   ： 県農林水産部（農業･園芸課、灌漑･水管理課） 

活動グループ ： サルギロス農業協同組合(組合員 25 名)、野菜栽培農家グループ 
 

2-3-2  PDM 及び活動プロセス/モニタリング 

(1) PDM 

本活動に関わる PDM を表 2-3-1 に示す。 

(2) 活動プロセス 

活動 活動状況 課題 対策 

水稲栽培の

ワークショ

ップ(1) 

活動計画に係る初回のワ

ークショップ。15 名の組

合員が参加した。 

組合員は実証調査の意義

を十分に理解しなかった。

水稲栽培の課題が明らか

にならなかった。 

追加のワークショップを開催す

ることとなった。 

自然堆肥作

りのトレー

ニング 

堆肥による良質な土作り

の技術指導。自然堆肥作

りが行われた。 

参加者は堆肥作りの必要

性を理解していなかった

ことから、穴掘り労働に不

満を表した。 

自然堆肥作りの各作業の必要性

を繰り返し説明することとし

た。組合員はその必要性を理解

してから作業を始めることとし

た。 
水稲栽培の

ワークショ

ップ(2) 

JICA 調査団と CDC は実

証調査事業の補足説明を

行った。また、組合組織

と農作業に関する問題分

析を行った。 

全ての組合員が実証調査

の活動情報を十分に得て

いるわけではない。籾の適

切な貯蔵器材がないこと

が挙げられた。 

活動に参加しなかった組合員に

も必要な情報を提供する。 
籾の貯蔵用にサイロを導入す

る。 

肥料及び防

虫対策のト

レーニング 

調査団は液肥と自然農薬

作り技術を紹介した。組

合員は学習後、実践した。 

サルギロス組合員は防除

の効果を十分に理解する

ことが出来なかった。 

CDC は作成した農薬を試験散布

し、その効果を組合員に見せた。

水稲栽培の

スタディー

ツアー 

組合員（8 名）がバウカ

ウ県ベニラレ郡の農民グ

ループを訪問。ICM 農法

について意見交換した。 

組合員は訪問先の農民グ

ループの活動から先進技

術を学ぶことが出来なか

った。 

組合が水稲栽培のスタディーツ

アーを実施する場合には、課題

を十分に検討して訪問先を厳選

する事とする。 



東ティモール国農産物加工･流通業振興計画調査               ファイナルレポート(実証調査編) 

 

2 - 8 

活動 活動状況 課題 対策 

サイロの導

入 
4 器のサイロ（2.5 m3）を

籾の貯蔵のために導入。 
4 器のサイロを設置･保管

する場所が必要となった。

組合は、作業場にサイロ用の倉

庫を作った。 
野菜栽培の

ワークショ

ップ 

野菜栽培の活動計画のた

めのワークショップ開

催。約 20 人が参加。 

ほとんどの組合員は農作

業が忙しくて、ワークショ

ップには参加しなかった。

野菜栽培トレーニングの対象者

を、組合員周辺の農民に拡大し

た。 
野菜栽培の

トレーニン

グ 

約 25 人の農民に野菜栽

培のトレーニング（耕起、

播種、移植、マルチ掛け、

施肥）を実施した。 

家畜侵入による被害が心

配された。 
菜園に家畜が入らないように、

侵入防止柵が設置された。 

米･野菜販売

拡大のワー

クショップ 

販売活動の計画作成ワー

クショップが開催され

た。約 15 人参加。 

組合員は、精米の包装用の

ビニール袋の入手方法を

知らなかった。 

バウカウでビニール袋を取り扱

っている業者が明らかになっ

た。 
米･野菜マー

ケティング

のスタディ

ーツアー 

組合員（10 人）が野菜販

売を目指してアイレウ県

の農民グループを、販売

情報を得るためにディリ

のスーパー2 店を訪問。 

ほとんどの組合員は農作

業が忙しくて、スタディー

ツアーには参加しなかっ

た。 

スタディツアーには野菜栽培を

行っている近隣の農民が加わっ

た。 

野菜栽培結

果の取り纏

め 

乾期野菜栽培の結果が、

参加農民への聞き取り調

査を通じて整理された。 

野菜栽培の参加者は、事前

に同意した費用負担に従

わなかった。 

組合は稲作開始に合わせて菜園

を撤去した。 

水稲栽培の

トレーニン

グ 

堆肥が作付面積 23.5haの
内 14ha に施肥された。化

学肥料･農薬は用いない。 

ネズミが稲の茎を噛む被

害が多発し、4ha の被害は

特に深刻であった。 

ネズミの被害が大きかった主な

理由は、田植えの遅れと考えら

れた。 
水稲栽培の

スタディー

ツアー(2) 

組合員 1 名の他 3 名の農

民がビケケ県 Watulari 郡
の農民グループを訪問。

高収量（10t/ha）稲作栽培

の現場を視察した。 

自然条件が異なることか

ら、組合の栽培技術と

Watulari 郡の農民グループ

の栽培技術を比較するこ

とが難しい。 

スタディーツアーの参加者は比

較のために、Watulari 郡での試験

栽培を希望している。 

コメの収穫

後処理とマ

ーケティン

グに関する

検討会 

組合員と CDC スタッフ、

調査団による議論をとお

して、収穫後処理とマー

ケティングに関する問題

点と現実的な対応策の検

討が行われた。 

問題点 
1) 透明ビニール袋の調達

が困難である。 
2) 輸送車輌の手配が困難。

3) 精米機の性能が良くな

い。 

対策 
1)ビニール袋の調達をスーパー

マーケットに委託する。 
2)郡内の輸送業者の情報を収集

する。 
3)籾の水分量と異物の混入に注

意を払う。 
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サルギロスの組合員は堆肥作りのた

めに大きな穴を掘った。ガス抜きパ

イプとして竹が使われている。 

水稲栽培のスタディーツアーが、バウ

カウ県ベニラレ郡で実施された。 

籾の貯蔵用に、4器のサイロがサルギロ

スの作業場に導入された。 

 

野菜菜園を囲う柵には、椰子やトゲ

のある植物、ブリキ板が用いられた。 

米･野菜のマーケティングのワークシ

ョップでは、販売計画が議論された。

精米包装用のビニール袋は、バウカウ

の商店から調達可能である。 

   
2009 年に組合は経済開発省から脱

穀機を 1 台供与された。2.5 日で

1.0ha の稲の脱穀作業ができる。 

ブルー･シートは脱穀の前後におい

て、水や異物が混入するのを防ぐのに

有効と考えられる。 

組合は GIZ から精米機を 1 台供与され

た。1日に 2人の作業員で 1 トンの籾を

精米することができる。 
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2-3-3 活動の最終評価 

(1) 活動プロセスにおける実施体制 

1) 農業漁業省（MAF） 
DNPIAC は積極的に本実証調査の活動支援を行った。特に、(i)会合及びワークショップでの助言、

(ii)郡事務所並びに村長への業務連絡、(iii)本活動のモニタリング、については直接に関与した。ま

た、村の農業普及員は、役に立つ農業技術をトレーニング時に提供し活動を支援した。 

2) CDC（Centro do Desenvolvimento Comunitario） 
CDC はバウカウを拠点とする NGO で、彼らの任務は、地方産品の生産と販売を通じたコミュ

ニティ支援で、これまでに組織化、鍛冶屋、一村一品などの活動の経験がある。 

当初の活動において CDC は組合との信頼関係の構築に努力してきたが、両者の関係は必ずしも

旨く行っていなかった。信頼関係構築の難しさの一つの理由は、お互いのコミュニケーション不

足と考えられる。CDC は農民のグループ化支援の優れた経験を持っているが、それは組織化の初

期段階から相互理解を基に、活動の目的を共有することができた。しかしながら本事業では、CDC
は組織化された既存の組合に対してトレーニングを行うことの難しさがあった、と思われる。 

3) サルギロス農業組合 
サルギロス農業組合は 2008 年に経済開発省組合局に組合の登録を行っている。組合員は 25 名

であるが、その内 10 名は農業以外の職業に従事しており、現在の活動には参加していない。組合

員の協同活動は、水稲を栽培し籾を精米して包装してバウカウとディリの業者に販売することで

ある。組合の理事会は 13 名（組合長、副組合長、書記、会計、監査 3 名、理事 6 名）で構成され

ている。昨季、組合は 16ｔの精米（IR64）を$1.0/kg でディリのスーパーマーケット 3 店及びバウ

カウの 5 流通業者に販売した。今年は 22ｔの精米（IR64、Nakroma）の販売を計画しており、デ

ィリで販売するスーパーマーケットも 5 店に増やす予定である。 

(2) 活動の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
(評点：4) 

一般的にコメ生産農家は、自家消費量を超えての生産はそれほど積極的でない。そ

の主な理由としては、周辺のほとんどの農家が米を栽培していりことから結果として

十分な市場がないと考えられている、ことによる。しかしながら、ディリには大きな

コメの市場があり、バウカウのような他の主要な町には中規模のコメの市場が存在す

る。地方の農民が余剰米をこれらの町に持ち込めば、販売は可能であり、こうした活

動は農民の余剰米生産と収入向上の意欲を高めるものである。 
地方の生産農家が近隣の市場で販売することは可能だが、市場規模が小さいため割

高な輸送費と販売費の負担を強いられる。販売単価を下げるためには、まとまった量

のコメを大きな市場に出荷することが得策であるが、一般の農家にはその様な量を扱

う能力はない。そこで、組合員は協同によって量を増やし、大きな規模の市場での販

売を目指している。 
組合は生産した米をディリのスーパーマーケットに$1/kg で販売している。組合は安

定経営のために、販売場所を拡大しようとしている。しかし、安価な輸入米が流通し

ていることもあり、販売の拡大は困難な状況にある。一方で、政府買い上げ制度の買

い上げは、品質を問わない籾での買い上げになっており、品質の向上を目指すコメ生

産農家の栽培・加工･流通改善の意欲を減退させている。 
このような状況下、組合はコメ作りに加えて、乾期の野菜の栽培･販売も試みた。こ

のような活動は、安定的な組合経営を目指す組合のニーズに合致したものである。こ

れらの活動は、取り組みの規模は小さいが「食糧の安全保障」の方向性と合致してお
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り、活動の妥当性は高いものと判断される。 
有効性 

(評点：4) 
本活動では、自然肥料や農薬の施用効果が確認された。この技術は 2011 年の水稲栽

培で 60%の水田で適用された。 
収穫後処理の重要性は本活動をとおして、組合員にはよく認識されている。コメの

品質が向上すれば、高値での販売を期待することができる。品質向上の課題は、異物

の混入防止と破砕米の減少で、組合員は取りうる対策を共有している。 
輸送販売に関する重要な問題点として、1) 包装資材のビニール袋の調達が難しい、

2) コメの輸送用車輌の手配が難しい、の 2 点が確認されている。 
包装袋に関しては、バウカウで商品情報を印刷することができるビニール袋の取り

扱い業者を見つけた。その業者はインドネシアのスラバヤからビニール袋を取り寄せ

ている。そこで取引を要請したが、組合の注文数量が取引の最低数量に満たなかった

ことから取引はできなくなった。そこで組合は、ビニール袋の調達も含めて包装一式

をディリのスーパーマーケットに委託しようとしている。この方式が出来れば、その

スーパーマーケットに所定のビニール袋で包装されて店頭に並ぶことになっている。

精米の輸送には小型車輌が使われている。料金はラガ郡→ディリが$80/回、ラガ郡→

バウカウが$20/回である。1 回当たり約 1.0 トンの輸送が行われている。組合は 3 輸送

業者を使っているが、最近では出荷に応じた小型車輌の手配が難しくなっている。組

合は、郡内の輸送業者情報を集めることにしている。 
これまでは、組合は生産･販売量が少なかったことから、販売姿勢も業者からの注文

を待つ受身の姿勢であった。しかしながら、販売高を増やすためには、生産量を増や

すと共に、より望ましい販売条件の獲得が必要である。そこで、新たな販売先の開拓

は、新たな販売経路や販売条件の選択肢を組合にもたらすものと期待される。本活動

を通じて、彼らは積極的なマーケティングを学んだ。今期は、ディリのスーパーマー

ケットでの販売を 2 店増やして計 5 店と計画している。特に、スーパーマーケットと

の包装の提携は、マーケティング姿勢の変化を表している。 
組合の今期の単収は 2.3t/ha と推定されており、これは昨季の 2.0t/ha の 115％である。

効率性 
(評点：2) 

組合員が学んだ自然肥料や防虫材作りの技術は圃場に適用された。サイロについて

は、有効に活用されている。 
野菜栽培では、トレーニングで訓練した栽培技術が野菜作りに反映されたことから、

その効率性が高いと判断される。今後は、個人の家庭菜園への普及が期待される。 
マーケティングの新技術では、これまでの販売方法を見直すことにより、以下の点

が明らかにされた。 
1) 精米の包装に用いられているビニール袋は透明で、実際の商品情報を消費者に提

供できることから、マーケティングでは有効である。 
2) 出荷先の開拓は、流通業者との販売交渉力の強化に繋がると共に、マーケティン

グ手法の改善に繋がるかもしれない。 
本活動の投入はこれまで十分に活用されてきたが、組合員の活動への参加は少なか

ったことから、その効率性は低く抑えられた。多くの活動は、半数以下の理事によっ

て行われていることが多く、一般の組合員の活動は活発ではない。 
インパクト 
(評点：2) 

栽培とマーケティングの技術が向上し、コメと野菜の販売量が増加すれば、組合の

ビジネスモデルの確立に繋がるであろう。マーケティング訓練活動の成果は、今期の

実際の販売活動から得られるが、組合は、今期の精米販売量 22 トン目標としており、

この数量は 2009 年の販売高の 138％である。 
農業組合への期待や関心の声は、多くの場所で聞かれる。組合のリーダーによると、

多くの農民が農業組合に関心を持っているものの、実際の活動に関しては全く知識が

ないということである。従って、農業組合によるビジネスモデルの確立は、大きな正
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のインパクトを他地区や農民グループにもたらすものと思われる。 
意図しなかった否定的なインパクトは、本活動が、活動に積極的な組合員と消極的

な組合員との関係に溝を作ったことである。組合の理事会は 13 名の理事によって構成

されているが、実際の組合活動は半数以下の理事によって運営されることが多く、活

動に消極的な理事や一般組合員に疎外感を持たせてしまった。その結果、先進的なパ

イロット活動への無関心に繋がってしまった。 
自立発展性 
(評点：3) 

自立発展性は、経済的に自立できる組合運営の確立にかかっている。売上増加の手

段は明らかになったが、組合員の共同活動への動員方法は見付かっていない。通常、

組合活動による収益の増加は組合員の連帯を高めて、組合を成長へと導く。しかしな

がら、その様な肯定的なインパクトは、全員で協業しその便益を共有するという組合

組織の基本機能に基づくものである。サルギロス組合が協力体勢を立て直せないので

あれば、収益の増加は組織の分裂を引き起こしかねない。 
組合員との議論を通して、協同活動に消極的な組合員でも、“現金”に対する関心は

高いことが明らかとなった。このため、組合活動において現金収入を増やすことがで

きる魅力的でシンプルな目標の設定ができれば、彼らの共同作業への参加を引き出す

のに有効と考えられる。 
合計点：15  

 

コメの共同出荷の収益分析 

仮に組合員が精米を地元の市場で販売しようとすると、ディリとバウカウでの販売に比べて割高な費

用が必要である。組合は町の市場を選択することにより、「地元市場での販売」からの利益（$11,609）
と「町の市場への出荷」からの利益($16,874)の差額を収益として得ることができる。その差額$5,265 は

「地元市場での販売」のマーケティング費用$7,260 の 73％に相当する。（「地元市場での販売」は「町

の市場への出荷」と比較して日当たりの売り上げ量が少ない、事による）。「地元市場での販売」と「町

の市場への出荷」の販売高、費用、収益を下表に示す。 

表 2-3-2 コメ出荷･販売の収益分析 
Selling to Local Market Selling to Town Market

Sales: Estimated sales amount in this year: 22 ton Estimated sales amount in this year: 22 ton
Unit sales price to consumers: 25￠/250g Unit sales price to stores: 1 $/kg
22,000kg×1$/kg = $22,000 22,000kg×1$/kg = $22,000

Production Total: $618 + $561 + $1,952 = $3,131
Cost*: (Explanation of estimating Production Cost is mentioned bellow)
Marketing Local marketplaces: 2 places Packaging weight: 10 kg/bag
Cost: Estimated unit sales amount: 40kg/day/place Number of bags: 22,000kg／10kg/bag = 2,200bags

Unit sales amount: 2places×40kg/day/place = 80kg/day Packaging material: 2,200bags×0.1$/bag = $220
Selling days: 22,000kg／80kg/day = 275days Unit packaging number: 100bags/worker･day
Unit selling workers: 2 workers/place Wage of worker: 4.5$/worker･day
Total  workers: 2places×2workers/place×275days = 1,100workers･day Wage for packaging:
Wage of worker: 4.5$/worker･day 2,200bags／100bags/worker･day×4.5$/worker･day = $99
Wage amount: 1,100workers･day×4.5$/worker･day = $4,950 Shipment plan to Dili: 22,000kg×75% = 16,500kg
Fuel of motorbike: 1.5 lit/worker･day Shipment plan to Baucau: 22,000kg×25% = 5,500kg
Fuel cost: 1,100workers･day×1.5lit/worker･day×1.4 $/lit = $2,310 Transport volume: 1 ton/time
Total: $4,950 + $2,310 = $7,260 Unit cost of small vehicle to Dili: 80 $/time

Unit cost of small vehicle to Baucau: 18 $/time
Cost of small vehicle: 17times×80$/time + 6times×18$/time = $1,468
Unit worker of transportation: 1worker･day/time
Wage for transportation: (17times+6times)×4.5$ = $104
Unit worker of arrangement: 1worker･day/time
Wage for arrangement: (17times+6times)×4.5$ = $104
Total cost: $220 + $99 + $1,468 + $104 + $104 = $1,995

Total Cost: $3,131 + $7,260 = $10,391 $3,131 + $1,995 = $5,126
Profit: $22,000 - $10,391 = $11,609 $22,000 - $5,126 = $16,874
* Production Cost is estimated as following, 
(1) Plowing cost: 25ha／0.4ha/day×5$/lit×$1.4+$180 = $618
  Plowing area: 25 ha, Unit plowing area: 0.4 ha/day, Fuel of a tractor: 5 lit/day, Fuel unit price: 1.4 $/lit, Maintenance of a tractor: 180 $/year
(2) Threshing cost: 23.5ha×2.5days/ha×5lit/day×1.4$/lit+$150 = $561
  Harvesting area: 23.5 ha, Unit threshing time: 2.5 days/ha, Fuel of a thresher: 5 lit/day, Maintenance of a thresher: 150 $/year
(3) Milling cost: $980 + $972 = $1,952
  Amount of paddy: 54 ton, Unit milling amount: 1 ton/day, Fuel of a milling machine: 9 lit/day, Maintenance of a milling machine: 300 $/year,
  Cost of a milling machine: 54ton／1ton/day×9lit/day×1.4lit/$+300$ = 980$
Total Production Cost = (1)+(2)+(3) = $618 + $561 + $1,952 = $3,131
* The labor fee of the production is paid by paddy, which is one third of the production.  
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2-4  組合の運営・管理能力向上研修 

2-4-1 活動内容と実施体制 

(1) 活動内容 

組合の自立経営を支援するための活動の一環として、集団研修を実施する。対象者は、組合員

の他に、アグリビジネスに関わる関係者として農民グループ/女性グループ及び DNPIAC 職員とす

る。 

(2) 実施体制 

実施主体   ： DNPIAC、バウカウ県農林水産部 

技術支援   ： エスペランサ組合（Cooperativa Esperanca, NGO）: 研修の企画･運営 
経済開発省協同組合局: 組合一般、登録、等に関わる現状と施策 

モニタリング ： バウカウ県農林水産部（アグリビジネス課）、DNPIAC 

関連機関   ： DNPIAC、経済開発省協同組合局 

活動グループ ： 集団研修参加者: サルギロス農業協同組合（8 人）、アグリビジネス活動の農

村リーダー/組織/団体、NGOs(11 人)、アグリビジネス業務の行政官（6 人） 

2-4-2  PDM 及び活動プロセス/モニタリング 

(1) PDM 

本活動に関わる PDM を表 2-4-1 に示す。 

(2) 活動プロセス 

活動 活動状況 課題 対策 

「農業組合管

理の基本」にお

ける講義と演

習 

「組合管理の基本」に係る研

修を 3 日間実施した。研修内

容は、(i)組合の基本理念及び原

則、(ii)組織構造、(iii)規定と法

規、(iv)内規、(v)管理と組合員

の権利と義務、(vi)組合の設立。

研修生の学歴及び組

合に関する経験には

大きな開きがあるこ

とから、研修資料の理

解の程度も大きく異

なる。 

演習では研修生の理解の程

度別にグループ分けを行い、

理解の浅いグループには追

加指導を行った。演習を補足

するために、現場視察を行っ

た。 
「農業組合の

財務管理」にお

ける講義と演

習 

「農業組合の財務管理」に係

る研修を 2 日間実施した。研

修内容は、(i)帳簿管理、(ii)基
本会計、(iii)監査方法。 

研修生の 6 割は計算に

不慣れであり、帳簿管

理や会計の経験はな

かった。 

NGO は基本的な会計技術を

繰り返して研修した。演習で

は、研修生の能力に合わせて

グループ分けを行った。 
「農業組合の

運営支援」にお

ける講義と演

習 

「農業組合の運営支援」に係

る研修を 1 日間実施した。研

修内容は、(i)登録、(ii)議事録

の作成方法、(iii)行政支援の概

要。 

MAF 職員を除く研修

生は、関連法規と組合

登録に係る知識がな

い。また、ほとんどの

研修生が行政機関と

業務経験がない。 

演習では、研修生の能力に合

わせたグループ分けが行わ

れた。MAF と組合局の職員

は、政府組織と行政支援への

アプローチに関する基本事

項を説明した。 
「アグリビジ

ネスのコンセ

プト」における

講義と演習 

「アグリビジネスのコンセプ

ト」に係る研修を 1 日間実施

した。研修内容は、(i)概論、(ii)
主要な活動状況、(iii)アグリビ

ジネスの可能性。 

研修生のおよそ半数

は、これまでのアグリ

ビジネス活動の知識

がなかった。 

NGO と DNPIAC は、アグリ

ビジネスの事例（コーヒー、

海草、灌漑稲作）を紹介し、

グループ討議や現場視察の

理解を助けた。 
「ビジネス･チ 「ビジネス･チャンス」に係る 研修生のおよそ 8 割は NGO は、企業家精神とビジ
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活動 活動状況 課題 対策 

ャンス」に関す

る講義と演習 
研修を 1 日間実施した。研修

内容は、アグリビジネスの情

報収集と活用方法。 

アグリビジネス活動

の経験がなく課題の

理解が困難であった。

ネスに関して補足説明した。

現場視察ではビジネス･マイ

ンドのある企業者を訪ねた。

「バリューチ

ェーンと関係

者分析」に関す

る講義と演習 

「バリューチェーンと関係者

分析」に係る研修を 1 日間実

施した。研修内容は、(i)バリュ

ーチェーン分析の説明、(ii) バ
リューチェーン分析の事例紹

介、(iii)SWOT 分析、(iv)関係

者分析。 

バリューチェーン分

析と SWOT 分析は、研

修生全員が初めて聞

く内容であった。 

バリューチェーン分析と

SWOT 分析の補講演習が行

われた。 

「ビジネスプ

ランの理解と

作成」に関する

講義と演習 

「ビジネスプランの理解と作

成」に係る研修を 3 日間実施

した。研修内容は、(i)活動、投

入、成果の決定、(ii)指標の活

用、(iii)費用便益分析の適用、

(iv)キャッシュフロー、(v)運営

計画。 

研修生の 6 割は計算に

不慣れで、ビジネスや

会計の経験がない。 

グループで作成したビジネ

スプランを修正し、研修生が

理解できていない部分を見

直して討議した。 

 

   
開講式の様子（研修運営 NGO と MAF(バウ

カウ)及び組合局（ディリ）の職員） 

NGO を講師とする組合管理の講義及び研

修生との議論。 

バウカウで開催されたアグリビジネ

ス産品の展示会を視察する研修生。 

 
組合の組織構造についてのグループ演

習。 

ラガ郡の農業組合を現場視察。研修生は

農業組合のビジネスプランを作成した。

SWOT 分析の発表をする研修生。 
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2-4-3 活動の最終評価 

(1) 活動プロセスにおける実施体制 

1) 農業漁業省（MAF） 
DNPIAC からは 6 名（ディリ、バウカウ(2 名)、ラウテム、ボボナロ、オエクシ、内 2 名は女性）

が本研修のリソース･パーソンとして参加し、政府組織やアグリビジネス支援プログラムに関連し

た研修を支援した。参加した職員のアグリビジネス振興に係る組合支援能力は強化された。 

2) 経済開発省（MED）組合局 
経済開発省（MED）組合局は 1 名の講師を本研修に派遣した。派遣された講師は、組合の育成

と管理に関する講義を担当した。また、アグリビジネス分野における組合活動概要の事例紹介を

行った。組合局はこの講師派遣を通して、農業組合活動の振興を MAF と共に協働していく技術、

関心、資源を有していることを示した。 

3) エスペランサ組合 
エスペランサ組合はディリを拠点とした NGO で、貯蓄貸付活動を主たる活動として 2009 年 2

月に設立された組合である。現在、東ティモール信用連合の会員であり、法務省への登録手続き

中である。本研修の運営の成果から、DNPIAC はエスペランサの能力を高く評価した。今回と同

様の組合研修では、エスペランサを実施組織として推薦することができる。 
エスペランサ組合は、これまでに東ティモール政府や USAID の他、Belun や ETADEP（ナショ

ナル NGO）、（カナダ）USC や（スペイン）Paz y Desarollo（インターナショナル NGO）との共同

業務の実施経験を持っている。今回の研修の運営成果から、エスペランサの運営管理は技術的に

妥当であり、プロフェッショナルなものであることが判った。 

(2) 活動の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：4） 

サルギロス農業協同組合は、MED の組合局に登録されている組合の中で、耕種農業

分野で登録され、活動実績がある唯一の組合である。組合はコメの生産･加工収穫後処

理（精米）･販売のアグリビジネスを経営基盤としているが、安価な輸入米の流通や政

府の籾買い上げ制度の影響で組合経営は困難な状況が続いている。このような状況下、

組合は、自らの組合経営を強化するためには、収益性のある作物の生産･加工･販売の

協同活動を推進すると共に、組合の共同運営･管理のノウハウを習得することが求めら

れている。また、組合局も登録した既存組合の経営を支援することは責務である。本

研修には、サルギロス農業組合の他に、MAF アグリビジネス局職員、組合化を目指す

グループも参加し、組合の意義やアグリビジネス推進のノウハウを学習した。このよ

うな研修の場は、組合や組合化を目指すグループのニーズ、DNPIAC 及び組合局のニ

ーズに合致しており、妥当性は高いと判断される。 
有効性 

（評点：4） 
組合とアグリビジネス部門の開発は長期目標として掲げられるもので、有効性の評

価を得るには、少なくとも 3 ヵ年の実施期間が必要になると思われる。しかし、研修

生は即効的な知識やスキルを得ることができた。25 人の研修生のうち、11 人(44%)は 3
つの異なる組合から、8 人(32%)はサルギロス組合から、他はコミュニティで活躍して

いる NGOs からであったが、彼らは、研修後、直ちに習得した技術（例えば会計、帳

簿作成、組織作り）を、彼らの活動に適用することができる。 
効率性 

（評点：3） 
研修を委託したエスペランサは、MAF や組合局と同様に研修を順調に運営した。研

修費用は US$15,000 で一日当たりの研修費用は US$50/人と算定され、妥当と思われる。

直接的な成果として、3 組合と NGOs からの参加者は、研修成果を日常の活動の改

善に活かすことが期待されており、計 250 名の便益増に寄与することができる。他の
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参加者の場合、長期の期間の中で成果を生かすことなる。本研修ではアグリビジネス

ビジネスの計画が演習され、参加者の会計、簿記、登記、法規や規約に関する知識･技

能が向上された。 
インパクト 
（評点：3） 

直接的なインパクトは上述の通りである。このほかに正のインパクトとしては、

1)MAF と組合局の合同研修実施のモデルになる、2)MAF 職員の組合支援の機運が高ま

る、3)県レベルで MAF アグリビジネス局職員の間での情報交換ができる、4)習得した

技術が組合以外の活動に応用される、ことなどが挙げられる。 
これに対して負のインパクトとしては、運営されている組合活動が少なく具体的な

事例を示せないことから、参加者の理解を深めることが難しいことが挙げられる。参

加者は、農民のニーズに合わせて、取得した知識やスキルの適用を試みることになる。

自立発展性 
（評点：2） 

持続性は、活発なアグリビジネス活動を行う組合が確立できるか否かである。これ

までにも組合活動が行われた結果、貯蓄や長期貸付を目的にした組合や運営が順調な

海産物の組合もあるものの、殆どの組合活動は休止している。研修の参加者は組合運

営の必須のスキルを習得したが、それらは、組合の現実の意向並びに必要な資源と密

接に繋がっていることが必要である。持続性は 5 年以上に渡るモニタリングを通じて

判断する必要があるが、現時点では、組合活動の確立が見通せないことから、自立発

展性は低いものと判断される。 
合計点：16  

 

2-5  検証事項の評価 

(1)  MAF の米/野菜の加工･流通業の振興に関わる行政支援 

MAF は、生産面では、コメの自給を達成するために、生産基盤の強化を目指して灌漑施設の改

修を進めている。（大規模灌漑施設改修事業は完了したが、組合のような小区画の傾斜農地のため

の小規模灌漑施設整備を推進する政策はない。）コメの栽培では、MAF 推奨の ICM 手法を取り入

れた農家には、資材(農業機材や燃料代)の無償提供がある。さらに、MAF は、Seed of Life プログ

ラム等の支援を受けながら、需要の全てを満たしてはいないが、種子の無償配布を行っている。

組合もコメ種子の供給を受けている。野菜栽培に関わる具体的な行政支援はない。 

現在の産品買い上げ制度では、MTCI が産品や買い上げ価格を、MAF を含めた関係省との協議

を経て決定している（2010 年 6 月: コメ(籾)、トウモロコシ、緑豆、赤豆、ダイズ）。しかしなが

ら、運用面で多くの課題があることが指摘されている。生産農家が買い上げ対象産品の全てを政

府に出荷しているわけではない。しかし、政府によって価格が一義的に設定されていることから、

加工･流通業に関わる関係者（仲買人、流通業者、精米業者、加工業者、小売業者）の経済活動に

大きな影響を与えている。制度の中で、コメは籾での買い上げとなっており、買い上げ時の明確

な品質基準はない。 

組合は、買い上げ制度を利用しないで、精米をスーパーマーケットに出荷している。実証調査

事業では彼らの活動を支援し販売増を見通せる一定の成果を得た。コメ品質に等級をつけ、それ

に応じた価格設定が出来るような制度があれば、コメ生産農家の生産意欲は増加し、コメ生産量

の増加にも繋がると考えられる。しかしながら、このようなコメの品質向上を目指す農家を支援

する政策はない。 

政府は、コメの自給後の加工･流通業の振興を見据えて、生産農家のコメ作りのインセンティブ

を高めるような制度を導入することが必要である。 
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(2) 米と野菜の生産･加工･流通･販売段階における付加価値創造プロセス 

本事業を通じて、コメや野菜の生産･加工･流通･販売の各段階では次のような視点が必要である

ことが検証された。 

生産 

堆肥による良質な土作りは、品質の良いコメ･野菜栽培の基本である。土作りに加えて、カメム

シや胴枯れ病といった害虫･病気の対策も必要である。これらは穀粒や果実に被害を与え、破砕米

や未成熟果実の原因となる。コメの品種については、赤米はまだ広くは栽培されていないが、食

味が高く評価されており、売買価格は他の品種よりも高い。野菜の種類については、トマトやカ

ンクンなど地元で一般的に栽培されているものでも、需要は十分にあることが確認された。 

収穫後処理 

コメの収穫後処理（乾燥、脱穀、貯蔵、精米、選別）の改善は、コメの品質を高める近道であ

る。刈り取られた稲は圃場内及び周辺で乾燥される。乾燥作業では過乾燥が精米時に破砕米を生

じる主因であることから、乾燥度合いに注意が必要である。 

また、砂や他の異物の混入を避ける対策が必要である。特に、砂の混入は消費者の商品選択に

大きく影響する。今日ではほとんどの脱穀作業が脱穀機によって行われているが、この脱穀作業

でも、砂と他の異物の混入には注意が必要である。精米から混入物を効率的に取り除く現実的な

手段がないことから、現時点では、籾の集積ではブルーシートを用いて異物の混入を防ぐのが有

効な手段と考えられる。 

籾の品質を維持するための貯蔵には、密閉することが出来る適切な貯蔵容器が必要であるが、

組合を始め一般の農民が用いることが出来る容器の材料は、ビニール袋や椰子の葉、ドラム缶な

どに限られていることから、貯蔵方法に次の注意が必要である。 

i) 貯蔵袋を湿気や害虫、ネズミから守るために高い場所に置く。 
ii) 貯蔵袋の口はきつく閉めて、開く回数を減らす。 
iii) タバコの葉で蓋をするのは、虫の侵入を防ぐための伝統的手法である。 

本事業では、穀物の貯蔵に最適と考えられるブリキ製サイロが導入されたが、その価格は一般

の農家が購入できるほど安くはない。従って、複数の農家がグループを作って共同購入するか、

もしくはドナーから供与を受けるのが現実的と考えられる。 

精米作業では破砕米を出さないように注意するのが基本である。また、米殻が残留する主因は、

籾が未成熟で小サイズのためにスクリーンに掛からないためである。精米作業でそれらを除去す

るのは困難である。一方、ブルーシートを使って籾や精米を覆い、異物の混入を防ぐことも有効

である。精米時の異物を取り除く現実的な選別の方法は、伝統的な風選に限られている。 

マーケティング 

コメのスーパーマーケットへの販売作業には、包装と出荷の作業がある。組合は包装では透明

ビニール袋を用いている。透明ビニール袋は、1)商品ラベルを印刷することができる、2)消費者は

袋を開けずに商品内容を見ることができる、という利点がある。スーパーマーケットを利用する

主な消費者は、良質なコメを求めている。国産米は、その点において輸入品との競争力を持って

いる。従って生産や品質といった情報が販売に大きく影響する。 

組合は、小型車輌を精米の輸送に使っている。ディリ－バウカウ間はこの国では最も良好な道

路区間とされているが不良区間も点在している。高い燃料費や事故発生のリスクがあることから、
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適切な車輌サイズの選択は重要である。 

販売 

組合が出荷した精米は、数か月の販売期間で売れており、ビニール袋に印刷された商品ラベル

は店頭広告の機能も担っているものと考えられる。スーパーマーケットへの販売価格は、国産米

の一般的な流通価格に基づいて、スーパーのマネージャーとの交渉によって決められている。価

格設定は適切であると考えられているが、組合はコメの価格変動に備えてスーパーマーケットの

販売価格動向を把握しておくべきであろう。 

販売拡大の方法の一つに小量販売がある。小袋での精米販売は、初めての消費者やディリに多

い短期間及び小家族の消費者の需要に合致する。 

(3) 農業協同組合の経営強化のための人材育成手法 

政府は、組合を組織して協同で農作業を行うことが、農業生産性の向上につながるものと期待

している。一方で、多くの農民も農業組合に関心を持っているが、組合に関する基本的な情報を

持っていないのが実情である。本事業で実施した研修活動の成果から考察すると、東ティモール

で組織化や協同管理のための人材育成活動を行う際には次のような視点が必要である。 

組合組織化の第１段階 

まず、組合員候補の農民は組合の全般的な活動について MED から説明を受ける。説明を通じて

農民は組織化に賛成するかもしれない。しかしながら、東ティモールの農民は、伝統的に協同作

業の習慣がないことから、農作業の現場では協同作業に積極的には参加しないと思われる。そこ

で、組合の必要性を含めて協同作業から得るメリットとそのための義務の説明が必要となる。 

リーダーの存在も重要である。しかし、組合員が組合の根本的な機能を十分に理解することが

出来ない場合は、リーダーは組織化を諦めるのが得策である。組合員の協同作業に対する動機付

けが弱く、リーダーが活動の度に組合員に参加を説得しなければならないような組合は、長続き

はしないからである。 

ビジネス活動と会計処理 

農民が主に期待している組合活動は協同出荷･販売である。しかし、共同で出荷･販売する意義

は理解されていない場合が多い。組合活動に参加するのは、個人では出荷･販売の方法が分からな

い、或いは、できないからといった理由が大半である。このような場合には、リーダーを中心と

する執行部の組合員のみが活動の計画、指示、管理を行うようになり、一般の組合員は、上から

の支持を受けて作業を行ういわゆる分業化が進む。そのうち一般の組合員は活動には無関心とな

り、組合との現金のやり取りにのみ関心が集まる。その結果、彼らは疎外感を抱くようになり、

執行部に対する不信感や嫉妬心が生じて、組合の活動から離れていってしまう。 

組合員の期待が“収益（現金）”にあることから、現実的で分かりやすい短期のビジネス･プラン

を提示し続ければ、一般の組合員の参加は得られるものと考えられるが、これを執行部だけで続

けていくことは困難である。むしろ、組合員の知恵を結集して現実的なビジネス･プランを作成し、

個々の組合員がその計画を共有することに組合活動の意義があり、これが達成されたときに組織

化の効果が発現されるものと考えられる。 

また、組織活動が拡大し扱う金額が増えると、組合活動が頓挫するケースがある。（東ティモー

ルでは、一部の組合員による不明朗な会計処理から組織が崩壊したケースがある。）こういった事

態を避けるためには活動の規模を漸進的に拡大し、会計処理と組織の規模のバランスを保つこと
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が重要である。 

組合に求められる基本機能と人材育成 

アグリビジネス活動における組合活動には、次の 3 つの基本機能と各機能に応じた人材が必要

である。 

1) リーダー機能： 組合員の信頼を基に組織を統率し、組合内部への指示と外部との交渉を行う機能

2) 会計機能： 組合の会計を管理し、資産の状況を組合員に十分に説明し、常に組合員を納得さ

せておく機能 
3) 計画機能： 出荷･販売計画を作成し、これを組合員に十分に説明し組合員の合意を得る機能 
 
この内、1)の機能については素質のある人材がコミュニティー内に居ることが、組織化の前提条

件となる。2)と 3)については、技能に関しては研修等での習得が可能であるが、組合員に説明し合

意を得るのは容易ではないため、専門家を実際の組合活動の場に派遣して、現場で実践的なやり

方を学ぶ必要がある。 

2-6 事業からの教訓とアクションプランへの反映 

 本事業の実施を通じて該当するアクションプラン(案)の有効性を検証した。有効性は、活動を

試行したプロセスや得られた事象を評価することに検証した。また、検証作業から得た教訓と、

教訓に基づくアクションプランの最終化への反映事項を取りまとめた。 

2-6-1 農業生産基盤の改修 

検証 本プロジェクトは、灌漑施設に代表される生産インフラを改修して加工･流通業の対象作物

の生産性向上を支援するものである。 

本実証調査事業では、インドネシア撤去時に破壊された「既存灌漑システムの改修」活動

を行った。この活動は、組合のニーズ(既存の揚水井戸を改修し、コメ/野菜の安定生産を目

指す)に沿ったもので、妥当性は高い、と判断された。 

本事業での活動はアクションプラン(案)では、既存揚水井戸の規模や灌漑可能面積から判

断すると、小規模な灌漑施設改修に区分される。この場合の実施主体は、アグリビジネス局

を調整機関とし、DNIGUA（MAF: 灌漑･水管理局）を調査、計画、設計、施工機関と想定し

ている。従って、本プロジェクトの有効性は、このような小規模改修事業に対する行政（ア

グリビジネス局、中央及び県の DNIGUA）の役割と支援活動のプロセスを通じて検証するこ

ととした。 

活動の開始に当たり、県アグリビジネス局を通じて県灌漑･水管理局と協議したところ、イ

ンドネシア撤退時に荒廃した施設の改修について MAF 及び県事務所には整備方針はないこ

と、改修にあたって技術的･財政的支援を得ることも困難であること、が明らかになった。 

このような制約から、県アグリビジネス局と調査団の主導の下で、組合やバウカク県事務

所と事業内容の合意を得ながら、改修計画、設計、工事を行う事とした。揚水井戸のポンプ

形式の計画では、動力源の確保や組合によるポンプの維持管理体制の確立を念頭に置いて作

業を進め、ディーゼルエンジンポンプによる揚水計画とした。 

ポンプ形式の検討ではまず動力源を調査した。インドネシア撤退時に、電力供給ラインや

ポンプ本体、井戸の全ての施設が破壊されたが、独立後、電力については復旧が進められて

いることから、近傍の電力網を調査した。調査の結果、現在、市を中心に電力供給網の整備

が進められているが、本地区には電力引込み線を新たに設ける必要があること、が判った。

ポンプ形式では、改修後の運営・維持管理のあり方を考慮する必要があった。インドネシ

ア時代には、井戸掘削、ポンプ設置、維持管理すべてにおいて行政からの財政的･技術的支援
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があったが、撤退後は、一部の農業資材の供給を除いて支援は無くなっており、現在では、

ポンプ利用者による運転、維持管理の費用負担が求められている。しかしながら、組合は、

行政による支援を期待して建設費用が大きな電力による水中ポンプを希望した。そこで、水

中ポンプの可能性を調査したが、インドネシア撤退後、東ティモールではポンプ本体のみな

らずスペアパーツの入手が極めて難しいことが判った。これらの状況と電力線整備の現状を

背景に、組合と協議を重ねた結果、最終的には、スペアパーツの入手も容易で農耕用に広く

普及し、組合が運転維持管理に慣れているディーゼルエンジンを動力源とするディーゼルエ

ンジンポンプとした。 

ポンプの運転・維持管理費用の負担については、県アグリビジネス局と協議した結果、MAF
が行っている機材/資材の無償供給と同様な支援は難しい、との結論に達したことから、組合

による費用負担の確約を取りながら計画を進めることとした。県アグリビジネス局出席の下

で、組合にこれらの事情を繰り返し説明し、計画、設計の合意を得てから工事を始めた。 

改修後、改修した揚水井戸のポンプ燃料費を自己負担しながら野菜栽培を行うと共に、雨

期の稲作の補給灌漑を行った。野菜栽培では、乾期の野菜生産･販売であったことから費用対

効果もあったことが確認された。雨期稲作については現時点で本格的なポンプ利用はないが、

組合はポンプ利用を担保に稲作を行った。組合の生産力の向上に寄与した、と判断される。

これらの経過から、本プロジェクトの活動プロセスの有効性は検証された。 

農業生産基盤の改修に関わる事業では、大規模灌漑整備事業が完了した後、RDP3（EU）

では地域開発のコンポーネントとして小規模灌漑システムの改修を進めている。また、「Food 
Security Good Practices」事業（EU 資金、MAF が 5NGOs との連携で実施）では、マナツト県

及び ラウテム県において村レベルでの小規模ため池の建設とそれを利用した野菜栽培が推

奨・実施された。このように、援助機関の支援の下ではあるが、草の根レベルの整備の取り

組みは、一部の地域で進められている。 

上記のような援助機関による灌漑改修事業はあるものの、自国予算による取り組みはない。

大、中規模の改修には予算面や実施能力面からの制約が多く実現には長期の期間が必要とさ

れるが、インドネシア撤退時に荒廃した小規模施設改修は、短期間の調査、設計による取り

組みが可能で改修には即効性がある。調査、計画、設計の標準化を進め、県レベルで早急に

着手できる体制が必要である。同時に、改修を進めるに当たっては、インドネシア時代と異

なり、維持管理費用の全面的な自己負担が必要であることの意識も浸透させる必要がある。

教訓 東ティモールの地形特性を考えると、渓流や小河川を水源とする自然取水による灌漑方式が

望ましいが、井戸を水源する農地では、受益者の運転・維持管理体制の構築を条件にディー

ゼルエンジンポンプを導入せざるを得ない。インドネシア撤退時に破壊された小規模灌漑施

設改修では、調査･計画･設計のプロセスを標準化して進めることが提案される。 

本地区は前面が海岸、背後が小山の傾斜地にある。水源となるような渓流はなく、近傍の

河川も乾期には流水がないことから、井戸を水源とするポンプ揚水とならざるを得なかった。

本来であれば、維持管理費用の少ない重力灌漑が優先されるべきであるが、本地区のよう

な適切な水源が近傍にない場合は、井戸とディーゼルポンプによる灌漑にならざるを得ない。

東ティモールには、本地区のような傾斜地、小区画の特性を有する地区が多く、乾期には灌

漑水の手当てができない地区が殆どで、地区は類型化ができる。活動プロセスからの教訓と

して、インドネシア撤退時に荒廃した小規模灌漑施設の改修を迅速に進めるために、地区を

含めて調査･計画･設計のプロセスを標準化することが提案される。 

井戸掘削とポンプ設置工事は、井戸業者に委託した。委託に当たって、井戸業者の情報を

入手し入札を通じて業者を決定したが、そのプロセスで、東ティモールではボーリング機械

を有する井戸業者は 2 から 3 社と極めて少ない、ことが判った。 
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ポンプ導入は、受益者によるポンプの維持管理運営体制の構築を確認してから進める必要が

ある。 

東ティモールでは、インドネシア統治時代以降の現在に至るまで、農業生産活動において

行政からの多くの補助が行われてきた。そのため、農家には、政府に対して生産活動の支援

を依存する体質がある。このような農民の政府依存体質がある中で、最も危惧された課題は、

改修後の組合員による改修後の運営維持管理であった。そこで、改修計画を進めるに当たっ

ては、改修後の施設のオーナーシップ意識を醸成しつつ計画を進めた。その過程で、ワーク

ショップを繰り返し開催し、組合によるポンプの運転費用の負担を徹底した。 

これらの活動の結果、ポンプ運転の責任者が配置されポンプ運転され、ポンプ利用者によ

る燃料費の負担が行われてきた。雨期の補給灌漑でも同様に利用者による負担が行われるこ

とになっている。 

このような活動プロセスからの教訓として、ポンプを導入するに当たり、受益者に対して

維持管理意識を醸成することができた、ことが挙げられる。類似の事業では、彼らによる維

持管理体制の構築を条件にポンプ計画を進める、ことが肝要である。 

反映 DNIGUA は、インドネシア撤退時に破壊された小規模灌漑施設の改修を進めるために、調査、

計画、設計、施工、のプロセスを標準化する。地区の選定では、小河川/渓流を水源とする重

力灌漑地区を優先する。 

東ティモールの農地は一般的に傾斜地にあり、小区画の圃場が多い。DNIGUA は、これら

の農地においてインドネシア時代に建設された施設の改修計画を迅速に進めるために、調査

から計画、設計、施工のプロセスを標準化する。地区の選定が必要な場合は、改修後の農民

による維持管理活動面を考え、小河川或いは渓流取水による重力灌漑地区を優先する。 

ポンプ施設の改修では、改修計画に先立ち、ポンプ形式や改修後の維持管理について利用者

の合意形成を得るプロセスを組み込む。 

ポンプ施設を改修する際には、実施主体者である MAF は、受益者との間で、改修後の施

設の運営･維持管理の役割分担を明確する。加工･流通業の原材料生産に関わる改修では、

DNPIAC が DNIGUA と共同で受益者に対して維持管理に関わる協議を行う。受益者に施設の

オーナーシップ意識を醸成すると共に維持管理体制の確立を担保にしてプロジェクトを推進

する。 

 
2-6-2 栽培技術普及体制の強化 

検証 本プロジェクトは、栽培技術の普及を通じて、加工･流通業の対象作物の生産量･質の向上

を図るものである。プロジェクトでは、東ティモールの農業を特徴付けている自然栽培法の

強化を基本にした栽培技術の普及を目指すこととしている。（戦略開発計画(2011-2030)では、

栽培技術として有機農法の推進が謳われている。） 

栽培技術の普及では普及員が各県や村へ配属されたが、普及員の能力不足や普及活動のた

めの資材不足、など克服すべき課題が多く、普及活動は体系的には行われていない。また、

栽培技術では、稲作では ICM 手法の普及が方針となっているが、その他の作物では推奨され

た栽培技術はない。このような現状の下、国際援助機関の作物栽培に関わる事業への参加が、

県普及員や関係組織/団体の唯一の技術習得の場ともなっている。 

本事業では、組合に有機肥料の製造方法を訓練した。製造後、実際の野菜栽培圃場に施肥

したところ野菜の生育に有効であることが観測されことから、当該地区では、栽培技術とし

て定着しつつある。 

加工･流通の原材料となる作物の安定生産や品質確保のためには、化学肥料の入手が難しい
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状況の栽培技術レベルを考えると、このような自然栽培法を基本にした栽培技術の強化と普

及が有効であることが判った。 

教訓 自然栽培法の強化では、身近な資源を用いた有機肥料や有機農薬の適用が効果的である。 

東ティモールでは、化学肥料/農薬は高価な輸入品である。また、入手は容易でない。一方

で、身近にあって入手可能な資材や資源を用いた微生物発酵液肥などの有機肥料の施肥が、

野菜栽培に有効であることが判った。特に、これらの有機肥料は、野菜栽培など、少区画の

労働集約型の作物生産には効果的である。 

反映 DNPIAC は DNADC や DNAH に働きかけて、加工･流通業の対象作物の生産安定のために、

有機肥料の製造方法及び施肥方法の技術普及活動の調整を行う。具体的な現場での技術普及

は技術を習得している民間組織/団体を活用することができる。 

アグリビジネス局が農家と県普及員の仲介者となって自然栽培技術の強化として有機肥料

の製造及び施肥方法の普及を目指す。県農業普及員が具体的な普及活動を担うには技術不足

などの制約が多いことから、訓練・普及の実際の活動では実証調査事業で技術を習得した

NGOs 等の民間組織/団体を活用することが有効である。 

 
2-6-3 農民グループ/女性グループの企業支援 

検証 本プロジェクトは、農民グループ/女性グループが身近にある農畜水産物を利用した加工

業を起業・操業・運営するプロセスを支援するものである。「加工業の企業支援」と同様に

支援内容は、対象としている農畜水産物や加工品によって大きく異なる。 

本事業では、組合支援としてコメと野菜の栽培･加工･販売活動の強化を目指した。支援し

た活動は、既存灌漑施設の改修によるコメ/野菜栽培への灌漑水の供給、野菜栽培のための

有機肥料の製造と適用、収穫後技術の改善によるコメの品質向上（破砕米率の減少）、精米

の販売拡大、であった。 

野菜栽培は、周辺農民の 5 グループ（14 人、1 グループは修道院）によるポンプを利用し

たものであった。学習した有機肥料を使いながらの野菜（インゲン豆、ブロッコリー、カン

コン、マスタード、等）栽培で、生産した野菜は仲買人を通じて乾期の生鮮野菜としてバウ

カク市場に出荷した。農民グループは、ポンプ運転費用の出費があったが、乾期の野菜栽培

であったことから、費用対効果があることが確認された。組合員は、乾期の野菜栽培が新た

な収入源になることを観察した。乾期の野菜栽培を今後の組合活動の強化に繋げることがで

きると思われるが、合意形成の下での協同活動とするには、多くの課題がある。乾期の野菜

栽培のようなポンプ使用の出費を伴う新しい活動を協同作業として始めるには躊躇する組

合員も多い。これは、全て組合員が組合の強化に向けて前進的な考えを持っているとは限ら

ないことを示している。成功事例の積み上げを学習・観察することによって自らの営農活動

に反映することができるようになれば、組合組織の強化に繋がるものと考えられる。 

コメの収量増や品質向上の支援活動は、現在進行中であり、最終的には、ディリのスーパ

ーマーケットでの販売状況に基づく判断になる。しかしながら、組合はコメの生産･加工･

販売については地域の先進農家グループであり、多くの経験や知識を持っている。昨年は灌

漑用水が不足したことからポンプ場の周辺では稲作ができなかったが、今期はポンプを利用

した補給灌漑が可能となったことから稲作を行った。栽培は順調に推移している。組合は、

今期の生産量やスーパーマーケットへの販売量を増やすことを計画している。それに向けた

ワークショップにおける議論から、彼らは稲作の生産･加工･販売での問題点を共有してい

る。今期の生産から販売のプロセスで得た問題点を次期の稲作に反映することはできる、と

思われる。このことからは、コメ生産･販売の支援プロセスが組合の強化に繋がるものと、

判断される。しかしながら、ポンプの維持管理の継続や政府に依存している種子調達、野菜
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栽培時に見られるような新たな活動に対する組合員間の意識ギャップ、などの協同作業にお

ける不安定な要因があり、組合経営が持続的に行われるかどうかは定かでない。DNPIAC は

MED やバウカク県農業事務所と連携し技術支援を継続することが望ましい。 

今後の組合経営支援で求められる大きな課題は、組合組織が強化に伴って出納が活発にな

った時の会計処理の透明性確保である（世銀の支援の下で設立されたビケケ県の ASC は、

不明朗な会計処理があったために活動中止となって今日に至っている。また、アイナロ県の

コーヒー協同組合も同様な原因で組合自体が解散された。）サルギロス組合は、組合員数も

少ない上に緩やかな組織形態である。現時点では会計処理に関わる問題はないが、今後、組

合の組織強化を進める段階では、会計処理の透明性確保が最も重要な課題となろう。 

教訓 新たな農作業を組合員の協同作業とする合意形成は難しい。組合の組織強化には、成功事例

の学習機会の提供などの長期にわたる取り組みが必要である。 

農業資材を無償供与されることに慣れた農民がポンプの燃料費の自己負担を前提にした

協同作業を始動することは難しい。本事業では、組合ではなく近傍の意欲のある農民グルー

プが、野菜栽培に取り組んだ。経営上のリスクを伴う協同作業では、合意形成に向けた繰り

返しのワークショップや成功事例の観察が必要である。 

反映 MED は、登録されている組合の状況を定期的にモニターし、組合の抱えている課題解決に

むけて必要な支援を行う。具体的な支援活動として、先進的な活動に係る情報提供や類似活

動グループとの相互学習の機会を設ける。 

DNPIAC は組合にリスクを伴う新たな活動を組合の協同作業とする場合には、合意形成に

向けた繰り返しのワークショップを働きかける。また、成功事例での学習機会を提供する。

DNPIAC は MED に働きかけて、加工流通業に取り組んでいる組合に対して必要な支援を行

う。 

 
2-6-4  輸送手段の改善支援 

検証 本プロジェクトは、農民グループ/女性グループ/加工･流通業者が加工・流通業の対象とな

る農産物や加工品を生産地から消費地に輸送する方法の改善を支援するものである。アクシ

ョン･プラン(案)では、生鮮物に主眼を置き、その輸送（冷温輸送、冷温倉庫）や輸送のため

の包装改善を想定している。 

実証調査では、生鮮物を対象とした事業は実施しなかったが、本事業を通じて、組合によ

る精米の包装、ディリへの出荷･輸送のプロセスを支援した。このプロセスを通じて、本プロ

ジェクトの有効性を検証した。 

精米の包装 

精米の包装には透明のビニール袋が用いられている。透明ビニール袋は包装材料として、

1)商品ラベルを印刷することができる、2)消費者は袋を開けずに商品内容を見ることができ

る、の利点がある。組合は、輸入販売業者を通じて調達する計画であったが、発注数が少な

くて実現できなかった。現在、ディリのスーパーマーケットに、透明ビニール袋の調達も含

めて包装作業を委託する交渉を進めている。 

スーパーマーケットへの輸送 

精米の輸送には小型車輌が使われており、料金はラガ郡→ディリが$80/回、ラガ郡→バウカ

ウが$20/回である。1 回あたり約 1 トンの輸送が行われている。組合は 3 輸送業者に委託して

いるが、最近ではそれらの輸送業者が組合の出荷計画に合わせて小型車輌を手配することが

難しくなっている。このため組合は、郡内の他の輸送業者の情報を集めている。 

教訓 (1) 産品に応じた基本的な包装材料と販売先への手段を確保する必要がある。 
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精米のスーパーマーケットへの出荷では、ビニール袋での包装は不可欠である。品質の良

い農産物が生産/加工/市場開拓されても、包装手段がなくてはビジネスは形成されない。アグ

リビジネス振興を進める上で、“包装”がボトル･ネックにならないように、基本的な包装材

料及び包装手段は確保する必要がある。同様なことは、豆乳のボトル販売でも検証された。

反映 (1) 産品の基本的な包装方法を選定するために、包装材料の調達方法や包装手段の情報を整理

して関係者に普及する。 

教訓 (2) 輸送業者の情報を収集して公開することが必要である。 

大量の農産物や加工品を輸送する場合は、輸送車輌を所有する輸送業者を使うのが一般的

であるが、地方の輸送業者数は限られており、輸送計画に合わせた車輌の手配が困難である。

また、道路事情や燃料費から輸送費が割高となっていることから、生産者や加工業者は、よ

り安価な輸送を望んでいる。生産者や加工業者が、輸送業者や輸送手段の情報を入手できれ

ば、より効率的な輸送手段の選択が可能となる。 

反映(2) DNPIAC は MTCI に働きかけて、輸送業者の情報を県や郡単位で収集･整理する。これらの

情報を県及び郡事務所を通して生産者や加工業者等に提供する。 

 
2-6-5 品質等級制度の導入 

検証 本プロジェクトは、国内で生産された農産物や加工製品に品質の保証を与える制度を確立

するものである。これによって消費者の需要が喚起されて販売が促進される事が期待される。

本実証調査事業では、自主流通米の品質等級制度の導入の必要性を検討した。 

現在、政府はコメの品質の程度を示す基準やそれを販売の際に表示する制度はない。政府

が国内で市場に流通している全てのコメ（国内産、輸入米）に何らかの品質等級を表示すれ

ば、稲作農家のコメの販売価格や生産意欲に好影響を与えると考えられる。多くの国では破

砕米や水分含有などの等級が基準化されており、高品質のコメは高価格の販売が可能である。

そこでは、販売の際に品質をラベル上で表示することが求められている。 

ディリのスーパーマーケットでは、多くの国からの輸入米が売られている。その価格は、

ヴェトナム産ジャスミン米$1.45/kg から日本産米$3.25/kg まで幅がある。ここでの販売のポイ

ントは品質等級より、価格、品種、生産国、包装、に置かれている。スーパーマーケットの

顧客にとっては生産国が購買時の重要なポイントとなっている。 

国産米の市場流通量は少ないが、国民の嗜好性から一般的に出回っている輸入米に比べて

好まれている。政府が、品質等級制度を導入し販売の際に何らかの品質を表示するならば、

高品質のコメは高価格で販売でき、生産意欲のある農家は生産活動に応じた利益を得ること

になると考えられる。例えば、サルギロス組合の生産米は、高価な輸入米と共に、国産米と

してスーパーマーケットで販売されている。（組合生産米のスーパーマーケットへの販売価

格: $1.00/kg(2010 年)）。国産米の生産･加工･販売の拡大を促すためには、品質の程度に応じた

販売ができるようになることが望ましい。販売価格が消費者の嗜好や品質の等級で決定され

ることになれば、生産農家の品質向上に向けた意欲が増加し、コメの加工･流通の活性化に繋

がると思われる。サルギロス組合は、品質の向上を図り高価格での販売を目指している。 

しかしながら一方では、政府買い上げ制度が進行中である。上記のような品質等級制度の

導入には困難が多い。政府の買い上げ制度では籾での買い上げとなっており、その際の明確

な品質基準はない。この制度は、確実な実施を前提にすれば、一般農家のコメ生産量の増加

に向けた動機付けにはなるが、一方で、加工･流通･販売拡大を自主的に展開している農家の

品質向上に向けた活動を阻害している側面がある。 

導入に向けては多くの課題があるが、品質等級を具体化するためには、現行の買い上げ制
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度の改善と合わせて、等級制度の必要性を認識する必要がある。具体的な等級制度を検討す

るに当たっては、夾雑物や破砕米の含有のような生産農家や消費者が測ることができるよう

な基準を起点とすることが望まれる。 

教訓 コメの等級制度とその表示は、コメの生産･加工･流通の活性化に有効と思われる。 

現在、国産米の等級制度はない。消費者は品質に関する情報を持っていない。国産米は一

般的に国民の嗜好にあっていると言われている。等級とその表示ができれば、品質に応じた

価格での販売ができる。事業では、品質等級制度の効果について直接的な検証はできなかっ

たが、等級制度の導入は、生産農家の生産･品質改善意欲を高めることになると思われる。 

反映 DNPIAC は DNPP に働きかけて、コメ流通の活性化を図るために、コメ等級制度の導入につ

いて検討する。検査体制が十分でない現状では、破砕米や夾雑物の混入割合を検査の基準項

目とする。 

等級による価格付けは、生産農家、流通業者及び消費者にとって利益をもたらすと考えら

れる。特に政府の買い上げ制度に出荷しない生産者にとっては有益なものとなる。等級付け

は破砕米や夾雑物の含有を基準とし、出荷時には包装にその表示を行う。 

 
2-6-6 加工･流通業振興に関わる人材の育成支援 

検証 本プロジェクトは、行政、民間部門および農民/女性グループなどのアグリビジネス関係

者の加工･流通業の振興に関わる能力を強化することを目的に、彼らに学習の機会を提供す

るものである。 

本事業の“組合の運営･管理能力向上”活動では、実証調査対象地域以外の県職員や類似

活動グループを含むアグリビジネス関係者の人材育成を目指して集団研修を行った。研修の

課題は、組合の形成、アグリビジネス振興の行動計画、アグリビジネスの実践、行政の役割、

に関わる初歩的な課題で、講師は、経済開発省組合局やアグリビジネスに精通した人材とし、

今後の人材育成の担い手となる国内の人的資源から選出した。15 日間の日程で、参加者は、

アグリビジネス局中央及び県職員、サルギロス組合及び組合及び農民組織化をめざしている

グループ、計 25 名であった。研修後、参加者からは、自らの知識や実務能力の向上に有効

であった、またこのような研修機会の定期的な提供を望む、などの評価を得た。また、この

ような研修の場は、関係者の人的ネットワークの構築に有効で、今後のアグリビジネス活動

の展開を支援するものである。特に、県アグリビジネス局職員の参加者が多く、アグリビジ

ネス推進の最前線での業務遂行能力の向上に有効であった。 

教訓 官民のアグリビジネス関係者を対象にした集団研修は、バリューチェーン構築に関わる人材

の能力開発やネットワーク作りに有効である。 

国内の人的資源を活用した集団研修は、海外研修と異なり、コミュニケーションの疎通も

十分もあり、参加者の能力向上に有効であった。特に、DNPIAC のアグリビジネスを主導す

る能力の向上には寄与した、と考えられる。今後は、アグリビジネスの実践の場を学習機会

と関係付けながらのこの種の集団研修を定期的に開催することが望ましい。 

反映 DNPIAC は、MAF や MED などの関係省庁と連携して、アグリビジネス関係者の能力強化

やバリューチェーン構築を目的とした研修会を定期的に開催する。 

MAF は、DNPIAC を実施機関としてアグリビジネス関係者を対象にした研修会を定期的

に開催する。研修会では、官民を問わず国内の人材を有効に活用する。 
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第 3 章 大豆のバリューチェーン改善事業  

3-1 実施計画 

3-1-1 目的 

国産大豆の生産者と豆腐/テンペ等の大豆加工業者間において大豆の流通リンクを構築し、国産

大豆を原料とする加工品の生産･販売を通じて大豆のバリューチェーンを改善する。 

Box-1：大豆を選定した背景 

国際市場：中国が大豆輸入国になり大豆の国際価格が上昇する傾向にあることから、国産大豆が価

格面で競合できる環境になりつつある。 

国内消費：ティモール一般人の食生活ではタンパク質が不足気味であり、大豆食品は重要な供給源

となる。 

加工ビジネス：大豆加工食品はティモールで限定的ながら流通し、大豆原料から加工することで付

加価値化する可能性がある。 

農業生産：大豆栽培を経験している農家が多数おり、在来の固定種子が存在している。また、化成

肥料や農薬が幅広く流通していないティモールでは有機農法は適した作物栽培手段である。また、

豆類の導入は輪作を行う上で土壌への窒素供給にも重要である。 
 

3-1-2 検証事項  

・国内の大豆生産者と大豆加工業者間の契約栽培の促進 
・大豆加工業者及び加工グループに対する有効な支援プロセス 

3-1-3 事業内容  

本事業は、事業の内容と活動グループが異なる次の 2 サブ事業で構成した。 

 サブ事業 内容 
1. 大豆のバリューチェーン改善

事業（広域流通） 
ディリの加工業者を核とした広域にわたる大豆のバリューチェー

ンの改善 
2. 大豆のバリューチェーン改善

事業（小域内流通） 
ボボナロ県内の生産農家の強化を通じた同県地域内の大豆のバリ

ューチェーンの改善 
 
3-2 大豆のバリューチェーン改善事業（広域流通） 

3-2-1 活動内容と実施体制 

(1) 活動内容 

主な活動は、「契約栽培の実施」、「栽培技術の改善」、「契約栽培を通じて調達した大豆を原材料

とする大豆加工品の新商品の開発･販売」で、以下のような支援活動および経済活動を行った。 

1) 支援活動 

支援活動 1 全体管理 
DNPIAC と実施概要を検討し、3 ヶ所の大豆加工業者との意見交換を行い、最も協力関係を結

べる業者を選定して、詳細な実施プログラムを策定･実施した。 

支援活動 2 人材開発 
農業普及員を通じて在地資源活用型農法の技術指導を農家に伝えることを実践した。また、

加工業者には機材メーカーの協力を得て、高圧高温滅菌の機材の操作・保守の訓練を行った。 
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支援活動 3 技術開発 
経済活動が円滑に連携するための応用技術（例えば、在来種子の活用、有機農法技術、選別

基準、加工滅菌、包装）を検討し、それぞれの活動者を技術面から支援した。 

支援活動 4 資機材調達 
豆乳開発に必要な機材の調達を支援した（調査団が高圧高温殺菌機と蒸気ボイラーを、加工

業者が、PP ボトル成形機及び注入機を調達）。種子の調達では DNPIAC の支援を受けた。 

2) 経済活動 

経済活動 1 商品開発企画 
一般消費者が不足している栄養素を考慮し、原材料の調達の実現性、既存の加工業者の製造

能力水準、品質保持期間の設定等を組み込んだ商品の概要を加工業者と検討した。 

経済活動 2 原材料生産 
加工・流通業で最も重要な課題の一つに原材料の量・質の調達がある。調達先は複数とし、

NGO が仲介するケース、仲買人から購入するケース、加工業者が直接農家と契約栽培するケ

ースで実施した。 

経済活動 3 加工 
東ティモールでは道路及び電気事情から、商品は品質保持期間が長いことが有利である。豆

乳は栄養価が高いが腐敗しやすい商品のため最適な滅菌方法を模索した。また、商品パッケ

ージについても改良を重ねた。 

経済活動 4 マーケティング 
消費者の心理的購買プロセス AIDAS モデル（顧客の心理的な購買決定プロセスを「A=attention 
関心」、「I=interest 興味」、「D=desire 欲求」、「A=action 行動」、「S=satisfaction 満足」の五段階

で示す）で仮定して、それぞれに必要なマーケティング活動を行った。 

経済活動 5 販売 
パイロット事業ではディリの都市住民を優先的な販売対象として絞りこみ、風味を消費者に

合わせるなど調整した。 

(2) 実施体制 

実施主体  ： DNPIAC 
技術支援  ： GVF（Green Village Food Ltd.）: 栽培契約、大豆栽培、収穫後処理、大豆加工、マ

ーケティング） 
県農業普及員（ビケケ県、ボボナロ県） 

モニタリング： GVF、県アグリビジネス課、DNPIAC 
関連機関  ： MTCI（将来的に）、GTZ プロジェクト、IFC 
活動グループ： 大豆生産者：大豆の生産農家；ビケケ県ビケケ郡ビビレオ村 8 グループ(100 名)、

マナツト県ナタボラ郡アバトオアン村 1 グループ(40 名)、バウカウ県ビラレ郡ファ

トマカ村代表者 1 名、ラウテム県ロスパロス郡 4 フィリオロ村 4 グループ(80 名) 
大豆加工者：ディリの大豆加工業者 

3-2-2 事業の実施･モニタリング 

(1) PDM 

事業の PDM を表 3-2-1 に示す。 

(2) 活動のプロセス 

活動の中で派生した課題と課題解決のために実施された対策は次のとおりである。 



第 3章 大豆のバリューチェーン改善事業 

 

3 - 3 

活動 活動状況 課題 対策 
契約栽培の

締結 
契約栽培に先立って、

農家グループと交渉、

口頭での合意（マウビ

シ産固定種子を配布

し、相場価格で買い取

る取引形態、無農薬栽

培）。その後の契約栽

培は、無農薬栽培の結

果に基づいて臨むこ

とで合意。 

契約履行の意識を熟成

する。 
収穫後処理技術を徹底

する。 
1 グループ当たりの収

穫量が 1-2ton と少な

い。 
 

無農薬栽培の結果を得て、次回以降の契約で

は、種子調達元、地形（排水条件）、有機肥料

投入時期など、適正条件の情報を与えた上で、

契約栽培を合意する。 
1 人当たりの耕作面積が大きいグループを組

み入れる（例えばラウテム県ロスパロス郡フ

ィリロロ村）。 

栽培技術の

改善 
マウベシ地区での種

子の調達と各地域の

農家グループへの配

布。 
無農薬試験栽培の実

施 

契約栽培を予定したビ

ケケ県ビビレオ村では

洪水被害により 80%の

生産量減が発生した。

全国的にミナミアオカ

メムシ(Nezela viridula)
が大量発生し、種子の

萎縮被害が発生した。

長雨の影響で成育が悪

く、種子の入手が難し

くなった。 

大豆の安定供給のため、ボボナロ県やマナツ

ト県、ラウテム県などに契約栽培の対象を拡

大する。 
MAF 普及員、MAF 県局長、NGO あるいは加

工業者側の関係者に対して在地資源活用（自

然）農薬及び木酢液によるカメムシ防除の訓

練を行い、彼らの指導のもと農家グループに

技術普及を行った。 
種子の調達については DNPIAC 職員の知見に

より調達可能な農家を当たることにした。 

加工の改善 包装方法の確定 
有機豆乳などの新商

品開発のための機材

調達（高圧高温滅菌

機）と操業 
常温流通ができるよ

うな滅菌方法の確定 

低コストで衛生的に保

持できる方法の検討 
操作方法の徹底、機材

の日常点検など加工業

者の維持管理能力を向

上させる。 
実情に即した滅菌温度

と時間を設定した。 

各材料（アルミニウム缶、ガラス瓶、紙パッ

ク、ビニールパック、PET、PP）のうち、包

装機械の初期投資額＋材料費と豆乳が弱酸性

であることを検討した結果 PP ボトルを採用

した。 
メーカー派遣の技術者が据付・試運転・初期

操作指導を行う。 
殆どの菌が死滅する 120℃とし、比較実験の結

果、滅菌時間を 30 分間とすれば 1 ヶ月以上品

質が安定することが判明した。 
マーケティ

ング・販路

開拓 

顧客が購買までに至

る心理的プロセスご

との対応 

関心：商品の優位性の

訴求。 
認知：レストランでの

紹介・試供販売。 
欲求：費者の嗜好性へ

の対応。 
行動：消費者の手に届

きやすさ。 
満足：顧客からの要請

への対応 

関心：ティモール原産の無農薬大豆を使い、

防腐剤を使っていないことと、良質なタンパ

ク質が豊富である健康食品であることのアピ

ールを新聞広告、新聞インタビュー、ラジオ

やイベントを通じて商品名を発信した。 
認知：UN や援助機関関係者が多いレストラン

で商品の紹介を行うと同時に、工場直販店で

販売を開始。 
欲求：ティモール人は甘味を好み、加糖率 4.0
～4.5％で販売開始した。 
行動：一般消費者に届きやすくするためスー

パーマーケットで販売。 
満足：年配層から無加糖製品の要望が多くあ

り、無加糖豆乳の販売。 



東ティモール国農産物加工･流通業振興計画調査              ファイナルレポート(実証調査編) 

3 - 4 

 

 
栽培契約のビケケ県では 2010 年 7 月―

8 月の大雨と洪水発生により、低地部の

畑が冠水被害を被ったが、農家は引き

続き栽培契約を希望している。追加的

にボボナロ県、マヌファヒ県、マナト

ゥト県にて乾期の大豆栽培を拡大し

た。 
 
 

栽培契約の圃場の中で、約 8 割の大

豆が被害を受け収穫できなかった

が、比較的排水が良好であった畑で

は収穫した大豆を天日乾燥し、出荷

に備えている。買い取り時の品質は

優・良・可・不可の 4 段階で評価さ

れ、優のものはプレミアムを付けて

支払われる。主要な評価対象は夾雑

物混入、形状、乾燥度である。 

種子はマウビシ産の固定種を試験的

に導入した。植物の成長高さは、地

元固定種子（左）で 30cm、マウビシ

産固定種子（右）で 50cm であり、豆

の寸法はそれぞれ 4-6mm、6-10mm と

なった。収穫豆数は同様であったが、

マウビシ産の方が商品価値は高い。 
 

 

  

長雨の影響で、雑草が密生し、昆虫が

繁殖するのに好都合な環境となった。

これにより、ミナミアオカメムシによ

る被害が大発生した。カメムシ対策の

技術普及（自然農薬）が必要となった。

ビケケ県の農業普及員を在地資源活用

型農法が先行しているボボナロ県へ派

遣し、自然農薬の製法と散布方法を訓

練し、担当村の農家グループへのワー

クショップで技術移転を行った。 

プリフォームを 180℃前後で加熱し

て、成形機の形内に入れ、加圧空気

を吹き付け、ボトル部が完成する。

商用供給される三相電気の電流が安

定していないので、設定通りの熱量

が得られず、ボトルの不良品発生の

原因となっている。 

大豆を洗浄後、ボイラーの蒸気で蒸

して、豆乳分を圧縮機で抽出する。

豆乳は、豆乳として出荷するものは

充填機でボトルに入れ殺菌する。豆

腐として出荷するものは、固形化さ

せるため硫酸カルシウムを入れ、型

でしめる。副産物は養豚用飼料とし

て販売している。約 1kg の大豆から

5lit、10 本の豆乳が作られている。 

  
調査団が調達したボイラーで、蒸気産

出量は 750kg/hr。燃料はディーゼル油を

使用する。この費用が包装費に次いで

占めているが、豆乳を増産することに

よって 1 本当たりの費用は小さくなる。

水源は地下水を利用し、軟水器で硬度

を落とし、まろやかな口当たりの水と

なっている。 

調査団が調達した高圧高温滅菌機と

専用トローリー。上部のタンクから

熱水が流下し、下部の圧力釜で

0.2MPa及び 120℃の環境下で 30分間

殺菌する。これをレトルト食品加工

法という。120℃という温度は全ての

ウィルスやバクテリアが死滅する温

度である。 

最終製品であるポリプロピレン・ボ

トル入り殺菌済み豆乳。多くの顧客

の要請に応え、加糖タイプと無糖タ

イプの 2 種類で販売することになっ

た。この豆乳は常温保存ができるの

で、地方への物流も可能である。2011
年 6 月現在、ディリ市内での販売箇

所は 50 を超えた。 
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3-2-3 事業の最終評価 

(1) 活動プロセスにおける実施体制 

契約栽培の段階では、マウビシ地区の大豆生産農家から種子を調達したが、この際の、種子生

産農家は、加工業者や DNPIAC の中央及び県職員からの現地情報を参考にして発掘した。生産農

家との協議や現地調査への参加もあり、活動は順調に推移した。その後の、契約栽培の農家の発

掘と契約栽培の締結では、DNPIAC 県職員が加工業者と栽培農家グループとの間の仲介者となっ

て交渉に参加した。 

栽培技術の改善では、ビケケ県農業普及員が、事業の中で訓練を通じて習得した在地資源活用

農薬の製法と散布方法を生産農家グループへ技術移転を行ったが、このような技術移転が農家に

受け入れられ定着するまでには、栽培現場での繰り返しの技術移転が必要である。そのためには、

農業普及員や DNPIAC 職員は習得した栽培技術の普及を通じて生産農家グループとの間に信頼関

係を構築していくことが重要である。このような技術移転を容易にするためには、農業普及員が

自らの栽培技術を向上し技術移転することに対するインセンティブが必要になることも考えられ

る。また、実践の成功事例を作ることが求められる。 

 (2) 事業の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：4） 

ダイズの一連の価値連鎖の中で、ボトルネックの一つは販売先である。国内では加

工技術が浸透していなかったので、MTCI や西ティモールに出荷する選択肢しかなか

った。MTCI の買い上げ制度が十分に機能していない状況下で、農家は販売先が見つ

からない状況になっている。無農薬大豆という特定のニッチ市場を指向することによ

って、国内で原料を生産して加工品（豆腐や豆乳）に加工し販売することは、国内流

通のみで完結することである。本事業の国内産大豆によるバリューチェーンの改善に

よる加工･流通プロセスの強化は、生産部門の拡大に繋がり食糧安全に貢献する一つ

のアプローチである。この事業は妥当性がある、と判断される。 

有効性 
（評点：4） 

 

事業は、大豆加工品に付加価値を付けて販売を拡大することを目指している。契約

栽培による大豆生産では、農家の栽培技術の未熟や病虫害の発生があり質・量の十分

な供給があったとは言えない（昨年は、各地の契約栽培を通じて 5.8 トンのダイズを

調達したが、多くは次期の契約栽培の種子とされた。今年は栽培中である。）が、事

業の目的に掲げた生産農家と加工業者のリンケージは確立された、と判断される。継

続的な栽培体制は確立されており、生産の強化支援も行われている。本事業では加工

業者が有機豆乳生産を行った。これは調達した滅菌機によって可能となった。現時点

(2011 年 5 月)では、250lit(500 本)の豆乳をディリ市内の主なスーパーや小売店に卸す

までに成った（需要が多く、更なる増産体制の下、6 月の目標は平均 1000 本/日の製

造販売である）。事業の有効性はあった、と判断される。 

効率性 
（評点：3） 

 

優良固定種子の導入、木酢液、微生物資材による完熟堆肥、在地資源活用農薬作り

は、調査団が指導した。これらは、農家が域内から入手できる材料を活用した安価な

現地適応技術で農家に受け入れら、生産の量･質の確保に有効であることが確認され

た。ダイズは農家の意欲と良好な土地の排水条件、基本的な栽培技術があれば導入し

やすい作物である。生産段階の小規模な投入で成果の達成に寄与することができる、

と判断される。しかし、生産は自然条件や土地条件に影響を受けやすい。これらの技

術の浸透には繰り返しの訓練が必要であることが判った。豆乳開発では、調達した機
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評価項目 最終評価 

材によって、防腐剤なしで滅菌効果が 3 ヶ月以上あることが確認された。その結果、

作り置きあるいは販売ストックができる状況になり、流通上の損失がほとんど無くな

った。 

経済評価として 2011 年 3 月～5 月までの実績を基に便益率を試算した。豆乳 500 本

/日の製造・販売で、便益率が原価償却費込みで 0.85、同抜きで 1.02 であり、キャシ

ュフローは微小ながらプラスとなっている。1000 本増産体制になると、減価償却費込

みで 1.06、同抜きで 1.18 となる。便益率が 1.0 以上となることから、ビジネスモデル

の持続性が期待できる。 

ダイズ原材料 1.0kg から凡そ 5lit の豆乳が生産できることから、生産から豆乳製造･

販売に至る過程で創出されたダイズの付加価値は約 10 倍と算定される。 

インパクト 
（評点：4） 

契約栽培の受益者となる生産農家グループは、現在のところアイナロ県マウビシ

郡、ビケケ県ビケケ郡、マナツト県ナタボラ郡で計 5 グループから始まり、2011 年 5
月現在、全 19 グループとなった。これらのグループへの栽培指導は、マウビシ郡で

は仲買人、ビケケ郡では加工業者の契約社員と農業普及員、ナタボラ郡では農家グル

ープ代表、ボボナロ県では NGO、ラウテム県では県農業局長が中心となって行って

いる。事業実施前は、MTCI の政府買上げ制度に信頼性がなく、多くの大豆生産農家

は販路の開拓に苦慮していた。このような状況の中で、本事業で目指している加工業

者を販路先とした流通経路の構築は、生産農家に対してインパクトがあったと判断さ

れる。実際、ボボナロ県やビケケ県では新たな農家グループによる技術指導の要請が

あったことや、他援助機関とも情報を交換し、良質な大豆の生産が農家の収入源にな

ることが伝わり始めている。しかし、昨年から本年にかけては、異常気象による洪水

や長雨による害虫の発生が大豆生産に影響を与え、国内価格が 0.6US$(2011 年 1 月)
から 1.2US$(2011 年 5 月)へ上昇した。開発した豆乳の販路拡大に影響を及ぼすことが

懸念される。 

自立発展性 
（評点：3） 

調査結果から判断すると、バリューチェーン改善では、契約栽培におけるダイズ栽

培上の問題を克服することが、事業の持続性を確保する上で、最も重要な課題である。

そのためには、栽培技術の普及を担う農業普及員の事業への参加が不可欠であるが、

今までの調査結果から判断すると、農業普及員は、ダイズ栽培技術の普及に必要な知

識/技術能力を十分に有しておらず、技術強化が必要であると思われる。その際、技術

の習得や普及の成果を持続的なものにするためには、技術移転した業績に対する適正

な評価が普及員のインセンティブとなることも考えられる。一方、農家は栽培技術の

向上は所得に直結する問題であり、持続性確保に向けた意識は強い。自立発展性を確

保するためには、MAF は、事業から得られたバリューチェーンの中のクリティカル・

ポイントを明確にし、重点的に支援する手段と体制を整備することが求められる。 

費用/便益の分析の結果によると、豆乳製造･販売のビジネスモデルの持続性はある

と判断される（「費用/便益の分析」参照）。 

合計点：18  
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費用/便益の分析 
表 3-2-2 月次便益率計算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 月末での豆乳製造の費用構造は右図の通りである。

包装費(PP ボトルの材料、ラベル、キャップ)の割合が 30%
と最も大きい。しかし、販売数が増加すれば相対的に費

用は下がる。大豆を煮沸するためのボイラーの燃料費も

販売数増で豆乳 1 本当たりの費用は下がるが、燃料費高

騰が更に続けば販売価格に転嫁する必要も出てくるだろ

う。大豆購入費は販売数増に比例する費用であるが、昨

年からの天候不順で kg 当たり 0.6US$(2010 年 10 月)が
1.2US$(2011 年 6 月)に値上がりしている。これには、栽

培が成功した農家は利益を与えたが、病虫害や土壌流亡、

冠水被害を受けた農家には厳しい結果となった。 

豆乳市場拡大の可能性 

東ティモールのダイズの生産規模は、MAF 統計によれば、2008 年が栽培面積 956ha、収穫量 800ton
（収量 0.9ton/ha）、2009 年が 1,532ha 及び 1,818ton（1.18ton/ha）となっている。調達した機材の最大生

産能力は、豆乳 1,500lit/日(3,000 本/日)である。この最大生産能力に対応するためには、ダイズ原材料は

年間 75ton が必要となる。上記の生産データの信頼性は低いものの、現在の国内生産を強化することに

よって充分賄える規模であると思われる。一方、豆乳の市場規模については、現在の販売状況を考慮す

ると、ディリ市内だけでも 500lit/日(1,000 本/日)以上が見込まれる。地方への展開や学校給食や軍隊へ

As of May 2011

Prerequisite
1kg soybean can make 5 lit of soymilk ＝10 bottles

7.875 packs of tofu
Sugar 4.0% type soymilk

Sales of soymilk (500ml) 500 bottles/day

Costs of Production

Item Specifications Qty Unit Unit Price Amount
(US$) (US$)

Soybean, Dried 1200 kg 1.00 1,200.00
Loss of soybean 1 % 1,200.00 12.00
Power consumption 1-phase 2A, 3-phase 20A 1620 kWh 0.17 270.00
Land lease 200m2 1 month 750.00 750.00
Wage senior (sales manager) 1 man･month 300.00 300.00

senior (factory leader) 1 man･month 180.00 180.00
junior (skilled worker) 1 man･month 120.00 120.00
junior (ordinary worker) 3 man･month 90.00 270.00

Allowance for 4 men, food 1 lot 180.00 180.00
Fuel for Boiler diesel 1250 lit 1.28 1,600.00
Fuel for Van petrol 304 lit 1.30 395.20
Fuel for Sedan petrol 60 lit 1.30 78.00

Package, Bottle
for soymilk, PP, preform,
Chinese made

12500 pcs 0.20 2,500.00

Package, Cap for soymilk, PP, Chinese pcs included above

Package, Label
for soymilk, printed seal,
Chinese made

pcs included above

Package, Seal
for soymilk, alminium,
Chinese made

pcs included above

Package, Cortonbox Indonesia made 12/box 1000 pcs 0.50 500.00
Fine sugar for soymilk, Thai made 175 kg 0.95 166.25
Package, Film for tofu, Chinese made 1890 pcs 0.10 189.00

Package, Label
for tofu, printed seal,
Chinese made

pcs included above

Calcium sulfate for tofu 3.75 kg 1.00 3.75
Mobile phone 250 unit 1.00 250.00
Advertisement newspaper (timor post) 1 month 160.00 160.00

radio (spot) 1 month 300.00 300.00
Business license 2years @200US$ 1 month 8.33 8.33
Purchase of spareparts 1 set 500.00 500.00
Depreciation
 Autoclave @57213$, 8years repayment 1.04166667 % 57,213.00 595.97
 Boiler @12470$, 8years repayment 1.04166667 % 12,470.00 129.90
 Filling Machine @10000$, 8years repayment 1.04166667 % 10,000.00 104.17
 Heating & Strech Machines @15000$, 8years repayment 1.04166667 % 15,000.00 156.25
 Other machines @20000$, 8years repayment 1.04166667 % 20,000.00 208.33
 Van (secondhand) @10000$, 3years repayment 2.78333333 % 10,000.00 278.33
 Sedan (secondhand) @15000$, 4years repayment 2.08333333 % 15,000.00 312.50
 Building Extension Work @5000$, 7years repayment 1.19166667 % 5,000.00 59.58
 Equipment Installation Work @6000$, 8years repayment 1.04166667 % 6,000.00 62.50
 Power Intake Work @3000$, 15years repayment 0.55833333 % 3,000.00 16.75
 Borehole Work @1000$, 15years repayment 0.55833333 % 1,000.00 5.58

Total with depreciation 11 ,862
without depreciation 9 ,933

Sales

Sales Soymilk 12500 bottles 0.75 9,375.00
Tofu 2100 packs 0.60 1,260.00
Loss 5.0 % 10,635.00 -531.75

Total 10 ,103

Benefit/Cost Ratio with depreciation 0.852
without depreciation 1.017

MONTHLY FINANCIAL ANALYSIS

Expected in June 2011

Prerequisite
1kg soybean can make 5 lit of soymilk ＝10 bottles

7.875 packs of tofu
Sugar 4.0% type soymilk

Sales of soymilk (500ml) 1000 bottles/day

Costs of Production

Item Specifications Qty Unit Unit Price Amount
(US$) (US$)

Soybean, Dried 2200 kg 1.20 2,640.00
Loss of soybean 1 % 2,640.00 26.40
Purchase of soybean seed 40kg/ha 147 kg 1.50 220.50
Power consumption 1-phase 2A, 3-phase 20A 2592 kWh 0.17 440.64
Land lease 200m2 1 month 750.00 750.00
Wage senior (sales manager) 1 man･month 300.00 300.00

senior (factory leader) 1 man･month 180.00 180.00
junior (skilled worker) 1 man･month 120.00 120.00
junior (ordinary worker) 5 man･month 90.00 450.00

Allowance for 6 men, food 1 lot 270.00 270.00
Fuel for Boiler diesel 2000 lit 1.28 2,560.00
Fuel for Van petrol 456 lit 1.30 592.80
Fuel for Sedan petrol 60 lit 1.30 78.00

Package, Bottle
for soymilk, PP, preform,
Chinese made

25000 pcs 0.18 4,500.00

Package, Cap
for soymilk, PP, Chinese
made

pcs included above

Package, Label
for soymilk, printed seal,
Chinese made

pcs included above

Package, Seal
for soymilk, alminium,
Chinese made

pcs included above

Package, Cortonbox Indonesia made 12/box 1500 pcs 0.50 750.00
Fine sugar for soymilk, Thai made 350 kg 0.95 332.50
Package, Film for tofu, Chinese made 1890 pcs 0.10 189.00

Package, Label
for tofu, printed seal,
Chinese made

pcs included above

Calcium sulfate for tofu 3.75 kg 1.00 3.75
Mobile phone 250 unit 1.00 250.00
Advertisement newspaper (timor post) 1 month 160.00 160.00

radio (spot) 1 month 300.00 300.00
Business license 2years @200US$ 1 month 8.33 8.33
Purchase of spareparts 1 set 1,000.00 1,000.00
Depreciation
 Autoclave @57213$, 8years repayment 1.04166667 % 57,213.00 595.97
 Boiler @12470$, 8years repayment 1.04166667 % 12,470.00 129.90
 Filling Machine @10000$, 8years repayment 1.04166667 % 10,000.00 104.17
 Heating & Strech Machines @15000$, 8years repayment 1.04166667 % 15,000.00 156.25
 Other machines @20000$, 8years repayment 1.04166667 % 20,000.00 208.33
 Van (secondhand) @10000$, 3years repayment 2.78333333 % 10,000.00 278.33
 Sedan (secondhand) @15000$, 4years repayment 2.08333333 % 15,000.00 312.50
 Building Extension Work @5000$, 7years repayment 1.19166667 % 5,000.00 59.58
 Equipment Installation Work @6000$, 8years repayment 1.04166667 % 6,000.00 62.50
 Power Intake Work @3000$, 15years repayment 0.55833333 % 3,000.00 16.75
 Borehole Work @1000$, 15years repayment 0.55833333 % 1,000.00 5.58

Total with depreciation 18 ,052
without depreciation 16 ,122

Sales

Sales Soymilk 25000 bottles 0.75 18750.00
Tofu 2100 packs 0.60 1260.00
Loss 4.5 % 20,010.00 -900.45

Total 19 ,110

Benefit/Cost Ratio with depreciation 1.059
without depreciation 1.185

MONTHLY FINANCIAL ANALYSIS
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の調達など特殊市場を考慮すると 1,500lit/日以上の需要が創出される可能性がある。 

豆乳製造の拡張に伴う最大のリスクは、燃料費の更なる高騰、電力の不安定(特に三相の電圧、電流)
による製造ボトルのロス、ダイズ原材料の安定調達である。国内で追随する業者は現時点では見られず、

価格破壊されるような状況ではない。紙パックの類似の輸入製品と比較しても価格・品質に優位性があ

るため競争力はあると判断される。 

Box-2：ダイズ加工品(豆乳)の市場性について 

東ティモールでは華僑による食文化とインドネシア時代に流入した食文化が混在している。ダイズ加

工品として都市を中心に一般市場で豆腐やテンペが販売されているが、豆乳飲料はない。豆乳飲料は植

物性タンパク質を摂取しやすい食品であり、食文化を考えると、ディリを中心に市場開拓できる可能性

があると思われる。グローバル市場では、中国と東南アジアで消費が伸びており、特に常温保存ができ

る豆乳飲料(Soya Ambient Ready-To-Drink)の成長率が高い。 

豆乳の世界での消費量 

年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 成長率 

常温保存豆乳 12.3% 12.6% 13.2% 14.0% 14.3% 7.08%

冷温保存豆乳 7.6% 7.9% 8.1% 8.5% 8.4% 5.73%

粉末豆乳 23.6% 23.8% 24.3% 22.7% 22.5% 1.91%

工業生産でない豆乳 56.4% 55.5% 54.5% 54.8% 54.7% 2.39%

総生産量 136.8 億 lit 142.2 億 lit 148.5 億 lit 151.3 億 lit 154.9 億 lit 05-09 年平均

出展: Tetra Pack Presentation 'Soya the next wave' , 2010 

1 人当たりの年間の豆乳消費量は香港で 16.7lit、シガポール 11.8lit、タイ 10.2lit、マレーシア 8.4lit と
続き、ベトナムでも 4.2lit である。仮に、東ティモールで 1lit/人/年と低い消費目標としても、150 万 lit
の市場が創出できる可能性がある（乾燥ダイズ換算で約 40 万トン)。一般消費層以外にもタンパク質摂

取が重要な学校児童や軍隊への特殊需要がある。 
 

3-3 大豆のバリューチェーン改善事業（小域内流通） 

3-3-1 活動内容と実施体制 

(1) 活動内容 

主な活動は、「契約栽培の実施」、「栽培技術の改善（自然栽培法の強化：在地資源活用肥料/農

薬、木酢液の製法、散布技術の普及･定着）」、「テンペ加工技術の導入と普及」で、以下のような

支援活動および経済活動を行った。 

1) 支援活動 

支援活動 1 全体管理 
ボボナロ県農業局と実施概要を検討し、NGO と意見交換を行い、最も協力関係を結べる農家

グループを選定して、詳細な活動計画を策定・実施した。 

支援活動 2 人材開発 
農業普及員を含めどのような有機農法の技術を農家グループに移転するか検討した。当該

NGO は類似事業 RDPII（GTZ）などの経験から、特定の農家グループから信頼を受けている

ことから、当該 NGO による農家グループへの技術移転は円滑に行えると判断した。 

支援活動 3 技術開発 
在地資源活用型農法では、土壌改良には微生物資材を活用した厩堆肥づくり、虫害対策には
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地元に植生する薬草類を用いた伝統的な忌避薬の発掘、木酢液の製造・使用に焦点を絞った。 

支援活動 4 資機材調達 
調査団は、NGO に発酵促進材として利用する微生物を増殖するための培養タンクと培養基質、

契約栽培地区の村落中心地に木酢液を製造するための設備を提供した。ダイズ種子は、マウ

ビシ産及びボボナロ産のものを NGO が調達した。 

2) 経済活動 

経済活動 1 商品開発企画 
農村で不足しがちなタンパク質の摂取源としてテンペの製造法を西ティモールから専門家を

招聘して女性グループに移転した。また、大豆生産地で余剰したダイズはディリの加工業者

に出荷することで農家グループの現金収入源とした。 

経済活動 2 原材料生産 
1 年目は 1 ヶ所(2ha)で契約栽培の実践を通じて生産と同時に栽培上の問題点を確認した。こ

れに基づき、2 年目は在地資源活用型農法による大豆栽培の要望があった 5 ヶ所(計 25ha)に栽

培を広げた。契約栽培では、村長を農家グループの代表者とした。NGO は、微生物資材を培

養し農家グループに提供した。また、堆厩肥を製造した。在地資源活用農薬と木酢液の製造・

使用方法は、調査団員及び NGO が農家グループに直接、指導・訓練した。 

経済活動 3 収穫後処理・加工 
農家グループに、ダイズを出荷する際の収穫後処理として、夾雑物、不稔粒、被害粒の除去、

乾燥状態（含水率 12.5%以下）の保持を指導した。テンペ加工では、発酵資材となるテンペ

菌の容易な入手方法を技術移転した。 

経済活動 4 マーケティング・販売 
加工業者と農家グループとの間の１回の取引量は、物流の効率性から 1,000kg 以上

(US$700-1000)が求められる。しかしながら、栽培契約した中間山地の農家の所有面積は

0.1-0.5ha と小さく、農家単位の出荷は経済的でない。村単位あるいはグループ単位の出荷が

望ましい。そのためには、出荷を取りまとめる代表者には取引に深い理解が必要である。事

業では NGO が品質管理も含めて農家グループの代理人として機能するようにした。 

(2) 実施体制 

実施主体   ： DNPIAC 
技術支援   ： OHM（Organisation Haburas Moris, NGO）: 栽培契約、大豆栽培、収穫後処理、マ

ーケティング、 
県農業普及員（ボボナロ県農林水産部） 

モニタリング ： OHM、ボボナロ県農林水産部（アグリビジネス課）、DNPIAC 
関連機関   ： 県農業普及員（農業･園芸課） 
活動グループ ： 大豆生産農家：ボボナロ県カイラコ郡ミリゴ村の 1 農家グループ(35 名)、同村 1

女性グループ(15 名)、同郡マリアナ郡アタンブル村 1 女性グループ(22 名)、同県

ボボナロ郡マレウブ村/テバブイ村/カラバウ村計 3 農家グループ(80 名) 
対象面積：1 年次 2ha、2 年次 25ha 
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3-3-2 事業の実施･モニタリング 

(1) PDM 

本事業の PDM を表 3-3-1 に示す。 

(2) 活動プロセス 

活動の中で派生した課題と課題解決のために実施された対策は次のとおりである。 

活動 活動状況 課題 対策 

自然栽培法

の強化 
無農薬栽培に必要な

農業資材を生産し、使

用した。その一部を

NGO が販売開始し

た。 

微生物発酵液肥: 1 年

次 750lit、2 年次 750lit 

完熟発酵堆肥: 1 年次

30ton、2 年次 60ton 

木酢液: 1 年次 10lit、2
年次 30lit 

在地資源活用農薬(自
然農薬): 1 年次 30lit 

ホソヘリカメムシ

(Riptortus clavatus)が大

量発生したが、生産し

た木酢液や自然農薬を

散布したところ、種子

の萎縮被害は 20%程度

に抑制された。 

コメの裏作としてダイ

ズを栽培したが、大雨

の影響で平年と比べ生

育が不良であった。 

NGO を通じた栽培方

法の普及は円滑に実施

されたが、対象全農家

が実施するまでには至

らなかった。 

稲作地に隣接していると、洪水被害を受

けやすい。また、カメムシの飛来は防げ

ない。さらに、雨期には水田利用となる。

従って、次回の栽培地は山側の傾斜地か

ら選定し、カメムシ対策と排水不良対策

を行う。木酢液も適正な時期（開花時期）

に散布こととする。 

在地資源活用型農法の効果を最大限にす

るため、種子をボボナロ産からマウビシ

産に変える。 

農業普及員やDNPIAC県職員には活動の

節目に参加するよう促し、在地資源活用

型農法の利点と欠点を認識してもらう。

多くの農家が栽培技術を受け入れるには

成功事例を近場で体験することが重要で

ある。 

収穫後処

理・加工・

販売の改善 

女性グループに対し、

テンペ加工に必須な

テンペ菌(クモノスカ

ビ、Rhizopus 
oligosporus)の増殖技

術を中心に技術移転

を行った。 

テンペ菌増殖技術は、

身近な資源を利用した

現地適応技術であり、

女性グループに受け入

れられた。 

テンペの消費拡大によ

る域外への販売量拡大

と農村地域での大豆の

需要増を図る。 

テンペの消費促進をボボナロ県以外に広

げることを目指してアイナロ県でテンペ

製造の技術指導を行った。 

ディリの加工業者との間の契約栽培を促

進すると同時に、契約栽培を希望する農

家グループには、自己消費を促すため、

テンペ製造技術を普及した。 

契約栽培の際のダイズ買い取り基準とし

て、夾雑物混入度、ダイズ表面の被害状

況、乾燥度を設け、NGO を通じて、農家

メンバーに学習してもらう必要がある。
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ボボナロ県では 7 月―8月の大雨により、ミ

ナミアオカメムシと共にホソヘリカメムシ

が大量発生した。写真は試験栽培地以外の

場所での様子で、試験栽培地では抑制され

た。下の写真はホソヘリカメムシの産卵で、

葉の裏側に付着している。卵から 1 ヶ月で

成虫になり、生存サイクルは短く、一挙に

増殖する特性がある。いかに、発生初期に

対処することが重要である。 

試験栽培地では農家グループの代表が中心

に5haでダイズを栽培した。収量600kg/ha。

今後はカメムシ対策が適正で、排水条件が

良好であると更に高い収量が期待できる。

村民は「収穫祭」を開催し、県農業局長や

Suco レベルの村長などが参加し、コミュニ

ティー・ラジオで放送された。このイベン

トにより周辺農家も自然農法によるダイズ

栽培を行う動機づけになったようである。

調査団が設計し、NGO が材料を調達し、組み

立てた木酢液製造ユニット。手前の穴から空

気を調整して送り、木の切り株を発火させ、

鉄板を被せ、煙が 10m 長さの管を通して冷や

され、酢酸など有機酸を含む水滴が管の低位

部に集まる。設計に際しては福島県伊達市の

佐藤果樹園(リンゴ農家で農林水産大臣賞を

受賞)の技術を適用した。 

 

  

西ティモール・クパンの高等専門学校食品

科学部から講師を招いて、テンペ菌の増殖

技術の研修を実施した。これにより、製造

費の 10%に相当するテンペ菌の購入費が圧

縮され、また、現状では菌を購入すること

が難しく、テンペを継続的に製造できない

状況が改善された。 

テンペ菌増殖とテンペ製造に必要な道具一

式。農村女性でも比較的簡単にできる食品

加工技術である。菌の増殖法は友種法と粉

末種菌法の方法を紹介した。友種法とは前

回作ったテンペを乾燥・粉末にする方法、

粉末種菌法とは純粋分離された種菌をコメ

で増殖する方法である。 

堆肥は、牛糞を基肥に、切断したヒマワリヒ

ヨドリとマドルライラックの葉を混入し、特

殊な方法で増殖した市販の微生物資材によ

り嫌気発酵させ、1 ヶ月間で完熟させる。こ

の活動が拡大し、OJT に参加した NGO がこの

手法で堆肥を製造し、MAF 園芸作物局と調達

契約を結び、2010 年 10 月に 50ton(US$9000

相当)を製造・販売した。 

 

  

在地資源活用農薬（自然農薬）の希釈液(100

倍)を開花時期に散布している様子。自然農

薬には、主に、タバコの葉、ヒマワリヒヨ

ドリ（Chromolaena odorata）、マドルライ

ラック（Gliricidia maculata）が容易に調

達でき、有効であることが判明した。2011

年 4 月にボボナロ郡ではヨトウガが発生し

たが、被害が拡大することはなかった。但

し、長雨の影響で、土壌が流亡や播種時期

が遅れてしまったグループで被害があっ

た。 

2011年 5月下旬にダイズウドンコ病が発生

し、急速に広がった。木酢液と自然農薬の

混合液の散布により、病原となる糸状菌の

抑制を図る予定である。再委託先の NGO は、

増殖した微生物資材、自然農薬、木酢液な

どを使った有機農法を普及するため「Buras 

Moris 在地資源活用型農業技術センター」

を有志の出資で立ち上げることを計画して

いる。運営資金は Timor Global 社など有機

農法を推進している企業へ、コンポストな

どの資材を販売することで賄う。 

製造したテンペ菌を活用するために、ダイズ

と共に重要なマメ科作物であるリョクトウ

を原料としたテンペの試作品。豆の皮をつけ

たままであると発酵せず(左上 1袋)、煮沸後

脱皮させると発酵が進んだ(右下 4 袋)。 
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3-3-3 事業の最終評価 

(1) 活動プロセスにおける実施体制 

栽培技術の改善などの OJT では、技術移転の場として、県農業事務所からの参加を呼びかけたが、

積極的な参加は少なかった。しかし、在地資源活用農薬（自然農薬）の製造方法や散布方法の OJT
では、ビケケ県の農業普及員を招いて訓練を行った。これは、ビケケ県の契約栽培地区の農家グルー

プへの技術移転を想定したものであった。訓練を受けた普及員は、同県の大豆生産農家に技術移転を

行った。ボボナロ県では、事業地区ではないが、ダイズ生産農家グループから県事務所に、「県の指

導で栽培を開始したが、その後の栽培に技術支援がなかったことから、収穫できなかった」との苦情

が寄せられた。県普及員の栽培技術能力や普及能力の向上が望まれる。 

技術支援グループの NGO（Haburas Moris）は、農家グループや加工業者との信頼関係を構築し、

事業を円滑に実施した。また、調査団が企画した OJT にも積極的に参加し、習得した在地資源活用

肥料や農薬作りの技術を活かして、同県の農家グループに活動を拡大しようとしている。 

栽培技術の向上と定着において特に重要なのは、種子の配布、病虫害が発生した時の迅速な対応、

及び収穫後処理を適切に行う実施体制の確立である。栽培技術の普及では、農家は成功事例を自らの

目で確認した後でないと実践しない傾向にあることから、契約栽培を新たな地区で実施する場合には、

小さな区画での展示・試行から始めるプロセスが欠かせない。 

(2) 事業の 5項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：4） 

食糧の安全保障の上で、コメに次いで、メイズ、キャッサバ、リョクトウ、ダイズ、

サツマイモ、野菜類の振興が重要である。それらの作物の中で、ダイズの生産は他の作

物への窒素固定作用がある。化成肥料が簡単に入手できない状況では、ダイズは輪作の

核となる戦略的作物である。ダイズ栽培では、適地の選択や地元で入手できる農業資材

を活用することによって、自然栽培を行う上での技術的課題も克服できる見通しが立っ

た。これは、ダイズ生産農家の生産安定のニーズに答えたものである。一方、農村部で

はダイズを加工する技術は普及していなかったが、本事業によるテンペ菌増殖技術の導

入は、安価で高品質なテンペの製造と販売の拡大に寄与するものである。事業で実施し

たバリューチェーンの改善は、限られた域内ではあるが、域内の食糧安全に貢献する一

つのアプローチとして評価でき、この事業の妥当性はある、と判断される。 

有効性 
（評点：4） 

バリューチェーン改善の生産段階では、在地資源活用型農法の強化を栽培技術の基本

とした。洪水被害はあったものの収穫が皆無であった同県の類似地区に比べ、有る程度

の収穫があったことから、在地資源活用肥料や農薬による栽培技術の改善は効果的であ

った。農家自身が在地資源活用農薬（自然農薬）や完熟堆肥の製造や散布の方法を学習

し、その後これらを適用して効果を確認したことは、バリューチェーン改善に繋がるも

のである。また、自らの学習と効果の発現が自信となって、ディリの加工業者へ直販す

る目途がついた。このような普及効果もまた目標達成に寄与するものである。収量は

600kg/ha と決して高くはないが、適地の選定と学習した木酢液の導入も加えて、今後の

栽培では収量増が期待できる。 

テンペ製造で、従来は輸入テンペ菌を用いていたが、テンペ菌の増殖技術を用いて高

品質なテンペを製造できるようになった。本事業の有効性はある、と判断される。 

効率性 
（評点：4） 

在地資源活用型農法の強化のための投入資材は、微生物資材の増殖に必要な道具、自

然農薬作りのための材料の入手、木酢液設備、などであるが、いずれも現地で入手可能



第 3章 大豆のバリューチェーン改善事業 

 

3 - 15 

評価項目 最終評価 

 な資材を用いたもので安価である。これらは現地に適応できる技術で、ダイズ生産の結

果から投入の成果が確認できた。また、テンペ菌の増殖技術も女性グループの学習能力

にあった平易な技術であった。大規模な販売には至っていないが、テンペ製造は継続さ

れている。効率性は高いと判断される。 

製造技術の普及では、マリアナの NGO がマウビシの NGO に直接製造方法を指導した。

この訓練を受けた NGO が、マウベシの女性グループに技術移転を行った。現在、このグ

ループが、習得した技術によってテンペの製造・販売を行っている。今後は、各地の NGOs
間の技術移転を DNPIAC がファシリテートするようになれば、普及の効率性が上がると

思われる。 

インパクト 
（評点：4） 

ダイズの契約栽培は、ボボナロ県カイラコ郡の農家グループ 35 名で始められた。その

後、この農家グループの生産情報を得た同県内のダイズ生産農家グループから自然栽培

法の技術移転と生産したダイズの販売支援の要請があった。その結果、2 年次では、対象

農家グループが 5 村の 80 農家（25ha)に拡大した。本事業の契約栽培では、収穫物の出

荷先が確定している、また、生産したダイズを用いたテンペ製造も可能である、等の生

産農家にとってはリスク回避ができるものであった。本事業で取り組んでいる加工業者

との間の栽培契約はインパクトがある、と思われる。また、契約栽培は農家の家計収入

増のインパクトがある。本事業地区が展示されことになれば、今後も生産農家が増加す

る可能性が大きい。 

テンペ製造はボボナロ県カイラコ郡と同県マリアナ郡の 2 つの女性グループが行って

いる。従来の生産量は、カイラコ郡でゼロ、マリアナ郡では 20 袋/週であったが、現在

ではダイズのストックがある間は、両郡とも 200 袋/週を製造している。製造技術の普及

によるた他県へのインパクトは大きい。 

自立発展性 
（評点：3） 

自立発展性の確保には、栽培技術の向上が欠かせない。対象となる農家グループの栽

培能力は確実に上がりつつあるが、一方で、在地資源活用型農法を栽培地区に定着させ、

また他地区に普及するためには、普及員による継続的な普及活動が必要である。しかし、

普及員の本事業への積極的参加は少なく、事業が提供した訓練の場が普及員の学習の場

とならなかった。技術の定着と他地区への拡大･普及のためには、普及員の普及技術能力

の向上が必要である。本事業の成功事例を確実にし、同様な課題を抱えている RDP 事業

と連携し、農業普及員の能力開発を進める必要がある。このような農業普及員の現状に

あって、生産者と加工業者の間に立って栽培を推進する活動者として、本事業に携わっ

た NGO は一定の役割を果たすことが出来た、と判断される。また、地方によっては県事

務所が積極的な役割を果たすことが判った。今後の自立発展性の確保を図る上では、

DNPIAC が地元の人材を有効に活用する実施調整能力を高めることが必要である。 

テンペは身近な食品として親しまれており一定の需要は期待できるものである。本事

業から、テンペ製造は平易な現地適応技術で、意欲のある女性グループなら取り組むこ

とが出来る、と判断される。在地資源活用型農法による有機大豆の契約栽培を振興する

ことでダイズ生産量を増やせば、生産地でテンペを製造することでダイズ生産･出荷上の

リスク回避ができ、この事業が自立発展する可能性がある。この事業の自立発展性に関

わる課題は、ダイズ生産の安定確保である。具体的には、種子の調達や在地資源活用型

農法での病虫害対策の徹底であり、生産力の向上は、MAF 農業普及員の重要な役割であ

る。 

合計点：19  
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3-4 検証事項の評価 

(1) 国内の大豆生産者と大豆加工業者間の契約栽培の促進 

実証調査事業では、DNPIAC や県農業事務所、NGO が大豆生産者と大豆加工業者間の仲介者とな

って契約栽培が有効に実施されたことが実証された。しかし、今後の契約栽培の推進を持続的なもの

とするには課題があることが判った。 

契約栽培した生産農家の栽培技術は低い。加工業者にとっての契約栽培の目的は、加工品の原材料

となる大豆の量･質の安定的な確保である。（本事業では、昨年の長雨被害の影響や低い栽培技術もあ

って契約栽培地区の収穫量が落ち込んだ。そのため、本年は急遽、契約栽培地区を拡大した。）今後

の契約栽培の推進では本事業で行なったような契約農家に対する栽培技術の支援は欠かせない。 

ダイズは政府の買い上げ産品に含まれており、政府の設定した価格が生産農家にとっての最低出荷

価格となっている。一方、契約栽培では、加工業者は買い上げ時の市場価格で買い取ることになって

いる。安定生産であれば問題ではないが、昨年のような不作時には市場価格が高騰する。実証調査事

業でも、高価格での買取を余儀なくされた。契約意識が希薄な生産者が、庭先で高価格を示した仲買

人や流通業者に出荷することも今後の危惧される点であり、市場価格の急激な変化は、契約栽培を継

続する際の不安定要因である。不作による収量減を避ける意味でも、栽培技術の向上は欠かせない。 

(2) 大豆加工業者及び加工グループに対する有効な支援プロセス 

 実証調査事業では、加工業者及び加工グループに対して豆乳開発とテンペ製造技術の普及プロセ

スを支援した。いずれの加工品も製造･販売に至っていることから有効な支援プロセスであった。 

豆乳開発では、機材の調達、試作品作り、販売促進、の活動を支援した。これらの支援の結果、市

場での販売が可能になって順調な販売状況にある。これらの支援プロセスの中で機材の調達では、一

部の機材調達は調査団が財政支援した。東ティモールの加工業者の経営基盤は脆弱である。新たな加

工品作りを目指す加工業者にとっては、機材の調達の助成制度、機材の長期貸し付け制度などの財政

支援制度の導入が必要となる。 

テンペ製造技術の普及は、女性グループを対象に行った。技術は身近な資源を活用した平易な技術

で女性グループに受け入れられた。現在、習得した技術を用いてテンペ製造･販売を開始したグルー

プもいる。 

3-5 事業からの教訓とアクションプランへの反映 

本事業の実施を通じて該当するアクションプラン(案)の有効性を検証し、検証作業から得た教訓と、

教訓に基づくアクションプランの最終化への反映事項を取りまとめた。 
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3-5-1 種子/資材の供給システムの確立 

検証 本プロジェクトは、加工･流通業の対象となる農産物の質・量の安定生産を種子/資材供給シ

ステムの確立や農業機械の維持管理体制の確立を通じて支援するものである。 

現在種子は、政府によるインドネシアからの輸入や FAO プログラム及び Seed of Life（イネ、

メイズ、ピーナッツ、スイートポテト、キャッサバ）からの支援によって調達し、MAF の管

理の下、県、郡に配分しているが、配布量が少ないことや配布時期の遅れ、/種子の劣化（発

芽しない）が農民や関係者から指摘されている。また、小規模ながら農家が種子増殖を行っ

ている場合もあるが、絶対量の不足もあり、農家は自家採取した在来種も用いている。この

ように、種子の供給システムは十分には機能していない。加工･農産物原材料となる農産物種

子の調達に当たっては、このような現状やそれぞれの作物の特性に配慮する必要があり、そ

のためには作物別のアプローチが必要である。 

大豆は他の作物に比べ、種子の保存管理に多くの技術的な課題があり、FAO や Seed of Life
は現在供給を停止している。 

このような状況下、本事業では、大豆の種子を生産（採取）し、採取した種子を大豆生産

農家へ配布することを想定・試行して種子供給システムを検証した。 

事業では、大豆の種子の生産適地を県事務所や各種情報から調査した。情報収集後、候補

地の現地調査によって生産された大豆の品質を確認した。それらの調査に基づき、アイナロ

県マウベシ地区が適地であると判断した。その後、当該地区から生産農家を選出し、大豆の

種子生産(採取)を依頼した。生産農家から調達した種子は、ビケケ県、マナツト県及びボボナ

ロ県の栽培契約農家に配布した。ビケケ県の栽培契約では、入手したマウベシ産固定種子に

よる生育と地元産固定種子による生育を比較した。その結果、マウベシ産固定種子の方が、

生育は良好で品質も良い結果となった。これらのプロセスを通じて、大豆の場合、マウベシ

地区で種子増殖し生産農家に配布するシステムが有効であることを検証した。 

教訓 種子の供給では、加工･流通業の対象作物別の対応が必要で、大豆の計画栽培では、アイナロ

県マウベシ地区で生産･採取した種子を対象生産農家に配布する。 

加工･流通業の対象農産物の種子の入手について、既存の種子/供給システムで調達できない

種子は、自家採取などの手段で保有している生産農家からの入手可能性を調査して、調達す

る必要がある。大豆の種子は、アイナロ県マウベシ地区の生産農家からの調達が有効である。

反映 既存の配布システムの対象でない種子の入手では、対象農産物の種子生産農家を発掘しなけ

ればならない。発掘に当たっては、DNPIAC は、DNAH と協同で生産地の自然条件や農家の

栽培方法を詳細に調査する(大豆の場合マウベシ地区が最適である)。 

生産適地は、作物の生育特性を把握し、自然条件（気候、生育期間の気温、土壌条件、用

水、排水）、農家の栽培方法/栽培時期、栽培意欲などを県事務所の協力の下で調査して決定す

る。（本事業では、大豆種子の場合、マウベシ地区が最適であると判断し、当地区から生産農

家を発掘し種子の入手可能性を調査し、農家からの入手後、農家が生産(採取)した種子を「計

画栽培の推進」プロジェクトの大豆生産農家に配布した。） 

 
3-5-2 栽培技術普及体制の強化 

検証 本プロジェクトは、栽培技術の普及を通じて、加工･流通業の対象作物の生産量･質の向上

を図るものである。プロジェクトでは、東ティモールの農業を特徴付けている在地資源活用

型農法の強化を基本にした栽培技術の普及を目指すこととしている。 

栽培技術の普及では普及員が各県や村へ配属されたが、普及員の能力不足や普及活動のた

めの資材不足、など克服すべき課題が多く、普及活動は体系的には行われていない。国際援
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助機関の作物栽培に関わる事業への参加が、県普及員や関係組織/団体の唯一の技術習得の場

ともなっている。 

このような状況の下、本事業において、マリアナ地区の農家グループに対する大豆栽培技

術の技術移転を実施し、このプロセスを通じて本プロジェクトの有効性を検証した。すなわ

ち、この技術移転の場に大豆生産農家グループの他に、技術普及の担い手となる関係者（県

の農業普及員や関係した NGO）を招聘して栽培技術の訓練･普及を行い、訓練と成果の確認

や普及活動を通じて栽培技術普及体制の強化を目指すプロセスから有効性を検証した。 

具体的な栽培技術としては、在地資源活用肥料や自然農薬※、木酢液の製造方法と散布方法

を取り上げたが、これは、農家にとっては、化学肥料の入手が難しくまた高価であることか

ら、身近で入手可能な材料や資源を用いた栽培技術を普及することが求められている、との

考えに基づくものである。訓練は、マリアナ地区の農家グループの農地において実施した。

訓練の場には、関係者の他にビケケ県の農業普及員も招聘した（これは、県普及員が技術習

得後、同県の大豆栽培農家に対して技術移転することを期待したものであった）。 

訓練では、自然農薬作りでは、主に、タバコの葉、ヒマワリヒヨドリ（Chromolaena odorata）、
マドルライラック（Gliricidia maculata）などの多種の植物を用いた。これらの植物と用いた資

材は容易に調達できるものである。製造した自然農薬は、実際の圃場で病虫害(カメムシ)対策

に有効であることが実証された。また、在地資源活用肥料では、ディリで流通している微生

物資材を現地で増殖して散布することによって、作物の根圏が発達することが確認された。 

訓練後の技術の普及では、訓練を受けたビケケ県の普及員は、同県の大豆生産農家に習得

した技術の移転を行った。この事からは、県普及員の技術習得と普及活動のプロセスは有効

であったと判断されたが、その後のフォローアップ活動は継続されず、農民サイドに技術が

定着するまでには至らなかった、と考えられる。一方、マリアナ地区では、訓練を受けた NGO
組織である OHM が対象農家グループに対して技術的なフォローアップ活動を行った結果、少

収量ではあるが、収穫までたどり着くことができた。その後、栽培から収穫までの経緯や成

果は県農業事務所に示されるともに地元のラジオを通じて紹介されたこともあり、この情報

に接した調査対象地区以外の農民グループから新たに技術移転の要請が来た。これらの農民

グループに対しても、大豆栽培の拡大を目指して、同様な在地資源活用肥料/自然農薬作りと

散布方法の訓練を行った。新たな病虫害の発生もあり困難に直面しているが、栽培は続けら

れている。事業が主導した栽培技術の普及は緒に着いたばかりである。定着には多くの課題

があるが、一連の活動プロセスから、本プロジェクトが有効であることが検証された。上記

のような農民が技術普及を望む背景として、「県普及員が適切な栽培技術を持っていない、類

似の他事業では、種子は配布されたが、その後県農業事務所等による栽培技術の支援がなか

ったことから、昨年は病虫害被害が拡大し収穫がなかった。」、などの苦情が県農業事務所に

寄せられた一方で、「本事業の対象地区では在地資源活用肥料/自然農薬の訓練･施肥もあり被

害が最小限に抑えられ、有る程度の収量があった。」事が挙げられる。 

加工･流通の原材料となる作物の安定生産や品質確保のためには、化学肥料の入手が難しい

状況の栽培技術レベルを考えると、このような在地資源活用型農法を基本にした栽培技術の

強化と普及が有効であることが判った。技術の普及体制については、農業普及員による普及

活動の継続はなかったが、OHM は、訓練と現場での実践、成果の確認に至るプロセスの中で、

習得した技術が作物栽培には有効であると判断し、農家への普及を目指して在地資源活用肥

料や在地資源活用土壌作りに着手した（MAF 農業・園芸局はこのような土壌作りの重要性を

認め、在地資源活用土壌での作物栽培を試験することを目的に、OHM と土壌の売買契約を行

って土壌を購入している。このような在地資源活用肥料や自然土壌作りとその普及をアグリ

                                            
※東ティモールの自然資源を利用した在地資源活用型農法で製造された肥料、農薬、土壌を示す。化学肥料/農薬等の

合成化学物質使用していない。在地の資源を活用した農薬では、「自然農薬」の用語で示している場合もある。 
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ビジネス活動として捉えることもできる。）このような状況を考えると、今後の普及活動では

県農業普及員と連携した体制で OHM を有効に活用することが効率的である。 

教訓 在地資源活用型農法の強化では在地資源活用肥料や自然農薬の適用が効果的である。 

東ティモールでは、化学肥料/農薬は高価な輸入品である。また、入手は容易でない。一方

で、身近にあって入手可能な資材や資源を用いた微生物発酵液肥などを利用した肥料や地元

でとれる薬草類（タバコ、トウガラシ、ニンニク、等）の抽出液で作った自然農薬の施肥が、

作物生育や病虫害対策に有効であることが判った。特に、これらの在地資源活用肥料や自然

農薬は、大豆や野菜栽培など、少区画の労働集約型の作物生産には効果的である。 

反映 DNPIAC は加工･流通の対象作物の生産安定を目指して、DNADC 県/郡の農業普及員に働きか

けて、在地資源活用肥料の製造方法及び施肥方法の技術普及活動の調整を行う。具体的な現

場での技術普及は技術を習得している民間組織/団体や実践地区を活用する。 

DNPIAC が農家と県普及員の仲介者となって在地資源活用型農法の強化として在地資源活

用肥料や自然農薬の製造及び散布の方法の普及を目指す。県農業普及員が具体的な普及活動

を担うには技術不足などの制約が多いことから、訓練・普及の実際の活動では本事業で技術

を習得した OHM を活用することが有効である。また、展示･普及の場として事業地区（ボボ

ナロ県マリアナ地区）を活用する。 

 
3-5-3 計画栽培の推進 

検証 本プロジェクトは、加工業者/流通業者がビジネスの対象としている作物原材料の量/質を安

定的に確保するために、加工業者/流通業者と生産者である農家グループとの間で作物栽培を

契約する｢計画栽培｣を推進するものである。アクションプラン(案)では行政が仲介者となっ

て、生産者と加工業者/流通業者間の調整を行うことを想定している。 

本事業において本プロジェクトを試行し、その有効性を検証した。検証したプロセスは、

各種情報に基づき「計画契約」の対象となる大豆生産農家グループを発掘し、その後、農民

グループに対して「計画栽培」の手順（加工業者と農家グループ間で栽培を契約する→加工

業者は種子を配布する→農民グループは栽培を行う→加工業者は収穫後の大豆を買い取る）

を説明し、これらの合意を得た後農民グループが「計画栽培」を行う、のステップである。

事業では、この｢計画栽培の推進｣プロジェクトを異なる県・農家グループで 2 回（1 次、2 次

調査）に渡って試行し、これらのプロセスの有効性を検証した。 

「計画栽培」を実証するに当たって留意した点は、農民グループの｢契約｣に対する意識･理

解であった。一般的に東ティモールの農民は、自給自足農業を営んできたことから、商業的

な「契約」行為に慣れていない。この事から、栽培を契約することへの理解が低く契約を遵

守しない場合がある、ことが挙げられる。そのため、事前に約束した出荷先があるにも関わ

らず、庭先に来た飛込みの仲買人に生産物を販売してしまう場合がある。商業的農業が徐々

に浸透している西部地域にもこの傾向がある、と言われている。農民グループの発掘ではこ

の点に留意して調査を進めた。また、契約行為では、農民の多くは、読み書きや計算に不自

由であることも考慮する必要があった。具体的な検証のプロセスは以下の通りであった。 

1 次調査（2010 年）では、「計画栽培」の対象農民グループを東部地域のビケケ県の農民グ

ループとした。選定した農民グループは、DNPIAC や県普及員及び加工業者の情報に基づい

て発掘し、現地での農民グループの意思等の確認調査を経て決定した。「計画栽培」の契約で

は、ビケケ県の対象農民グループが文書による契約行為に慣れていないことや農民グループ

にとっては初めての契約栽培であることから、口頭での約束（栽培した大豆は、一定の品質

を満たすものを相場価格で買い取る）から始めた。契約後、種子の配布と植え付けが行われ

た。その後、大豆の栽培は順調に経過していたが、同年の異常な長雨によって畑が冠水被害
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を受ける共に病害虫の大量発生によって収量が大幅に落ち込む事態となった。（収量は皆無で

なかったが、多くを次期の作付け用の種子とした。また、対象農家も 6 戸に拡大して計画栽

培を継続している。）そこで、急遽、同様な手順で、新たにマナツト県ナタボラ郡で対象農民

グループを選び、同様な栽培の契約を行い、「計画栽培」を推進した。ここでは、加工業者は、

収穫後品質を確認後、1,100kg の大豆を買い取った(多くは次期の耕作用として確保された。)

2 年次調査の対象農民グループはボボナロ県であった。ここでの農民グループは、本事業で

先行実施していた同県の大豆栽培農民グループ（カイラコ郡ミリゴ村）による大豆栽培が同

県の他地区に比べて良好に推移したことの情報に接し、本事業の「計画栽培」に参加したい

旨の要望を出したことを受けて対象としたものである。1 年次調査の成果から「計画栽培」の

普及･拡大が見られた結果と言える。1 年次調査と同様に、種子の配布の前に、「計画栽培」の

プロセスを説明した。現地での説明会では、加工業者が、「収穫後の大豆を用いて豆乳を製造

することや品質の基準に合わせて必ず買い取りを行うこと、更に良好な成果が得られれば、

今期に限らず継続的な栽培も可能である。」旨を説明し、栽培の合意を得た。加工業者が現地

での説明会に参加した背景には、「販売先が仲買人/流通業者である同県やマニュファヒ県の昨

季の大豆栽培では、植え付け後に栽培技術に関する支援がなかった事から収穫量の大幅減が

生じた。また、仲買人/流通業者は、低品質の大豆を買い取りしない場合もあり、農家にとっ

ては必ずしも安定的な販売先ではなかった。」ことがある。これに対して、「本事業の計画栽

培では、最終的な販売先が決定されていることや栽培技術の支援があることから、仲買人や

流通業者が販売先となるよりも、先行きの安心感を農民グループに与えることができる。」こ

とが考えられる。このように「計画栽培」を推進する際には、販路先の確保が最も重要な要

因になる、と考えられる。ボボナロ県は、ビケケ県と異なり商業的農業が浸透しつつある県

で、契約栽培の意識は持っている農民が多い。その後、種子の配布を行い栽培は開始された。

栽培は継続中である。 

上記のような｢計画栽培｣のプロセスを通じて、量･質において必ずしも十分ではないが加工

業者は大豆を調達することができた。このことから、計画栽培の推進が、加工業の振興に有

効であることが検証された。対象農産物の栽培から出荷までを見通した｢計画栽培｣は、加工

業者/流通業者による対象農産物の安定的な調達に繋がるものと思われる。また、このような

「計画栽培｣は、加工/流通業者が生産状況をモニタリングすることによって、その後の出荷量

/調達量を想定でき、自らのアグリビジネス運営を見通すことができるものである。しかしな

がら、農民の栽培技術レベルは低い。本プロジェクトの普及・推進には計画栽培農家に対す

る栽培技術の支援が最も重要である。 

教訓 契約行為には生産者の契約意識を考慮した柔軟性が必要である。 

栽培の契約では、栽培の同意を文書による契約書で確認することが望ましいが、一方で、

東ティモールの農民は、｢契約｣意識は低く、契約行為を文書で交換することに馴染んでいな

い。また、農民の中には、読み書きや、計算が出来ない農民も多い。このような農民との間

で栽培契約を行う場合は、本事業で検証したように、県アグリビジネス職員や販売先となる

加工/流通業者等の関係者立会いの下で、口頭での契約（例: 一定の品質を満たすものを相場

価格で買い取る）のような緩やかな形態から始めることが現実的である。両者がこのような

経験を蓄積する中で、契約意識を醸成していくことが望ましい。 

2 年次調査では、NGO（OHM）を介した契約栽培を実施したが、そこでは、OHM と農家グ

ループ（代表者は村長）の間で簡易な合意事項を文書化することとした。今後の「契約」の

際の事例とすることができる。 

OHM の責務 農家グループの責務 
在来種の大豆種子の提供 種子の転売の禁止 
農家への選別の指導 天日乾燥と選別の実施 
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抗菌剤の代用となる木酢液製造設備の建設 木酢液の製造と使用 
堆肥製造用の微生物資材の提供 堆肥の製造と使用 
害虫防除に有用な植物を配合した自然農薬の提供 自然農薬の使用 
ディリの豆乳・豆腐業者への大豆の出荷 特定地点への集荷 
農家への大豆代金の支払いと加工業者からの集金 農家ごとの出荷記録、売上げの適正

な配分 
テンペ製造の講習実施とテンペ菌の安価な提供 女性グループの形成  

反映(1) 栽培契約の合意形成は、DNPIAC、県･郡農業事務所や村の行政組織、販売先となる加工/流通

業者及びその他関係者の立会いのもとで、生産者グループの契約意識を考慮して行う。 

「計画栽培」における栽培の契約では販売先となる加工/流通業者と県アグリビジネス局職

員及び関係者が合意した関係者の立会いは必須である。口頭での契約の場合、県アグリビジ

ネス局職員は契約した内容を覚書等で残しておく。 

教訓(2) 栽培の実施では、栽培技術の支援が必要である。 

契約した農民の栽培技術レベルは低い。加工/流通業者が「計画栽培」で計画している量･

質を確保するためには、植え付けから収穫後処理に至るまでのモニタリングと栽培技術の支

援を継続することが求められる。（圃場条件整備、在地資源活用肥料/自然農薬、病虫害対策、

など） 

反映(2) 「計画栽培の推進」は、「栽培技術普及体制の強化」と会わせて実施する。 

アグリビジネス局は、関係機関や関係者(農業普及員、栽培技術に精通した民間組織/団体や

NGOs)と連絡･調整し、計画栽培農家の発掘段階から栽培、収穫までの技術的支援体制を構築

する。 

 
3-5-4 加工業者の企業支援 

検証 本プロジェクトは、農産物の付加価値付けや新たな商品開発を支援することによって既存

或いは新たな加工業者の操業･運営を支援するものである。企業への支援内容は、対象とす

る加工産品によって大きく異なる。 

本実証調査事業は、既存の大豆加工業者による大豆を原材料とする豆乳開発を支援したも

のである。豆乳開発は、大豆生産･流通面の促進のみならず長期保存が可能で安価な豆乳が

市場流通すれば、国民の栄養面支援にも有効である（乳製品はすべて輸入品である。）との

考えに基づくものである。本プロジェクトの有効性は、長期保存豆乳作りに不可欠な加工機

材の調達と豆乳の製造過程の企業支援活動を通じて検証した。豆乳作りの試行を依頼した加

工業者は、ディリの加工業者の中から、新商品開発（豆乳）に意欲的であることを確認して

選定した。これは、新たな商品開発には、企業経営上のリスクが伴うからである。 

東ティモールでは、動力(電力、ディーゼル)を使うような加工用機材はすべて輸入しなけ

ればならない。本来、この種の機材の調達はすべて民間業者による企業活動である。本事業

での長期保存豆乳の開発に必要な機材は、高温高圧滅菌機、半自動 PP ボトル成形機、充填

機であるが、このうち最も重要な機材は、高温高圧滅菌機である。そこで、この機材を調達

するために、輸入業者を交えて加工業者と協議しつつ仕様を決定し近隣国から必要な情報を

入手･分析した。その後、仕様と価格比較を行って中国製機材を調達することとした。資金

調達では、東ティモールにおいてはビジネスに関わる融資制度が整備されていないことか

ら、調査団が調達することとした。（IFC と交渉したが短期間の交渉では融資の実現には至ら

なかった。自動 PP ボトル成形機、充填機については、加工業者が自己資金で調達した。）公

的な融資制度が整備されていない状況下では、加工機材の調達では、外部機関からの資金援

助や融資は不可欠である。本プロジェクトでは大豆の加工産品を対象としたが、他の産品で
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も同様である。農産物の加工品製造のためには、そのための機材や設備の導入は不可欠であ

る。企業支援を具体的に進める際には、公的機関による機材や設備の整備のための助成制度

の確立が望まれる。 

機材の調達後、豆乳試作品作りを支援した。東ティモールでは冷温輸送施設はない。また、

冷蔵庫も広範に普及していない。調達した高温高圧滅菌機は、豆乳の長期保存を可能にする

ものである。この機材を利用して、賞味期限や常温での流通を条件にして試作品作りを行い、

滅菌時間による品質の変化観察やそれらの食味試験/試験的な販売を繰り返すことによって、

販売可能な豆乳を開発した。具体的な製造プロセスは順調に運営･管理され、この間に加工

業者は機材の運転管理や製造技術を習得した。製造は日当たり 1,000 lit (500 本)、売り上げ

325 ドル/日となった(5 月)。これまでの新商品開発プロセスを支援することによって、販売可

能な豆乳の開発とその後の販売に至ったことから、大豆加工品（豆乳）を対象にした本プロ

ジェクトの有効性は検証された、と判断される。 

教訓 加工機材の調達のためには、公的な機関の融資制度は不可欠である。 

本来加工機材の調達は、民間業者に委ねられるものであるが、既存の加工業者の経営規模

は極めて小さい。また、公的な融資制度も発達していない。高温高圧滅菌機の調達では、

WB の事業プログラム(IFC) との連携を模索したが、融資には至らなかった。加工業の運営、

操業には加工機材は不可欠である。そのためには、機材調達に向けた制度の整備が必要であ

る。既存マイクロファイナンスや銀行の融資制度の改善、国際機関の事業との連携に向けた

行政支援が望まれる。 

反映 MAF は MTCI や MED と連携し、関係機関に働きかけて国産農産物の加工業者への助成制度

を確立する。また、必要に応じて国際機関/民間投資との間をコーディネートする。 

加工業者の経営基盤は脆弱で、新たなビジネスを展開するには財政的な支援が必要であ

る。MAF アグリビジネス局は MTCI や MED と連携･調整して、ビジネス展開のための助成

制度や機材の長期貸付制度の確立を目指す。また、国際援助機関や民間の事業プログラムと

加工業者/地域農民の間をコーディネートする。 
 
3-5-5 農民グループ/女性グループの企業支援 

検証 本プロジェクトは、農民グループ/女性グループが身近にある農畜水産物を利用した加工業

を起業・操業・運営するプロセスを支援するものである。支援内容は、対象としている農畜

水産物や加工品によって大きく異なる。 

本実証調査事業では、マリアナ地区の女性グループにテンペ菌増殖技術の研修の機会を提

供した。研修では西ティモールから講師を招聘し、実地訓練による技術習得を図った。この

活動は、新技術の定着を通じて安価なテンペ製造･販売を目指したものである。習得した技

術は女性グループの新技術として定着しテンペ製造に適用されている。この技術は、身近な

資材を用いた容易な技術であり、マリアナ地区で技術を習得した NGO を介して他地区の女

性グループへの普及も行われた。技術移転したアイレウ県のコーヒー協同組合の女性グルー

プは習得した技術を生かして販売目的のテンペ製造を始めた。このような状況から、女性グ

ループへの支援活動は有効であったと判断される。今後は、NGO や技術を習得した女性グル

ープが学習拠点となって他地区へ順次普及することが期待される。 

教訓 テンペ製造は女性グループが容易に習得できる技術である。 

テンペ菌増殖技術は、女性グループが身近な資源を使ってできる平易な技術である。これ

によって、従来の輸入テンペ菌の使ったテンペ製造が地方でも安価でできるようになった。

A/P への DNPIAC は、計画栽培の推進地区やダイズ栽培が盛んな地区の女性グループにテンペ製造技
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反映 術の普及を図る。普及活動では、実証調査事業で技術を習得した NGO を活用する。 

「計画栽培の推進」と併せて、当該地区の女性グループにテンペ製造技術を技術移転する。

DNPIAC は、技術を習得した関係者を活用した技術移転の場を用意する。 
 
3-5-6 販売促進支援 

検証 本プロジェクトは、国産農産物及びそれらの加工品の販売促進を支援するものである。アク

ションプラン(案)では、アグリビジネスフェアの開催、アンテナショップの設立、ラジオ、新

聞等のメディアを通じた地産地消の呼びかけ、を想定している。本プロジェクトの有効性は、

豆乳販売の促進プロセス、を通じて検証した。 

開発した豆乳の販売促進では、消費者の購買時の心理面を、A=attention(関心)、I=interest（興

味）、D=desire(欲求)、A=action (行動)、S=satisfaction (満足),の視点を取り入れて、販売戦略を

検討した。初めに新聞広告によって一般消費者に商品名（有機豆乳）の浸透を図った。ボトル

のラベルには含有物を記載し、国産商品の安全･安心を謳った。販売は、ディリ市内のレスト

ランや直販から始め、その後スーパーマーケットや小売店に広げた。また、カフェやバーガー

屋などの若者が集まる場所にも広げた。また、政府主催の展示会にも出展し、認知度を上げる

ことができた。これらの販売促進の結果、ディリでの販売拠点は合計 50 ヶ所になった。マリ

アナでの販売も始まり、販売は順調に推移している。 

教訓 販売促進では、消費者の購買心理から、Attention（関心）、Interest(興味)、Desire(欲求)、Action(行
動)、Satisfaction（満足）の視点から販売戦略を策定する必要がある。 

今までの販売促進活動によって豆乳の認知度も徐々に上がり、現在では 1 日あたりの売り上げ

は平均 500 本と順調に推移している。 
反映 政府は、国内農産物を利用して開発した加工品の販売を促進するために、定期的に展示会を

開催し、国内産品の消費促進を促す。 
 
3-5-7 品質等級制度の導入 

検証 本プロジェクトは、国内で生産された農産物や加工製品に品質の保証を与える制度を確立

するものである。品質を保証することによって国内産品に対する消費者の需要が喚起されて

販売が促進されることが期待される。 

本プロジェクトは、契約栽培時の大豆買い取りの際の品質検査、豆乳の原材料である大豆

の品質検査の実施プロセス、を通じて検証した。 

契約栽培を通じて農家から大豆を購入したが、購入の際には、品質を、夾雑物の有無、形/
色/サイズ、乾燥度、の 3 項目に基づいて作成した 4 レベル（1. 優 Excellent、2.良 Good、3. 可
Acceptable、4. 不可 Not acceptable）の基準で評価して購入した。70-80％が購入可能であった。

調達した大豆の栄養分を、東ティモールには、大豆の成分分析を行う施設はないことから、

近隣国で分析可能な所を調査し、豆乳製造会社: Ace Canning(マレーシア)に依頼することとし

た。分析した結果、形状、タンパク質、色は良好であった。特にタンパク質の含有は多く、

販売促進に有効であることが判った。また。輸出用とする場合は細かな等級分類や更なる洗

浄が必要であることが判った。（分析のために出された大豆は、買い入れ後の十分な洗浄を

しなかったものであった。）分析結果は概ね良好な結果を示した。今後の販売促進を図って

いくためには、豆乳成分のビタミンやミネラル含有を分析する必要がある。 

教訓 生産した国内産大豆のタンパク質成分含有がほぼ 50%であることは大豆加工業者にとって

は品質に関する有益な情報である。 

実証調査で栽培した大豆のタンパク質成分は 49.13％であった。（これは日本で加工されて
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いる大豆が 40%以下であること、試験を依頼した会社の目標値が 41-44％より高い値を示し

た。）これは今後の大豆産品の販売活動の促進に有効である。今後の改善に向けては、サイ

ズによる細かな分類や更なる洗浄の必要が明らかになった。 

A/P への

反映 
大豆加工業者は国産大豆のタンパク質成分割合や更なる洗浄の必要性などの検査結果を有

効に活用する。 

加工業者は、国産大豆による豆腐、テンペ、豆乳の販売拡大に向けて、国産大豆の高タンパ

ク質含有の優位性を生かすことができる。大豆の国内流通では、大豆サイズの不均一性はそ

れほど大きな課題ではないが、均一な分類が必要であれば、契約栽培時に加工業者/流通業

者分類する。輸出大豆では基準に従った分類が必要である。 

土壌や雑物の付着は大豆の国内流通や輸出促進に悪影響を与える。追加的な洗浄作業が必要

である。契約栽培では、農家に対して生産した大豆の出荷前の洗浄を訓練する。 
 
3-5-8 加工･流通業振興に関わる人材の育成支援 

検証 本プロジェクトは、行政、民間部門および農民/女性グループなどのアグリビジネス関係者

の加工･流通業の振興に関わる能力を強化することを目的に、彼らに学習の機会を提供する

ものである。 

実証調査事業の、栽培技術の改善活動では、在地資源活用肥料や自然農薬の作り方や散布

方法を生産農家グループに技術移転した。この技術移転を県の農業普及員の訓練の場とも考

え、参加を呼びかけたが積極的な参加はなかった。 

さらに、本事業の持続性を確保する際の大きな課題は、豆乳の原材料となるダイズの安定

生産を図ることである。そのためには、農業普及員の栽培技術や普及能力の向上が欠かせな

い。また、政府が推進を目指している在地資源活用型農法の普及では具体的な現場で普及活

動を担うのは農業普及員で、彼らの果たす役割は大きい。普及員の配置は緒についたばかり

で、具体的な取り組みは行われていない。農産物の安定生産は加工･流通業の振興に欠かせ

ない。早急な取り組みが必要である。 

一方で、技術支援グループとして位置づけた NGO(OHM)は、本事業への参加を通じて有

機農法や土壌作りなどの技術を習得した。そして、習得した技術を、契約栽培の生産農家グ

ループに技術移転している。ここまでの経緯から、本事業で提供した訓練の場は、有効であ

った、と判断される。 

教訓 農業普及員の栽培技術や普及能力の向上は急務である。一方、本事業の訓練の場で経験や知

識を蓄積した NGO は農業普及員による普及活動を側面支援することができる。 

ダイズの契約栽培の持続性の確保の鍵は、在地資源活用型農法による有機ダイズの生産性

確保である。そのためには農業普及員による支援が不可欠であるが、本事業での訓練の場へ

の参加は少なかった。今後の事業展開では、農業普及員の訓練の場は必要である。 

一方、本事業に参加した NGO（OHM）は、栽培技術に関わる新たな経験や知識を蓄積し

た。今後の「計画栽培の推進」では、OHM が、農業普及員を側面支援することができる。

反映 MAF は在地資源活用型農法の普及を目指して DNADC 農業普及員の育成を図る。一方で、

普及を側面支援するために、本事業で経験や知識を得た NGO などの民間組織/団体を実施体

制に組み込む。 

MAF は、農業普及員の育成に早急に取り組む。しかしながら、能力向上には長期の期間

が必要である。そこで、MAF は、アクションプランの実施では、栽培技術を蓄積した民間

の組織/団体を生産農家グループの技術支援グループとして実施体制に組み込む。 
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第 4 章 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 

4-1  実施計画 

4-1-1 目的 

地方農村部の女性グループによる小規模養鶏ビジネスへの支援を通じて、国内産の鶏卵および鶏

肉の供給拡大を図り、輸入鶏卵・鶏肉を代替する養鶏ビジネスの普及･拡大を図る。 

4-1-2 検証事項 

・輸入鶏卵･鶏肉を代替する養鶏ビジネスの普及可能性 
・トウモロコシ等を使った自家配合飼料の可能性・有効性 
・鶏卵･鶏肉の市場情報提供サービスの有効性 
・女性グループによる養鶏ビジネスへの支援方法 

4-1-3 活動内容 

技術研修（鶏飼育、マーケティング、グループ運営）を通じて鶏舎・飼料の改善を行うと共に、

鶏の疾病予防対策の立案と試行を通じて養鶏技術の向上を図ると共に、成鶏/鶏卵の販売に向けた

活動を支援するために以下の活動を行う。 

- 養鶏技術の改善点の明確化 
- 疾病予防対策の立案と試行 
- 女性グループの運営･管理能力向上 
- 飼料の改善 
- 市場情報の作成･活用 
- 販売先の開拓支援 

 
4-1-4 活動グループと実施体制 

実施主体   ： DNPIAC 
技術支援   ： Alora(Alola Foundation, NGO): 養鶏技術、疾病予防対策、飼料調合、マーケ

ティング、グループ運営、等 
各県農業事務所の家畜･獣医サービス課: 疾病予防対策 

モニタリング ： Alora、各県農林水産部アグリビジネス課、DNPIAC 
関連機関   ： 家畜･獣医サービス局、農業･園芸局 
活動グループ ： 4 女性グループ: ビケケ県ビケケ郡、アイレウ県アイレウビラ郡、アイナロ

県マウビシ郡、マヌファヒ県サメ郡の 4 女性グループ(計 53 人)、 
農家学習所（Farmer Field School）(ラウテム県カカフェン地区 15 人) 

4-2 事業の実施・モニタリング 

4-2-1 PDM 

事業の PDM を表 4-2-3 に示す。 

4-2-2 活動プロセス 

活動の中で派生した課題と課題解決のために実施された対策は次のとおりである。 

活動 活動状況 課題 対策 

養鶏技術

の改善 
養鶏技術の研修 
- ワークショップによ

メンバー間の協力度や

貢献度が異なることが

家畜飼育は、放し飼いの自由飼育が一般的で

ある。家畜小屋での家畜飼育は一般に行われ
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活動 活動状況 課題 対策 

る課題の把握と共有 
- 県畜産部による疾病

予防のワークショッ

プの実施 
- 女性グループによる

協同活動・管理の訓練 
- スタディーツアー 

鶏の成長に影響する。 
グループにより養鶏技

術の受入れの度合いが

異なり、それが疾病発生

に影響する。 
県畜産指導員の技術水

準の引き上げが必要 

ていない。そのため、4 地区中 1 地区のみ 24
時間鶏舎での飼育となった。この 1 地区のみ

疾病が発生しなかったため、疾病予防対策と

しての鶏舎飼いは有効と判断された。 
畜産局指導員には疾病予防とワクチン投与

の知識、実行可能な家畜飼育・飼育技術の習

得が必要である。 
 活動グループの負担

を取り入れた鶏舎の

設計と建築 

現地で入手可能な資材

を用いた鶏舎の設計を

行う。 
恒温器の使用方法が適

切でない 

月齢が異なる鶏の分離のため、マウビシでは

増築を行った。 
恒温器の使用は徹底できなかった。雛鳥の保

温は雌鶏による自然な方法で、マウベシでは

雛専用鶏舎をつくることとした。 
 疾病予防対策の実施 一部地域でワクチンの

接種後、一斉に鶏が死亡

した。女性グループが公

的サービスによるワク

チン接種を忌避するた

め、現地で受け入れやす

い疾病予防方法を模索 

現地で適用可能な 2 方法を実施。 
1)伝統的薬草を用いて鶏の免疫力を強化す

る(**)。2)市販の微生物資材を用い、発酵飼

料や飲料水へ投与、希釈液の鶏舎周辺へ散布

する。更に、排泄物からウィルスや菌が媒介

する疾病が多い為、鶏舎の床の清掃は必ず行

うこととする。また、鶏舎飼いにより野鳥や

野鳥の排泄物との接触を遮断する。 
 給餌飼料の改善 

 
多くの飼料材料が、不作

の影響で価格高騰の状

況下（サメ、マウビシ、

アイレウでの、トウモロ

コシの単価が US$0.45/ 
kg (2010 年 10 月)から

US$0.9/kg (2011 年 6 月)
に上昇した。そこで、身

近で安価に調達できる

飼材を調べ、それらを使

った飼料づくりを検討･

指導した。 

検討の結果、キャッサバ粉(*)、米、乾燥コプ

ラなどを多用することとした。米は輸入米が

比較的安価に入手できる。メイズについては

少量ながらグループメンバーの提供によっ

て調達されている。しかし、粒のまま給餌し

ており、特に雛鳥に摂食させるため、電気の

ないところでも使用できる製粉機が必要で

ある。ILO が支援しているバウカウ鍛冶事業

から手動の Corn Sheller や Corn Grinder の導

入と改善を図った。これらに加え、炭酸カル

シウム粉末を 1～2％添加したところ雌鶏は

産卵を開始した。 
流通・販

売促進 
飼料購入のため一部

成鶏を販売した。 
地方都市の需要調査

を実施する。 

卵を販売できるように

なるまで雌成鶏を増加

させること。 
メイズの飼料としての

市場価格の分析能力を

高めること。 

成鶏数や産卵数の増加に応じて、鶏舎の増

築、飼料の改良、メンバーへの成鶏の配布な

どの対応が必要である。 
飼料としてのメイズ市場価格の入手･分析で

は、NGO のネットワークやアグリビジネス

局の情報を活用した。 
注*: キャッサバの可能性を検討し、Seed of Life が品種改良を行っている改良キャッサバ(Ai-luka2 種)を利用すること

とした。飼料としての利用では、地下茎は乾燥粉末化し、葉は発酵させ青酸配糖体を分解して利用した。また、微生

物資材を利用した発酵飼料を導入し、自然由来の有機酸やビタミン類など増加させる、事とした。 
**: 伝統的に利用されている薬草類は以下の通りである。 

表 4-2-1 伝統的に利用されている薬草類 

現地名 ラテン名 使用部分 症状 
Ai-dila パパイヤ Carica papaya 葉 咳、くしゃみ、頭の垂れ下がり

Ai-fehur センダン科オーストラリア・チャンチン Toona ciliata 樹皮 とさかの黒化、頭の揺れ対策 



第 4章 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 

 4 - 3

現地名 ラテン名 使用部分 症状 
Ai-lia  ショウガ Zingiber offinale rocs 根塊 神経障害、麻痺 
Ai-dik マメ科エリスリナ Erythrina 樹皮 神経障害 
Ortalaun ミント Mentha cardifolia 葉 呼吸系障害、くしゃみ 
Ai-manas lotuk トウガラシの一種 Capsicum frutecens L 葉 下痢 
Kafé コーヒー Coffea arabica 粉末 免疫力低下 
Tohu mean (Tehu) サトウキビ Saccharum 茎 免疫力低下 
Ai-nenuk ノニノキ Morinda sp. 樹皮、実 免疫力低下 
Nuu (Noera) ココナッツ Cocos nucifera 果汁 ミネラル補給 
Masin Midar (seaber) トウガラシの一種 Saccharum 葉 免疫力低下 
Kinur ウコン Curcuma domestica 樹皮 免疫力低下 

表 4-2-2 サイト別の鶏飼養数の変化（1 年次／2年次） 

地区 アイレウ マウベシ サメ ビケケ 

女性グループ名 
Orbufet 
(8 名) 

Matak Malirin 
(10 名) 

Hakfen 
(20 名) 

Girasol 
(15 名) 

標高 950m 1,500m 400m 50m 
農業気象区分 北部丘陵地 北部山岳地 南部丘陵地 南部平地 

自

然

条

件 
飼育地及び基本

インフラ 
幹線道路沿い、 
水道・電気夜間のみ 

幹線道路沿い 
湧水あり・電気なし 

幹線道路から 1km 
水道・電気なし 

町の住宅地内 
水道・電気夜間のみ 

飼育形態 半鶏舎飼い 完全鶏舎飼い 半鶏舎飼い 半鶏舎飼い 
開始時鶏数 0／0 0／34 6／29 25／101 
成育数 22／11 34／40 62／10 140／31 
産卵数 41／7 0／8 102／10 225／11 
孵化数 18／8 0／5 40／10 105／15 
雛致死数 18／0 0／22 10／0 25／5 
成鶏致死数 22／1 0／0 0／21 25／95 
販売成鶏数 0／0 0／0 5／4 30／1 
販売鶏卵数 0／0 0／0 30／0 120／0 

飼

育

状

況 

累計販売金額 0／0 0／0 US$41／US$32 US$234／US$25 
飼育状況の経緯 ･2010年10月に疾病予

防のために県畜産局

がワクチンを注射し

たが、翌日飼育してい

た全 22 羽が致死した。

誤った薬品による誤

った投与が原因と思

われる。 
・疾病が流行し、飼料

（メイズ）が高価であ

る 2010 年 11 月を回避

し、12 月に飼育再開し

た。 
・2 年次はワクチン投

与を行わず、発酵飼料

や伝統的薬草を使用

したところ発病しな

くなった。 

・グループメンバー間の

信頼関係が強く、7 月に

飼育開始後し、順調に成

育している。 
・このサイトのみ完全鶏

舎飼いを試行した。 
・免疫力を高めるため、

自家配合発酵飼料の製

造を開始。伝染病の発生

はなかった。 
・雛鳥が大量に死んだの

は低温であったためで、

病死ではない。 
・月齢の異なる鶏を分離

するため、鶏舎を増築。

・鶏糞を増殖した微生物

資材で堆肥化したとこ

ろ、前年までヨトウガが

発生していたが抑制さ

れた。 
・2011 年 6 月以降、成鶏

を販売開始する。 

・伝統的飼育方法で順

調に成育している。 
・サメは雨量が多く飼

料の原材料となる作物

(例えば、メイズ)栽培

に被害が発生し、市場

供給は不足の傾向にな

った。飼料不足で栄養

不良となり成鶏が死ん

だ。 
・そのため、メイズを

はじめとする作物の市

場取引価格が高騰、安

価な飼料原材料の調達

が必要となっている。 
・メンバーは伝統的疾

病予防法を要望してお

り、パパイヤ、サトウ

キビなど生産を増やす

こととなった。 

・2 年間の飼育経験が

あるため、順調に成育

し、現在、成鶏と鶏卵

を販売している。 
・鶏舎が住宅密集地に

あり飼育に有効な面

積が狭い。 
・グループは、鶏など

を食材にしたレスト

ランを開業したい意

向がある。例えば、全

国料理コンテストで

優勝し、その賞金でレ

ストランを開業する

意向のある女性との

協同が可能である。 
・飼料調達の多様化･

アウトソーシング化

を考える必要がある。

ラウテム県ロスパロス郡カカベン村では、飼料の外部からの投入をできるだけ少なくし、メンバーによる材料提供で運営し

ている。伝染病を回避するため、降雨が少なくなった 2011 年 5 月から鶏舎を建築した。事前に、発酵飼料の配合方法や伝

統的薬草の製造方法のワークショップを実施した。そこでは、メンバーからの提案で、外部投入なしで、自らがどのように

実施するか話し合われた。 
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4県での女性グループに対するセミナーで、

従来の粗放的飼育に代わる鶏舎飼育での課

題や解決方法に関する意見交換を行った。

課題として、配合飼料の知識不足、外敵に

よる捕食、疾病対策のほかに、グループ内

での人間関係やグループとして持続的に活

動するための必須な決め事なども心理的な

要素も協議された。 

県農業局畜産部の職員を招いて、ニューカ

ッスル病(NCD)対策を中心にした疾病予防

についての勉強会を女性グループに行っ

た。しかし、活動の過程で、一部の獣医サ

ービスの職員の誤ったワクチン投与があ

り、順守すべき規範が足らないことが判明

した。このような処置は住民との信頼関係

の構築の大きな阻害要因であると判断さ

れる。 

鶏舎の建設にはグループが資材を供給した。

建設では、①アイレウでは竹、②マウビシで

はコンクリートブロック、③サメでは竹、④

ビケケではオウギヤシの葉柄を壁材に使用

した。屋根材はトタン、床材はコンクリート。

ビケケでは提供された材料が多く比較的大

きな鶏舎(8.2m×3.2m)となった。重要なのはグ

ループメンバーから材料を提供させ、共同作

業で建築するプロセスにある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

地鶏の飼育方法は解放型が一般的である

が、マウビシでは完全鶏舎飼いとし、他の

3 地域では、夜間のみ鶏舎飼いとした。マ

ウビシのサイト周辺は野菜畑であるのが最

大の要因である。鶏舎には太陽光発電パネ

ル、雛用の恒温器を設置した。しかし、恒

温器の活用はあまり浸透しなかった。 

自家製配合飼料の製造において、全国的な

豪雨のため、メイズの価格が前年比 1000%
以上も上昇したため、その代替えとなる安

価な作物の導入が必要となった。現在、比

較的栽培が容易で、単収（26t/ha）が高く、

改良されたキャッサバ Ai-luka2 (Manihot 
esculenta Crantz)の導入を振興している。 

伝染病の予防には感染源となる排泄物の処

理と野鳥との接触回避が必要である。また、

飼料を乳酸菌発酵させることで鶏の免疫力

を高めるワークショップを 1 地区で実施した

ところ、成鶏は発病しなかった。ワクチン投

与以外で農村女性ができる予防方法を模索

することは、より広範に養鶏技術を展開する

上で有効であると考えられる。 

 

  

ラウテム県ロスパロス郡フィロロ村に立地

するカトリック系ドンボスコ農業技術専門

学校での採卵用養鶏場の様子。2010 年 8 月

に雛をマレーシアから輸入し、5000 羽を飼

養していたが、2011 年 2 月に 3000 羽を失

った。症状から鶏伝染性喉頭気管炎による

ものと推定される。同時期にはビケケの実

証サイトでも同様の症状が現れて 90%の鶏

を失った。 

バウカウ鍛冶センターが製造した手動製

粉機を更に改良したもの。軸受部に普通自

動車のコロ軸受を装備したところ、女性で

も片手の力でメイズを製粉できるように

なった。製粉能力は従来の石で砕く方法で

50-80g/分、この製粉機により 300-400g/分
と大幅に改善された。 

鶏の疾病予防に使われる伝統的手法。サメで

は、パパイヤの葉、サトウキビ、ココナッツ

ジュースが使われているように、各地で使用

する材料が異なる。共通しているのはパパイ

ヤの葉の抽出液を使っていることで、消化促

進酵素パパインを含有し、ポリフェノール系

成分がサイトカインの産出を促し、免疫力を

高めることを年配の農家は経験的に知って

いる。これらの情報を小冊子にまとめた。こ

の小冊子を使って、対象グループに技術移転

した。 
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4-3 事業の最終評価 

4-3-1 活動プロセスにおける実施体制 

活動グループは、東西地域の 4県 4地区の女性グループと 1県１地区の FFS（Farmers’ Field School）
である。活動を支援するグループとして、疾病予防の分野は各県の畜産局が、養鶏に関わる総合的

な管理･運営は NGO（Alola Foundation）の支援を受けながら実施した。更に、養鶏技術の改善につ

いては、調査団が NGO を通じて各グループを指導した。 

飼育状況で地区ごとに差があるものの、１年次には鶏飼養数が拡大し順調な活動であった。しか

し、アイレウ地区では、県畜産局職員の誤った疾病処置があり殆どの成鶏が亡くなる事態が発生し

た。詳細に調査したところ、誤った薬品を投与したことが原因であると思われる。（また、薬品自

体も 5 年前に有効期限が切れていた。）このことは、一部の県畜産局職員は、疾病に関する知識/
予防対策技術や薬品管理の知識がないことを示している。疾病予防の現場では、畜産局の専門的な

対応が必要で、適切な処置のためには養鶏グループとの間で信頼関係を築くことが重要である。県

畜産局職員は、基本的な養鶏技術や疾病とその予防に関する知識/処置の能力向上を図る必要があ

る。そのための学習/訓練の機会が用意されねばならない。 

支援グループの NGO は、東ティモールにあって女性グループの諸々の活動を幅広く支援してい

る団体であることから、活動のソフト面からのサポートは良好であった。今後は、専門知識を有す

る人材や先進事例の発掘と連携、相互学習の機会提供などの分野での能力開発が望まれる。 

活動グループは、調査団や NGO が訓練･提示した技術を実践しないケースが多く、1 年次終了時

にはビケケやサメで一斉に成鶏が致死し、伝染病が発生した。これらの経験から各グループは、発

酵飼料や薬草を使った予防策に積極的に取り組むようになった。伝染病の発生が多発しているにも

関わらず、県畜産局によるワクチン投与は養鶏農家には受け入れにくい状況にある。国として疾病

対策を実施することは重要であるが、発生と対策の現実を見据えつつ、農家に受け入れられる予防

技術を MAF 県畜産局職員が会得することが重要と考えられる。 

4-3-2 事業の 5 段階評価 

評価項目 最終評価 
妥当性 

（評点：4） 
優良なタンパク質源として鶏肉及び鶏卵は重要であるが、多くは輸入されてい

る。輸入量や生産量を示す正確なデータはないが、FAO 資料によると、鶏肉の輸入

量は近年 4,500 トンで推移し、市場で流通しているものの多くは輸入品である。鶏

卵や鶏肉のみならず地方で消費する食物/食品を地方で生産することは食糧安全上

妥当である。 
政府は、地方での小規模な畜産振興を唱えており、小規模養鶏事業が地方での栄

養改善に重要であるとしている。5 地区の活動グループは経験に差はあるものの、

養鶏に対する意欲は大きくリーダーを中心に活動のまとまりはある。いずれの地区

でも活動を拡大することを考えている。エルメラ県ライラコ地区では外部資本によ

る大規模な商業的鶏卵生産が民間投資によって始められたが、飼料全量をインドネ

シアからの輸入に頼っており、今後の展開は不透明である。小規模ではあるが本事

業のような活動が地方市場への鶏肉の供給に寄与することは明らかである。事業の

妥当性はあると判断される。一方、地鶏の産卵量は少ない。本格的な鶏卵生産を目

指すには採卵用品種の導入が必要であるが、本事業のような域内の小規模な流通を

目指す活動の妥当性はある、と判断される。 
有効性 地区ごとに鶏数の増加数は異なる結果となった。ビケケやサメでは鶏数も増加し、



第 4章 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 

 4 - 7

評価項目 最終評価 
（評点：3） 食肉用の成鶏や鶏卵の販売を行っている。成鶏や鶏卵は、地方市場では需要に対し

供給量が少ないため、比較的販売しやすい産品である。現在の市場での販売価格は

鶏(US$10～15/羽)、鶏卵（US$0.20～0.50/個）である。鶏数の増加が販売の増加に繋

がることは確実であるが、現時点ではベケケを除いて本格的な販売活動を行ってい

ない。有効性の検証には更なる期間が必要である。 
飼料の購入があったが収益性が確保できることから、いずれのグループも活動の

継続に意欲的である。飼料材料の価格変動も大きいため、飼料調達が利益を創出す

る鍵となっている。アイレウ、マウビシはゼロからのスタートであったにもかかわ

らず成鶏数は順調に増加していた。アイレウでは、県畜産局による誤った処置があ

ったためにすべての成鶏が致死した。これは、県畜産局職員の知識･技術の質が一

定でないことを示すものであった。 
このような状況下、微生物資材を使った発酵飼料の製造と伝統的薬草を使った鶏

の免疫性の強化は、成鶏の疾病予防に有効であることが判明した。 
事業の目標達成のためには、畜産局による職員の能力強化と飼料作成や疾病対策

に関わる現地適応技術の普及が求められる。 
MAF は、EU 資金を活用し NGO（Child Fund）の支援のもとでラウテム県や マ

ヌファヒ県で FFS（Formers Field School）の方針の下で小規模養鶏グループの育成

を進めている。今後これらのグループと相互学習できれば、グループの目標達成に

有効である。 
効率性 

（評点：2） 
技術的課題は疾病予防、良質な飼料調達・配合、低コスト鶏舎増築であることが

共有され、それらを実施した。また、これらを実施する過程では、これらの技術的

課題の解決の他に、女性グループメンバーの参加意識と信頼関係の構築、合意した

行動の遵守、配偶者の理解などの活動のプロセスごとの支援も重要であることが判

明した。これらは、ワークショップを通じて共有された。 
飼育方法では、計画では、建設した鶏舎内での飼育を指導していたが、マウビシ

のみが 24 時間の完全な鶏舎飼いを行っている。他の 3 地区では、日中は放し飼い、

夜間は鶏舎に収容する方法で飼育を行っている。この夜間のみの鶏舎飼いが、自然

飼育に慣れた一般の養鶏農家にとって受け入れやすいようである。ただ、マウビシ

のように畑作地に隣接して鶏舎があるところでは、完全鶏舎飼いの方が鶏の畑作地

への侵入による被害を防ぐことに有効であるし、野鳥からの伝染病ウィルスの伝播

を抑制することができる。 
投入した資機材のうち、恒温器（太陽光発電）は、特に北部丘陵地や山岳地では、

雛の低温による致死が多いため、その必要性は高い｡しかし訓練したような利用が

なかった地区もある。親鳥の体温を逃さないような巣の工夫が必要である。 
疾病対策では、県による薬学的処置の方法に信頼性がない状況下では、伝統的に

継承されてきた薬草などを用いた伝統的予防法を適用･普及していくことが現実的

である。また、疾病予防の一環で、微生物資材を活用することによって、排泄物の

中に生息するサルモネラ菌/大腸菌/ウィルスの抑制を図ること、及び発酵飼料や薬

草によって鶏の免疫力向上を図ることは経済的にも効率性が高い。 
ビケケを除いて本格的な販売は行っていないが、飼料の栄養バランス、特に産卵

におけるカルシウム粉末の投与の重要性がメンバーに理解されたことは、今後飼育

拡大に繋がることが期待できる。但し、いかにメンバー内の知恵と協力で飼料を調

達できるかが成否の鍵となる。 
費用対効果の算定結果は病死の影響により、アイレウの 0.22 からビケケの 1.3 ま

で幅のある結果となった。アイレウは病死に加えてグループ運営上の問題もあり、
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評価項目 最終評価 
他地区に比べて著しく生産性が低かったことから、プロジェクト全体の費用対効果

の算定からは除いた。マウベシ、サメ、ビケケを合計した費用対効果は 0.82 である。

インパクト 
（評点：3） 

NGO（Alola Foundation）の経験によれば、農村地域で女性グループが希望する活動

は養鶏と家庭菜園である。タイス（機織り）などの手工芸品の製造も農村の女性か

ら要請が多いが、市場規模が小さいため継続することが難しいようである。一方、

鶏飼育や販売は女性グループにとって容易に取り組める活動である。また、収入源

の確保の面からのインパクトも大きい。 
 事業の対象地は自然条件の異なる 4 地区であった。いずれも東ティモールの自然

条件を代表している地区である。自然条件の面からのインパクトは大きい。また、

いずれの地区もアクセスの便があり先進事例としての展示効果もある。 
鶏肉は農村住民の重要なタンパク源であり、少量生産ながら域内で飼育･流通す

ることで食の安全保障に寄与する。大よそ 100 羽以上飼育すれば、地方市場や仲買

人への出荷が可能であり、マクロ的なインパクトが生じる可能性がある。 
自立発展性 
(評点：3) 

 

自立発展性の大きな課題は疾病予防対策である。養鶏活動の継続には県畜産局の

疾病予防対策の支援は必須で、そのためには、局職員の能力開発は欠かせない。県

畜産局との間で確保たる信頼関係が構築できない状況下で事業の継続と拡大を図

るには、当面は、経験のある NGO の活動を畜産局が適宜支援する形態とならざる

を得ない。そのためには、NGO の疾病と対策の基本的な知識の習得、伝統的な疾

病予防対策に関わる能力開発も必要である。 
自立発展性では、NGO が主導して他グループに鶏を配分・技術普及する方法や

事業地区を Farmers Field School として展示して、技術を普及･拡大することも有効

であると思われる。 
今後の自立発展性を確保するためには各地区で次の活動に重点的に取り組む必

要がある。 
アイレウ： 飼料調達(メンバー間での協力と分担責任の実施)、伝統的疾病予

防方法の実践 
マウビシ： 飼料調達(黄色コーン導入)、鶏舎増築と雛の低温対策、伝統的疾

病予防法の実践 
サメ： 飼料調達(改良キャッサバ導入)、伝統的疾病予防法の実践 
ビケケ： 飼料調達(黄色コーン導入)、伝統的疾病予防法の実践、女性グル

ープによる鶏料理を含むレストランの開業（生産物の高付加価値

化）は既存レストランとの連携、飼育場所の多様化 
ロスパロス： 飼料調達及び飼料となるキャッサバ種子・種苗の調達、伝統的疾

病予防法の実践  

合計点：15  
 
養鶏活動の他地区への普及に向けての課題は以下のように整理される。 

項目 課題 
飼育技術 女性グループ内での信頼性の熟成と管理能力の強化 

低コストによる鶏舎の増築（成鶏増加による幼鶏との分離） 
MAF 県畜産部による採卵用品種の雛の配布 
MAF 畜産局職員や NGO による現地適応技術の普及 

飼料調達 自家製配合飼料の原材料の低価格での調達(メンバーによる飼料作物の生産) 
発酵飼料の高品質化（炭水化物、タンパク質、油脂、ビタミン類、カルシウム等ミネ

ラルのバランスを取ること、微生物資材の増殖、発酵技術） 
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疾病予防 MAF 畜産局職員による疾病の診断、ワクチンの品質保持、及び疾病対策にかかる専門

知識の習得 
ワクチン投与に代わる伝統的薬草投与による鶏の免疫力強化 

 
4-4  検証事項の評価 

(1) 輸入鶏卵･鶏肉を代替する養鶏ビジネスの普及可能性 

本事業は女性グループによる鶏卵･鶏肉の販売活動を目指して開始したが、検証したように、鶏

卵を目指した採卵ビジネスの普及までには至らなかった。これは、採卵目的の養鶏活動には飼料調

合などのきめ細かな作業が必要であるが、放し飼い飼育に慣れた女性グループに鶏舎飼いによるき

め細かな養鶏作業を周知徹底できなかった、ことによる。また、疾病リスクがあることも女性グル

ープの養鶏意識に影響を与えている、と考えられる。一方で、民間の大規模な投資による鶏卵ビジ

ネスが開始され、市場では安価な鶏卵が流通している。このような状況を考えると、女性グループ

による域内の消費者を対象にした小規模な鶏卵販売は継続されるものの、これが広域の商業的な鶏

卵ビジネスに発展する可能性は小さい、と考えられる。 

成鶏活動は小規模ではあるが順調に推移している。しかし、慢性的な飼料不足や疾病リスクから、

商業意識に基づく養鶏ビジネスの規模までには至っていない。地鶏の食味は好まれており、需要は

ある。小規模な市場ではあるが、域内の輸入鶏肉を代替する可能性はある。 

(2) トウモロコシ等を使った自家配合飼料の可能性・有効性 

昨年は異常ともいえる長雨があり作物の不作があった。そのため、トウモロコシの収穫量も大き

く落ち込んだ。その結果、養鶏の飼料としての入手も困難になったために、新たな自家配合飼料の

作成に迫られた。 

民間の大規模な養鶏ビジネスでは、飼料の全てを輸入しているが、女性グループの養鶏活動では、

飼料材料は入手が容易で且つ安価なものである必要がある。身近にある資源であることを条件に検

討した結果、砕米、キャッサバ粉砕乾燥物、乾燥コプラ、野菜、を材料とする混合飼料を作成する

こととして給餌した。また、感染症の発生もあったことから、鶏に免疫力をつけるために、伝統的

に効用が継承されている薬草や発酵飼料を与えた。現在のところ成育は順調である。これらの作物

は飼料として有効であると思われる。 

(3) 鶏卵･鶏肉の市場情報提供サービスの有効性 

実証調査事業では、女性グループは成育した成鶏や採卵を必要に応じて仲買人を通じて販売して

いる。販売の場での価格交渉は、女性グループの独自のルートで入手した情報や仲買人からの情報

に基づいて行われている。養鶏活動が本事業のような域内の小規模活動である限りは、広範囲な市

場をカバーする市場情報提供サービスによる情報入手の必要性は小さい。 

(4) 女性グループによる養鶏ビジネスへの支援方法 

本事業では、上に述べた飼料作りや疾病対策の他に、鶏舎飼いや恒温器による冷温対策を訓練し

たが、放し飼い飼育に慣れ親しんできた女性グループにこれらの技術が定着したとは言いがたい。

養鶏活動を確たるものにするには、継続的な支援が必要である。事業実施から得た技術的な支援の

課題は、飼育技術の改善、飼料の作成、疾病防止対策、である。本事業に参加した NGO はこれら

の技術的な課題に取り組み、経験と知識を得た。女性グループへの支援では、これらの課題に取り

組むことの出来る NGO による支援の継続が有効である。 
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4-5 事業からの教訓とアクションプランへの反映 

本事業の実施を通じて該当するアクションプラン(案)の有効性を検証した。有効性は、活動を試

行したプロセスや得られた事象を評価することによって検証した。また、検証作業から得た教訓と、

教訓に基づくアクションプランの最終化への反映事項を取りまとめた。 

4-5-1 農民グループ/女性グループの企業支援 

検証 本プロジェクトは、農民グループ/女性グループが身近にある農畜水産物を利用した加工

業を起業・操業・運営するプロセスを支援するものである。「加工業の企業支援」と同様に

支援内容は、対象としている農畜水産物や加工品によって大きく異なる。 

本事業は、地方の女性グループによる鶏や鶏卵の生産・販売の活動を支援するものである。

支援活動は、4 県 4 女性グループを対象に行った。本プロジェクトの有効性は、鶏舎の整備、

飼育方法（飼料作成と給餌、疾病対策への備えなど）の訓練と技術支援、鶏/鶏卵の販売支

援、等の女性グループへの支援活動の成果を通じて検証した。4 グループへの支援活動の成

果は、飼育鶏数や産卵数、及び販売した成鶏数/鶏卵数の変化で示すことはできるが、活動

の経過の中で、感染症の流行や県畜産局の誤った処置により成鶏が死亡する出来事があっ

た。このような外部条件による影響があったことを考えると、現時点で支援活動すべての有

効性を評価することは早計である。総合的な評価としては、女性グループが養鶏技術を習得

し活動を継続していることから支援活動は有効であった、と判断されるが、当初目標とした

ような鶏/鶏卵の販売を目指す商業的な養鶏活動の展開までには至っていない。これには

様々な要因が相互に影響した結果であると思われる。 

要因として、東ティモールの自給自足農家にとっての家畜飼育は、自家消費や特別な催事

の際の食糧確保や緊急時の際の現金収入源の確保が一義的な目的となっており、養鶏活動の

全てを商業目的として意識するまでには至っていないことが挙げられる。特に採卵販売につ

いては安価な輸入鶏卵との競合がある（国内では民間業者による大規模採卵ビジネスが開始

された。）商業意識が浸透しない背景には、当初飼料として計画していたトウモロコシの不

作とそれによる価格高騰で入手が困難になったことや、女性グループが疾病のリスクを避け

たいとの意向が強くなったことが挙げられる。(採卵養鶏は飼料調合や長期間のきめ細かな

管理が必要である。) このような状況から、採卵目的より成鶏飼育（成鶏にして市場に出

荷）の養鶏活動を意識するようになった。 

疾病発生では、2 グループでの成鶏の死亡であった。アイレウ県の対象地区では、県畜産

局職員による誤った疾病対策で飼育していた鶏がすべて死亡する事態が発生した。さらにビ

ケケ県では、同県や隣県のラウテム県で伝染性の感染症が拡大した影響で飼育していた 101
羽のうち 95 羽が死亡した（ラウテム県の外部の民間資本による鶏卵目的の大規模養鶏事業

でも 60%(約 3,000 羽が死亡した。）疾病発症のリスクは常にある。この種の感染症の影響を

出来るだけ避けるために、野生動物との接触を避けるための完全鶏舎飼いの学習や訓練を繰

り返したが、飼料不足の他に自然飼育の習慣が根強く残っていることもあり、訓練したよう

な完全鶏舎飼いを実行したのはマウベシ地区のみであった。他地区では夜間のみの鶏舎飼い

であった。夜間の冷温に備えた恒温器も同様で、有効な利用は徹底できなかった。自由飼育

に慣れたグループには、きめ細かな管理を徹底することができなかった、と思われる。 

成鶏の死亡後は、鶏の免疫力を高めるための飼料の作成や伝統的な薬草を用いた疾病対策

が試行され、養鶏活動は順調に推移している。疾病対策については、当初計画では MAF 畜

産局による感染性対策への関与を計画していたが、誤った処置があったことから、現在、疾

病予防に関して女性グループとの間の信頼関係はない。今後の養鶏活動の普及を考えると、

畜産局職員の養鶏技術、特に疾病対策に関わる能力向上は不可欠であるが、当面はこのよう
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な飼育方法を支援することによって、成鶏の飼育･販売を目指すことになる。飼料について

は、砕米、メイズ、キャッサバ粉砕乾燥物、などの調合飼料を訓練し試行した。メイズに続

きキャッサバの価格が高騰しているが、女性グループは入手可能な飼料を持ち寄って協同飼

育を続けている。 

教訓 養鶏は、地方の女性グループが低資金で比較的容易に取り組むことが出来るビジネス活動で

あるが、疾病のリスクや飼料の不足が活動の拡大を阻んでいる。当面は、採卵活動よりむし

ろ伝統的な飼育方法の改善･強化による鶏肉用の成鶏活動（地鶏の飼育・販売）を目指すこ

とが現実的である。 

養鶏活動は、地方の意欲ある女性グループが手軽に取り組むことが出来るビジネス活動で

あるが、飼料の調達が困難な状況が生ずることや疾病発生のリスクが常にあることを考える

と、疾病に対して免疫力のある地鶏を飼育･販売することを目指すことが現実的である。飼

育活動の定着には、鶏舎飼いの指導、免疫力向上に向けた飼料の調合と入手、冷温対策や疾

病予防のための基本的技術の習得と実践、の繰り返しの支援が必要である。漸進的ではある

が、女性グループは、経験的学習を繰り返しながら養鶏活動能力を向上することができる。

県畜産局は養鶏活動者に対し適切な疾病対策を適宜実施する必要があるが、アイレウ県で

の誤った処置に見られるように、知識/能力の不足があって養鶏グループに対する疾病予防

対策の実践が構築できない状況である。養鶏グループが、疾病による被害拡大のリスクを避

けるためには、採卵目的の養鶏より成鶏の飼育･販売を目指す飼育が受け入れやすい。 

女性グループの経営基盤は脆弱である。活動が定着し、収益性が確保できるまのでの長期

に渡る女性グループの活動意欲の保持に向けた技術的な支援の他に相互学習等を通じたメ

ンタル面の支援が必要である。 

反映 養鶏活動では、伝統的な飼育方法の強化を通じた地鶏の飼育を支援する。 

キャッサバ等の身近な資源を使った飼料の原材料と飼料調合の方法、鶏の免疫力強化の一

環で行った発酵飼料の作成、などを普及する。また、本事業を通じて追加･修正した既存の

養鶏ガイドライン（畜産局）を、今後の養鶏活動の普及に活用する。また、養鶏活動の地方

展開では、実証調査事業地区を学習場所として利用する。 

 
4-5-2 加工インフラの整備支援 

検証 本プロジェクトは、加工業の操業の際に必要とされる加工インフラ（電力、水供給）の整

備を加工業者や農民/女性グループの求めに応じて支援するものである。（行政による電力/
水供給サービスが整備されるまでの暫定的なプロジェクトである。）東ティモールでは、電

力や水供給の加工インフラの整備状況は地方によって異なることから、本プロジェクトの有

効性は、地方で展開した本事業での機材の調達に合わせて実施した動力源の計画と整備の事

例を通じて検証した。 

本事業では、鶏の疾病予防対策の一環として、ワクチン保存用の冷蔵庫や雛の恒温器を配

備した。その際、対象地区の中には夜間の一部の時間帯を除き、電力が供給されていない地

区があることから、その地区にはそれらの機器のための動力源を整備する必要があった。そ

こで、機器の容量や女性グループによる機器の維持管理能力（費用負担を含む）を考慮し、

動力源として太陽電池を調査団の費用で調達した。設置した太陽電池は当初の目的どおり利

用されており、プロジェクトの有効性は検証された。（アイレウ地区では、太陽電池の盗難

を恐れて移設した。利用をモニタリングしたところ、太陽電池は当初の目的どおりの利用が

継続されているが、恒温器の利用については、目的や利用方法の訓練を繰り返し行ったが、

当初計画のような利用は少なかった。） 
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教訓 加工インフラ施設の動力源は、今後の費用負担を含む維持管理を考慮して計画する。 

地方では、電力供給時間が夜間の一定時間のみの地域が多い。このような電力事情から大

きな動力源を必要とする加工機材の導入は現実的でない。一方、小動力源としての太陽電池

は、入手が容易で地方のクリニックなどで利用されている。電力供給がない地方では加工機

材の動力源では、維持管理費用の負担がない太陽電池の利用が可能である。 

反映 加工インフラの整備では、現地条件や加工業者/女性グループ/農民グループの維持管理･運

営能力を考慮した動力源を計画、設計する。また、経営基盤の脆弱な加工業者/農民グルー

プ/女性グループに対しては、動力源（太陽電池、ディーゼル発電機）整備の助成制度や長

期貸付制度の導入を図る。 

加工機材の導入に伴う動力源は、当該地区の電力網の整備計画の進捗を確認し、現場条件

に基づいて計画･設計する。ディーゼル発電機は定期的なディーゼル油が必要であることか

ら、ディーゼル油の入手場所や費用負担能力を考慮して計画･設計する。小規模な冷温施設

や保温施設などの動力源としては太陽電池を計画する。 

経営基盤の脆弱な加工業者/農民グループ/女性グループは、自己資金で加工インフラを整

備できない場合が多い。機材/機器の調達と同様に、助成制度や長期貸付制度の導入を図る。

 
4-5-3 農業･市場情報提供サービス 

検証 本プロジェクトは、アグリビジネス関係者（加工業者、農民グループ/女性グループ、流

通業者、仲買人、小売業者、行政関係者、等）が産品の市場情報を適宜入手し、各々のアグ

リビジネスに反映することができるようにするものである。DNPIAC が全国からの市場情報

を入手、データベースとして整理し、関係者に発信していくことを想定している。現在、関

係者が農産物の売買を効率的に進めるような情報システムはない。 

アクションプラン(案)で想定した情報システムは、「女性グループによる家禽ビジネス支

援事業」での成鶏や鶏卵の市場価格情報の入手プロセスを通じて検証した。 

女性グループが生産した成鶏や鶏卵は、仲買人を通じて販売している。鶏卵については、

輸入卵 20 セント/個に対して国内産は 25 セント/個で、国内産の販売価格が高い。消費者は

国内産の方を品質面で好んでいる。一方で Dili 近郊では採卵を目的とした養鶏ビジネスを起

業した民間業者が、鶏卵の生産･販売を始めた。疾病のリスクや飼料入手、販売価格面での

競合があり、女性グループによる鶏卵の大規模な商業的展開には困難が多い。成鶏について

は、女性グループは非定期的ではあるが仲買人との交渉を通じて販売している。成鶏及び鶏

卵市場は、一般的に仲買人や飼育者が SMS などを利用して入手した情報に基づいて行われ

ている。 

教訓 女性グループによる小規模な成鶏の販売では、仲買人を通じた販売が現実的である。

DNPIAC による広域のデータベース作成の必要性は小さい。 

反映 小規模な女性グループの養鶏活動では、域内の市場情報を仲買人あるいは市場関係者から

入手して販売活動に反映させる。情報の交換では SMS の利用が効率的である。 

 
4-5-4 販売促進支援 

検証 本プロジェクトは、国産農産物及びそれらの加工品の販売促進を支援するものである。

アクションプラン(案)では、アグリビジネスフェアの開催、アンテナショップの設立、ラ

ジオ、新聞等のメディアを通じた地産地消の呼びかけや国内農産物の安全･安心啓蒙活動、

を想定している。 



第 4章 女性グループによる家禽ビジネス支援事業 

 4 - 13

養鶏活動では、飼料不足や疾病の発生などの事態に襲われた。このような事態が遠因で

はあるが、女性グループに成鶏･採卵の販売を目指す商業的な意識が生まれなかった。当

初計画では成鶏や採卵を近隣のレストランや小売業者に販売する活動を支援することと

して事業に臨んだが、この段階までには至らなかった。その結果、仲買人を介した販売は

あったが、当初計画したような販売促進の活動は試行できなかった。 

教訓 地方でも安価な輸入鶏肉や鶏卵が流通している。しかし、一方で国産の地鶏や鶏卵は品

質も良く消費者に好まれており、一定の需要はある。疾病リスクを回避しながら、小規模

であるが、地元の仲買人を介しての販売の他に、身近なレストランや販売先とした活動が

現実的である。 
反映 女性グループの養鶏活動では、疾病のリスクを回避しながらの商業活動が求められる。

疾病対策の不徹底や飼料調達が十分でない現状では、養鶏活動は、女性グループの農外収

入増を目指した小規模な活動となる。 

 
4-5-5 加工･流通業振興に関わる人材の育成支援 

検証 本プロジェクトは、行政、民間部門および農民/女性グループなどのアグリビジネス関係

者の加工･流通業の振興に関わる能力を強化することを目的に、彼らに学習の機会を提供

するものである。 

本事業の経過の中で、アイレウ県では県畜産局による誤った疾病措置があった。また、

ビケケ県では、感染症によって飼育していた鶏の多くが亡くなった。商業的な養鶏活動で

は、適切な疾病対策を適宜実施する必要があるが、実証調査の事例のように、県畜産局職

員の疾病に対処する知識/能力は不足していることは明らかである。同様な事例も多く、畜

産農家と県畜産局との間の信頼関係が築けない県が多い。 

本事業に参加した NGO は、本事業を通じて得た、身近な資材を使った飼料の作成や免

疫力強化の方法などの技術を小冊子に取りまとめ、今後の養鶏活動の啓蒙に活用しようと

している。疾病防止に向けた行政による支援が期待できない現状では、知識や経験を有し

た NGO を実施体制に組み込むことが、有効である、と思われる。 

教訓 県畜産局職員の疾病対策に関わる知識･能力の向上が急がれる。 

養鶏活動では、県畜産局の知識/能力の不足があって養鶏グループに対する疾病予防対策

の実践が構築できない状況である。 

反映 MAF 畜産局は、県職員を対象に、疾病対策に関わる学習と訓練の機会を設ける。農家レベ

ルの成鶏を目指した養鶏活動では技術や経験を有する NGO を活用する。 

MAF は、畜産局職員の養鶏普及活動の一環として、鶏の疾病と処置方法、薬品とワクチ

ン投与、などの疾病対策に関わる学習/訓練機会を設ける。 
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第 5 章 国産トウモロコシ消費多様化促進事業 

5-1 実施計画 

5-1-1  目的 

ディリを始めとする主要な都市のパン製造業者に、国産トウモロコシ製粉を使ったパンなどの製

造方法を普及し、輸入小麦粉の代替としての国産トウモロコシ粉を利用した加工品の製造･販売の

拡大を図ることによって、国産トウモロコシの消費多様化を促進することを目的に実施する。 

5-1-2  検証事項 

・輸入小麦粉代替としての国産トウモロコシ製粉の普及の可能性 
・国産トウモロコシ粉を使用したコーン･パンなどによる国産トウモロコシの消費多様化 
・トウモロコシの市場情報の収集･分析･活用のプロセス 

5-1-3  活動内容 

- 新商品開発･導入(ディリ)：ディリの製パン業者を通じて国産トウモロコシ粉を使用した新商

品を開発し、試食調査や試験販売を通じて販売拡大の可能性を調査する。 
- 新商品の導入･販売促進支援(地方)：ディリで開発した新商品の地方での販売拡大を目指す。 

 

5-1-4 活動グループと実施体制 

実施主体   ： DNPIAC 
技術支援   ： CDEP (Centro do Desenvolvimento da Economia Popular, NGO): 食品加工、ト

ウモロコシのマーケティング、製粉、製法/販売支援 
モニタリング ： CDEP、DNPIAC、バウカウ県農林水産部（アグリビジネス課）、マヌファ

ヒ県農林水産部（アグリビジネス課） 
関連機関   ： 農業・園芸局 
活動グループ ： 製パン業者（ディリ市、地方: サメ市、バウカウ市） 

 

5-2 事業の実施・モニタリング 

5-2-1  PDM 

本実証調査事業の PDM は表 5-2-2 に示すとおりである。 

5-2-2  活動プロセス 

活動 活動状況 課題 対策 

トウモロコ

シ粉の調達 
ディリの製パン業者に

対してはマリアナで製

粉したトウモロコシ粉

を、バウカウとサメの製

パン業者に対しては、小

型製粉機を供与し必要

なトウモロコシ粉を確

保した。 

パネルメンバー(13 名)に
よる試食会では黄トウ

モロコシ(Sele)及び白ト

ディリ、バウカウ、サメでは

製粉用のトウモロコシの流通

量が少なく、適切な価格で十

分な量を確保することが出来

なかった。一方、マリアナで

は価格及び流通量共に安定し

た供給が見られた。 

バウカウ及びサメにおけるト

ウモロコシの価格は、(i)マリ

アナから搬送したもの、及び

(ii)バウカウで生産されたもの

トウモロコシ粉の調達では、

マリアナからディリまでの

間の輸送のみ、財政的に実現

性があると判断した。 
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活動 活動状況 課題 対策 

ウモロコシ(Arjuna)のコ

ーンパンが試食され、白

トウモロコシの方が良

いとの結果を得た。 

両ケースにおいて通常より高

額であった。 

コーンパン

の試作 
コーンパンの試作はデ

ィリに続いてサメ、バウ

カウにおいて実施され

た。生産技術の面で問題

は見られなかった。 

コーンパンの製造には小麦粉

パンの製造に追加して新たな

時間、場所、労働力が必要で

あった。 

通常の小麦粉パン製造業務

への干渉が最小限となるよ

うコーンパンの製造計画が

策定された。 

コーンパン

のフォーカ

スパネル試

食会 

パネルメンバーにより

コーンパンの試食会を

実施した。試食は、3 レ

ベルの小麦とトウモロ

コシ粉の混合比率、及び

3 レベルの砂糖の配合率

を 2種類のトウモロコシ

に対して実施した。この

試食会の結果を基にレ

シピを最終化した。 

適切なトウモロコシと小麦の

混合比率の条件は、(i)基本的

な小麦パンの味を保ちつつ、

(ii)トウモロコシの配合を最大

化する事にあった。 

当初の試食会に参加予定のパ

ネルメンバーの多数は政府職

員及びドナー関係者であっ

た。 

トウモロコシ粉と小麦粉の

配合比率を 1:2 とすること

で、万人に受け入れられる味

のパンとなることが確認さ

れた。 

調査団は、より適切な試食結

果を得るためパネルメンバ

ーに製パン業者、レストラン

関係者、及び主婦を加えた。

トウモロコ

シ加工品の

試作 

実証事業ではパン以外

に 17 種のトウモロコシ

加工品を試作した（例、

ケーキ、パイ、タルト

等）。 

ほぼ全ての試作品は販売可能

性があると判断された。しか

し、地方においては現地の需

要が多様化しており、どの加

工品が市場販売において成功

するかの判断は困難であっ

た。 

17 種類のトウモロコシ加工

品のレシピを全て地方製パ

ン業者に紹介した。 

コーンパン

及びトウモ

ロコシ加工

品の製パン

業者（ディ

リ）への拡

大・普及 

ディリでは、コーンパン

のレシピは 4製パン業者

へトウモロコシ加工品

のレシピは 1製パン業者

へと普及された。 

トウモロコシ粉: ディリでは

調達できない。 

コーンパン: 全ての製パン業

者はコーンパンを容易に製造

できるが、コーンパンの製造

はこれまでの小麦パン製造作

業に干渉した。 

トウモロコシ加工品: 17 品全

てのレシピの研修に 15日を要

した。4 製パン業者のうち 1
業者のみ時間的及び技術的余

裕があり、トウモロコシ加工

品の習得に関心を示した。 

トウモロコシ粉 : マリアナ

から調達した。 

コーンパン : 製パン業者と

共に既存の小麦パン製造に

支障が出ないようトウモロ

コシパンの製造計画を策定

した。 

 

トウモロコシ加工品 : トウ

モロコシ加工品は大きく関

心を示した 1 製パン業者に

レシピを移転した。 

コーンパン

及びトウモ

ロコシ加工

品の製パン

バウカウ及びサメでは、

コーンパン及びトウモ

ロコシ加工品のレシピ

が製パン業者へ拡大さ

トウモロコシ粉: 製パン業者

はトウモロコシ製粉の必要が

あった。  

コーンパン: 製パン業者はコ

トウモロコシ粉 : バウカウ

とサメの各製パン業者に製

粉機を導入。操作訓練を行っ

た。 
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活動 活動状況 課題 対策 

業者（地方）

への拡大・普

及 

れた。 ーンパンの製造ができる。 

トウモロコシ加工品:  製パン

業者は時間的及び技術的な制

約が無く 17品の習得に関心を

示した。 

コーンパン : 大きな問題は

発生しなかった。 

トウモロコシ加工品 : 大き

な問題は発生しなかった。 

コーンパン

及びトウモ

ロコシ加工

品の販売促

進（ディリ） 

コーンパン販売促進と

して 57 回の試食会及び

7,000 個以上のパンの試

供品を 20以上の組織（計

100 名以上）に配布した。 

コーンパン: 4 製パン業

者のうち 1業者のみコー

ンパンの製造販売を継

続している。 

トウモロコシ加工品: 研
修を受けた製パン業者

はトウモロコシ加工品

の仕出しサービスを継

続している。また、実証

調査事業「国内産品の消

費促進-料理教室-」で料

理教室を修了した女性

によりトウモロコシ加

工品の販売が行われて

いる。 

トウモロコシ粉: ディリでの

トウモロコシ粉調達は困難。

コーンパン: 販売プロモーシ

ョンでは、コーンパンは需要

があり、十分な収益が見込め

る事が判明した。コーンパン

を小麦粉パンと同価格で販売

した際 13％の製造費の削減が

可能である（表 5-2-1 参照）。

しかし、4 業者のうち 3 業者は

コーンパンの製造販売を中止

し、小麦パンの製造販売のみ

の業務形態に戻った。主な理

由として、小麦粉パンに比較

して(i) 需要が低い、(ii) 粉の

マリアナからの運搬費用が高

い、(iii) 新たな市場開拓に努

力を要する、事が挙げられた。

トウモロコシ加工品: トウモ

ロコシ加工品のビジネス形態

及び調理設備はパン製造とは

異なる。トウモロコシ加工品

はパン製造販売より仕出しサ

ービスやケーキ販売に向いて

いる。 

トウモロコシ粉 : マリアナ

で製粉したトウモロコシ粉

は財政的に実現可能な価格

で販売した（$0.6/kg）。製粉

業者にとって追加的な販売

ソース及び収入源となった。

コーンパン : 製パン業者

Delta は早朝にパンを各家庭

まで配達する事業スタイル

を確立した。Delta が製造す

るコーンパンは小麦パンに

比べ少しサイズが大きく

2011 年 5 月のコーンパンの

売り上げ (250 個/日、$0.1/
個) は全体の 13％を占めて

いる。本事業では Delta の営

業地域の拡大及びレストラ

ン等の新たな販売チャンネ

ルの開拓を支援した。 

トウモロコシ加工品 : トウ

モロコシ加工品の仕出しビ

ジネスに関心のある製パン

業者、及び「国内産品の消費

促進-料理教室-」の修了生を

対象に支援する。  

コーンパン

及びトウモ

ロコシ加工

品の販売促

進（地方） 

バウカウ及びサメの製

パン業者は一時的にコ

ーンパン及びトウモロ

コシ加工品の製造を中

止した。  

コーンパン/トウモロコシ加工

品: バウカウ及びサメではト

ウモロコシ粒の価格が高騰し

た。2009 年では平均$0.45/kg
であったが、2011 年 4 月時点

で、バウカウでは$1.39/kg（3
倍）、サメでは$0.93/kg（2 倍）

となった。また、同時期のマ

リアナでの価格と比較しても

2 倍以上の高額であった。この

影響により、バウカウとサメ

ではコーンパンの収益を見込

む事が出来なくなった。 

コーンパン/トウモロコシ加

工品: 2009 年 4 月時点のマリ

アナでのトウモロコシ粒の

価格は$0.6/kg であるため、

マリアナにおいて製粉を継

続し、新たに製パン業者とト

ウモロコシ加工品業者を追

加することとした。 

（事業調査開始当初はバウ

カウ、サメのトウモロコシ粒

の価格はマリアナと同額

（$0.45/kg）であった。） 
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表 5-2-1   コーンパンと小麦パンの製造費の比較 

No. 材料 (a) 数量 価格 材料費 
    (grams) ($/kg)  ($) 

1.   小麦パン       
   A.    小麦粉 1,000 1.00 1.00 

     合計 1,000  1.00 
2.   コーンパン    

   A.    小麦粉 667 1.00 0.67 
   B.    トウモロコシ粉 333 0.60 0.20 

     合計 1,000  0.87 
3. トウモロコシ粉使用による製造コスト削減   

   A.    コスト削減額/kg ($)   0.13 
   B.    コスト削減率   13 % 
   C.    収益増加額/業者/年 ($) (b)   140 

Notes: (a) その他の材料（例、塩、イースト、砂糖、燃料、労働力）の使用量は同じである 
(b) パン重量:62.5 g/個、売上数:225 個/日、稼働日:300 日/年間、削減額: $0.13/kg  

 

  
サメにおいて製粉機の操作訓練。 
 

コーンパンを UN World Food Day の行事

で展示･販売した。 
コーンパンの製造状況。（製パン業者: 
Madera Bakery）（サメ） 

 
 

配達用の籠にパンを詰める従業員。（製

パン業者: Delta Bakery）（ディリ） 
パンが冷める前に各家庭まで配達を毎朝

行っている。Delta Bakery（ディリ） 
サメの製パン業者がパンを製造して

いる。 
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5-3  事業の最終評価  

5-3-1  活動プロセスにおける実施主体 

本事業の実施主体は、農業水産省(MAF)、NGO である Centro do Desenvolvimento da Economia 
Popular (CDEP)、及びディリ、サメ、バウカウの製パン業者である。 

(1) 農業漁業省(MAF) 

MAF は本事業の開発コンセプトと始動において重要な役割を担った。その活動は、(i) 本事業に

参加するディリ、サメ、及びバウカウの製パン業者の選定、(ii) レストランオーナー、ドナー関係

者、製パン業者からコーンパンの試食会参加者の選定、(iii) 試食会メンバーの取り纏め、(iv) コー

ン製品の他の省庁への紹介や展示会へ出展等の広報・普及活動、であった。また、地方製パン業者

の選定の際は、MAF の県職員による活動支援がなされた。MAF は本事業に関心をもって参加した。 

(2) Centro do Desenvolviment da Economia Popular (CDEP) 

Centro do Desenvolvimento da Economia Popular (CDEP) はディリを拠点として活動をしている

NGO である。これまで多くの農業プロジェクトの計画及び実施、またマーケティング及びモニタ

リングを手がけてきた。本事業では、ほぼ全ての活動に参画し、調査団および対象製パン業者へ有

益な提案を行った。将来同様な事業が実施される場合においても、CDEP が支援機関としての役割

を担うことが期待される。 

(3) 製パン業者 

A. ディリ 
Padaria Samsan は 1985 年に創業した東ティモールにおいて大規模な製パン業者の一つで 12 名の

従業員を抱えている。1 日当たり約 8,000 個のパンをキオスク、小売店、政府機関、レストラン等

に出荷している。パンは夜間から 2 台の薪オーブンにより製造されている。原材料は全て輸入品で

ある。経営能力に優れ従業員も熱心であるが、本事業の実施においては幾つかの制約が見られた。

それらは、(i) 長期間にわたる実証調査への参加意識の欠如、(ii) 新商品のマーケティングに関する

問題解決への取り組みの欠如、(iii) 新商品のマーケティング活動への創意工夫の欠如、であった。

当社は、既に成功した事業形態を確立していることから新商品であるコーンパンの普及・拡大より、

既存の小麦パンの販売促進の方に高い関心を持っており本事業への参加の意思は次第に失われて

いった。このような状況から、調査団は実証調査事業の対象製パン業者を、比較的小規模な製パン

業者である Pasquela Bakery、中規模製パン業者である Delta Bakery、及びもう一つの大規模製パン

業者である Li Kin Tai へとシフトすることとなった。 

Li Kin Tai Bakery は、1985 年に創業し、ディリにおいて高い知名度を誇る製パン業者である。従

業員数は 20 名でタイベシマーケットの近くに工場を構えている。パン製造は 3 つの薪オーブンに

より夜間行われている。1 日当たり 16,000 個のパンを製造し、そのうち 20％がキオスクへ、80％
は一般向けに販売している。原材料は全て輸入品である。東ティモールにおけるパンの消費が増加

している背景もあり、売り上げは年々増加を続けている。しかし、Padaria Samsan と同様に、Li Kin 
Tai Bakery も、新商品の開拓ではなく、既存商品のマーケティングに多くの関心を持っており、約

3 ヶ月間の本事業への参加の後、本事業の対象製パン業者から外れることとなった。 

Pasquela Bakery は、家族経営による小規模な製パン業者である。パン製造施設はシンプルで、一

般家庭の台所に備え付けられたオーブンを使用している。パン製造は仕出しサービスとして行って

おり、注文があった際に製造される。本事業に対して協力的であり、非常に高い関心を示していた

が、事業形態が極めて小規模で、コーンパンよりケーキやパイ等のトウモロコシ加工品への関心が



第 5章 国産トウモロコシ消費多様化促進事業 

 

5 - 7 

高かったことから、コーンパンの販売ではなく、トウモロコシ加工品の仕出しサービスを実施する

製パン業者として選定された。仕出しサービスは好評で、展示会への出品も積極的に行った。 

Delta Bakery は 2008 年に創業した従業員は 4 名の中規模な製パン業者である。パンは夜間に 1 台

の薪ストーブによって製造され、パンの配達サービスは早朝 5 時から 8 時半の間にかけて行われ、

1 日当たり 1,500 個のパンを近隣の顧客家庭に届けている。 

これまでの経緯の結果、(i) 長期にわたって実証調査事業に参加できること、(ii) 経営に柔軟性が

あること、(iii) 中規模な事業形態であること、(iv)適切な技術を有していること、の判断から、本

事業は Delta Bakery を中心として実施することとなった。Delta Bakery によるコーンパンの製造販

売は 2011 年の 3 月より開始された。当初は小麦粉パンとコーンパンを製造販売したが、コーンパ

ンを好む消費者が増えて、4 月には 1 日 125 個のコーンパンを販売していたが、5 月になると 250
個/日まで売り上げが増加した。コーンパンの売り上げは今も増加を続けている。Delta Bakery はコ

ーンパンに製造販売に成功している要因を、(i) パンが冷めないうちに販売する、(ii) 小麦パンより

少しサイズを大きくする、(iii) 早朝に消費者の自宅まで配達する事である、と分析している。 

B. サメ及びバウカウ 
サメ：Domingus Madera 氏の家族経営の製パン業者が選定された。夕方から翌日の朝にかけて薪

ストーブにより 1 日に 400 個から 500 個のパンを製造している。そのうち 20％は近所の顧客へと

配達し、残りはサメのマーケットで販売している。原材料の小麦粉は輸入している。本事業以前は、

トウモロコシ粉を用いたパンまたはその他加工品を製造した経験が無かったが、新しい試みに直ち

に順応することが出来た。しかし、事業実施期間中にトウモロコシ価格の高騰を受け、コーンパン

の製造販売に収益が見込めない状況となったため、現在製造は中止している。 

バウカウ：Isabel Da Sousa Freitas 氏の下での家族経営の製パン業者が選定された。パンの製造は

朝 5 時から 8 時にかけて行われ、小型のロールパンと四角形のパンの 2 種類を製造している。直面

している問題は燃料となる薪の不足である。薪集めに 1 日平均 1 時間以上分費やしている。1 日約

530 個のパンを週末も含め毎日製造している。本事業以前は、トウモロコシ粉を用いた製品を製造

した経験は無かった。しかしながら、サメと同じくバウカウにおいても、事業実施期間中にトウモ

ロコシ粒の価格が高騰した。バウカウではサメ以上の価格の上昇を見せ、当初$0.45/kg から$1.25/kg
の約 3 倍となった。このため、サメと同様に、コーンパンの製造を中止せざるを得なくなった。 

(4) 製粉業者 

製粉業者はトウモロコシ粉の消費量が増えるにつれ収益を伸ばすことが出来る。本事業で支援を

受けたディリの Delta Bakery はマリアナにある製粉業者からトウモロコシ粉を買い付けている。現

在、Delata Bakery による買い付け量は大規模なものではないが（100kg/月）、コーンパンの売り上

げが増加するにつれてトウモロコシ粉の買い付け量が増加することが期待できる。東ティモールに

は 50 ほどの小規模製パン業者が存在すると推定されている。これらの業者がコーンパンの販売形

態を取り入れた場合、トウモロコシ粉の需要量は増加し、製粉業者の売り上げ増加に大きく寄与す

ると考えられる。 

国内の殆どのマーケットには小規模な製粉業者が存在し、通常マーケット日のみ営業をしている。

これらの業者は、”Sasoro”用の粗いトウモロコシ粒を製粉しているが、製粉機を調整すればコー

ンパンに使用できるきめ細かいトウモロコシ粒も製粉することが可能である。しかし実証調査では、

これらの製粉業者の活用は見送られた。理由は、 (i) マーケット日のみしか営業していない、(ii) ト
ウモロコシが近隣のマーケットに流通していない場合がある、(iii)トウモロコシ粒の価格がしばし

ば高額になる(マリアナに比べてディリとバウカウのトウモロコシの価格は高い)、(iv) 製粉業者は
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手間がかかる製粉機の調整をしたがらない、(v) 手間賃の高い”Sasoro”用の製粉客を優先しがち

である、等である。 

5-3-2  事業の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：3） 

本事業の目的である“トウモロコシ製品の多様化“は、東ティモール政府の掲げる経済

開発、雇用促進、及び輸入代替政策に合致するものである。実証調査事業では国内産のト

ウモロコシを利用した新商品を紹介することにより、農家や食品加工業者、製粉業者に売

上増加及び雇用創出を寄与することが確認された。これに加え、輸入産品への需要を国内

産品へ転換する効果も確認された。以上を踏まえると、本実証調査事業は妥当性があると

判断できる。 
有効性 

（評点：4） 
本事業の実施により、製パン業者の所得を高め、雇用を生成し、輸入代替の効果が発現

することが見られた。さらに、製粉業者や農家の生産といった上流のステークホルダーに

対する好影響も確認された。 
小規模な製パン業者である Pasquela Bakery の女性経営者は、実証調査事業「国内産品

の消費促進-料理教室-」で訓練を受けた女性達と同様に仕出しサービスにおいて成功して

いる。2011 年 5 月の独立記念式典に出品した際は、通常の菓子製品に加えて、トウモロ

コシ加工品の売り上げは非常に好調であった。 
大規模製パン業者への普及は見られなかったが、中規模製パン業者の Delta Bakery もコ

ーンパンの販売促進で良好な結果を得ている。コーンパンの 2011 年 5 月の売り上げは 250
個/日を記録し、売り上げ全体の 16％を占めた。これは当初の目標である 10％を 5 割以上

上回っている。これらの結果から、本実証調査事業の有効性はあると判断される。  
効率性 

（評点：3） 
実証調査事業に投入した資機材の量、質共に満足できる結果である。投入した機材や設

備は問題なく機能し、トウモロコシ粉等の原料の品質は期待以上であった。トウモロコシ

の市場価格の高騰により、地方製パン業者に支給した製粉機は限定的な使用にとどまった

が、その他の投入はすべて有効に本事業に活用された。本事業の実施コストは約$25,000
であり、事業の活動内容、活動結果と照らし合わせて効率的である言える。 

マクロ的な視点においても、事業の効率性があると言える。国内の少なくとも 20 の製

パン業者が Delta Bakery のコーンパン販売手法を取り入れた場合、小麦粉の輸入量は毎年

およそ 15 トン削減できる。価格にすると$15,000 の正のキャッシュフローが毎年発生する

こととなり、本事業の実施コストは$25,000 であることから考えて、効率的な投入である

と言える。本事業の効果が 10 年間続き、トウモロコシ粉の平均価格を$0.8/kg と仮定する

と、費用対効果は 1.2 となる。 
インパクト 
（評点：3） 

本事業が当初計画していた正のインパクトは上記の効率性評価で述べたとおり、製パン

業者の売上増加、雇用の創造、輸入小麦への依存緩和が挙げられる。 
また、実証調査の実施後に発生した正のインパクトは、(i) トウモロコシ製粉業者の収

入増加、(ii)農家にとってのトウモロコシ市場改善、(iii)トウモロコシ加工による新商品開

発である。これらのインパクトは、コーンパンの販売が増加するにつれて更に拡大される

ことが期待される。仮に、国内 20 の製パン業者が実証のようなコーンパンの販売を成功

させれば、トウモロコシの国内需要は 20 トン/年増加することになる。 
一方、本事業実施による負のインパクトは、サメ、バウカウでは、地方製パン業者が整

備した製粉機の使用が、将来的に既存の製粉業者と競合する可能性がある事である。 
自立発展性 
（評点：3） 

本事業の実施を通じて、コーンパン及びトウモロコシ加工品の販売及び仕出しサービス

は採算性がある事が確認された。 
トウモロコシ加工品の仕出しサービスは自立発展性があると判断される。トウモロコシ

加工品は一定の需要が見られ、他の競合する加工品より好まれる場合が多い。利益率は商
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評価項目 最終評価 

品の種類に依存するが、一般的にケーキや菓子類の利幅は 30%程度である。 
コーンパン販売も同じく自立発展性があると判断できる。一般的には、小麦粉パンの味

が好まれる傾向にあるが、適切な販売促進を実施することにより小麦粉パンの 15％に相

当するコーンパン売上が期待できる。更に、コーンパンは小麦粉パンより製造コストを

13％削減できる。このことから、1 日のパン売り上げが 1,500 個の小規模製パン業者では、

約 225 個のコーンパンの販売ができ、その結果、年間営業日数を 300 日とすると、$140/
年の経費削減が可能となる 

製パン業者の自立発展性は生産ラインの改善でさらに高めることが出来る。製パン業者

は生産体制の改善に関心を持っているが、技術的な知識及び資金が不足している。簡易な

改善案としては、製粉機の導入や保温機能のついた配達容器の導入が挙げられる。  
合計点：16  

5-4 検証事項の評価 

(1) 輸入小麦粉代替としての国産トウモロコシ製粉の普及の可能性 

実証調査で検証したように、輸入小麦粉の代替としての国産トウモロコシ粉の普及の可能性は大

きい。しかし、普及をより効率的に進めるためには、現在のトウモロコシの需給関係を考察する必

要がある。 

小麦粉パンはポルトガル時代に導入され東ティモールの食文化に根付いている。そのパンの小麦

は、国内での生産はなく、すべて輸入である。統計によると、小麦粉の輸入量は、15,000 トン（12
百万 US$）で、国内での販売価格は$1.0/kg(2011 年 5 月)である。 

一方、トウモロコシは全土で耕作されている。しかし、製粉については、以下のような制約があ

り、その量は少ない。 

1) トウモロコシの流通量が少ない。 
東ティモールでのトウモロコシの収量は 1.1 トン/ha で、アジア諸国の 1/4 と小さい。生産も

不安定で 2010～2011 年の生産量は更に少ない。収穫後ロスも多く 30%程度と言われている。

殆どが農家で備蓄されるために余剰も少なく結果として市場流通量が少ない。流通量は生産量

の 20%以下と推定されている。主要な市場であるディリやバウカウ市場においてさえ流通がな

い場合がある。通年でトウモロコシが流通しているのはマリアナ市場のみである。 

2) 製粉業者が少ない。 
東ティモールでは、トウモロコシは「茹でる」或いは「おかゆ」で食される。「おかゆ」用

は粗い製粉で、多くは手動で挽かれる場合が多い。市場のある町には小型の製粉機をもった業

者がいる。業者は市場の開催日に営業している。「おかゆ」用の粗い製粉で、パン用などの本格

的なトウモロコシ製粉の需要はない。 

3) 輸送コストが高い。 
トウモロコシはマリアナ市場に集められる。マリアナには製粉業者がおりトウモロコシ製粉

ができる。製粉料金は$0.55/kg である。ディリへの輸送費は$0.03/kg である。他の市場への輸

送コストは高く輸送されていない。 

トウモロコシ粉の価格は、ディリやマリアナでは、小麦粉の半額であることから代替はできる。

しかし、代替量はトウモロコシ生産に左右されることになる。トウモロコシ粉が調達できるディリ

とマリアナでの小麦粉の消費量は、その人口から推定すると年間 7,500/年と概算される。実証調査
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事業で行なったコーンパン（配合: トウモロコシ粉 15%、小麦粉 85%）の消費が定着すれば、ディ

リとマリアナで、消費していた小麦粉の 15%が代替できる。その結果、年間で輸入小麦 1,125 トン

がトウモロコシ粉で代替できる。これは、概算 1.0 百万ドル/年に相当する。 

(2) 国産トウモロコシ粉を使用したコーン･パンなどによる国産トウモロコシの消費多様化 

実証調査で試行したように、トウモロコシはパンと菓子類の消費の方法がある。 

小麦粉パンは食文化として定着しており、製パン業者は、全国に凡そ 50 業者がいる。毎日消費

されている。消費者は、小麦粉パンの嗜好に馴染んでいる。トウモロコシ粉を使用したパン(コー

ンパン)は、実証調査の試験販売やその後の販売から判るように、嗜好に差があり好んで買う消費

者もいる。コーンパンをパンとしての消費可能性はあるが、定着するには長期間が必要である。 

東ティモールで生産されているトウモロコシは、85%が白色トウモロコシで、他は黄色トウモロ

コシである。在来種が殆どで殻は固い。試食会では、両トウモロコシ粉を用いコーンパンを試食し

た結果、白色トウモロコシ粉使用が選択された。トウモロコシ粉の割合が多いとパンが固くなる傾

向にある。結果的には、15%トウモロコシ粉、小麦粉 85%の調合が商品化可能となった。 

菓子類としての消費がある。実証調査では、パンと同じようなプロセスは取れなかった。パン以

外には 17 製品のレシピを作成したが、普及は製果業者に委ねられる。これらは、料理と組み合わ

せれば、消費拡大の可能性はある。 

(3) トウモロコシの市場情報の収集･分析･活用のプロセス 

輸入トウモロコシの市場価格情報の入手は、輸入業者やインターネットなでで容易であるが、国

産トウモロコシの市場情報（市場流通量、価格など）の収集･分析･活用は容易でない。実証調査事

業では、関連情報は事業に参加した民間業者の独自の手段によって収集された。 

DNPIAC はトウモロコシを含む主要農産物の市場情報を定期的に収集･整理しているが、タイム

リーな発信はしていない。的確な市場情報が収集できない中では、市場の効率的な運用は不可能で

ある。情報提供サービスが整備されれば、関係者の営利活動に有効である。しかし、トウモロコシ

は政府買い上げ制度の対象産品でもある。この制度がある限りは、情報提供サービスを整備する意

義は小さい。 
 

5-5 事業からの教訓とアクションプランへの反映 

 本事業の実施を通じて該当するアクションプラン(案)の有効性を検証した。また、検証作業から

得た教訓と、教訓に基づくアクションプランへの反映事項を取りまとめた。 

5-5-1 加工業者の企業支援 

検証 本プロジェクトは、農産物の付加価値付けや新たな商品開発を支援することによって既存

或いは新たな加工業者の操業･運営を支援するものである。企業への支援内容は、対象とす

る加工産品によって大きく異なる。 

本事業は、全国で幅広く生産されているトウモロコシの市場活性化を目指したもので、本

プロジェクトの有効性は、製パン業者によるコーンパンや菓子類（事業進捗の中で大衆的で

消費拡大の可能性が大きいパンのみを対象産品とした）の開発･販売の活動を支援するプロ

セスを通じて検証した。 

ディリの大規模製パン業者を通じて商品開発(コーンパン)を行った。本プロジェクトでは

市場量調査に基づくマリアナ市場からのトウモロコシ粒の調達、製粉業者によるトウモロコ
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シ製粉、製パン業者によるコーンパンの試作品、審査員による試食会、一般消費者向けの試

験販売、のプロセスを支援した。試験販売では完売した。また、価格面でも従来の小麦粉パ

ンより安価な販売が出来ることから商品化が可能であると判断した。 

その後、地方（サメ、バウカウ）の製パン業者にレシピを提供し、地方での製造･販売を

目指した。ディリにおけるのと同様に、トウモロコシ粒の調達/製粉、レシピに基づいてト

ウモロコシパンを製造･販売を支援した。販売は好評であったことから、地方における新た

な商品としてのトウモロコシパンの製造･販売のビジネスが期待された。 

しかしながら、1 月から 3 月にかけて製造･販売は見合わせた。これは、昨年来のトウモ

ロコシ不作による価格の高騰でトウモロコシの調達が困難になったことで安価な提供が出

来なくなったことが主因であった。（輸入小麦粉価格も高騰したが、トウモロコシ価格の高

騰がより大きかった。）トウモロコシ不作とは別に、一部の消費者から従来の小麦粉パンと

比較して味覚面でやや不足があるとの指摘もあった。さらに、従来の小麦粉パンの製造･販

売をルーチン化している大規模製パン業者からは、従来の製造ラインに加えてトウモロコシ

パン粉を調合した製造ラインを通常業務として追加することに躊躇していることも聞き取

り調査から伺えた。 

そこで、これらの課題に対処するため、新たにディリの中規模な製パン業者を選定し、選

定した業者によるトウモロコシパン製造･販売の改善を支援した。地区に根付いた小規模業

者ならでは製造直後の顧客への戸別販売やサイズの改良などを行った。これらの改善は好評

であったことから、販売は順調に推移している。 

トウモロコシパンのレシピを通じて製造プロセスのノウハウは技術移転された。地方の製

パン業者は、今後は、トウモロコシ価格や小麦粉価格の推移を見ながら、トウモロコシパン

の製造･販売ビジネスを始めることはできる。これまでのプロセスから判断すると、コーン

パンの商品化を目指す製パン業者への企業支援の有効性は検証された、と考えられる。 

本プロジェクトは、加工者が新商品開発に取り組むことを支援するものである。しかしな

がら、企業活動の継続のためには、原材料が量･質･価格面で安定していることが前提である。

本プロジェクトのトウモロコシパンの事例から判るように、原材料となる対象農産物の安定

的な調達が、企業支援を実施する条件となる。 

教訓 企業支援での加工対象産品の原材料は、質･量･価格面で安定的に調達できる農産物である必

要がある。そのためには幅広い地域で生産・流通している農産物を対象とすることが望まし

い。また、企業支援では新商品の開発や改善に意欲のある加工業者を発掘する必要がある。

本事業のトウモロコシ粉の調達の事例から判るように、加工品の原材料は、国内で幅広く

安定的に生産され、かつ市場でも調達が比較的容易な農産物であることが望ましい。 

東ティモールでは新たな起業には困難が多い。そこで、DNPIAC が加工品作りを計画する

場合、新たな加工業者の起業を働きかけるより、既存加工業者の中から商品の改善や開発に

意欲的な業者を発掘すること優先される。 

反映 DNPIAC は、企業支援プロジェクトの推進を容易にするために、開発･改善が可能な加工産

品をリストアップし、加工業者の情報と合わせて整理しておく。 

DIPIAC は、東ティモールで生産されて市場で流通している農産物（コメ、トウモロコシ、

根菜類、豆類等）別に、それらを原材料とする加工品、加工品作りに必要な支援、既存の加

工業者、などの情報を整理する。 
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5-5-2 農業･市場情報提供サービス 

検証 本プロジェクトは、アグリビジネス関係者（加工業者、農民グループ/女性グループ、流

通業者、仲買人、小売業者、行政関係者、等）が産品の市場情報を適宜入手し、各々のアグ

リビジネスに反映することができるようにするものである。DNPIAC が全国からの市場情報

を入手、データベースとして整理し、関係者に発信していくことを想定している。現在、関

係者が農産物の売買を効率的に進めるような情報システムはない。 

アクションプラン(案)で想定した情報システムは、本事業でのトウモロコシ粒とその製粉

価格情報の入手プロセスを通じて検証した。 

製パン業者は輸入小麦粉を各地方市場で調達している（価格: US$1.00/kg）。一方、トウモ

ロコシは全国で幅広く生産されている（価格変動は大きい）が、Maliana 市場のみが有る程

度の規模での安定的な取引が可能であった。しかしながら、トウモロコシ粒や製粉の各市場

間の流通はない。事業の実施時期では、/トウモロコシ製粉の調達は、Dili と Malinana から

が可能であった。これは、流通インフラの不備が大きな要因で、Dili と Maliana 間のみに流

通チャネルができていることによる。これらの情報は流通業者が独自に入手している。一方、

トウモロコシ粒は、政府買い上げ制度の対象産品に含まれている。そこでは、農家からの買

い上げ価格は決定されている。 

現在の政府買い上げ制度の下では、情報システムが確立されたとしても、その利用は限定

されたものになる。 

教訓 輸入小麦粉はほぼ安定した価格で各市場から調達できるが、トウモロコシ製粉はマリアナ市

場を除いて調達は容易でない。また、トウモロコシ粒及び製粉はマリアナとディリ間のみに

流通チャネルがある。 

80％の農民はトウモロコシを生産しているが、僅かな量（生産量の 20%以下と推定されて

いる）。価格は、地域と時期のよって大きく異なる。マリアナ市場のみが安定していた（2011
年、トウモロコシ粒の価格は、マリアナ US$0.44/kg、バウカウ US$1.39/kg 及びサメ

US$0.93/kg であった。マリアナからディリへの出荷価格は、US$0.03/kg であった。） 

小麦粉の価格は各市場でほほ安定した価格である（2011 年､US$1.00/kg）。マリアナ市場で

はトウモロコシ粉は、US$0.55/kg で調達できた。一般的に地方では、小型の製粉機をもった

製粉業者がいる。しかしこれらの製粉業は、週一回のマーケット日のみの営業である、トウ

モロコシは買い手が持参する、製粉価格は高い、製粉業者は製粉スクリーンの交換しない、

少量の”sasoro"(おかゆ)用の顧客を優先する、などの営業上の傾向がある。一方、ディリの製

パン業者は安定的に製粉を得ることができた。 

政府による買い上げ制度によって産品の価格が設定されている限りにおいては市場情報サ

ービスの利用は限定されたものにならざるを得ない。 

政府は買い上げ産品の価格を決定している。これらの価格設定はアグリビジネス関係者

（農民/女性グループ、流通業者、製粉業者、その他）の営利活動を規制している一面があ

り、農産物価格の収集や発信を無意味なものとしている。この制度がなければ、農業･市場

情報提供サービスは市場の活性化に有意義なものになり、消費者もより安価な産品へのアク

セスが可能になる。 

反映 トウモロコシ加工産品では、トウモロコシはマリアナ市場で安定的調達が出来ることか

ら、ディリの製パン加工業者は、トウモロコシ製粉をマリアナの製粉業者から調達すること

になる。政府の買い上げ制度の対象となっている産品では、農業･市場情報提供サービス導

入の意義は小さい。 
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5-5-3 販売促進支援 

検証 本プロジェクトは、国産農産物及びそれらの加工品の販売促進を支援するものである。ア

クションプラン（案）では、アグリビジネスフェアの開催、アンテナショップの設立、ラジ

オ、新聞等のメディアを通じた地産地消の呼びかけや国内農産物の安全･安心啓蒙活動、を

想定している。本プロジェクトの有効性は、コーンパンの販売促進のプロセスを通じて検証

した。 

東ティモールでは朝食にパンを食する習慣が根付いている。コーンパンの消費拡大を目指

すことは従来の食習慣に変化をもたらす試みでもあった。実証調査では、知名度を上げる必

要があることから、ラジオ、新聞広告、旗、チラシ、ポスターを使った宣伝を行った。この

ような活動によって実証調査事業を試行している製パン業者のコーンパンの販売は全販売

量の約 15%を占めるようになった。ディリの小規模製パン業者によって、限定された地区の

顧客層ではあるが、少量ではあるが着実な販売は続いている。 

教訓 コーンパンの普及では、ラジオによる宣伝活動は、新聞、旗、チラシ及びポスターによる宣

伝活動より効果的であった。 

凡そ 400 枚のチラシがコーンパンの販売促進で配布された。20 以上のポスターがディリの

主なスーパーマーケットに置かれた。また、ラジオや新聞紙上による紹介や宣伝が実施され

た。知名度が浸透すると共に、消費者の増加に繋がった。しかしながら、販売時間や販売場

所などの詳細な情報があれば消費者の購入により効果的だった、と思われる。宣伝活動で製

パン業者の電話番号は記載したが、消費者からの種々の問い合わせに十分に答える体制がな

かった。コーンパンの販売状況や今後の展開などの情報を消費者に直接知らせることは、コ

ーンパンの認知度を上げるには必要であった、と思われる。 

ラジオによる販売促進キャンペーンの間、製パン業者には日当たり 5 件の問い合わせがあ

り、消費者の興味が最も伺えた（新聞やポスターを通じた問い合わせは 1～3 件であった。） 

反映  新商品の宣伝にはメディアの活用が有効であるが、宣伝期間中は、消費者の問い合わせに

直接答えることができる体制を整備しておく必要がある。ラジオ、新聞、キャンペーン旗、

チラシが有効である。ポスターは限定的である。 
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第 6 章 国内産品の消費促進-料理教室-事業 

6-1 実施計画 

6-1-1  目的 

地方農村部の女性を対象にした料理教室の開催を通じて、身近にある国産農産物（トウモロコシ、

ポテト、キャッサバ等）を使用した料理を紹介・普及することによって、国産農産物の需要を拡大

する。 

6-1-2  検証事項 

・国産農産物を使った料理方法の普及による国産農産物の需要拡大の可能性 
・料理教室で料理を学んだ女性/グループによる農産加工品/料理品の販売の可能性 

6-1-3  活動内容 

近隣市場で容易に調達できる国産農産物を使った料理を考案し、その調理法を料理教室の開催を

通じて広く紹介する。料理教室では、調理方法の他に栄養学や衛生学の講習も合わせて行う。 

- 料理教室の運営管理 
国産農産物を使った料理の考案、料理教材の作成、料理教室のインストラクターの養成、

ディリ市及び地方における料理教室運営の改善 
- ディリ市での料理教室の開催 

料理教室で使用する設備･器材の準備、料理教室の生徒募集、料理教室の開催 
- 地方での料理教室の開催 

料理教室で使用する設備･器材の準備、料理教室の生徒募集、料理教室の開催 
- 料理の受注販売の支援 

 

6-1-4  活動グループと実施体制 

実施主体   ： DNPIAC、（バウカウ県、ビケケ県、アイレウ県、アイナロ県の農業事務所 
技術支援   ： TE（Timor Endeavor, NGO): 衛生・栄養学専門家、料理考案と料理法 

CV（Christian Vision, NGO）及び ETDA(East Timor Development Agency, NGO):
ディリ及び地方における料理教室の開催 

Cooperativa Esperanca: 料理本の作成 
モニタリング ： NGOs、DNPIAC、バウカウ県/ビケケ県/アイレウ県/アイナロ県の農業事務所

関係機関   ： バウカウ県/ビケケ県/アイレウ県/アイナロ県の農業事務所 
活動グループ ： 農村部の女性を中心とした受講生: 300 人 

 

6-2  事業の実施・モニタリング 

6-2-1  PDM 

本実証調査事業の PDM は表 6-2-1 に示すとおりである。 

6-2-2  活動プロセス 

活動 活動状況 課題 対策 

料理とレシ

ピの選定 
120 余りの候補から 15 料

理を選定し料理教室に取

り入れた。料理本には更

東ティモールには料理本がな

い。インターネット等の利用に

よりレシピは入手できるが、西

洋料理やアジア料理に限定さ

調査団はフィリピン、インド

ネシア、シンガポール、及び

アメリカより料理本を調達

した。また、地元女性からチ
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活動 活動状況 課題 対策 

に 21 料理を追加した。 れ、ティモール料理のレシピ入

手は困難である。 
モール料理のレシピを聞き

取った。更に、入手したレシ

ピ内容を健康面に配慮しア

レンジした。 

レシピ(案)
の作成 

36 のレシピを英語及びテ

トゥン語で作成した。 
輸入食材を利用する料理が含

まれているおり、高価になる料

理や、油を大量に使用したよう

な不健康な料理を除く。 

輸入食材を代用する国内食

材を利用した。また、油を控

える等の健康面に配慮し、レ

シピを作成した。 

栄養、衛生、

安全管理の

課題（案） 

料理教本の構成を決定す

る。 
栄養学は理解しやすいよう初

歩的にとどめるが、重要な情報

を盛り込む必要がある。 

料理教室に係るポスターを

作製した。終了後の試験では

85％の訓練生が内容を理解

したという結果であった。 

施設の改善 

 

開催予定地である ETDA
（ディリ）及び Christian 
Vision（バウカウ、アイレ

ウ、サメ、ビケケ）の施

設を改修した。 

施設は料理教室会場として使

用できるよう改修する必要が

あった。安全管理に火災防止を

入れる必要があった。 

調理に必要な機器を準備し

た。また、照明や換気施設を

整えるなど安全面の配慮を

した。  

インストラ

クターの養

成 

13 人のインストラクター

を選定し、訓練を行った。 

インストラクターは NGO
で既に製菓作り教室等の

講師を務めた経験者から

選定した。 

インストラクターはポルトガ

ル語又はテトゥン語話すが、イ

ンストラクター研修の講師は

英語のみ話す事が出来た。 

インストラクター研修の実

施に当たって通訳者を雇用

した。 

インストラクター研修の修

了者数は当初の予定より

30％上回った。 

受講生の募

集 
料理教室の受講生を募集

した。多くの応募者が、

あった。 

 

 

料理教室実施 NGO はこれまで

多数の教室を開催しており、受

講者の募集の経験が豊富であ

った。募集には、(i)電話での紹

介、(ii)既存の教室での紹介、

(iii)教会行事において紹介、(iv)
ラジオ放送で紹介、等の手法を

用いた。また、政府現地事務所

務所も村の女性に対して広報

を行った。  

問題は発生しなかった。 

料理教室で

の学習 

 

21 教室を開催。教室では

講義形式（栄養、衛生等

を含む）の学習時間を設

けた。 

生徒の約 20%が、読み書きが不

自由であった。 
インストラクターはイラス

トや口述を多用した。 

栄養、衛生、安全に関する講

義は時間を延長し説明した。

料理教室で

の料理実習 
21 教室を開催。教室では

料理実習時間を設けた。 
生徒の衛生、安全管理意識は希

薄であった（エプロンや帽子、

手袋を着用しない）。 

衛生、安全管理を徹底した。

  

習得したレ

シピの活用 
教室での聞き取りでは、

習得した少なくとも週 2
食材の中で季節利用が限られ

るものがある。 
年間を通じて入手可能な適

切な食材のレシピを提案す
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活動 活動状況 課題 対策 

 回はレシピが家庭内で利

用されている。  
 る。 

習得したレ

シピを活用

した料理の

販売 

 

市場での観察や関係者か

らの聞き取りでは、修了

生の凡そ 50%（150 人程

度）がレシピを活用した

料理の販売を経験してい

る。  

受講生のビジネス/市場指向の

能力は、しばしば欠如してい

る。 

料理販売に興味を示す生徒

にはフォローアップの訓練

を行う事を提案した。 

料理本の作

成 
レシピを整理した料理教

本を作成中である。 
料理本のレイアウト構成や装

飾を更に改良出来る。 

料理本の数が限られているた

め、必要とするステークホルダ

ーに効率的に配布する必要が

ある。 

今後も料理本の改良し普及

する事を提案した。 

料理本は、(i) MAF、DNPIAC
のジェンダー担当官、 (ii) 
Christian Vision、ETDA の料

理教室管理者、インストラク

ター、(iii) MAF の県女性グ

ループリーダー、(iv) 類似事

業を実施する他ドナー、(v) 
料理教室参加者、に優先して

配布する。 

 

 
料理教室の卒業生が’UN World Food 

Day’で料理を展示。副首相と農業国務

長官が訪問した。  

インストラクター養成時の料理実習

の様子。 

「Women’s day」で料理コンテス

トがあり、ビケケ県の卒業生が優

勝した。その卒業生はレストラン

開業を計画している。 

 
アイレウ県の生徒が、栄養や健康、安

全管理の課題を熱心に書きとめてい

る。 

ETDA で開催した料理教室。 

 

実習した代表的な料理。 
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6-3  事業の最終評価 

6-3-1  活動プロセスにおける実施体制 

活動の実施機関は農業水産省工芸作物/アグリビジネス局および 4 つの NGOs である。受益グル

ープは料理教室の参加者である。 

(1) 農業漁業省工芸作物/アグリビジネス振興局（DNPIAC） 

DNPIAC は計画から実施段階まで積極的に本事業を支援した。当局は、事業のコンセプトデザ

インにおいては調査団を支援し、目標の設定、作業計画の策定に助言した。また、料理教室のイ

ンストラクターに地方の女性グループからの参加を提案した。MAF 中央および県職員は料理教室

開会または閉会の式に参加し、国内産品の消費促進の重要性を呼びかけた。その他、DNPIAC は

本事業を支援する活動を企画し実施した。例えば、国連世界食糧記念日（2010 年 10 月）の全国展

覧会では、独自の予算を使って料理教室参加者が料理を出品する機会を設けた。また、独立記念

式典（2011 年 5 月）では、地元産の食品販売のための展覧会を開催し、料理教室修了生の料理の

出品を支援した。 

(2) NGOs 

A. 実証調査事業の運営管理 NGO 

Timor Endeavors (TE)はプロジェクト管理を担当し、インストラクターの養成、実証調査事業の

実施、最終的な調査と報告書を作成した。TE が作成した栄養、衛生、安全面に関する教材とレシ

ピは実用的であり、理解しやすくまとめられていた。これらの情報は料理教室で使用されたレシ

ピや、料理本の基礎となった。 

B. 実証調査事業の実施 NGOs 

Christian Vision（CV）はブラジルのキリスト教教会関係の NGO で、バウカウ、サメ、アイレウ、

ビケケにおいて料理教室の開催を担当した。東ティモールのほぼ全ての県において活動を行って

いる。教会運営に加えて、ポルトガル語、コンピューター、料理といった教室を開いており、参

加者から授業料を徴収して運営している。また、自前のラジオ局施設を使ってラジオ番組の放送

を行っている。料理教室に関しては 2003 年から実施していたが、地元産品を使った料理作りや栄

養、衛生面に関する講習は取り入れられていなかった。CV は、本事業のインストラクター養成に

参加し必要な知識を習得した結果、料理教室の質が向上した。 

本事業では、バウカウ、サメ、アイレウ、ビケケの 4 地域において、１コース 8 日間の料理教

室を約 5 ヶ月間（2010 年 6 月 8 日から 2010 年 11 月 15 日）に渡り 4 コース開催し、合計で 223 名

が受講した。このうち 125 名に対して修了試験を実施したところ、85％が研修内容を正しく理解

しているとの結果であった。栄養、衛生に関する知識が参加者間に理解されたと言える。また、

調理の実技試験も同様の良好な結果が得られた。 

CV は、これまでの教室の運営経験に加え、インストラクターの能力が向上した。今後も料理教

室を継続する能力は十分に備えていると言える。類似事業では CV を実施機関として推薦できる。 

East Timor Development Agency (ETDA)は、ディリを拠点とし、ティモール人の能力強化を目指

した活動を行っている NGO である。キッチンを初め、3 つの教室、2 つのコンピューター室、語

学研究室、インターネットカフェ、会議室等の設備を備えている。ETDA の 2 名の料理インストラ

クターは調理に関して高い知識を持っていたが、栄養、衛生に関する知識は限られていた。しか

し、本事業によるインストラクター研修によりこれらの知識を身につけた。ディリと近郊をカバ
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ーする広い人脈ネットワークを持っており、料理教室の参加者募集を円滑に行った。 

本事業では、ディリにおいて 1 コース 8 日間の料理教室を約 7 ヶ月間（2010 年 5 月 17 日～2010
年 12 月 17 日）に渡り 5 コース実施した。合計 74 名が修了した。全員が修了試験をうけ、83％の

参加者が研修内容を正しく理解しているという結果であった。また、調理の実技試験も同様に良

好な成績であった。また、修了生の調査によると修了生の 50％以上が、料理の仕出しにより収入

を得た経験がある事が分かった。 

Cooperativa Esperanca (Esperanca)はディリに拠点を置いた NGO である。これまで、東ティモー

ル政府、USAID、及び東ティモール内外の NGOs により実施されている様々な開発プロジェクト

に従事してきた。本事業では、料理本の編集、料理教室修了生のモニタリングを実施した。Esperanca
は人的資源の開発分野に優れており、MAF の Esperanca の活動に対する評価は高い。 

6-3-2  事業の 5 項目評価 

評価項目 最終評価 

妥当性 
（評点：3） 

本事業の/成果は、東ティモール政府が掲げる、農産物の輸入代替、家族の健康の改善、

男女平等、及び経済発展に関する開発政策に一致するものである。食糧自給率の増加と

食料の安全保障に関しては、東ティモールは、国内需要に対して十分な主食作物の生産

ができておらず、不足分を補うために年間約 100,000 トンもの主食作物を輸入している。

本事業は、家庭で消費される農産品の需要を輸入作物から国内産の作物に転換する事に

より、輸入代替の促進を目指している。これに加えて、(i)食事の栄養、衛生面の改善に

よる家庭健康の向上、(ii)男女平等、(iii)小規模起業促進による経済活性化、の目標があ

る。料理教室の参加者は 90％以上が女性で、50％の修了生は料理教室で得た知識を使っ

て仕出しサービスにより料理を販売し収入を得た経験があり、女性や家計への収入増加

を通じた貧困の緩和に寄与している。料理教室の参加には授業料を徴収しているが、概

して定員以上の申し込み数があった。料理教室の目的が参加者のニーズに合致している

と言える。 

有効性 
（評点：4） 

 本事業の目的は、衛生、栄養面の知識向上と共に、国内作物の消費を促進することで

ある。本事業の成果は、297 名の女性に対する訓練の実施であり、当初の計画を 6％上回

った。料理教室終了後の調査によると少なくとも週 2 回は料理教室で習得した料理を家

庭で調理している結果であった。これは、当初計画の 2 倍の頻度である。修了生からの

聞き取りによると、新しいレシピによって約 25％の国内産品を輸入産品の代わりに消費

するようになったという事であった。1 品当たりの食材料を 0.3kg とすると 0.075 kg の輸

入代替が可能であり、修了生 297 世帯による輸入代替量は年間約 14 トンにのぼると試算

できる(0.075kg/品×297 修了生×6 人/世帯×2 品/週×52 週)。また、料理教室終了後の調

査によると、料理教室の参加者の 85％は、栄養、衛生に関する知識を習得しており、安

全な食生活を通じて家庭内の衛生環境や健康状態の向上が期待できる。今後さらなる国

内産品への需要拡大のためには、(i) 料理教室の地域的拡大、(ii) インストラクター研修

の時間の拡大、(iii) クラス当たりの期間の延長、(iv) 安全面の設備投入（消火器、緊急

手当キット等）、(v) ビジネススキルに関する研修の導入、等の対策が必要である。  

効率性 
（評点：5） 

本事業の主な投入は、(i) 人的投入（運営管理、技術、実施）、(ii) 調理器具、設備、(iii) 
材料、で総額はおよそ$66,000 で、初期投資にかかった費用は総額の 70%で、残りは料理

教室の実施にかかる直接費用$19,750 であった。1 コース（計 8 日）の参加者１名当たり

費用は$66.5、料理教室 1 日当たりの実施費用（インストラクター、設備、材料費含む）

は、参加者１名当たり$8.31 であった。3 時間程の授業に食事の提供も含まれている事も

考慮すると、効率性の高い投入であったと言える。また、料理教室実施にかかる機材や
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評価項目 最終評価 

設備はすべてスケジュール通りに調達・導入され、人的投入と合わせて料理教室は、効

率的に活用された。 

費用対効果の分析では、本事業の結果を基に、年間 891 人の受講生に 8$/人の授業料補

助を行うことを想定した。成果として食材の輸入代替により 1kg 当り$0.25 節減（輸入小

麦粉から国産トウモロコシ粉への事例）される場合、費用対効果は 1.0 となる。 

インパクト 
（評点：3） 

本事業が当初計画していた正のインパクトは、衛生･栄養面の改善、国内産品の消費促

進であり、これらへインパクトはあったと判断できる。その他の正のインパクトとして

は、(i) 少なくとも 150 人の参加者は料理教室で習得した料理を販売し収入を得ている、

(ii) 政府が国内産品の消費促進への女性の役割が高いという認識をもった、(iii) 13 名の

インストラクターは事業終了後も継続して指導を続けている、(iv) NGO の整備された教

室が継続して、料理教室その他の講座に使用されている、(v) NGO が自分の施設、設備

に安全面に関する配慮をもち、自ら改善活動を行っている事が挙げられる。  

自立発展性 
（評点：4） 

本事業により、新しい料理レシピと知識の技術移転は問題なく行われた。およそ 150
の修了生は料理教室で習得した料理を販売し収入を得ている、そのうち 1 名はレストラ

ンを開店している。2010 年 10 月に開催された全国料理大会では、ビケケの料理教室を

修了した女性が優勝し賞金$2,000 を手にした。彼女は、他の修了生とともに、現地農産

品を使用したレストランの開店を企画中である。 
CV と ETDA は本事業で開発されたレシピや整備された施設を利用して料理教室を継

続している。知識を習得したインストラクターは引き続き NGO に所属し料理教室を担

当している。さらに、ETDA は、料理教室のレシピを利用した仕出し業を始めた。今後

はホテルやレストランの従業者を対象としたレベルの料理研修の開催を計画している。

両 NGO の料理教室への参加希望者は多く、常に定員数を超えている。研修の継続に

は追加投資は必要ない。本事業で作成した料理本には 36 品のレシピが収録されている

が、料理教室では基礎的な 8 レシピが使用された。その為、既に料理教室を実施した地

区でも、他の高度なレシピを使用した料理教室開催の需要は大きい。 
CV は、独自の調査により本事業の実施地区以外でも、料理教室開催の需要が大きい

ことを確認した。CV は全国に活動拠点があることに加えて、主要都市には本事業を経

験したインストラクターがいることから、料理教室を拡大する事を積極的に検討してい

る。また、独自のラジオ放送を使用した広報が可能であるため遠隔地においても受講希

望者とのコミュニケーション手段に長けている。 
 料理教室の授業料として、CV はバウカウにおいて$3、その他の開催地において$1.5

を徴収していた。また、ETDA によるディリでの料理教室の授業料は$8 であった。料理

教室実施の直接費用は 1 コースの参加者 1 人当たり$66.5 であるため、明らかに運営費用

が賄えていない。独自の予算による料理教室の実施には、費用を削減するか、授業料を

値上げするしかない。ETDA は授業料を$20 まで値上げし安価で入手できる材料を用い

たレシピを用いる事としている。ETDA は自助努力で料理教室を運営する事を目指して

おり、このような授業料を設定するのは妥当である。一方、CV は料理教室の継続的実

施に関しては、ETDA とは異なる方針である。CV も ETDA と同様にレシピの見直しを

行うが、対象地域が都市部ではない為、低所得の参加者が対象となることから、授業料

の値上げはせず、人道支援の一環として料理教室の運営を財政的に支援する方針である。

 将来的には、他ドナーや MAF 及び政府機関からの財政面での支援によって、料理

教室の改善や実施促進が期待される。 
合計点：19  
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6-4 検証事項の評価 

(1) 国産農産物を使った料理方法の普及による国産農産物の需要拡大の可能性 

東ティモール人の食事は、太平洋諸国と同様、伝統的に根菜類を中心としたものであったが、

ポルトガル時代からのパンやインドネシア時代からのコメが大きな比重を占めるようになってき

た。今では、コメと小麦粉の輸入量は年間 100,000 トン以上になっている。さらに輸入された加工

品（例えば麺類）を好んで食べる傾向にあり、調理が容易なこれらの輸入加工食品が流通してい

る。 

本事業で実証したように、料理教室は、身近な農産物を食材とする料理法の普及に寄与するこ

とは明白である。東ティモールの従来の調理法は、「茹でる」か「焼く」であった。料理教室を通

じて作成したレシピは、従来からの料理の改善や新たな料理で構成されている。また、栄養面を

考慮しており、地方の女性にも広く受け入れられている。 

修了生の追跡調査の結果から判断すると、修了生は週に 2 回は学習した料理を作っている。こ

れを仮定にした概算ではあるが、修了生（300 人）の家庭（世帯数: 6.0 人)で凡そ週当たり 600 品

が食されていることになる。料理教室を通じた料理作りが各家庭で普及すれば、身近な農産物の

需要拡大に繋がり可能性は大きい。 

(2) 料理教室で料理を学んだ女性/グループによる農産加工品/料理品の販売の可能性 

料理教室の修了生の追跡調査によると、習得した調理法を生かした営利活動を行っていること

が明らかで、調査によると、修了生の 50%が、地元で機会を得た料理の仕出し業を行っている。

これは、彼らの現金収入となっている。さらに、レストランを開業した修了生もいる。これらの

成果は、修了生による小規模な料理ビジネス起業の高い可能性を示している。 

修了生は調理技術を生かしたレストラン開業や仕出し業を新たな収入源とすることを望んでい

る。しかしながら、彼らのビジネス能力は低い。調理技術を生かしたビジネスを実現するのは、

会計処理や予算と費用分析、等の多くの学習が必要である。そのためには、ビジネスのノウハウ

を学べるあらたな学習講座（例えば、"Cooking for Income"）の開設が有効であると思われる。学習

を通じて、女性グループによる調理ビジネスが普及すれば、農産加工品/料理品の販売拡大の可能

性が更に大きくなる、と思われる。 

6-5 事業からの教訓とアクションプランへの反映 

本事業の実施を通じて該当するアクションプラン(案)の有効性を検証した。また、検証作業から

得た教訓と、教訓に基づくアクションプランへの反映事項を取りまとめた。 

6-5-1 農民グループ/女性グループの企業支援 

検証 本プロジェクトは、農民グループ/女性グループが身近にある農畜水産物を利用した加工

業を起業・操業・運営するプロセスを支援するものである。「加工業の企業支援」と同様に

支援内容は、対象としている農畜水産物や加工品によって大きく異なる。 

本事業は、女性グループを対象に身近にある農畜水産物を食材とする料理の調理技術を習

得する場として料理教室を開催するものである。料理教室では、調理技術だけでなく衛生面

や料理の栄養面の視点を取り入れていることから、企画が幅広く関係者に受け入れられた。

その結果、料理教室の修了生は、当初目標を上回る 297 人となった。事業は終了したが、引

き続きの開催と受講を希望する生徒は多い。今後の事業実施に向けては、料理教室の場を提

供した NGOs は、受講生の負担にならない程度の受講料を徴収することによって料理教室を
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継続することは可能である、と判断している。料理教室で実習した料理の中から代表的な料

理 36 品のレシピを料理本として編集した。料理本は DNPIAC や NGOs に配布し、今後の料

理教室の開催や調理技術の普及に活用されることを期待している。 

また、修了生の追跡調査によると、習得した調理技術を生かして料理の仕出し業やレスト

ラン開業を目指す修了生が各地にいることが判った。（ビケケ県の修了生は、料理コンテス

ト（内閣府が”World Women Day“に主催）で優勝した賞金を元手にしてレストラン開業を

準備中である。また、ディリでは、"Local product,-Local consumption"レストランを開業した

修了生がいる。）また、各地で料理の仕出し業を行っている修了生も多い。料理教室の開催

を通じて、このような起業を目指す修了生が出たことは、料理教室の大きな成果である。し

かしながら、地方の女性の資金調達には困難が多い。行政からの資金助成があれば、女性の

ビジネス意識の醸成を通じて、農産物に加工･流通の活性化に繋げることができる。NGOs
は、今後の料理教室展開に併せて、仕出し業やレストラン開業を目指す女性を対象に「ビジ

ネス講座」を設けることを検討している。 

料理教室開催の活動とその成果を考えると、本プロジェクトによる女性グループへの支援

活動の有効性は検証された、と判断される。地方における料理に関わるビジネスの展開は、

MAF の唱える｢地産地消｣運動に繋がり身近な農産物の需要拡大に寄与するものである。 

教訓 料理教室は、修了生に料理ビジネスを起業する意識を醸成することができる。 

料理教室は、身近にある農産物の食材としての利用や栄養面の視点等が参加者の関心を引

き好評のうちに推移した。修了生の追跡調査によると、機会があれば、料理の仕出し業やレ

ストランの開業の意向を示す修了生もいる。料理教室での学びを料理ビジネスや新たな加工

業の起業に繋げることができる。 

反映 DNPIAC は料理教室を全ての県で実施する。また、MAF は関係省庁に働きかけて、調理ビ

ジネスの起業を支援するための資金助成制度を設ける。 

DNPIAC は、すべての県での料理教室の実施を支援する。実施に当たっては、実証調査事

業で運営･管理を担った NGOs や編集した料理本を利用することができる。また、MAF は、

MED や内閣府などの省に働きかけて、修了生による新たな料理ビジネスの起業を支援する

助成制度を確立する。 

 
6-5-2 特産品化支援 

検証 本プロジェクトは、農民グループ/女性グループが身近にある農畜水産物の中から地域の特

産品を発掘し、それらを商品化して流通･販売する活動を支援するものである。 

本事業では、直接的に地域の特産物を発掘･特産品化・販売する活動は行っていないが、今

後の本プロジェクトの実施では、料理教室の成果を生かすことができる、と思われる。 

アクションプラン（案）では、郡/村で産品の発掘や特産品生産者グループの発掘・組織化

をプロジェクトの始動としている。 

一方、本事業の料理教室は、参加者が調理を通じて身近な農産物の加工のアイデアを学習

することに有効であった。対象産品や生産者グループの発掘に当たって、料理教室の修了生

の参加があれば、本プロジェクトを効果的に実施することができる、と思われる。 

一村一品運動（東ティモール名: SIPI、実施期間 2008 年 5 月～2010 年 5 月）では、ジャム、

チップスなどが産品として生産･販売された。販売に至るまでのプロセスの中で大きな課題と

なったのは、商品化の際の包装や品質保証及び販売促進であった。特産品化支援に当たって

も「企業支援」の場合と同様に、加工機材や包装開発の際の財政的な支援、及び販売促進に

向けた支援が必要である。 
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教訓 特産物の発掘やその商品化のプロセスでは、料理教室で学んだ知識を生かすことができる。

料理教室では、身近な農産物の調理方法を学んでいる。これは、身近な農産物の食品とし

ての加工の方法を知ることは、新たな地域の特産物を発掘し特産品化を目指す活動に繋がる

ものである。 

反映 特産品の発掘活動では、料理教室の修了生の参加を促す。 

修了生は、料理教室で学んだ調理の視点から地域農産物の特産品化の可能性を検討する。

 
6-5-3 農業･市場情報提供サービス 

検証 本プロジェクトは、アグリビジネス関係者（加工業者、農民グループ/女性グループ、流通

業者、仲買人、小売業者、行政関係者、等）が産品の市場情報を適宜入手し、各々のアグリ

ビジネスに反映することができるようにするものである。DNPIAC が全国からの市場情報を

入手、データベースとして整理し、関係者に発信していくことを想定している。現在、関係

者が農産物の売買を効率的に進めるような情報システムはない。 

本事業では、‘地産地消’の下、食材を身近な市場からの調達としている。市場には冷温貯

蔵施設がなく長期保存販売される産品はない。結果として、料理仕出し業やレストランは、

近隣の市場に出向き、直接市場情報を入手することによって適切な運営が出来る、と言える。

教訓 料理教室の開催、料理仕出し業やレストラン経営では、広域の市場情報ではなく近隣の市

場に直接出向くことによって食材を購入している。 

反映 域内の農産物の料理ビジネスへの利用では、広域を対象にした農業･市場情報提供サービス

の導入の意義は小さい。 

 
6-5-4 販売先開拓支援 

検証 本プロジェクトは、国産農産物及びそれらの加工品の販売促進を支援するもので、アクシ

ョンプラン(案)では、アグリビジネスフェアの開催、アンテナショップの設立、ラジオ、新聞

等のメディアを通じた地産地消の呼びかけや国内農産物の安全･安心啓蒙活動、を想定してい

る。本プロジェクトの有効性は、料理教室の受講生募集のプロセスを通じて検証した。 

インストラクターの募集では、DNPIAC による婦人グループへの呼びかけを行った。その

後の NGOs による料理教室参加者の募集では、NGOs が築いてきた連絡網を活用した。それ

らは、興味を示していた人たちへの電話、進行中の学習クラスでの呼びかけ、礼拝時での知

らせ、ラジオによる放送、であった。これらの手法による参加者募集は効果的で、定員以上

の多くの参加申込者があった。 

教訓 料理教室の継続を希望する住民は多い。今後の開催に当たっては、本事業での募集方法を新

たな料理技術を組み込むことができる。 

実証調査で対象とした地区のみならず地区外からも料理教室の開催を希望する住民が多

い。料理教室の開催を実施した NGOs は、蓄積された知識と技術や作成した料理本を有効に

活用することによって、料理教室の継続に意欲的である。開催に当たっては、同様な手法で

参加者を募集することができる。 

反映 アクションプランに国産農産物の需要拡大を目指す一環として‘料理教室の開催’を組み込

む。開催の要領では蓄積された生徒募集の経験を活用することとするが、新たにチラシやポ

スターも用意する。 
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第 7 章 実証調査事業の実施体制からの教訓 

実証調査事業の活動プロセスにおける実施体制の評価から得られた教訓は次のとおりで、これ

らは、本件調査後のアクションプランの実施体制作りに反映されることになる。 

7-1 栽培技術普及体制の強化の必要性 

加工･流通業を展開するには、原材料となる農畜水産物を質･量において持続的かつ安定的に生

産されて市場で流通することが求められる。しかし、実証調査事業では、「大豆のバリューチェー

ン改善事業」における有機大豆や「女性グループによる家禽ビジネス支援事業」及び「国産トウ

モロコシ消費多様化促進事業」におけるトウモロコシが、昨年の長雨の影響で不作であった事が、

その後の活動展開に悪影響を与える結果となった。ダイズ栽培では、病虫害の発生や洪水被害に

より収量減に見舞われ、その結果、大豆価格が高騰し、契約栽培の推進や種子調達に悪影響を及

ぼした。また、トウモロコシの不作は価格高騰を招き、養鶏活動の飼料不足やコーンパンの地方

での販売活動の中断となって現れた。バリューチェーン構築のためには、種子増殖を含む在地資

源活用型農法による栽培技術の普及体制の強化は必須である。 

7-2 関係省庁や関係部局との連携構築に向けた DNPIAC の組織強化の必要性 

実証調査事業は、DIPIAC が実施主体者となって関係省庁や MAF 関係局と連携を試行する場で

もあった。組合の組織強化では集団研修や灌漑施設の改修で MED や県 DNIGUA と連携を模索し

た。「大豆のバリューチェーン改善」では、県 DNAH や県普及員と大豆の種子生産農家の調査や在

地資源活用型農法の普及に関わる協同作業を行った。また、養鶏活動における疾病対策では県

DNPV と連携を協議･実践した。しかしながら、これらの連携活動は散発的なものであった。

DNPIAC の果たして来た役割や関与の程度を検証すると、これまでの連携が十分に機能したとは

言い難い。この要因としては、連携先の組織容量や能力不足の他に、DNPIAC の予算面や組織/制
度面の制約に加えて職員の関係機関との調整を含む業務遂行能力の不足が挙げられる。関係省庁

や関係部局との連携を強化するためには、連携先の実施能力の他に、DNPIAC の人材の育成を図

る必要がある。 

MTCI が実施機関である現行の産品買い上げ制度は、加工･流通分野のみならず MAF の農産物の

生産分野にも大きく関わっている。実証調査事業では、組合のコメの販売、コーンパンの原材料

や鶏の飼料となるトウモロコシ、豆乳の原材料である大豆の調達において、この制度が事業の進

捗、特にバリューチェーンに沿った経済活動、に影響したことは否めない。買い上げ制度が生産･

加工･流通の民間活動を阻害している側面があることから、MAF は MTCI に対して制度の改善を提

案する必要がある。 

7-3 NGOs 等の民間組織/団体による技術支援 

実証調査事業では、組織/制度/予算上の制約や能力不足もあり行政による活動者への支援が適切

に行われたとは言い難い。特に生産活動では、生産農家や女性グループとの間で信頼活動が築け

ない地区も見られた。一方実証調査事業では、活動者を技術的に支援する体制として NGOs 等の

民間組織/団体を実施体制に組み込んだ。これらの組織/団体は、調査団による適切な予算配分と業

務管理の下ではあったが、当初計画のように活動者を支援したと評価できる。さらに、実証調査

事業の実施に組み込まれた NGOs の中には、実証調査事業を通じて、新たな知識や経験を積み自

らの能力向上を図った NGO もあった。例えば、｢大豆のバリューチェーン改善事業｣に参加した

NGO は、実証調査事業の中で習得した在地資源活用型農法の技術を農家グループに技術移転でき

るまでになった。また、習得した栽培技術を背景に、大豆加工業者と大豆生産農家グループ（村）
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の間の仲介者となって契約栽培の実施に重要な役割を果たした。また、テンペ製造技術の普及で

は、他地域の NGO と連携して普及活動を行った。 

実証調査事業で知識･経験を積んだ NGOs が、適切な財政的支援や業務管理の下で、今後のアク

ションプランの実施や技術普及では地域の学習センター的な役割やファシリテーターの役割を担

うことは可能である。 
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第 8 章 結論と提言 

8-1 結論 

5 実証調査事業は、MAF の掲げる食料の安全保障や市場指向型農業への移行などの開発目標へ

の寄与を念頭に置き、バリューチェーン改善を基本方針として実施した。そこでは、以下に示す

ような基幹作物であるコメ、トウモロコシ、キャッサバ等の根菜作物及び豆類作物(大豆)を対象と

して生産･加工･流通･販売を一体的に捉えたアグリビジネス活動を実施し、バリューチェーン改善

の中で創出されるビジネスモデルの有効性を検証した。 

実証調査事業 対象産品とビジネスモデルの検証 
既存農業協同組合の組織強化事業 コメや野菜の生産、収穫後処理･加工から販売の段階における付加価値付け

によるビジネス。 
大豆のバリューチェーン改善事業 ダイズの種子調達から、生産、加工産品作り、加工産品の流通(販売)の各段

階におけるバリューチェーンの改善に基づくビジネスモデル。 
女性グループによる家禽ビジネス

支援事業 
地方における鶏肉/鶏卵の生産・販売のビジネスモデル。飼料としての国内

農産物（トウモロコシ等）の活用の可能性。 
国産トウモロコシ消費多様化促進

事業 
トウモロコシのバリューチェーン改善（トウモロコシ粉を利用したパンや

菓子類の開発）による加工･販売のビジネスモデル。 
国内産品の消費促進-料理教室-事
業 

身近な農産物（キャッサバ、トウモロコシ、ジャガイモ、野菜類）の加工

品（料理）として付加価値を付けた需要拡大の可能性。 
 
各事業の 5 段階評価は各評価項目に以下のように差異はあるものの、いずれの事業もビジネス

モデルとしての有効性が検証された（家禽ビジネス支援事業の費用対効果は疾病の影響により大

きく異なる）。 

実証調査事業 
妥当

性 
有効

性 
効率性 インパ

クト 
自立発

展性 
合計

点 
費用対

効果 
既存農業協同組合の組織強化事業       
・既存灌漑システムの改修 4 3 3 3 2 15 
・作物栽培･マーケッティング技術の改善 4 4 2 2 3 15 
・組合の運営･管理能力向上研修 4 4 3 3 2 16 

1.2 

大豆のバリューチェーン改善事業       
・大豆のバリューチェーン改善事業(広域流通) 4 4 3 4 3 18 
・大豆のバリューチェーン改善事業(小域内流通) 4 4 4 3 3 19 

1.1 

女性グループによる家禽ビジネス支援事業 4 3 2 3 3 15 0.8 
国産トウモロコシ消費多様化促進事業 3 4 3 3 3 16 1.2 
国内産品の消費促進-料理教室-事業 3 4 5 3 4 19 1.0 

 
8-2 提言 

8-2-1 アクションプランの活動内容への提言 

アクションプラン(案)の各「プロジェクト」の検証結果によると、検証したアクションプラン(案)
は内容に追加･修正の必要性があるもののいずれも有効性はある、と判断された。一方で、各「プ

ロジェクト」を試行した結果から得られた教訓とアクションプランへの反映事項は次の通りで、

これらはアクションプランの活動内容に反映することが提言される。 
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(1) 既存農業協同組合の組織強化事業からの教訓とアクションプランへの反映事項 

プロジェクト 教訓 アクションプランへの反映 
農業生産基盤

の改修 
 

東ティモールの地形特性を考えると、渓流

や小河川を水源とする自然取水による灌漑

方式が望ましいが、井戸を水源とする農地

では、受益者の運転･維持管理体制の構築を

条件にディーゼルエンジンポンプを導入せ

ざるを得ない。インドネシア撤退時に破壊

された小規模灌漑改修では、調査･計画･設

計のプロセスを標準化して進めることが提

案される。 
ポンプ導入は、受益者によるポンプの維持

管理運営体制の構築を確認してから進める

必要がある。 

DNIGUA は、インドネシア撤退時に破壊された

小規模規模灌漑施設の改修を進めるためには、

調査、計画、設計、施工のプロセスを標準化す

る。地区の選定では小河川/渓流を水源とする重

力灌漑地区を優先する。 
ポンプ施設の改修では、改修計画に先立ちポン

プ形式や改修後の維持管理について利用者の

合意形成を得るプロセスを組み込む。 

栽培技術普及

体制の強化 
在地資源活用型農法の強化では、身近な資

源を用いた在地資源活用肥料や自然農薬の

適用が効果的である。 

DNPIAC は DNADC や DNAH に働きかけて、加

工･流通の対象作物の生産安定のために、在地

資源活用肥料の製造方法及び施肥方法の技術

普及活動の調整を行う。また、具体的な現場で

の技術普及は技術を習得している民間組織/団
体を活用する。 

農民グループ /
女性グループ

の企業支援 

新たな農作業を組合員の協同作業とする合

意形成は難しい。組合の組織強化には、成

功事例の学習機会の提供などの長期にわた

る取り組みが必要である。 

MED は、登録されている組合の状況を定期的

にモニターし、組合の抱えている課題解決に向

けて必要な支援を行う。具体的な支援活動とし

て、先進的な活動に係る情報提供や類似活動グ

ループとの相互学習の機会を設ける。 
輸送手段の改

善支援 
産品に応じた基本的な包装材料と販売先へ

の輸送手段を確保する必要がある。 
輸送業者の情報を収集して公開することが

必要である。 

DNPIAC は包装材料の調達方法の情報を整理し

関係者に普及する。 
DNPIAC は MTCI に働きかけて、輸送業者の情

報を県、郡単位で収集・整理し、生産者や加工

業者に提供する。 
品質等級制度

の導入 
コメの等級制度とその表示は、コメの生産･

加工･流通の活性化に有効と思われる。 
 

DNPIAC は DNPP に働きかけて、コメ流通の活

性化を図るためにコメ等級制度の導入につい

て検討する。検査体制が十分でない現状では、

破砕米や夾雑物の混入割合を検査の基準項目

とする。 
加工･流通業振

興に関わる人

材の育成支援 

官民のアグリビジネス関係者を対象にした

集団研修は、バリューチェーン構築に関わ

る人材の能力開発やネットワーク作りに有

効である。 

DNPIAC は、MAF や MED などの関係省庁と連

携してアグリビジネス関係者の能力強化やバ

リューチェーン構築を目的とした研修会を定

期的に開催する。 

(2) 大豆のバリューチェーン改善事業からの教訓とアクションプランへの反映事項 

プロジェクト 教訓 アクションプランへの反映 
種子 /資材の供

給システムの

確立 

種子の供給では、加工･流通業の対象作物別

の対応が必要で、大豆の計画栽培では、ア

イナロ県マウベシ地区で生産･採取した種

子を対象生産農家に配布する。 

種子の入手では、対象農産物の種子生産農家を

発掘しなければならない。発掘に当たっては、

DNPIAC は、DNAH と協同で生産地の自然条件

や農家の栽培方法を詳細に調査する（大豆の場

合マウベシ地区が最適である。） 
栽培技術普及

体制の強化 
在地資源活用型農法の強化では身近な資源

を用いた在地資源活用肥料や自然農薬の適

DNPIAC は加工･流通の対象作物の生産安定を

目指して、DNADC 県/郡の農業普及員に働きか
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プロジェクト 教訓 アクションプランへの反映 
用が効果的である。 けて、在地資源活用肥料の製造方法及び施肥方

法の技術普及活動の調整を行う。具体的な現場

での技術普及は技術を習得している民間組織/
団体や実践地区を活用する。 

計画栽培の推

進 
契約行為には生産者の契約意識を考慮した

柔軟性が必要である。 
 
 
栽培段階では、栽培技術の支援が必要であ

る。 

栽培契約の合意形成は、DNPIAC、県･郡農業事

務所や村の行政組織、販売先となる加工/流通業

者及びその他関係者の立会いのもとで、生産者

グループの契約意識を考慮して行う。 
「計画栽培の推進」は、「栽培技術普及体制の

強化」と合わせて実施する。 
加工業者の企

業支援 
加工機材の調達のためには、公的な機関に

よる融資制度は不可欠である。 
 

MAF は、MTCI や MED と連携し、関係機関に

働きかけて国産農産物の加工業者への助成制

度を確立する。また、必要に応じて国際機関/
民間投資との間をコーディネートする。 

農民グループ /
女性グループ

の企業支援 

テンペ製造は女性グループが容易に習得で

きる技術である 
DNPIAC は、計画栽培の推進地区やダイズ栽培

が盛んな地区の女性グループにテンペ製造技

術の普及を図る。普及活動では、実証調査事業

で技術を習得した NGO を活用する。 
販売促進支援 販売促進では、消費者の購買心理から、5

要素：Attention(関心)/Interest(興味)/Desire(欲
求)/Action(行動)及び Satisfaction（満足）の

視点から販売戦略を策定する必要がある。

政府は、国内農産物の加工品販売を促進するた

めに、定期的に展示会を開催し、国内産品の消

費促進を促す。 

品質等級制度

の導入 
生産した国内産大豆のタンパク質成分含有

がほぼ 50%であることは大豆加工業者にと

っては品質に関する有益な情報である。 

大豆加工品業者は、国産大豆の高いタンパク質

成分含有率や更なる洗浄の必要性などの検査

結果を有効に活用する。 
加工･流通業振

興に関わる人

材の育成支援 

農業普及員の栽培技術や普及能力の向上は

急務である。一方、本事業の訓練の場で経

験や知識を蓄積した NGO は農業普及員の

普及活動を側面支援することができる。 

MAF は在地資源活用型農法の普及を目指して

DNADC 農業普及員の育成を図る。一方で、普

及を側面支援するために、本事業で経験や知識

を得た NGO などの民間組織/団体を実施体制に

組み込む。 

(3) 女性グループによる家禽ビジネス支援事業からの教訓とアクションプランへの反映事項 

プロジェクト 教訓 アクションプランへの反映 
農民グループ /
女性グループ

の企業支援 

養鶏は地方の女性グループが低資金で比較

的容易に取り組むことが出来るビジネス活

動であるが、疾病のリスクや飼料の不足が活

動の拡大を阻んでいる。当面は、採卵活動よ

りむしろ伝統的な飼育方法の改善･強化によ

る成鶏活動を目指すことが現実的である。 

養鶏活動では、伝統的な飼育方法の強化を通

じた地鶏の飼育を支援する。 

加工インフラ

の整備支援 
加工インフラ施設の動力源は、今後の費用負

担を含む維持管理を考慮して計画する。 
加工インフラの整備では、現地条件や加工業

者/女性グループ/農民グループの維持管理･運

営能力を考慮した動力源を計画、設計する。

また、経営基盤の脆弱な加工業者/農民グルー

プ/女性グループに対しては、動力源（太陽電

池、ディーゼル発電機）整備の助成制度や長

期貸付制度の導入を図る。 
農業･市場情報

提供サービス 
女性グループによる小規模な成鶏の販売で

は、仲買人を通じた販売が現実的である。

DNPIAC による広域のデータベース作成の

女性グループは、域内の市場情報を仲買人あ

るいは市場関係者から入手して鶏や鶏卵の販

売活動に反映させる。情報の交換では SMS の
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プロジェクト 教訓 アクションプランへの反映 
必要性は小さい。 利用が効率的である。 

販売促進支援 女性グループの養鶏活動は、疾病リスクを回

避しながら、地元の仲買人を介しての販売の

他に、身近なレストランや販売先とした活動

が現実的である。 

養鶏活動は、疾病対策の不徹底や飼料不足の

現状では、農外収入増を目指した小規模な活

動となる。 

加工･流通業振

興に関わる人

材の育成支援 

県畜産局職員の疾病対策に関わる知識･能力

の向上が急がれる。 
MAF 畜産局は、県職員を対象に疾病対策に関

わる学習と訓練の機会を設ける。農家レベル

の成鶏を目指した養鶏活動では技術や経験を

有する NGO を活用する。 

(4) 国産トウモロコシ消費多様化促進事業からの教訓とアクションプランへの反映事項 

プロジェクト 教訓 アクションプランへの反映 
加工業者の企

業支援 
企業支援での加工対象産品の原材料は、質･

量･価格面で安定的に調達できる農産物で

ある必要がある。そのためには幅広い地域

で生産・流通している農産物を対象とする

ことが望ましい。また、企業支援では新商

品の開発や改善に意欲のある加工業者を発

掘する必要がある。 

DNPIAC は、企業支援プロジェクトの推進を容

易にするために、開発･改善が可能な加工産品

をリストアップし、加工業者の情報と合わせて

整理しておく。 
 

農業･市場情報

提供サービス 
輸入小麦粉はほぼ安定した価格で各市場か

ら調達できるが、トウモロコシ粉はマリア

ナ市場を除いて調達は容易でない。また、

トウモロコシ粒及び製粉はマリアナとディ

リ間のみに流通チャネルがある。 
政府による買い上げ制度によって産品の価

格が設定されている限りにおいては市場情

報サービスの利用は限定されたものになら

ざるを得ない。 

トウモロコシはマリアナ市場で安定的調達が

出来る。ディリの製パン加工業者は、トウモロ

コシ製粉をマリアナの製粉業者から調達する

ことができる。 
 
 
政府の買い上げ制度の対象となっている産品

では、市場情報提供サービスの導入の意義は小

さい。 
販売促進支援 コーンパンの普及では、ラジオによる宣伝

活動は、新聞、旗、チラシ及びポスターに

よる宣伝活動より効果的であった。 

新商品の宣伝にはラジオ、新聞などのメディア

の活用が有効で、ポスターは限定的である。 

(5) 国内産品の消費促進-料理教室-事業からの教訓とアクションプランへの反映事項 

プロジェクト 教訓 アクションプランへの反映 
農民グループ /
女性グループ

の企業支援 

料理教室は、修了生に料理ビジネスを起業

する意識を醸成することができる。 
DNPIAC は料理教室を全ての県で実施する。ま

た、MAF は関係省庁に働きかけて、調理ビジネ

スの起業を支援するための資金助成制度を設

ける。 
特産品化支援 特産物の発掘やその商品化のプロセスで

は、料理教室で学んだ知識を生かすことが

できる。 

特産品の発掘活動では、料理教室の修了生の参

加を促す。 

農業･市場情報

提供サービス 
料理教室の開催、料理仕出し業やレストラ

ン経営では、広域の市場情報ではなく近隣

の市場に直接出向くことによって食材を購

入している。 

域内の農産物の料理ビジネスへの利用では、広

域を対象にした農業･市場情報提供サービス導

入の意義は小さい。 

販売先開拓支

援 
料理教室の継続を希望する住民は多い。今

後の開催に当たっては、本事業での募集方

法を新たな料理技術を組み込むことができ

る。 

アクション･プラン(案)には、国産農産物の更な

る需要拡大を目指す一環として‘料理教室の

開催’を組み込む。 
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8-2-2 マスタープランの枠組み策定及びアクションプランの実施体制への提言 

(1) マスタープランの枠組み策定への提言 

1) 「バリューチェーン改善支援」プログラムの提案 

アグリビジネス振興における DNPIAC の基本的な役割は、バリューチェーンに沿って「農産物」

を中心にした関係省庁及び民間部門の間で多様な連携軸を構築することである。DNPIAC は、「大

豆のバリューチェーン改善」事業を通じて、種子の入手から、生産、加工、流通(販売)、消費に至

るバリューチェーンの構築が可能であることを確認したが、一方で、生産から流通(販売)までの活

動を一体的の捉え、関係者による連携を実現に導く基本的な役割を本事業の中で認識･実行したと

は言い難い。バリューチェーン構築には、DNPIAC の組織強化やバリューチェーンに関わる官民

人材の育成が必要であることが検証された。 

上記の実証調査事業からの教訓から、マスタープランに「バリューチェーン改善支援」プログ

ラムを組み込むことが提言される。プログラムには、「産品を軸にしたバリューチェーンの構築」

及び「バリューチェーン構築に関わる人材の育成」の機能が求められる。 

(2) アクションプランの実施体制への提言 

1) 関係省庁及び MAF 関係部局との連携を可能にする実施体制を構築する必要がある。 

実証調査事業の実施を通じて、関係省庁との連携構築やそのための DNPIAC の組織強化の必要

性が教訓として得られたが、実証調査事業で試行した連携の進捗から判断すると、関係省庁や MAF
関係部局との連携の実現を MAF 内の一部局である DNPIAC が主導することは容易でない。アクシ

ョンプランの実現のためには、MAF 内に、関係省庁及び MAF 関係部局との連携を可能にする実

施体制を構築する必要がある。 

2) MAF 及び DNPIAC の人材面/予算面/制度面が整備されるまでは、国際援助機関による財政支援や業

務管理支援の下で、NGOs 等の民間組織/団体を実施体制に組み込むことが有効である。 

実証調査事業で経験を積んだ NGOs 等の民間組織/団体が、適切な財政的支援や業務管理の下で、

今後のアクションプランの実施において技術支援者としての役割を担うことは可能である、こと

が教訓として得られた。 

一方で、行政組織の組織/制度面の改善や人材育成の必要性が指摘されており、アクションプラ

ンの実施・維持管理体制の整備に向けた取り組みが、本件調査後直ちに実現できる状況にない。

また、MAF や関係行政機関の予算不足も想定される。MAF 及び DNPIAC の予算面･人材面の取り

組みが整備されるまでの期間は、暫定的であるがアクションプランの実施に向けて、実証調査事

業のように国際援助機関による財政支援や業務管理の支援の下で、NGOs 等の民間組織/団体を実

施体制に組み入れて、有効に活用することが効率的である。 

3) 産品別のアクションプランの実施が現実的である。 

加工･流通業の取り組み内容は、目標とする産品によって大きく異なる。実証調査事業では、特

定の産品を取り上げて実施したが、この実証調査事業の経験から判断すると、アクションプラン

の実施でも産品をベースにしたアプローチが DNPIAC や関係機関の関係者の理解を得やすい、と思

われる。そこで、東ティモールで生産されている農畜水産物の加工･流通の開発ポテンシャルに基

づいて目標とする産品を選定し、開発に必要な支援をアクションプランに組み込んで実施してい

くことが提言される。そのためには、産品の開発ポテンシャルや開発に必要な支援を事前に分析･

整理しておくことが提案される。 
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